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ア 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況

Ⅰ．学生の確保の見通し

１．入学定員及び学生納付金設定の考え方

(1)博士前期課程

1)バイオサイエンス専攻

本専攻では分子生物学を基盤として、生命現象を遺伝子や蛋白質といった分子レベル

や細胞レベルで解析する。このことは必然的に先端生命科学分野を理解し、手法を会得

し、また自ら創意工夫する力を身につけた人材を養成する。さらに基本生命現象の理解

という基盤を様々な方面へ応用する柔軟性を培い、伝統を活かしつつ新時代に対応・連

携できる力を身につけることを研究教育上の目的とする。 

これら本専攻の目的の達成度を高めるため、上記基本的概念のもと、学生は、細胞機

能分子科学、環境生物機能科学、動物生命科学という 3つの柱に特化した各研究室に所

属し、独自で創造的なテーマを追究しながら専門性を深めることとしている。このよう

に研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養成する人材像」を輩

出するため、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員数や施設設備等の面か

ら検討し、本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定した。 

① 入学定員 30 人（収容定員 60 人）

② 専任教員数 14 人

③ 初年度学生納付金 1,482,600 円

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計）

2)分子生命化学専攻

本専攻は、農学分野に関する自然科学に化学的視点を取り入れ総合的に理解し、様々

な自然・生命現象に対して、分子論的な解釈と化学的なアプローチを可能とするため、

基盤的教育を行った上で、「有機化学」もしくは「分子機能解析学」の両分野より高度

な専門的学問を学び、各分野の造詣を深める。それにより、生命科学分野において化学

を基盤とした専門性を身に付け、難度の高い問題を解決する能力を習得させることを教

育研究上の目的とする。

これらの目的を達成するため、本専攻では指導教員の研究室に学生は所属し、授業科

目以外においても研究室において日常的に教育研究指導を行うこととしている。研究室

を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養成する人材像」を輩出するた

め、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員数や施設設備等の面から検討し、

本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定した。 

① 入学定員 20 人（収容定員 40 人）

② 専任教員数 10 人

③ 初年度学生納付金 1,482,600 円
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（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計） 

3)分子微生物学専攻

本専攻は、生命科学分野の広い知識に加え、目に見えないミクロの世界で起こる有益

で、かつ危険な生物作用の理解を基礎として、安全な微生物の取扱や微生物機能の特性

を考慮した微生物利用を可能にする能力を習得させることを教育研究上の目的とする。 

これらの目的の達成するため、本専攻では指導教員の研究室に学生は所属し、授業科

目以外においても研究室において日常的に教育研究指導を行うこととしている。研究室

を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養成する人材像」を輩出するた

め、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員数や施設設備等の面から検討し、

本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定した。 

① 入学定員 20 人（収容定員 40 人）

② 専任教員数 10 人

③ 初年度学生納付金 1,482,600 円

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計）

(2)博士後期課程

1)バイオサイエンス専攻

本専攻では分子生物学を基盤として、生命現象を遺伝子や蛋白質といった分子レベル

や細胞レベルで解析する。微生物から高等動植物にいたるさまざまな生物材料を対象と

し、目的に応じて生理活性物質から生体高分子、さらに細胞や個体レベルについて、外

来遺伝子導入、遺伝子解析、微生物大量培養、Ｘ線結晶解析等のシステムを駆使して自

ら研究を計画・実行できる人材を養成する。さらに基本生命現象の理解という基盤を

様々な方面へ応用する柔軟性を培い、伝統を活かしつつ新時代に対応・連携できる力を

身につけることを研究教育上の目的とする。

これら本専攻の目的の達成度を高めるため、上記基本的概念のもと、学生は、細胞機

能分子科学、環境生物機能科学、動物生命科学という３つの柱に特化した各研究室に所

属し、独自で創造的なテーマを追究しながら専門性を深めることとしている。このよう

に研究室を中心とした教育システムを有効に機能させ、掲げた「養成する人材像」を輩

出するため、本学の資源を最大限に活用することを前提に、教員数や施設設備等の面か

ら検討し、本専攻の入学定員及び学生納付金を次のとおり設定した。 

① 入学定員 5人（収容定員 15 人）

② 専任教員数 14 人

③ 初年度学生納付金 1,614,600 円

（入学金、授業料、実験実習演習費、整備拡充費及び学生厚生費の合計）
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２．定員充足の見込みと根拠

(1)博士前期課程

1)本学及び他大学等の入試動向

表 1に示すとおり、日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願

動向」によると、私立大学における「修士課程及び博士前期課程、専門職学位課程」の

志願者数は、2015 年度 51,022 人から 2019 年度 58,370 人に増加（7,348 人）している。

また、農学系研究科に絞ると、2015 年度 804 人から 2019 年度 772 人とほぼ横ばいの傾

向を示している。 

本学農学研究科（博士前期課程）の志願者数も、2015 年度 264 人から 2019 年度 264

人と横ばいの傾向を示している。 

表 1 全国および本学農学研究科（博士前期課程）志願者数（2015 年度から 2019 年

度）の推移 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 

全国私立大学 修士課程等(注) 51,022 50,064 53,247 56,157 58,370 

全国私立大学のうち 農学系(注) 804 792 746 811 772 

東京農業大学農学研究科 

(博士前期課程) 

264 276 228 279 264 

（注）出典：日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」 

2)本学農学研究科バイオサイエンス専攻（博士前期課程）の入試動向

本専攻博士前期課程の前身である本学農学研究科バイオサイエンス専攻博士前期課

程の入試動向から、本専攻の学生確保の見通しを確認する。 

直近 5 年間の入学志願動向をみると、表 2 が示すとおり、40〜60 人程度の志願者を

コンスタントに維持している。表 1 および表 2 が示すとおり、一般的な志願動向及び本

学農学研究科のこれまでの入試実績から、本専攻の開設にあたり、入学定員 30 人の学

生を確保する見込みがあると判断した。 

表 2 農学研究科バイオサイエンス専攻（博士前期課程）志願者数の推移 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 

① 志願者数 61 40 42 57 45 

② 受験者数 57 40 42 55 45 

③ 合格者数 51 39 34 48 39 

④ 入学者数 47 33 27 44 35 

⑤ 入学定員 30 30 30 30 30 

⑥ 定員超過率（④÷⑤） 1.57 1.10 0.90 1.47 1.17 

⑦ 志願倍率（①÷⑤） 2.03 1.33 1.40 1.90 1.50 
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3)本学生命科学研究科分子生命化学専攻（修士課程）及び分子微生物学専攻（修士課

程）に対する入学意向調査

本学が 2021 年度に開設を計画する生命科学研究科、地域環境科学研究科及び国際食

料農業科学研究科の 3つの研究科の各専攻のうち、農学研究科に既設の専攻を有さない

専攻について、学生確保の見通しを確認するため、入学意向調査を実施した。 

具体的には、生命科学研究科分子生命化学専攻（修士課程）、同分子微生物学専攻（修

士課程）、地域環境科学研究科地域創成科学専攻（修士課程）及び国際食料農業科学研

究科国際食農科学専攻（修士課程）の 4つの専攻に対する入学意向調査を、第三者機関

である「一般財団法人日本開発構想研究所」への委託により実施した資料１。 

① 調査対象者

アンケート調査は、本学学士課程学生（主に生命科学部分子生命化学科、同分子微生

物学科、応用生物科学部食品安全健康科学科、地域環境科学部地域創成科学科及び国際

食料情報学部国際食農科学科 3 年生）を対象に実施した。 

② 調査方法

2019 年 10 月から 12 月にかけ、本学内の教室において、上記の調査対象者に対し、

アンケート用紙及び 4つの新設専攻の概要を配布し、直接アンケート用紙に記入する方

法により実施した。 

③ 分子生命化学専攻（修士課程）に対する入学意向調査結果

上記アンケート調査の回答者 426 人のうち、本学生命科学研究科分子生命化学専攻

（修士課程）へ「入学したい」と回答した者は 37 人となり、本学大学院生命科学研究

科分子生命化学専攻(修士課程)の入学定員 20 名に対し、1.85 倍の入学意向を示してい

る。 

また、「入学したい」、「入学を検討したい」と回答した者は合計 54 人となり、入学定

員 20 名に対し、2.7 倍の入学意向を示している。 

以上の調査結果と、調査対象以外からの進学も考えられることから、本学生命科学研

究科分子生命化学専攻（修士課程）の入学定員を満たす学生は十分に確保できるものと

考える。 

④ 分子微生物学専攻（修士課程）に対する入学意向調査結果

上記アンケート調査の回答者 426 人のうち、本学生命科学研究科分子微生物学専攻

（修士課程）へ「入学したい」と回答した者は 37 人となり、本学大学院生命科学研究

科分子微生物学専攻(修士課程)の入学定員 20 名に対し、1.85 倍の入学意向を示してい

る。 

また、「入学したい」、「入学を検討したい」と回答した者は合計 67 人となり、入学定

員 20 名に対し、3.35 倍の入学意向を示している。 

以上の調査結果と、調査対象以外からの進学も考えられることから、本学生命科学研

究科分子微生物学専攻（修士課程）の入学定員を満たす学生は十分に確保できるものと



5 

考える。 

(2)博士後期課程

1)本学及び他大学等の入試動向

表 3に示すとおり、日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願

動向」によると、私立大学における「博士課程及び博士後期課程」の志願者数は、2015

年度 5,602 人から 2019 年度 5,469 人とほぼ横ばいの傾向を示している。しかし、農学

系研究科に絞ると、2015 年度 93 人から 2019 年度 120 人と増加傾向（1.29 倍）を示し

ている。 

また、本学農学研究科（博士後期課程）の志願者数は、年度毎に増減があるものの 2015

年度 15 人から 2019 年度 29 人と増加傾向を示している。 

表 3 全国および本学農学研究科（博士後期課程）志願者数の推移 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 

全国私立大学 博士課程等(注) 5,602 4,698 5,313 5,488 5,469 

全国私立大学のうち 農学系(注) 93 117 122 133 120 

東京農業大学農学研究科 

(博士後期課程) 

15 23 32 51 29 

（注）出典：日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」 

2)本学農学研究科バイオサイエンス専攻（博士後期課程）の入試動向

本専攻博士後期課程の前身である本学農学研究科バイオサイエンス専攻博士後期課

程の入試動向から、本専攻の学生確保の見通しを確認する。 

直近 5 年間の入学志願動向をみると、表 4 が示すとおり、2018 年度を除き定員が充

足できていない。 

この状況を踏まえ、2016 年度に「東京農業大学大学院学びて後足らざるを知る奨学

金規程資料２」を制定した。本奨学金は、入学金、授業料、整備拡充費の全額を給付す

るもので、これが在校生に浸透することで今後志願者が増加すると考えられる。さらに、

本専攻においては入学定員を 1 人減員し 5 人とし、確実な定員確保に努めることとし

た。 

以上、農学系他大学大学院の入試動向及び本学農学研究科のこれまでの入試実績等か

ら、本専攻の開設にあたり、設定した入学定員を確保する見込みがあるものと判断した。 

表 4 農学研究科バイオサイエンス専攻（博士後期課程）志願者数（2015 年度から 2019

年度）の推移 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 

① 志願者数 2 3 3 7 2 

② 受験者数 2 3 3 7 2 
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③ 合格者数 2 3 3 7 2 

④ 入学者数 1 3 3 7 2 

⑤ 入学定員 6 6 6 6 6 

⑥ 定員超過率（④÷⑤） 0.17 0.50 0.50 1.17 0.33 

⑦ 志願倍率（①÷⑤） 0.33 0.50 0.50 1.17 0.33 

Ⅱ．学生の確保に向けた具体的な取組

１．学生の確保に向けた具体的な取組状況（予定を含む）

本学大学院では本学学部生のみならず、広く本学の教育研究について理解得ると同時

に学生確保につなげるため、大学院として以下のような取り組みを行っている。 

(1)ホームページでの広報活動

東京農業大学大学院ホームページ主な掲載内容（http://gs.nodai.ac.jp/）

ページビュー約 33,500（2020 年 2 末月現在）、

大学院案内（https://www.nodai.ac.jp/nodaigs/about/graduate-guide/）

ページビュー約 23,500（2020 年 2 末月現在）、

1) 基本情報

① 研究科委員長からのメッセージ

② 教育研究上の目的・目標ならびに 3 方針

③ 研究科・専攻についての基本情報

④ 学位論文審査基準

2) 入試情報

① 大学院出願の案内と学生募集要項

② 入試実施結果および大学院入試の過去問題

③ ＪＩＣＡプログラムによる長期履修

3) 生活・進路

① 学費・奨学生制度について

② 就職情報

4) イベント（FD 活動ほか）

① 専攻別入試説明会の実施

② 大学院生による研究説明会「東京農大大学院生研究ポスター発表会」（学内外約

1,700 名来場）の実施

③ 日本学術振興会特別研究員の応募について

④ 東京農業大学オープンキャンパスにおける大学院ブースの設置

(2)入試募集業務

① 募集要項の発行（電子データでホームページにて提供）
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② 大学案内への大学院情報提供（発行部数 11 万部）

③ 大学院案内の発行・配布（発行部数 2500 部）

④ ＪＩＣＡ人材育成奨学計画による海外若手行政官等の積極的な受け入れ

⑤ 日本への渡航による受験を必要としない海外現地入試の導入

⑥ 教育後援会地方懇談会（毎年日本全国で開催）での大学院案内配布

⑦ 職業を有している者でも入学しやすいよう長期履修制度を導入。最長で標準修

業年限の 2倍の期間まで修学でき費用も期間に応じて分割される。

⑧ ＪＩＣＡと協定を締結し、青年海外協力隊隊員及び日系社会青年ボランティア

を行いながら長期履修することができる制度を導入

また、上記の他に専攻ごとに以下のような取り組みを行っている。 

(3)バイオサイエンス専攻

学士課程 1年次開講の「フレッシュマンセミナー」での大学院の紹介とともに学科教

員が自身のキャリアについて語る会を設けている。また、学士課程 3 年生を対象に大学

院説明会を行い、大学院での研究生活や就職への利点について理解してもらうことで、

大学院進学への動機付けを行っている。さらに、大学院での研究を理解してもらうため

に、専攻内中間発表会への学士課程学生の参加を呼びかけている。 

(4)分子生命化学専攻

学士課程 1年次開講の「フレッシュマンセミナー」において大学院の紹介を行うとと

もに、学士課程 3年次開講の「応用分子生命化学演習」において全教員が自身の研究に

関する詳細を語る場を設け、大学院進学への動機づけを行っている。 

(5)分子微生物学専攻

学士課程学生に対しては、1年次開講科目の「フレッシュマンセミナー」、2年および

3 年次開講の「分子微生物学演習」にて将来の進路選択の 1つとして大学院進学の紹介

を行っている。また研究室配属後に各研究室で個人面談を行い、大学院進学への動機づ

けを行っている。 

イ 人材需要の動向等社会の要請

Ⅰ．人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）

１．養成する人材像

(1)バイオサイエンス専攻

1)博士前期課程

生命科学を基盤に最先端知識・技術を駆使して、より専門的な教育研究を推進し、研

究内容を発信・討論できる能力を持って、人類の生活向上を導くため国内外の研究・産
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業の発展に貢献できる人材を養成する。

2)博士後期課程

分子レベルでの生物機能の高度な知識と優れた人間性を有し、国内外の大学・研究機

関・企業等において研究・開発のリーダーとして貢献する人材、さらに国際的な研究活

動も重視し、大学教員並びに関連産業・研究機関・行政機関等において、研究、開発、

行政のリーダー的存在となる人材を養成する。

(2)分子生命化学専攻

1)修士課程

農学分野に関する自然科学に化学的視点を取り入れ総合的に理解し、基盤から応用

まで幅広い知識とともに高い技術を身につけ、修得した知識や成果を的確に伝える論理

的思考力、数的処理能力、文章力およびプレゼンテーション能力を有する人材を養成す

る。

(3)分子微生物学専攻

1)修士課程

微生物学の基礎を習熟し、かつ今後発展の一途を遂げる分子微生物学の知識と技術

を習得し、農・食品・環境・医薬の分野等において未解決な問題の発見と、それを解決

できる発想と技術を有する人材を養成する。

２．教育研究上の目的

(1)バイオサイエンス専攻

1)博士前期課程

植物や動物の分子レベルでの生命機能解析を中心とした研究活動を通じて、生命科

学の専門領域における確かな知識、研究技術を体得するとともに、問題設定・解決能力、

成果発表能力、産業・教育の発展に広く寄与する能力を習得させることを教育研究上の

目的とする。

2)博士後期課程

高等生物を中心に遺伝子レベルでの生命機能解明のため、生命科学の最先端知識・技

術を駆使しながら、仮説の提起と検証を通して、高度に創造的・独創的な教育研究を推

進し、研究成果を国際的に発信・討論できる能力を習得させることを教育研究上の目的

とする。

(2)分子生命化学専攻

1)修士課程

農学分野に関する自然科学に化学的視点を取り入れ総合的に理解し、様々な自然・生
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命現象に対して、分子論的な解釈と化学的なアプローチを可能とするため、基盤的教育

を行った上で、「有機化学」もしくは「分子機能解析学」の両分野より高度な専門的学

問を学び、各分野の造詣を深める。それにより、生命科学分野において化学を基盤とし

た専門性を身に付け、難度の高い問題を解決する能力を習得させることを教育研究上の

目的とする。

(3)分子微生物学専攻

1)修士課程

生命科学分野の広い知識に加え、目に見えないミクロの世界で起こる有益で、かつ危

険な生物作用の理解を基礎として、安全な微生物の取扱や微生物機能の特性を考慮した

微生物利用を可能にする能力を習得させることを教育研究上の目的とする。

Ⅱ．目的等が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的

な根拠

１．人材需要の動向

(1)バイオサイエンス専攻

1)博士前期課程

近年、地球規模において食料、健康、資源、環境にそれぞれ重大な問題を抱えており、

その解決は急務となっている。本専攻では、動物、植物、細胞分子機能分野を教育研究

の柱として、基礎から応用まで幅広い専門領域を対象としている。 

実際に、本学大学院農学研究科バイオサイエンス専攻の専門領域には、植物分子生理

学、植物遺伝子工学、植物栄養学、動物細胞工学、動物発生工学、分子神経科学、細胞

分子遺伝学、微生物ゲノム遺伝学、微生物ゲノム工学、構造生物学、など自然科学系の

広範な専門分野が挙げられる。専攻に在籍する学生は、生命科学およびその関連の学士

課程教育の習熟度に一定の基準を満たす者が、更に高度な専門教育を受けることを目的

として入学している。 

本専攻での専門分野は何れも実験科学であることから、在籍学生は所属研究室におい

て、確かな知識、研究技術、問題設定・解決能力、成果発表能力を養いながら、修士論

文の研究課題の遂行に努めている。座学の講義では、専攻科目特論科目として「動物生

命科学特論 I・II」、「植物生命科学特論 I・II」、「細胞分子機能科学特論 I・II」を配当

し、動物、植物、細胞分子機能の 3 領域において、最先端知識と技術を網羅する国内外

の外部講師を招聘して、最新の研究成果に触れることができる。さらに、プレゼンテー

ション法や論文英語などもプログラムに取り入れ、修了後に産業・教育の発展に広く寄

与することができる人材の輩出に努めている。これらの教育プログラムの特色には、最

先端知識、技術を活用して、より専門的な研究を邁進し、研究内容を自在に発信・討論

できるとともに、産業・教育の発展に広く寄与する人材を育成することが挙げられる。 



10 

前身である農学研究科バイオサイエンス専攻は 2003 年に開設し、これまでに 620 名

の修了生を輩出している。主な就職先は、農業、食料品、化学工業、機械器具、医療保

健などが挙げられる。また、卸売、学校教育、サービス業、地方公務員などにも就職し

ており、多岐に渡り、本専攻の修了生が各業界で実績を残している。また、表 5 が示す

とおり、直近 5年間の博士前期課程の入学者のうち、女子学生の割合は 31.2％であり、

全体の約 3分の 1を占めている。これは、男子学生だけでなく、女子学生も本専攻の取

り組みに興味・探究心を抱き研究を行ってきたことの表れである。 

現在、産業界が理系学生に求めている能力として、主体性、実行力、課題設定・解決

能力、創造力を上位に挙げている資料３。特に、近年では、自ら問題を設定して解決す

る能力、論理的な思考力、情報収集能力、発信力、外国語能力などが求められている資

料３。本専攻の修了生が各業界で活躍している背景として、本専攻が輩出し続けている

修了生、すなわち「養成する人材像」と昨今の産業界から求められている人材が合致し

ていることが挙げられる。さらに、学生の就職活動を取り扱う企業では、研究開発職を

求める企業の多くは学士課程卒業者よりも高い専門知識と技術を培った博士前期課程

修了者を求めていることが示されている資料４。今後、人口構造・産業構造・社会構造

等が大きく変化する我が国においては、社会のニーズに合わせた人材が求められること

は容易に想定され、本専攻の修了生の社会における人材需要を裏付けるものとなる。 

表 5 農学研究科バイオサイエンス専攻（博士前期課程）入学者の男女比 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 計 

① 入学者数（男子） 32 23 16 31 26 128 

② 入学者数（女子） 15 10 11 13 9 58 

③ 入学者数（計） 47 33 27 44 35 186 

④ 女子比率（②÷③） 31.9% 30.3% 40.7% 29.5% 25.7% 31.2% 

2)博士後期課程

我が国における博士課程への入学者数は 2004 年の 17,944 人をピークに減少を続け

ており、2016 年には 14,972 人となっている資料５。一方、1998 年以降、研究者総数は

緩やかであるが増加しており、研究者総数に占める博士号保有者数の割合は、2002 年

の 15.3％から上昇し、2016 年には 19.2％となっている資料６。また、これまで博士号

取得者の採用に必ずしも積極的ではないとされていた民間企業においても、近年の社会

情勢の変化などを背景として、博士人材の活用を図り始めており、2004 年の 18,700 人

から 2016 年には 24,900 人へと 33.2％増加している資料５。さらに、現在、我が国の

研究力強化に向けた研究人材の育成・確保に向けた取り組みとして、優秀な人材の博士

課程進学の促進、女性研究者の活躍の促進などが進められている資料５。これらは、国

内の研究者に高い専門性が求められていることを反映している。 

本専攻の博士後期課程では、博士前期課程で培った最先端技術と知識を基に、博士論
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文に関連した実験科学の遂行に注力することとなる。研究の遂行にあたっては、国際的

レベルでの高度な知識と技術、問題設定、解決能力を駆使して総合的に実行する。さら

に、得られた研究成果を国内外に公表するための学術論文への投稿と受理が義務化され

ている。これらの教育プログラムは高い専門性の育成にとどまらず、優れた人間性、国

内外の研究・産業を発展させるための応用力、情報発信能力も養われることとなり、博

士号取得後に研究者として独立できるような総合的な能力の修得となる。 

本専攻は生命科学という広範な専門領域を対象としている。そのため、本生命科学の

最先端知識・技術を駆使しながら、新規な仮説の提起と検証を通して、高度に創造的・

独創的な教育研究を推進し、研究成果を国際的に発信・討論できる能力の養成を行う。

そして、優れた人間性を有し、国内外の大学・研究機関・企業等において研究・開発の

リーダーとして貢献する人材の養成を目的としている。優秀な人材獲得競争が激化する

昨今において、諸外国と対等に発展するためには、優れた博士号取得者が今後も社会に

必要とされているのは明白である。 

(2)分子生命化学専攻

1)修士課程

化学産業は我が国の基幹産業の一つであり、経済産業省素材産業課による資料「素材

産業におけるイノベーションの役割と期待（平成 30 年 1 月）」資料７にあるように、競

争力の強化が急務とされている。先端的な素材産業においては革新製造技術の開発によ

るこれまでにない新しいものづくりへの展開が期待されており、主に精密有機合成化学

がその一翼を担うものされている。また、コンピュータシミュレーションを用いた技術

によるインフォマティクス的手法の有用性や、エンジニアリングプラスチックの事業化

への期待が語られていることから、本専攻の専門分野が社会的に大きな要請を受けてい

るものであることがわかる。 

また、経済産業省産業人材政策室による「産業界が求める能力・スキル（平成 29 年

11 月）」資料８では、産業界が求める付加価値が「カネ」から「ヒト」へ移っていく中

で、各産業界が必要な能力・スキルを持つ人材を育成していくことの重要性が説かれて

いる。その中で化学産業は自動車産業等の組立型製造業とは異種の技術革新が起こる可

能性が高いと指摘されており、化学業界における技術の変化が多くの応用分野を変革し

ていくことや、分野を越えて専門知識や技能を組み合わせる実践力が問われていること

が指摘されている。さらに、文部科学省、経済産業省による資料「理工系人材育成に関

する産業構造審議会における議論及びこれまでに講じた施策について（平成 27 年 5 月

22 日）」資料９の化学系業種の分析において、本課程で学ぶ専門分野はほぼ産業界ニー

ズであり、その中でも特に重要なのが基礎有機化学、高分子化学、機能性化学、分析化

学とされている。 

一方で、経済産業省「2018 年版ものつくり白書」によれば、我が国の製造業では人材



12 

不足の深刻化が挙げられており、業種別にみると化学工業で研究開発人材の確保が他の

業種に比べて課題になっていることがわかる。よって、化学を基盤とした高度な教育研

究を行う本専攻が輩出する人材には手堅いニーズが見込まれる。 

(3)分子微生物学専攻

1)修士課程

この 10 年間で、オミックス技術をベースとした生命科学分野の研究は発表論文数の

急激な増加にも反映されるように目覚ましく発展し、その解析技術を習得した人材の確

保が大学・公共団第、および民間企業にて嘱望されている資料 10，11。特に次世代シー

ケンサーの普及率はここ数年で大幅に増加し、解析の受託関連企業や企業における解析

部門が新設されてきた。天然微生物資源の探索、天然化合物ライブラリの収集と利用、

天然の生理活性物質の探索と利用、など微生物分野が得意とする産業も発展している。

また米国企業を中心として、遺伝子組み換えを利用した微生物による有用物質生産技術

の開発が急ピッチに進められており資料 12、日本国内でもベンチャー企業を中心とし

て追随する傾向が近未来にむけて起こる可能性がある。日本は伝統的に微生物を利用し

た発酵食品産業が盛んであり、これら食品関連企業においても近年のオミックス技術を

導入する動きが大手企業を中心とし活発であり、学会を通じた研究発表が盛んである。 

このように旧来の微生物学に基づく微生物培養、衛生管理、医療機関での微生物感染・

病理部門を初めとして、iPS 細胞など細胞培養産業、健康食品に代表される健康産業、

化粧品関連企業の微生物部門、オフィス空間のウイルスや感染性微生物の管理を目的と

したオフィス産業、また微生物叢解析の受託産業やバイオインフォマティクスの受託解

析企業など、分子微生物学に習熟した人材の需要は今後さらに高まることが見込まれる。 

２．修了者の進路状況

(1)バイオサイエンス専攻

1)博士前期課程

本専攻（博士前期課程）の前身である本学農学研究科バイオサイエンス専攻（博士前

期課程）における直近 5年間の進路状況は表 6のとおりである。就職率は 91％から 96％

を示しており、就職を希望する学生は、ほぼ修了時に就職先を決定している。主な就職

先は食品、化学、製薬、医療系の企業であり、研究職または専門職として迎えられるこ

とが多い。一方、全国の大学院等進学者の直近 5年間の修了者に占める就職者の割合は、

74.4％から 78.5％である資料 13。 

以上から、本専攻が掲げる養成する人材像は社会的需要を踏まえているものと判断

する。 

表 6 農学研究科バイオサイエンス専攻（博士前期課程）進路状況 

年度 2014 2015 2016 2017 2018 
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① 就職希望者数 32 29 35 25 26 

② うち就職者数 30 27 32 24 25 

③ 進学者数 2 3 3 7 1 

④ 修了者数 35 32 38 32 27 

⑤ 就職率（②÷①） 97% 93% 91% 96% 96% 

2)博士後期課程

博士後期課程の修了者は人数が少なく、過去の進路状況をもって社会的需要を推し

量ることは難しいため、前身である本学農学研究科バイオサイエンス専攻（博士後期課

程）を対象とした求人状況から確認する。 

当該専攻に対する求人件数は資料 14 のとおり、2016 年度 23,834 件から 2019 年度

28,850 件と、4年間で 5,016 件増加している。また、本専攻が修了後の進路として掲げ

る研究職としての求人件数も 2016 年度 762 件から 2019 年度 983 件と、4 年間で 221 件

増加しており、本専攻が掲げる養成する人材像は社会的需要を踏まえているものと判断

する。 

３．修了者に対する採用意向調査

2021 年度に本学が新設する生命科学研究科分子生命化学専攻（修士課程）、同分子微

生物学専攻（修士課程）、地域環境科学研究科地域創成科学専攻（修士課程）及び国際

食料農業科学研究科国際食農科学専攻（修士課程）（以下、「４つの新設専攻」という）

の修了者に対する企業等の採用意向を把握するため、第三者機関である「一般財団法人

日本開発構想研究所」への委託により、次のとおりアンケート調査を行った資料 15。 

(1)調査対象

4 つの新専攻（修士課程）修了者の就職が見込まれる企業等 1,747 社の採用担当者に

アンケートへの協力を依頼し、452 件の有効回答があった。

(2)調査方法

4 つの新専攻（修士課程）修了者の就職が見込まれる企業等 1,747 社の採用担当者に

アンケート用紙及び 4 つの新専攻（修士課程）の概要を示したリーフレットを送付し、

アンケートを実施した。回答は一般財団法人日本開発構想研究所へ企業等から直接郵送

し、集計結果により、4 つの新専攻（修士課程）修了者に対する採用意向を分析した。 

(3)調査期間

令和元年 11 月～令和元年 12 月

(4)有効回収率等

調査対象数：1,747 社

有効回答数：452 件

有効回収率：約 25.9%（有効回答 452 件 ÷ 調査対象 1,747 件）
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(5)分子生命化学専攻（修士課程）修了者に対する採用意向調査結果

上記アンケート調査の結果、本学生命科学研究科分子生命化学専攻（修士課程）の修

了者に対する採用意向人数は「採用したい」のみで合計した場合、155 人分となる。入

学定員は 20 名であるため、7.75 倍の採用意向を確保できている。 

また、「採用したい」、「採用を検討したい」を合計した場合、採用意向人数は 376 人

となり、これは、入学定員 20 名に対して、18.8 倍となる。 

以上の調査結果と、調査対象企業以外からの採用も考えられることから、本学生命科

学研究科分子生命化学専攻（修士課程）の修了後の進路に関して充分に確保されている

と判断できる。 

(6)分子微生物学専攻（修士課程）修了者に対する採用意向調査結果

上記アンケート調査の結果、本学生命科学研究科分子微生物学専攻（修士課程）の修

了者に対する採用意向人数は「採用したい」のみで合計した場合、155 人分となる。入

学定員は 20 名であるため、7.75 倍の採用意向を確保できている。 

また、「採用したい」、「採用を検討したい」を合計した場合、採用意向人数は 381 人

となり、これは、入学定員 20 名に対して、19.05 倍となる。 

以上の調査結果と、調査対象企業以外からの採用も考えられることから、本学生命科

学研究科分子微生物学専攻（修士課程）の修了後の進路に関して充分に確保されている

と判断できる。 



学生の確保の見通し等を記載した書類 

（東京農業大学 生命科学研究科）

資 料 目 次 

資料１ 東京農業大学大学院 生命科学研究科分子生命化学専攻（修士課程）（仮称）、生

命科学研究科分子微生物学専攻（修士課程）（仮称）地域環境科学研究科地域創成

科学専攻（修士課程）（仮称）、国際食料農業科学研究科国際食農科学専攻（修士

課程）（仮称）への入学意向に関するアンケート調査報告（一般財団法人日本開発

構想研究所） 

資料２ 東京農業大学大学院学びて後足らざるを知る奨学金規程 

資料３ 「高等教育に関するアンケート」主要結果（2018 年４月 17 日 一般社団法人日本

経済団体連合会） 

資料４ マイナビ 2021「理系ナビ」（株式会社マイナビ）

資料５ 我が国の研究力強化に向けた研究人材の育成・確保に関する論点整理（平成 30 年

7 月 31 日 科学技術・学術審議会人材委員会・中央教育審議会大学分科会大学院部

会 合同部会） 

資料６ 海外及び日本の科学技術活動の概要（一部抜粋）（総務省統計局「科学技術研究調

査」） 

資料７ 素材産業におけるイノベーションの役割と期待（平成３０年１月 経済産業省素

材産業課） 

資料８ 産業界が求める能力・スキル（平成２９年１１月 経済産業省経済産業政策局産

業人材政策室） 

資料９ 理工系人材育成に関する産業構造審議会における議論及びこれまでに講じた施策

について（平成 27 年 5 月 22 日 経済産業省） 

資料 10 我が国におけるバイオインフォマティクスの現状（文部科学省研究振興局ライフ

サイエンス課）

資料 11 バイオインフォマティクスに関する文科省の現在までの取組と今後の在り方につ

いて（平成 24 年 6 月 11 日 文部科学省研究振興局ライフサイエンス課） 

資料 12 バイオ×デジタルによる新たな経済社会（バイオエコノミー）に向けて（平成 29

年 10 月 11 日 経済産業省生物化学産業課） 

資料 13 平成３０年度学校基本調査（確定値）の公表について（平成３０年１２月２５日 

文部科学省） 

資料 14 2016 年度から 2019 年度職種別求人件数（農学研究科バイオサイエンス専攻博士



後期課程） 

資料 15 東京農業大学大学院 生命科学研究科分子生命化学専攻（修士課程）（仮称）、生

命科学研究科分子微生物学専攻（修士課程）（仮称）地域環境科学研究科地域創

成科学専攻（修士課程）（仮称）、国際食料農業科学研究科国際食農科学専攻（修

士課程）（仮称）の修了者に対する企業等の採用意向に関するアンケート調査報

告（一般財団法人日本開発構想研究所） 

以上 



東京農業大学大学院

生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）（仮称）、

生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）（仮称）、

地域環境科学研究科   地域創成科学専攻（修士課程）（仮称）、

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）（仮称）

への入学意向に関するアンケート調査報告

令和２年２月

一般財団法人 日本開発構想研究所

資料1



東京農業大学大学院 生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）（仮称）、

生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）（仮称）、

地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）（仮称）、

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）（仮称）への

入学意向に関するアンケート調査報告

１．調査概要

（1） 調査目的

2021年4月に東京農業大学大学院が農学研究科を改組し、新たに生命科学研究科（仮称）、地域環

境科学研究科（仮称）、国際食料農業科学研究科（仮称）を開設する計画にあたり、改組後に新設す

る生命科学研究科分子生命化学専攻（修士課程）（仮称）、生命科学研究科分子微生物学専攻（修士課

程）（仮称）、地域環境科学研究科地域創成科学専攻（修士課程）（仮称）、国際食料農業科学研究科国

際食農科学専攻（修士課程）（仮称）（以下、4 つの新専攻（修士課程）とする）への入学意向を把握

することを目的とする。

（2） 調査対象者

 東京農業大学学部在学生（主に生命科学部分子生命化学科、生命科学部分子微生物学科、地域環境

科学部地域創成科学科、国際食料情報学部国際食農科学科、応用生物科学部食品安全健康学科に所属

する3年生） 

（3） 調査方法

東京農業大学学部在学生に対し、アンケート用紙及び4つの新専攻（修士課程）の概要を配布し、

教室等で直接アンケート用紙に記入する方法により実施。回答用紙は大学が取りまとめ、一般財団法

人日本開発構想研究所へ郵送。この結果、426 人から有効回答があった。集計結果より、4 つの新専

攻（修士課程）への入学意向を分析した。

（4） 調査実施期間 令和元年10月～令和元年12月 

（5） 有効回答者数 426人 

※東京農業大学大学院にて設置を構想している生命科学研究科（仮称）、地域環境科学研究科（仮称）、

国際食料農業科学研究科（仮称）及び4つの新専攻（修士課程）は仮称であるが、本文中ではその旨

の表示を省略した。 
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２．調査結果

（1）性別について 
性別について調査した結果、回答者 426 人のうち、「女性」が 222 人（52.1%）、「男性」が 200 人

（46.9%）の順になっている。 ※「無回答」4人（0.9%） 

（2）在学する学年や職種について 
在学する学年や職種について調査した結果、回答者426人のうち、「東京農業大学3年生」が420

人（98.6%）と最も多く、次いで「東京農業大学4年生」3人（0.7%）の順になっている。 ※「無

回答」3人（0.7%） 

在学する学年や職種
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 東京農業大学3年生 420  98.6   
2 東京農業大学4年生 3   0.7  
3 東京農業大学卒業生 0   0.0  
4 社会人 0   0.0  
5 その他 0   0.0  

無回答 3   0.7  
N （％ﾍﾞｰｽ） 426  100  

東京農業大学

3年生
98.6%

東京農業大学

4年生
0.7%

東京農業大学

卒業生
0.0%

社会人
0.0% その他

0.0%

無回答
0.7%

在学する学年や職種
N = 426

性別
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 男性 200  46.9   
2 女性 222  52.1   

無回答 4   0.9  
N （％ﾍﾞｰｽ） 426  100   

男性
46.9%

女性
52.1%

無回答
0.9%

性別
N = 426
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（3）大学院（修士課程）への進学意向について 
大学院（修士課程）への進学意向について調査した結果、回答者 426 人のうち、「将来的にも大学

院入学には興味がない」が 168 人（39.4%）と最も多く、次いで「入学したい」104 人（24.4%）、

「将来、必要を感じた場合には入学を考える」76 人（17.8%）、「機会があれば入学したい」42 人

（9.9%）、「わからない」32 人（7.5%）、「大学院で特定の科目のみ受講したい」1 人（0.2%）の順に

なっている。 ※「無回答」3人（0.7%） 

大学院(修士課程）への進学意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 入学したい 104   24.4   
2 機会があれば入学したい 42   9.9   
3 将来、必要を感じた場合には入学を考える 76   17.8   
4 大学院で特定の科目のみ受講したい 1  0.2   
5 わからない 32   7.5   
6 その他 0  0.0   
7 将来的にも大学院入学には興味がない 168   39.4   

無回答 3  0.7   
N （％ﾍﾞｰｽ） 426   100  

入学したい
24.4%

機会があれば入学したい
9.9%

将来、必要を感じた場合には

入学を考える
17.8%

大学院で特定の科目のみ受講したい
0.2%

わからない
7.5%

その他
0.0%

将来的にも大学院入学には

興味がない
39.4%

無回答
0.7%

大学院(修士課程）への進学意向
N = 426
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（4）大学院（修士課程）への進学理由について 
4-1 大学院（修士課程）への進学理由（第1理由）について 
「（3）大学院（修士課程）への進学意向について」にて「将来的にも大学院入学には興味がない」

と回答した168人と「無回答」3人を除く255人に、大学院（修士課程）への進学理由（第1理由）

について調査した。

その結果は、「専門の幅を広げ、将来的なキャリアの向上・業務の拡大につなげたいから」が70人
（27.5%）と最も多く、次いで「最先端の専門的知識・技術を身につけたいから」61 人（23.9%）、

「将来、教育・研究に関わる職業に就きたいから」29人（11.4%）、「社会的に大学院修了程度の学歴

及び能力が求められているから」26 人（10.2%）、「業務を遂行するうえで、学部の教育・研究では

不十分と考えるから」24 人（9.4%）、「大学院で研究したいテーマがあるから」16 人（6.3%）、「学

習環境に身を置くことで教養・資質を高め自己啓蒙を図りたいから」10 人（3.9%）、「資格・学位・

学歴を取得するため」5人（2.0%）、「様々な人との交流によって、既成の価値観や発想をリフレッシ

ュしたいから」5人（2.0%）、「その他」5人（2.0%）の順になっている。 ※「無回答」4人（1.6%） 

大学院(修士課程)への進学理由(第1理由)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 業務を遂行するうえで、学部の教育・研究では不十分と考えるから 24            9.4      
2 最先端の専門的知識・技術を身につけたいから 61            23.9    
3 大学院で研究したいテーマがあるから 16            6.3      
4 社会的に大学院修了程度の学歴及び能力が求められているから 26            10.2    
5 専門の幅を広げ、将来的なキャリアの向上・業務の拡大につなげたいから 70            27.5    
6 資格・学位・学歴を取得するため 5               2.0      
7 将来、教育・研究に関わる職業に就きたいから 29            11.4    
8 学習環境に身を置くことで教養・資質を高め自己啓蒙を図りたいから 10            3.9      
9 様々な人との交流によって、既成の価値観や発想をリフレッシュしたいから 5               2.0      
10 その他 5               2.0      

無回答 4               1.6      
N （％ﾍﾞｰｽ） 255          100     

業務を遂行するうえで、

学部の教育・研究では

不十分と考えるから
9.4%

最先端の専門的知識・技術

を身につけたいから
23.9%

大学院で研究したい

テーマがあるから
6.3%

社会的に大学院修了程度の

学歴及び能力が求められているから
10.2%

専門の幅を広げ、将来的なキャリアの

向上・業務の拡大につなげたいから
27.5%

資格・学位・学歴

を取得するため
2.0%

将来、教育・研究

に関わる職業

に就きたいから
11.4%

学習環境に身を置くことで

教養・資質を高め

自己啓蒙を図りたいから
3.9%

様々な人との交流によって、

既成の価値観や発想を

リフレッシュしたいから
2.0% その他

2.0%
無回答
1.6%

大学院(修士課程)への進学理由(第1理由)
N = 255
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4-2 大学院（修士課程）への進学理由（第2理由）について 
「（3）大学院（修士課程）への進学意向について」にて「将来的にも大学院入学には興味がない」

と回答した168人と「無回答」3人を除く255人に、大学院（修士課程）への進学理由（第2理由）

について調査した。

その結果は、「専門の幅を広げ、将来的なキャリアの向上・業務の拡大につなげたいから」が56人
（22.0%）と最も多く、次いで「将来、教育・研究に関わる職業に就きたいから」42 人（16.5%）、

「最先端の専門的知識・技術を身につけたいから」36 人（14.1%）、「資格・学位・学歴を取得する

ため」27 人（10.6%）、「大学院で研究したいテーマがあるから」21 人（8.2%）、「社会的に大学院修

了程度の学歴及び能力が求められているから」21 人（8.2%）、「学習環境に身を置くことで教養・資

質を高め自己啓蒙を図りたいから」18 人（7.1%）、「業務を遂行するうえで、学部の教育・研究では

不十分と考えるから」14 人（5.5%）、「様々な人との交流によって、既成の価値観や発想をリフレッ

シュしたいから」13 人（5.1%）、「その他」1 人（0.4%）の順になっている。 ※「無回答」6 人

（2.4%） 

大学院(修士課程)への進学理由(第2理由)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 業務を遂行するうえで、学部の教育・研究では不十分と考えるから 14            5.5      
2 最先端の専門的知識・技術を身につけたいから 36            14.1    
3 大学院で研究したいテーマがあるから 21            8.2      
4 社会的に大学院修了程度の学歴及び能力が求められているから 21            8.2      
5 専門の幅を広げ、将来的なキャリアの向上・業務の拡大につなげたいから 56            22.0    
6 資格・学位・学歴を取得するため 27            10.6    
7 将来、教育・研究に関わる職業に就きたいから 42            16.5    
8 学習環境に身を置くことで教養・資質を高め自己啓蒙を図りたいから 18            7.1      
9 様々な人との交流によって、既成の価値観や発想をリフレッシュしたいから 13            5.1      
10 その他 1               0.4      

無回答 6               2.4      
N （％ﾍﾞｰｽ） 255          100     

業務を遂行するうえで、

学部の教育・研究では

不十分と考えるから
5.5%

最先端の専門的知識・

技術を身につけたいから
14.1%

大学院で研究したい

テーマがあるから
8.2%

社会的に大学院修了程度の

学歴及び能力が

求められているから
8.2%

専門の幅を広げ、将来的なキャリアの向上・業務の拡大につなげたいから
22.0%

資格・学位・学歴

を取得するため
10.6%

将来、教育・研究に

関わる職業に就きたいから
16.5%

学習環境に身を置くことで

教養・資質を高め

自己啓蒙を図りたいから
7.1%

様々な人との交流によって、

既成の価値観や発想を

リフレッシュしたいから
5.1%

その他
0.4%

無回答
2.4%

大学院(修士課程)への進学理由(第2理由)
N = 255
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（5）将来入学・受講したい分野について 
5-1 将来入学・受講したい分野（第1希望）について 
「（3）大学院（修士課程）への進学意向について」にて「将来的にも大学院入学には興味がない」

と回答した168人と「無回答」3人を除く255人に、将来入学・受講したい分野（第1希望）につい

て調査した。

 その結果、5 件以上の回答を得たものを挙げると、「生命科学関係」が 118 人（46.3%）と最も多

く、次いで「農学・獣医学関係」41 人（16.1%）、「食物学・栄養学関係」34 人（13.3%）、「理学・

工学・理工学関係」16 人（6.3%）、「医学・歯学・薬学関係」8 人（3.1%）、「文学・史学・文化・外

国語関係」5人（2.0%）、「健康・スポーツ・体育学関係」5人（2.0%）の順になっている。 ※「無

回答」6人（2.4%） 将来入学・受講したい分野(第1希望)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 文学・史学・文化・外国語関係 5    2.0  
2 哲学・宗教学・心理学関係 0    0.0  
3 経済学・経営学・法律学・商学関係 4    1.6  
4 社会学・社会福祉学関係 3    1.2  
5 国際・国際文化・国際関係学関係 2    0.8  
6 理学・工学・理工学関係 16   6.3  
7 生命科学関係 118    46.3   
8 農学・獣医学関係 41   16.1   
9 教育学・保育学関係 2    0.8  
10 芸術学関係 2    0.8  
11 医学・⻭学・薬学関係 8    3.1  
12 看護学関係 0    0.0  
13 健康・スポーツ・体育学関係 5    2.0  
14 リハビリテーション関係 0    0.0  
15 保健・医療関係（選択肢11〜14以外） 3    1.2  
16 食物学・栄養学関係 34   13.3   
17 家政学関係（被服・住居） 1    0.4  
18 建築関係 2    0.8  
19 情報関係 0    0.0  
20 その他 3    1.2  

無回答 6    2.4  
N （％ﾍﾞｰｽ） 255    100    

文学・史学・

文化・外国語関係
2.0%

哲学・宗教学

・心理学関係
0.0%

経済学・経営学・

法律学・

商学関係
1.6%

社会学・

社会福祉学関係
1.2%

国際・国際文化・

国際関係学関係
0.8%

理学・工学・

理工学関係
6.3%

生命科学関係

46.3%
農学・獣医学関係

16.1%

教育学・

保育学関係
0.8%

芸術学関係

0.8%

医学・歯学

・薬学関係
3.1%

看護学関係

0.0%

健康・スポーツ

体育学関係
2.0%

リハビリテーショ ン関係

0.0%

保健・医療関係

（選択肢11～14以外）
1.2%

食物学・

栄養学関係
13.3%

家政学関係

（被服・住居）
0.4%

建築関係

0.8% 情報関係

0.0%
その他

1.2%

無回答

2.4%

将来入学・受講したい分野(第1希望)
N = 255
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5-2 将来入学・受講したい分野（第2希望）について 
「（3）大学院（修士課程）への進学意向について」にて「将来的にも大学院入学には興味がない」

と回答した168人と「無回答」3人を除く255人に、将来入学・受講したい分野（第2希望）につい

て調査した。 
 その結果、5 件以上の回答を得たものを挙げると、「農学・獣医学関係」が 56 人（22.0%）と最も

多く、次いで「理学・工学・理工学関係」43 人（16.9%）、「生命科学関係」39 人（15.3%）、「食物

学・栄養学関係」29 人（11.4%）、「医学・歯学・薬学関係」22 人（8.6%）、「健康・スポーツ・体育

学関係」13 人（5.1%）、「経済学・経営学・法律学・商学関係」6 人（2.4%）、「国際・国際文化・国

際関係学関係」6人（2.4%）、「教育学・保育学関係」6人（2.4%）、「情報関係」5人（2.0%）の順に

なっている。 ※「無回答」16人（6.3%） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

将来入学・受講したい分野(第2希望)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 文学・史学・文化・外国語関係 2                  0.8              
2 哲学・宗教学・心理学関係 4                  1.6              
3 経済学・経営学・法律学・商学関係 6                  2.4              
4 社会学・社会福祉学関係 2                  0.8              
5 国際・国際文化・国際関係学関係 6                  2.4              
6 理学・工学・理工学関係 43               16.9            
7 生命科学関係 39               15.3            
8 農学・獣医学関係 56               22.0            
9 教育学・保育学関係 6                  2.4              
10 芸術学関係 1                  0.4              
11 医学・⻭学・薬学関係 22               8.6              
12 看護学関係 0                  0.0              
13 健康・スポーツ・体育学関係 13               5.1              
14 リハビリテーション関係 0                  0.0              
15 保健・医療関係（選択肢11〜14以外） 3                  1.2              
16 食物学・栄養学関係 29               11.4            
17 家政学関係（被服・住居） 1                  0.4              
18 建築関係 0                  0.0              
19 情報関係 5                  2.0              
20 その他 1                  0.4              

無回答 16               6.3              
N （％ﾍﾞｰｽ） 255             100             

文学・史学・文化・外国語関係

0.8%

哲学・宗教学・心理学関係

1.6%

経済学・経営学・法律学・商学関係

2.4%

社会学・

社会福祉学関係
0.8%

国際・国際文化・

国際関係学関係
2.4%

理学・工学・

理工学関係
16.9%

生命科学関係

15.3%
農学・獣医学関係

22.0%
教育学・保育学関係

2.4%

芸術学関係

0.4%
医学・歯学・薬学関係

8.6%

看護学関係

0.0%

健康・スポーツ

・体育学関係
5.1%

リハビリテーショ ン関係

0.0%

保健・医療関係

（選択肢11～14以外）
1.2%

食物学・栄養学関係

11.4%

家政学関係（被服・住居）

0.4%
建築関係

0.0%
情報関係

2.0% その他

0.4%
無回答

6.3%

将来入学・受講したい分野(第2希望)
N = 255
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（6）4つの新専攻（修士課程）への興味について 
「（3）大学院（修士課程）への進学意向について」にて「将来的にも大学院入学には興味がない」

と回答した 168 人と「無回答」3 人を除く 255 人に、4 つの新専攻（修士課程）への興味を調査し

た。 
その結果、4 つの新専攻（修士課程）について、「大変興味がある」と回答したのは 113 人

（44.3%）、「多少興味がある」と回答したのは 115 人（45.1%）となり、合計 228 人（89.4%）が 4
つの新専攻（修士課程）に興味を示している。 ※「無回答」3人（1.2%） 

 

 
 
 
 
 
 
 

4つの新専攻(修士課程)への興味
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 大変興味がある 113          44.3         
2 多少興味がある 115          45.1         
3 興味・関心がない 24             9.4            

無回答 3               1.2            
N （％ﾍﾞｰｽ） 255          100          

大変興味がある
44.3%

多少興味がある
45.1%

興味・関心がない
9.4%

無回答
1.2%

4つの新専攻(修士課程)への興味
N = 255
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（7）4つの新専攻（修士課程）への興味の理由について 
7-1 4つの新専攻（修士課程）への興味の理由（第1理由）について 
 「（6）4つの新専攻（修士課程）への興味について」にて4つの新専攻（修士課程）に興味を示し

た228人に、興味の理由について調査した。 
その結果は、「もともと興味のある研究分野だから」が50人（21.9%）と最も多く、次いで「現在

の研究テーマを継続したいから」40人（17.5%）、「修士の学位を取得したいから」35人（15.4%）、

「キャリアアップに有利だから」33人（14.5%）、「専門家として高度な知識・技術を身につけられ

そうだから」26人（11.4%）、「新しい視点からの研究ができそうだから」19人（8.3%）、「東京農業

大学に設置される大学院だから」15人（6.6%）、「社会の必要性に合致する研究内容だから」9人

（3.9%）、「地元に貢献したいから」1人（0.4%）の順になっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

4つの新専攻(修士課程)への興味の理由(第1理由)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 現在の研究テーマを継続したいから 40               17.5            
2 キャリアアップに有利だから 33               14.5            
3 修士の学位を取得したいから 35               15.4            
4 もともと興味のある研究分野だから 50               21.9            
5 新しい視点からの研究ができそうだから 19               8.3              
6 社会の必要性に合致する研究内容だから 9                  3.9              
7 専門家として高度な知識・技術を身につけられそうだから 26               11.4            
8 東京農業大学に設置される大学院だから 15               6.6              
9 地元に貢献したいから 1                  0.4              

無回答 0                  0.0              
N （％ﾍﾞｰｽ） 228             100             

現在の研究テーマを

継続したいから
17.5%

キャリアアップに有利だから
14.5%

修士の学位を取得したいから
15.4%

もともと興味のある研究分野だから
21.9%

新しい視点からの

研究ができそうだから
8.3%

社会の必要性に合致する

研究内容だから
3.9%

専門家として高度な知識・技術を

身につけられそうだから
11.4%

東京農業大学に

設置される大学院だから
6.6%

地元に貢献したいから
0.4%

無回答
0.0%

4つの新専攻(修士課程)への興味の理由(第1理由)
N = 228

 
9



7-2 4つの新専攻（修士課程）への興味の理由（第2理由）について 
「（6）4つの新専攻（修士課程）への興味について」にて4つの新専攻（修士課程）に興味を示し

た228人に、興味の理由について調査した。 
その結果は、「専門家として高度な知識・技術を身につけられそうだから」が47人（20.6%）と最

も多く、次いで「もともと興味のある研究分野だから」42人（18.4%）、「修士の学位を取得したい

から」36人（15.8%）、「キャリアアップに有利だから」23人（10.1%）、「新しい視点からの研究が

できそうだから」20人（8.8%）、「東京農業大学に設置される大学院だから」20人（8.8%）、「現在

の研究テーマを継続したいから」18人（7.9%）、「社会の必要性に合致する研究内容だから」16人

（7.0%）、「地元に貢献したいから」4人（1.8%）の順になっている。 ※「無回答」2人（0.9%） 

4つの新専攻(修士課程)への興味の理由(第2理由)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 現在の研究テーマを継続したいから 18  7.9  
2 キャリアアップに有利だから 23  10.1  
3 修士の学位を取得したいから 36  15.8  
4 もともと興味のある研究分野だから 42  18.4  
5 新しい視点からの研究ができそうだから 20  8.8  
6 社会の必要性に合致する研究内容だから 16  7.0  
7 専門家として高度な知識・技術を身につけられそうだから 47  20.6  
8 東京農業大学に設置される大学院だから 20  8.8  
9 地元に貢献したいから 4   1.8  

無回答 2   0.9  
N （％ﾍﾞｰｽ） 228  100   

現在の研究テーマを

継続したいから
7.9%

キャリアアップに有利だから
10.1%

修士の学位を取得したいから
15.8%

もともと興味のある研究分野だから
18.4%

新しい視点からの研究ができそうだから
8.8%

社会の必要性に合致する

研究内容だから
7.0%

専門家として

高度な知識・技術を

身につけられそうだから
20.6%

東京農業大学に

設置される大学院だから
8.8%

地元に貢献したいから
1.8%

無回答
0.9%

4つの新専攻(修士課程)への興味の理由(第2理由)
N = 228
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（8）4つの新専攻（修士課程）への入学意向について 
「（6）4 つの新専攻（修士課程）への興味について」にて 4 つの新専攻（修士課程）に興味を示し

た228人に、4つの新専攻（修士課程）への入学意向について調査した。 
 その結果は、「入学したい」が90人（39.5%）、「入学を検討したい」が77人（33.8%）となり、

合計167人（73.3%）が4つの新専攻（修士課程）への入学意向を示している 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  

4つの新専攻(修士課程)への入学意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 入学したい 90             39.5         
2 入学を検討したい 77             33.8         
3 わからない 52             22.8         
4 入学を希望しない 9               3.9            

無回答 0               0.0            
N （％ﾍﾞｰｽ） 228          100          

入学したい
39.5%

入学を検討したい
33.8%

わからない
22.8%

入学を希望しない
3.9%

無回答
0.0%

4つの新専攻(修士課程)への

入学意向
N=228
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（9）入学を希望する専攻について 
 「（8）4つの新専攻（修士課程）への入学意向について」にて、4つの新専攻（修士課程）への入

学意向を示した167人に、希望する専攻について調査した。 
その結果は、「生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)」が67人（40.1%）と最も多く、次

いで「生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程)」54人（32.3%）、「国際食料農業科学研究科 国
際食農科学専攻(修士課程)」28人（16.8%）、「地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程)」
18人（10.8%）の順になっている。 
 
 
 
 
  

入学を希望する専攻
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程) 54               32.3            
2 生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程) 67               40.1            
3 地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程) 18               10.8            
4 国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程) 28               16.8            

無回答 0                  0.0              
N （％ﾍﾞｰｽ） 167             100             

生命科学研究科

分子生命化学専攻(修士課程)
32.3%

生命科学研究科

分子微生物学専攻(修士課程)
40.1%

地域環境科学研究科

地域創成科学専攻(修士課程)
10.8%

国際食料農業科学研究科

国際食農科学専攻(修士課程)
16.8%

無回答
0.0%

入学を希望する専攻
N = 167
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３．調査結果のまとめ

「（8）4つの新専攻（修士課程）への入学意向について」と、「（9）入学を希望する専攻について」

の調査結果をクロス集計した結果は下表である。

生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程) 
「入学したい」と回答した者は 37 人となり、東京農業大学大学院生命科学研究科 分子生命化学

専攻(修士課程)の入学定員20名に対し、1.85倍の入学意向を示している。 
また、「入学したい」、「入学を検討したい」と回答した者は合計54人となり、東京農業大学大学院

生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程)の入学定員 20 名に対し、2.7 倍の入学意向を示してい

る。

生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程) 
「入学したい」と回答した者は 37 人となり、東京農業大学大学院生命科学研究科 分子微生物学

専攻(修士課程)の入学定員20名に対し、1.85倍の入学意向を示している。 
また、「入学したい」、「入学を検討したい」と回答した者は合計 67 人となり、東京農業大学大学

院生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)の入学定員20 名に対し、3.35 倍の入学意向を示して

いる。

上段:度数

下段:％ 合計 入学したい 入学を検討したい

167  90  77   
100.0    53.9  46.1   

54    37  17   
100.0    68.5  31.5   

67    37  30   
100.0    55.2  44.8   

18    7    11   
100.0    38.9  61.1   

28    9    19   
100.0    32.1  67.9   

0   0    0  
- -  - 

国際食料農業科学研究科
国際食農科学専攻(修士課程)

無回答

希望専攻
地域環境科学研究科
地域創成科学専攻(修士課程)

入学意向 × 希望専攻

入学意向

全体

生命科学研究科
分子生命化学専攻(修士課程)

生命科学研究科
分子微生物学専攻(修士課程)
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地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程) 
「入学したい」と回答した者は 7 人となり、東京農業大学大学院地域環境科学研究科 地域創成科

学専攻(修士課程)の入学定員6名に対し、約1.16倍の入学意向を示している。 
また、「入学したい」、「入学を検討したい」と回答した者は合計 18 人となり、東京農業大学大学

院地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程)の入学定員6名に対し、3倍の入学意向を示して

いる。 
 
 

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程) 
「入学したい」と回答した者は 9 人となり、東京農業大学大学院国際食料農業科学研究科 国際食

農科学専攻(修士課程)の入学定員7名に対し、約1.28倍の入学意向を示している。 
また、「入学したい」、「入学を検討したい」と回答した者は合計 28 人となり、東京農業大学大学

院国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程)の入学定員7名に対し、4倍の入学意向を示

している。 
 
 
 
 
以上の調査結果と、調査対象以外からの進学も考えられることから、4 つの新専攻（修士課程）の

入学定員を満たす学生は十分に確保できるものと考える。 
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東京農業大学大学院生命科学研究科(仮称) 
分子生命化学専攻修士課程(仮称) 

 

2021 年 4 月開設予定 入学定員 20 名(予定) 

設置構想中のため、掲載内容は予定であり、変更する場合があります 
 

 

1．養成する人材像 
農学分野に関する自然科学を化学的視点を取り入れ総合的に理解し、基盤から応用まで幅広い知識とともに高い技術を身につ

け、修得した知識や成果を的確に伝える論理的思考力、数的処理能力、文章力およびプレゼンテーション能力を有する人材を養成

する。 

2. 教育研究上の目的 
農学分野に関する自然科学を化学的視点を取り入れ総合的に理解し、様々

な自然・生命現象に対して、分子論的な解釈と化学的なアプローチを可能とす

るため、基盤的教育を行った上で、「有機化学」もしくは「分子機能解析学」の

両分野より高度な専門的学問を学び、各分野の造詣を深める。それにより、生

命科学分野において化学を基盤とした専門性を身に付け、難度の高い問題を

解決する能力を習得させることを教育研究上の目的とする。 

3.  想定される修了後の進路 
研究・技術職（大学、研究施設、一般企業）の他、公務員等、専門性を活か

した職種への人材供給を目指す。 

4.  社会人学生等に対する配慮 
本研究科では、職業等に従事しながら学修を希望する者等に対する学修機

会の一層の拡大を行うことで、社会人学生等の入学促進と大学院教育及び研

究の多様化を図るために長期履修制度を実施しています。 

 【長期履修制度の出願資格】 

下記のいずれかに該当する者とします。 

① 企業等の常勤の職員又は自ら事業を行っている者 

② 協定締結されたダブルディグリープログラムを希望する者 

③ 他機関が実施する事業・プログラムへの参加を希望する者 

④ その他、長期履修することが必要と認められた者 

5.  類似する近隣大学院一覧                                           

（単位：円）     
 所在

地 
大学名 研究科名 専攻名 

入学 

定員 
入学金 授業料 

施設 

設備費 

実験・実習 

・体育費 

教育充実費

特別納付金 
維持費他 

初年度 

納付金合計 

埼玉県 芝浦工業大学 理工学 応用化学 30 名 260,000  1,021,000  184,000  0  0  0  1,465,000  

東京都 工学院大学 工学 化学応用学 50 名 250,000  578,000  330,000  100,000  0  0  1,258,000  

東京都 東京薬科大学 生命科学 生命科学 65 名 150,000  920,000  200,000  0  0  0  1,270,000  

東京都 
東京農業大学 

（一般） 生命科学 分子生命化学 20 名 270,000  660,000  210,000  322,000 0  20,600  1,482,600  

東京都 

東京農業大学 

（本学卒業生）

※注 3) 
生命科学 分子生命化学 20 名 0  330,000  105,000  322,000  0  20,600  777,600  

注1） 各大学情報については、学生納付金等調査（平成 29 年度入学生（日本私立大学団体連合））、平成 30 年度全国大学一覧 

（公益財団法人文教協会）及び各大学 HP より転載。 

注 2）各大学の学費については、諸会費などを含んでいない場合があるため、概算として参考にして下さい。 

注 3）東京農業大学の学費は本学学部卒業生を対象とした学費を記載しています。（詳細は大学窓口で確認して下さい） 

注 4）東京農業大学の学費及び入学定員は予定であり、変更する場合があります。 
  

                                                                               

○設置場所 

東京都世田谷区桜丘 1-1-1 

東京農業大学世田谷キャンパス 

○お問い合わせ先 

東京農業大学大学改革推進室（担当：村越） 

TEL : 03 (5477) 2650 

 

科目区分 授業科目の名称

研究科

共通科目

特

論

科

目

先端有機化学

知的財産管理法

インターンシップ

研究倫理

専

攻

科

目

基

礎

科

目

分子設計学特論

有機合成化学特論

分子機能解析学

分析化学特論

英語論文講読Ⅱ

分子生命化学特別実験Ⅲ

分子生命化学特別実験Ⅳ

研

究

科

目

分子生命化学特別演習Ⅱ

分子生命化学特別演習Ⅲ

分子生命化学特別演習Ⅳ

分子生命化学特別実験Ⅰ

分子生命化学特別実験Ⅱ

分子生命化学特別演習Ⅰ

英語論文講読Ⅰ

プレゼンテーション法Ⅰ

プレゼンテーション法Ⅱ

ケミカルバイオロジー特論

生命高分子化学特論
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東京農業大学大学院生命科学研究科(仮称) 
分子微生物学専攻修士課程(仮称)

2021 年 4 月開設予定 入学定員 20 名(予定) 

設置構想中のため、掲載内容は予定であり、変更する場合があります 

1．養成する人材像
微生物学の基礎を習熟し、かつ今後発展の一途を遂げる分子微生物学の知識と技術を習得し、農・食品・環境・医薬の分野等に

おいて未解決な問題の発見と、それを解決できる発想と技術を有する人材を養成する。 

2. 教育研究上の目的
生命科学分野の広い知識に加え、目に見えないミクロの世界で起こる有益

で、かつ危険な生物作用の理解を基礎として、安全な微生物の取扱や微生物

機能の特性を考慮した微生物利用を可能にする能力を習得させることを教育

研究上の目的とする。 

3. 想定される修了後の進路
研究・技術職（大学、研究施設、一般企業）の他、公務員等、専門性を活か

した職種への人材供給を目指す。 

4. 社会人学生等に対する配慮
本研究科では、職業等に従事しながら学修を希望する者等に対する学修機

会の一層の拡大を行うことで、社会人学生等の入学促進と大学院教育及び研

究の多様化を図るために長期履修制度を実施しています。

【長期履修制度の出願資格】

下記のいずれかに該当する者とします。 

① 企業等の常勤の職員又は自ら事業を行っている者

② 協定締結されたダブルディグリープログラムを希望する者

③ 他機関が実施する事業・プログラムへの参加を希望する者

④ その他、長期履修することが必要と認められた者

5. 類似する近隣大学院一覧       

（単位：円）

所在

地 
大学名 研究科名 専攻名 

入学 

定員 
入学金 授業料 

施設 

設備費 

実験・実習 

・体育費

教育充実費

特別納付金 
維持費他 

初年度 

納付金合計 

東京都 中央大学 理工学 生命科学 25 名 240,000 806,800 183,700 75,200 0 0 1,305,700 

東京都 東京薬科大学 生命科学 生命科学 65 名 150,000 920,000 200,000 0 0 0 1,270,000 

神奈川県 日本大学 生物資源科学 応用生命科学 22 名 200,000 800,000 200,000 0 0 0 1,200,000 

東京都 
東京農業大学 

（一般） 生命科学 分子微生物学 20 名 270,000 660,000 210,000 322,000 0 20,600 1,482,600 

東京都 

東京農業大学 

（本学卒業生）

※注 3)
生命科学 分子微生物学 20 名 0 330,000 105,000 322,000 0 20,600 777,600 

注1） 各大学情報については、学生納付金等調査（平成 29 年度入学生（日本私立大学団体連合））、平成 30 年度全国大学一覧 

（公益財団法人文教協会）及び各大学 HP より転載。 

注 2）各大学の学費については、諸会費などを含んでいない場合があるため、概算として参考にして下さい。 

注 3）東京農業大学の学費は本学学部卒業生を対象とした学費を記載しています。（詳細は大学窓口で確認して下さい） 

注 4）東京農業大学の学費及び入学定員は予定であり、変更する場合があります。 

○設置場所

東京都世田谷区桜丘 1-1-1

東京農業大学世田谷キャンパス

○お問い合わせ先

東京農業大学大学改革推進室（担当：村越）

TEL : 03 (5477) 2650

プレゼンテーション法

微生物利用学

微生物生命機能学

研究科

共通科目

知的財産管理法

科目区分

インターンシップ

授業科目の名称

特

論

科

目
微生物共生作用学特論Ⅰ

研

究

科

目

専

攻

科

目

基

礎

科

目

研究倫理

論文英語Ⅰ

分子微生物特別実験Ⅰ

微生物機能科学特論Ⅱ

分子微生物特別演習Ⅰ

分子微生物特別演習Ⅱ

分子微生物特別演習Ⅲ

分子微生物特別実験Ⅳ

分子微生物特別演習Ⅳ

分子微生物特別実験Ⅲ

分子微生物特別実験Ⅱ

論文英語Ⅳ

論文英語Ⅲ

論文英語Ⅱ

微生物機能科学特論Ⅰ

微生物共生作用学特論Ⅱ
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東京農業大学大学院地域環境科学研究科(仮称) 
地域創成科学専攻修士課程(仮称)

2021 年 4 月開設予定 入学定員６名(予定) 

設置構想中のため、掲載内容は予定であり、変更する場合があります 

1．養成する人材像
地域創成科学専攻では、生物文化多様性や土地・社会資本の保全に配慮した持続可能な地域の創成を理念とし、保全生態学、

地域環境保全学、地域環境工学および地域デザイン学を基軸とした実践的な教育研究を行い、農山村地域が抱える課題の解決と地

域の再生に貢献できる人材を育成することを目的とする。 

2. 教育研究上の目的
地域創成科学専攻では、生物多様性や生態系に配慮した土地利用方

法、地域防災や農業基盤に関連する保全・管理技術、環境アセスメント

や環境教育、地域マネジメントに関連する調査・評価手法などの高度な

知識と技術の修得と、論理的・多面的に物事を考えることができる創造的

な研究能力の養成を通じて、地域づくりを担うリーダーシップを備えた人

材の育成を教育上の目的とする。 

3. 想定される修了後の進路
環境・建設・地域づくりに関する調査・計画・設計・施工業務を専門とす

る民間企業（環境コンサルタント、建設業、観光業など）や、行政機関（国

家公務員、地方公務員、公共団体）、研究機関（大学・研究所）、教育機

関（専門学校、環境教育団体）等への人材供給を目指す。 

4. 社会人学生等に対する配慮
本研究科では、職業等に従事しながら学修を希望する者等に対する学

修機会の一層の拡大を行うことで、社会人学生等の入学促進と大学院教

育及び研究の多様化を図るために長期履修制度を実施しています。

【長期履修制度の出願資格】

下記のいずれかに該当する者とします。 

① 企業等の常勤の職員又は自ら事業を行っている者

② 協定締結されたダブルディグリープログラムを希望する者

③ 他機関が実施する事業・プログラムへの参加を希望する者

④ その他、長期履修することが必要と認められた者

5. 類似する近隣大学院一覧          

（単位：円）

所在

地 
大学名 研究科名 専攻名 

入学 

定員 
入学金 授業料 

施設 

設備費 

実験・実習 

・体育費

教育充実費

特別納付金 
維持費他 

初年度 

納付金合計 

神奈川県 東京都市大学 環境情報学 環境情報学 20 名 240,000 1,100,000 0 0 0 0 1,340,000 

神奈川県 日本大学 生物資源科学 生物環境科学 22 名 200,000 800,000 200,000 0 0 0 1,200,000 

神奈川県 明治大学 農学 農学 20 名 200,000 760,000 0 70,000 90,000 0 1,120,000 

東京都 
東京農業大学 

（一般） 地域環境科学 地域創成科学 6 名 270,000 660,000 210,000 300,000 0 20,600 1,460,600 

東京都 

東京農業大学 

（本学卒業生）

※注 3)
地域環境科学 地域創成科学 6 名 0 330,000 105,000 300,000 0 20,600 755,600 

注1） 各大学情報については、学生納付金等調査（平成 29 年度入学生（日本私立大学団体連合））、平成 30 年度全国大学一覧 

（公益財団法人文教協会）及び各大学 HP より転載。 

注 2）各大学の学費については、諸会費などを含んでいない場合があるため、概算として参考にして下さい。 

注 3）東京農業大学の学費は本学学部卒業生を対象とした学費を記載しています。（詳細は大学窓口で確認して下さい） 

注 4）東京農業大学の学費及び入学定員は予定であり、変更する場合があります。 

○設置場所

東京都世田谷区桜丘 1-1-1

東京農業大学世田谷キャンパス

○お問い合わせ先

東京農業大学大学改革推進室（担当：村越）

TEL : 03 (5477) 2650

地域経営政策論

フィールド調査

保全生態学特論Ⅱ

地域環境保全学特論Ⅰ

地域環境保全学特論Ⅱ

インターンシップ

地域創成科学特別実験Ⅰ

地域創成科学特別演習Ⅳ

地域創成科学特別演習Ⅲ

研究倫理特講

論文英語

プレゼンテーション法

環境教育法

実験・調査計画法

地域デザイン学特論Ⅱ

地域環境工学特論Ⅰ

地域創成科学特別実験Ⅱ

地域創成科学特別演習Ⅱ

地域創成科学特別演習Ⅰ

研

究

科

目

研究科

共通科目

知的財産管理法

科目区分

地域創成科学特別実験Ⅳ

地域創成科学特別実験Ⅲ

授業科目の名称

専

攻

科

目

基

礎

科

目

特

論

科

目

保全生態学特論Ⅰ

地域環境工学特論Ⅱ

地域デザイン学特論Ⅰ
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東京農業大学大学院国際食料農業科学研究科(仮称) 
国際食農科学専攻修士課程(仮称) 

 

2021 年 4 月開設予定 入学定員７名(予定) 

設置構想中のため、掲載内容は予定であり、変更する場合があります 
 

 

1．養成する人材像 
食農技術と食農経済の２つの領域の相互関係を一つの学術体系として捉えた観点からの研究課題を対象とする。この研究課題に

対して、自然科学・社会科学の両面から高度な知識と技術を修得できる教育研究体制のもと、国内外に存在する食と農に関する課題

を解決に導く実践力と論理的思考能力を備えた研究者・高度専門家・教育者となる人材を養成する。 

2. 教育研究上の目的 
「実学主義」の理念を基に国内外の食と農に関わる課題に対して、農産物の

生産と品質の向上、食品の機能性・加工にかかわる自然科学と、食および農に

おける政策や教育にかかわる社会科学の両面からのアプローチにより専門的

に解析し、総合的に解決の方向性を導きだす能力を修得させることを教育研

究上の目的とする。 

3.  想定される修了後の進路 
種苗会社、農業団体職員、農業関連会社、食品メーカー、流通産業、外食

産業、総合商社、専門商社、農業コンサルタント、行政職（国際機関、官公庁

等）等。 

4.  社会人学生等に対する配慮 
本研究科では、職業等に従事しながら学修を希望する者等に対する学修機

会の一層の拡大を行うことで、社会人学生等の入学促進と大学院教育及び研

究の多様化を図るために長期履修制度を実施しています。 

 【長期履修制度の出願資格】 

下記のいずれかに該当する者とします。 

① 企業等の常勤の職員又は自ら事業を行っている者 

② 協定締結されたダブルディグリープログラムを希望する者 

③ 他機関が実施する事業・プログラムへの参加を希望する者 

④ その他、長期履修することが必要と認められた者 

5.  類似する近隣大学院一覧                                           

（単位：円）   

 所在地 大学名 研究科名 専攻名 
入学 

定員 
入学金 授業料 

施設 

設備費 

実験・実習 

・体育費 

教育充実費

特別納付金 
維持費他 

初年度 

納付金合計 

東京都 玉川大学 農学 資源生物学 12 名 150,000  760,000  250,000  195,200  0  0  1,355,200  

東京都 法政大学 理工学 生命機能学 40 名 200,000  750,000  100,000  140,000  0  0  1,190,000  

神奈川県 明治大学 農学 農業経済学 8 名 200,000  688,000  0  30,000  90,000  0  1,008,000  

東京都 
東京農業大学 

（一般） 

国際食料農

業科学 
国際食農科学 7 名 270,000  660,000  210,000  270,000 0  20,600  1,430,600  

東京都 

東京農業大学 

（本学卒業生）

※注 3) 

国際食料農

業科学 
国際食農科学 7 名 0  330,000  105,000  270,000  0  20,600  725,600  

注1） 各大学情報については、学生納付金等調査（平成 30 年度入学生（日本私立大学団体連合））、平成 30 年度全国大学一覧 

（株式会社地域科学研究会）及び各大学 HP より転載。 

注 2）各大学の学費については、諸会費などを含んでいない場合があるため、概算として参考にして下さい。 

注 3）東京農業大学の学費は本学学部卒業生を対象とした学費を記載しています。（詳細は大学窓口で確認して下さい） 

注 4）東京農業大学の学費及び入学定員は予定であり、変更する場合があります。 
  

                                                                               

○設置場所 

東京都世田谷区桜丘 1-1-1 

東京農業大学世田谷キャンパス 

○お問い合わせ先 

東京農業大学大学改革推進室（担当：村越） 

TEL : 03 (5477) 2650 

研究科

共通科目

科目区分

専

攻

科

目

食

農

技

術

学

分

野

基

礎

科

目

授業科目の名称

インターンシップ

農学教育史特講

知的財産管理法

研究倫理特講

食農政策特論Ⅰ

食農経済学

食農技術学

プレゼンテーション法

論文英語

特

論

科

目

食環境科学特論Ⅱ

食環境科学特論Ⅰ

植物生産学特論Ⅱ

植物生産学特論Ⅰ

食農技術学特別実験Ⅳ

食農技術学特別実験Ⅲ

食農技術学特別実験Ⅱ

食農技術学特別実験Ⅰ

食農技術学特別演習Ⅳ

食農技術学特別演習Ⅲ

食農技術学特別演習Ⅱ

食農技術学特別演習Ⅰ

食農教育特論Ⅱ

食農教育特論Ⅰ

食農政策特論Ⅱ

食農経済学特別演習Ⅳ

食農経済学特別演習Ⅲ

食農経済学特別演習Ⅱ

食農経済学特別演習Ⅰ

研

究

科

目

食

農

経

済

学

分

野
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単純集計表 
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在学する学年や職種
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 東京農業大学3年生 420  98.6   
2 東京農業大学4年生 3   0.7  
3 東京農業大学卒業生 0   0.0  
4 社会人 0   0.0  
5 その他 0   0.0  

無回答 3   0.7  
N （％ﾍﾞｰｽ） 426  100  

東京農業大学

3年生
98.6%

東京農業大学

4年生
0.7%

東京農業大学

卒業生
0.0%

社会人
0.0% その他

0.0%

無回答
0.7%

在学する学年や職種
N = 426

性別
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 男性 200  46.9   
2 女性 222  52.1   

無回答 4   0.9  
N （％ﾍﾞｰｽ） 426  100  

男性
46.9%

女性
52.1%

無回答
0.9%

性別
N = 426
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大学院(修士課程）への進学意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 入学したい 104  24.4  
2 機会があれば入学したい 42  9.9  
3 将来、必要を感じた場合には入学を考える 76  17.8  
4 大学院で特定の科目のみ受講したい 1   0.2  
5 わからない 32  7.5  
6 その他 0   0.0  
7 将来的にも大学院入学には興味がない 168  39.4  

無回答 3   0.7  
N （％ﾍﾞｰｽ） 426  100   

入学したい
24.4%

機会があれば入学したい
9.9%

将来、必要を感じた場合には

入学を考える
17.8%

大学院で特定の科目のみ受講したい
0.2%

わからない
7.5%

その他
0.0%

将来的にも大学院入学には

興味がない
39.4%

無回答
0.7%

大学院(修士課程）への進学意向
N = 426
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大学院(修士課程)への進学理由(第1理由)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 業務を遂行するうえで、学部の教育・研究では不十分と考えるから 24     9.4    
2 最先端の専門的知識・技術を身につけたいから 61     23.9  
3 大学院で研究したいテーマがあるから 16     6.3    
4 社会的に大学院修了程度の学歴及び能力が求められているから 26     10.2  
5 専門の幅を広げ、将来的なキャリアの向上・業務の拡大につなげたいから 70     27.5  
6 資格・学位・学歴を取得するため 5    2.0    
7 将来、教育・研究に関わる職業に就きたいから 29     11.4  
8 学習環境に身を置くことで教養・資質を高め自己啓蒙を図りたいから 10     3.9    
9 様々な人との交流によって、既成の価値観や発想をリフレッシュしたいから 5    2.0    
10 その他 5    2.0    

無回答 4    1.6    
N （％ﾍﾞｰｽ） 255   100   

業務を遂行するうえで、

学部の教育・研究では

不十分と考えるから
9.4%

最先端の専門的知識・技術

を身につけたいから
23.9%

大学院で研究したい

テーマがあるから
6.3%

社会的に大学院修了程度の

学歴及び能力が求められているから
10.2%

専門の幅を広げ、将来的なキャリアの

向上・業務の拡大につなげたいから
27.5%

資格・学位・学歴

を取得するため
2.0%

将来、教育・研究

に関わる職業

に就きたいから
11.4%

学習環境に身を置くことで

教養・資質を高め

自己啓蒙を図りたいから
3.9%

様々な人との交流によって、

既成の価値観や発想を

リフレッシュしたいから
2.0% その他

2.0%
無回答
1.6%

大学院(修士課程)への進学理由(第1理由)
N = 255
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大学院(修士課程)への進学理由(第2理由)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 業務を遂行するうえで、学部の教育・研究では不十分と考えるから 14               5.5              
2 最先端の専門的知識・技術を身につけたいから 36               14.1            
3 大学院で研究したいテーマがあるから 21               8.2              
4 社会的に大学院修了程度の学歴及び能力が求められているから 21               8.2              
5 専門の幅を広げ、将来的なキャリアの向上・業務の拡大につなげたいから 56               22.0            
6 資格・学位・学歴を取得するため 27               10.6            
7 将来、教育・研究に関わる職業に就きたいから 42               16.5            
8 学習環境に身を置くことで教養・資質を高め自己啓蒙を図りたいから 18               7.1              
9 様々な人との交流によって、既成の価値観や発想をリフレッシュしたいから 13               5.1              
10 その他 1                  0.4              

無回答 6                  2.4              
N （％ﾍﾞｰｽ） 255             100             

業務を遂行するうえで、

学部の教育・研究では

不十分と考えるから
5.5%

最先端の専門的知識・

技術を身につけたいから
14.1%

大学院で研究したい

テーマがあるから
8.2%

社会的に大学院修了程度の

学歴及び能力が

求められているから
8.2%

専門の幅を広げ、将来的なキャリアの向上・業務の拡大につなげたいから
22.0%

資格・学位・学歴

を取得するため
10.6%

将来、教育・研究に

関わる職業に就きたいから
16.5%

学習環境に身を置くことで

教養・資質を高め

自己啓蒙を図りたいから
7.1%

様々な人との交流によって、

既成の価値観や発想を

リフレッシュしたいから
5.1%

その他
0.4%

無回答
2.4%

大学院(修士課程)への進学理由(第2理由)
N = 255
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将来入学・受講したい分野(第1希望)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 文学・史学・文化・外国語関係 5                  2.0              
2 哲学・宗教学・心理学関係 0                  0.0              
3 経済学・経営学・法律学・商学関係 4                  1.6              
4 社会学・社会福祉学関係 3                  1.2              
5 国際・国際文化・国際関係学関係 2                  0.8              
6 理学・工学・理工学関係 16               6.3              
7 生命科学関係 118             46.3            
8 農学・獣医学関係 41               16.1            
9 教育学・保育学関係 2                  0.8              
10 芸術学関係 2                  0.8              
11 医学・⻭学・薬学関係 8                  3.1              
12 看護学関係 0                  0.0              
13 健康・スポーツ・体育学関係 5                  2.0              
14 リハビリテーション関係 0                  0.0              
15 保健・医療関係（選択肢11〜14以外） 3                  1.2              
16 食物学・栄養学関係 34               13.3            
17 家政学関係（被服・住居） 1                  0.4              
18 建築関係 2                  0.8              
19 情報関係 0                  0.0              
20 その他 3                  1.2              

無回答 6                  2.4              
N （％ﾍﾞｰｽ） 255             100             

文学・史学・

文化・外国語関係
2.0%

哲学・宗教学

・心理学関係
0.0%

経済学・経営学・

法律学・

商学関係
1.6%

社会学・

社会福祉学関係
1.2%

国際・国際文化・

国際関係学関係
0.8%

理学・工学・

理工学関係
6.3%

生命科学関係

46.3%
農学・獣医学関係

16.1%

教育学・

保育学関係
0.8%

芸術学関係

0.8%

医学・歯学

・薬学関係
3.1%

看護学関係

0.0%

健康・スポーツ

体育学関係
2.0%

リハビリテーショ ン関係

0.0%

保健・医療関係

（選択肢11～14以外）
1.2%

食物学・

栄養学関係
13.3%

家政学関係

（被服・住居）
0.4%

建築関係

0.8% 情報関係

0.0%
その他

1.2%

無回答

2.4%

将来入学・受講したい分野(第1希望)
N = 255
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将来入学・受講したい分野(第2希望)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 文学・史学・文化・外国語関係 2   0.8  
2 哲学・宗教学・心理学関係 4   1.6  
3 経済学・経営学・法律学・商学関係 6   2.4  
4 社会学・社会福祉学関係 2   0.8  
5 国際・国際文化・国際関係学関係 6   2.4  
6 理学・工学・理工学関係 43  16.9  
7 生命科学関係 39  15.3  
8 農学・獣医学関係 56  22.0  
9 教育学・保育学関係 6   2.4  
10 芸術学関係 1   0.4  
11 医学・⻭学・薬学関係 22  8.6  
12 看護学関係 0   0.0  
13 健康・スポーツ・体育学関係 13  5.1  
14 リハビリテーション関係 0   0.0  
15 保健・医療関係（選択肢11〜14以外） 3   1.2  
16 食物学・栄養学関係 29  11.4  
17 家政学関係（被服・住居） 1   0.4  
18 建築関係 0   0.0  
19 情報関係 5   2.0  
20 その他 1   0.4  

無回答 16  6.3  
N （％ﾍﾞｰｽ） 255  100   

文学・史学・文化・外国語関係

0.8%

哲学・宗教学・心理学関係

1.6%

経済学・経営学・法律学・商学関係

2.4%

社会学・

社会福祉学関係
0.8%

国際・国際文化・

国際関係学関係
2.4%

理学・工学・

理工学関係
16.9%

生命科学関係

15.3%
農学・獣医学関係

22.0%
教育学・保育学関係

2.4%

芸術学関係

0.4%
医学・歯学・薬学関係

8.6%

看護学関係

0.0%

健康・スポーツ

・体育学関係
5.1%

リハビリテーショ ン関係

0.0%

保健・医療関係

（選択肢11～14以外）
1.2%

食物学・栄養学関係

11.4%

家政学関係（被服・住居）

0.4%
建築関係

0.0%
情報関係

2.0% その他

0.4%
無回答

6.3%

将来入学・受講したい分野(第2希望)
N = 255
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4つの新専攻(修士課程)への興味
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 大変興味がある 113          44.3         
2 多少興味がある 115          45.1         
3 興味・関心がない 24             9.4            

無回答 3               1.2            
N （％ﾍﾞｰｽ） 255          100          

大変興味がある
44.3%

多少興味がある
45.1%

興味・関心がない
9.4%

無回答
1.2%

4つの新専攻(修士課程)への興味
N = 255
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4つの新専攻(修士課程)への興味の理由(第1理由)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 現在の研究テーマを継続したいから 40               17.5            
2 キャリアアップに有利だから 33               14.5            
3 修士の学位を取得したいから 35               15.4            
4 もともと興味のある研究分野だから 50               21.9            
5 新しい視点からの研究ができそうだから 19               8.3              
6 社会の必要性に合致する研究内容だから 9                  3.9              
7 専門家として高度な知識・技術を身につけられそうだから 26               11.4            
8 東京農業大学に設置される大学院だから 15               6.6              
9 地元に貢献したいから 1                  0.4              

無回答 0                  0.0              
N （％ﾍﾞｰｽ） 228             100             

現在の研究テーマを

継続したいから
17.5%

キャリアアップに有利だから
14.5%

修士の学位を取得したいから
15.4%

もともと興味のある研究分野だから
21.9%

新しい視点からの

研究ができそうだから
8.3%

社会の必要性に合致する

研究内容だから
3.9%

専門家として高度な知識・技術を

身につけられそうだから
11.4%

東京農業大学に

設置される大学院だから
6.6%

地元に貢献したいから
0.4%

無回答
0.0%

4つの新専攻(修士課程)への興味の理由(第1理由)
N = 228
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4つの新専攻(修士課程)への興味の理由(第2理由)

№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 現在の研究テーマを継続したいから 18               7.9              
2 キャリアアップに有利だから 23               10.1            
3 修士の学位を取得したいから 36               15.8            
4 もともと興味のある研究分野だから 42               18.4            
5 新しい視点からの研究ができそうだから 20               8.8              
6 社会の必要性に合致する研究内容だから 16               7.0              
7 専門家として高度な知識・技術を身につけられそうだから 47               20.6            
8 東京農業大学に設置される大学院だから 20               8.8              
9 地元に貢献したいから 4                  1.8              

無回答 2                  0.9              
N （％ﾍﾞｰｽ） 228             100             

現在の研究テーマを

継続したいから
7.9%

キャリアアップに有利だから
10.1%

修士の学位を取得したいから
15.8%

もともと興味のある研究分野だから
18.4%

新しい視点からの研究ができそうだから
8.8%

社会の必要性に合致する

研究内容だから
7.0%

専門家として

高度な知識・技術を

身につけられそうだから
20.6%

東京農業大学に

設置される大学院だから
8.8%

地元に貢献したいから
1.8%

無回答
0.9%

4つの新専攻(修士課程)への興味の理由(第2理由)
N = 228
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入学を希望する専攻
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程) 54  32.3  
2 生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程) 67  40.1  
3 地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程) 18  10.8  
4 国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程) 28  16.8  

無回答 0   0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 167  100   

生命科学研究科

分子生命化学専攻(修士課程)
32.3%

生命科学研究科

分子微生物学専攻(修士課程)
40.1%

地域環境科学研究科

地域創成科学専攻(修士課程)
10.8%

国際食料農業科学研究科

国際食農科学専攻(修士課程)
16.8%

無回答
0.0%

入学を希望する専攻
N = 167

4つの新専攻(修士課程)への入学意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 入学したい 90   39.5   
2 入学を検討したい 77   33.8   
3 わからない 52   22.8   
4 入学を希望しない 9   3.9  

無回答 0   0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 228  100   
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○東京農業大学大学院学びて後足らざるを
知る奨学金規程

制  定 平成 28 年 4 月 1日 

最近改正 令和 2 年 4 月 1日 

(趣旨) 

第 1条 この規程は，欧州で先端技術を学んだ科学者であり，開拓精神をもった国際人

であった東京農業大学の創設者榎本武揚が，｢礼記｣から学ぶことの尊さを説いて書し

た｢学後知不足(学びて後足らざるを知る)｣の精神を受け継ぎ，東京農業大学大学院(以

下｢大学院｣という。)博士後期課程を経て，教員や研究者等，実学教育研究の担い手と

なる有為な後継者の育成に資することを趣旨として制定する。 

 2 前項に基づき給付する奨学金は，東京農業大学大学院学びて後足らざるを知る奨学金

(以下｢奨学金｣という。)と称し，奨学金の給付を受ける者を東京農業大学大学院学び

て後足らざるを知る奨学金奨学生(以下｢奨学生｣という。)という。 

(奨学生の種類) 

第 2条 奨学生は，次の全てに該当する者とする。 

(1) 東京農業大学学部に 4年以上在学(編入学者は東京農業大学短期大学部の在学期間を

含む。)して卒業し，大学院博士前期課程又は修士課程を修了し，大学院博士後期課程

に在学している者 

(2) 本奨学金の趣旨を理解し，本学の実学教育研究の担い手となる教員や研究者等の後

継者を志す者 

(3) 人物及び学業成績が優秀な者

(4) 外国人留学生にあっては，私費外国人留学生(｢出入国管理及び難民認定法｣別表第 1

の 4に定める在留資格｢留学｣に該当し，国費外国人留学生及び外国政府派遣留学生以

外の者)又は他機関からの留学費受給者以外の者とする。ただし，当該留学費が留学に

不充分と認められる場合はこの限りでない。 

(5) 社会人特別選抜入試以外の入学試験による入学者

(奨学金給付の方法) 

第 3条 奨学金給付の方法は，学校法人東京農業大学授業料等減免規程に基づく授業料

等の減免とする。 

(奨学金の額及びその給付期間) 

第 4条 奨学金額は，別に定める入学金，授業料，整備拡充費の全額相当額とする。 

2 奨学金の給付期間は，3年間を限度とする。ただし，長期履修生にあっては，入学時に

定めた履修期間を限度とする。 

(奨学生の人数) 

第 5条 奨学生の人数は，該当者全員とする。 

(選考・決定) 
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第 6条 奨学生の選考及び決定は，毎年度，東京農業大学大学院学則(以下｢大学院学則｣

という。)第 3条に定める各専攻からの推薦候補者を基に，当該研究科委員会(以下｢委

員会｣という。)の意見を聴き，学長が決定する。 

(奨学生資格の喪失等) 

第 7条 奨学生が次のいずれかに該当し，奨学生として不適格と認められた場合は，そ

の事由が発生した日を以って資格を失うものとし，奨学金の給付を打ちきる。 

(1) 休学，退学したとき，又は除籍されたとき。

(2) 大学院学則第 41 条により東京農業大学学則第 34 条の懲戒処分を受けたとき。

(3) 学業成績が著しく低下したとき，又は学生としての素行が好ましくないとき。

2 大学院学則第 32 条の 2による留学により一定期間本学を離れる場合は，委員会の意

見を聴き，学長が決定する。 

(奨学金の返還) 

第 8条 前条により奨学生の資格を失った者については，すでに給付した奨学金の一部

又は全部を返還させることができる。 

2 給付された奨学金は，前項の場合を除き返還の義務はない。 

3 入学金に相当する奨学金については，返還の義務はない。 

(事務) 

第 9条 この規程に関する事務は，農学研究科及び応用生物科学研究科にあっては学生部

学生課，教務支援部学務課及び農学部事務部学生教務課，生物産業学研究科にあっては

生物産業学部事務部学生教務課が行う。 

(細則) 

第10条 この規程の運用に関し，必要な細則は別に定める。 

(規程の改廃) 

第11条 この規程の改廃は，委員会の意見を聴き，学長が行う。 

附 則 

1 この規程は，平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

2 この規程は，平成 27 年度以前の入学者についても適用する。ただし，奨学金の給付

期間は，平成 26 年度入学生にあっては 1年間，平成 27 年度入学生にあっては 2年間

を限度とする。 

附 則 

この規程は，平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は，令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 
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進
む

中
「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
起
こ
す
こ
と
が
で
き
る
リ
ー
ダ
ー
⼈
材
育
成
へ
の
取
り
組
み

」
が

最
も

⾼
い

ポ
イ

ン
ト

を
得

た
。


経

団
連

会
員

企
業

か
ら

は
「
⽇
本
⼈
学
⽣
の
海
外
留
学
を
奨
励
す
る

」
と

い
う

意
⾒

が
多

く
、

あ
ら

た
め

て
グ

ロ
ー

バ
ル

⼈
材

へ
の

ニ
ー

ズ
が

⽰
さ

れ
た

。


⼀
⽅

で
、

地
⽅

別
経

済
団

体
に

加
盟

す
る

企
業

か
ら

は
「

地
域

活
性

化
を

担
う

中
核

的
⼈

材
を

育
成

す
る

た
め

の
地

域
の

⼤
学

等
と

地
域

企
業

と
の

連
携

強
化

」
と

い
う

意
⾒

が
多

く
、
⼤
学
に
多
様
な
⼈
材
の
育
成

が
求

め
ら

れ
て

い
る

こ
と

が
う

か
が

わ
れ

る
。

3



*ト
ビ

タ
テ

︕
留

学
Ｊ

Ａ
Ｐ

Ａ
Ｎ

⽇
本

代
表

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

対
す

る
評

価


学

⽣
の

海
外

留
学

機
運

を
醸

成
す

る
た

め
国

が
推

進
し

て
い

る
が

、
企

業
の

認
知

度
は

４
割

を
切

る
結

果


認
知

し
て

い
る

企
業

の
評

価
は

⾼
く

、
「

⼤
い

に
評

価
す

る
」

「
評

価
す

る
」

と
い

う
意

⾒
が

、
約

８
割

を
占

め
て

い
る

。


同
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
は

企
業

が
⼈

的
に

も
資

⾦
⾯

で
も

多
⼤

な
⽀

援
を

し
て

い
る

が
、

認
知

し
て

い
る

企
業

の
う

ち
、

20
％

強
の

企
業

が
結

果
と

し
て

同
プ

ロ
グ

ラ
ム

で
留

学
し

た
学

⽣
を

採
⽤

し
て

い
る

と
回

答
し

て
い

る
。

*官
⺠

協
働

の
⽣

徒
・

学
⽣

の
海

外
留

学
促

進
キ

ャ
ン

ペ
ー

ン
。

多
様

な
プ

ロ
グ

ラ
ム

や
様

々
な

媒
体

を
通

じ
て

留
学

の
魅

⼒
や

⽅
法

に
つ

い
て

情
報

発
信

。
採

⽤
留

学
⽣

は
20

17
年

3⽉
現

在
27

47
名

知
っ
て
い
る

3
7
%

知
ら
な
い

6
3
%【
図

3
-
1
】
認
知
度

28

82

5

17

6

17

2

0

3

0
20

40
60

80
10

0
12

0

大
い
に
評
価
す
る

評
価
す
る

あ
ま
り
評
価
し
な
い

評
価
し
な
い

わ
か
ら
な
い

【
図

3‐
2】

評
価

経
団

連
会

員

経
団

連
非

会
員

89

35

27

1

0
50

10
0

15
0

な
い

あ
る

【
図

3
-
3
】
採
用

実
績
有

無

経
団
連

会
員

経
団

連
非

会
員

「
⼤

い
に

評
価

す
る

」
「

評
価

す
る

」
の

主
な

理
由


経

済
的

な
理

由
で

留
学

を
諦

め
る

学
⽣

を
⽀

援
し

、
⼈

材
育

成
に

貢
献

し
て

い
る

た
め

（
回

答
多

数
）


国

際
的

に
活

躍
で

き
る

⼈
材

育
成

の
た

め
留

学
を

希
望

す
る

学
⽣

の
⽀

援
は

効
果

的
な

施
策

だ
か

ら
（

回
答

多
数

）


異
⽂

化
環

境
で

過
ご

す
留

学
経

験
は

貴
重

。
資

⾦
⾯

で
の

⽀
援

を
し

つ
つ

、
留

学
プ

ラ
ン

を
⾃

分
で

考
え

さ
せ

る
な

ど
の

主
体

性
を

求
め

て
い

る
点


⺠

間
企

業
も

参
加

す
る

こ
と

で
、

⺠
間

企
業

が
求

め
る

グ
ロ

ー
バ

ル
⼈

材
が

育
成

で
き

る
と

思
う

た
め


国

内
市

場
が

縮
⼩

し
海

外
展

開
せ

ざ
る

を
得

な
い

が
、

内
向

き
指

向
の

学
⽣

の
⽬

を
海

外
に

向
か

せ
る

良
い

き
っ

か
け

と
な

っ
て

い
る

「
あ

ま
り

評
価

し
な

い
」

「
評

価
し

な
い

「
わ

か
ら

な
い

」
の

主
な

理
由


実

態
に

つ
い

て
⼗

分
理

解
で

き
て

い
な

い
た

め
（

回
答

多
数

）


第
⼀

義
的

に
学

⽣
を

海
外

に
送

り
込

む
こ

と
が

⽬
的

と
な

っ
て

い
る


制

度
利

⽤
の

学
⽣

が
社

会
で

成
果

を
発

揮
す

る
の

に
ま

だ
時

間
を

要
す

る
と

思
う

の
で

n
=4
35

社
う
ち

経
団

連
会
員

2
53
社

経
団

連
非
会

員
1
82
社

n
=
1
60
社

う
ち
経
団

連
会

員
1
32
社

経
団

連
非

会
員

28
社

n
=
1
52
社

う
ち
経

団
連
会
員

1
24
社

経
団

連
非
会

員
28
社

4



第
Ⅱ

部
︓

産
業

界
が

⼤
学

等
に

求
め

る
あ

り
⽅

・
規

模
や

具
体

的
施

策
へ

の
期

待

5



こ
れ

か
ら

の
⼤

学
の

あ
り

⽅
や

規
模

に
つ

い
て

13
1

10
4

11
7

97

70 73 71

19

42 34

10 7

11
2

70 49 69

56 45 29

63 14 21

3 3

0
50

10
0

15
0

20
0

25
0

30
0

国
立
大
学
に
お
け
る
機
能
分
化
を
進
め
、
大
学
ご
と
の
特
色
を
打
ち
出
す
べ
き

機
能
分
化
に
基
づ
き
、
リ
ベ
ラ
ル
ア
ー
ツ
や
文
理
融
合
型
の
高
度
な
教
育
・研

究
を

行
う
機
関
と
、
よ
り
実
践
的
な
職
業
教
育
を
行
う
機
関
を
分
け
る
べ
き

大
学
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を
進
め
、
外
国
か
ら
の
留
学
生
の
受
け
入
れ
を
増
や
す
べ
き

教
育
の
質
を
維
持
で
き
な
い
大
学
や
定
員
割
れ
の
大
学
の
閉
校
を
促
す
べ
き

大
学
の
数
の
適
正
化
を
は
か
る
た
め
、
国
公
私
の
枠
を
超
え
て
統
合
再
編
を

進
め
る
べ
き

国
立
大
学
の
経
営
の
自
由
度
を
高
め
、
自
立
し
た
経
営
を
促
す
べ
き

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
を
拡
充
し
、
社
会
人
学
生
を
増
や
す
べ
き

地
方
大
学
の
活
性
化
を
は
か
る
た
め
に
、
都
市
部
の
大
学
の
定
員
規
制
な
ど
を

行
う
べ
き

世
界
大
学
ラ
ン
キ
ン
グ
に
お
け
る
順
位
向
上
を
目
指
す
べ
き

大
学
に
対
す
る
評
価
の
あ
り
方
を
さ
ら
に
厳
格
化
す
べ
き

1大
学
1法

人
制
度
を
改
め
る
べ
き
（持

ち
株
方
式
の
採
用
な
ど
）

そ
の
他

【
図
4‐
1】

こ
れ

か
ら
の

大
学

の
あ
り
方

、
適

正
規
模

（
賛

成
）

経
団
連

会
員

経
団
連

非
会

員

68

17 15 14 6 5 7 8 6 4 6

27

18 15 12

14 13 6 5 6 7 2

0
50

10
0

地
方
大
学
の
活
性
化
を
は
か
る
た
め
に
、
都
市
部
の
大
学
の
定
員
規
制
な
ど
を

行
う
べ
き

世
界
大
学
ラ
ン
キ
ン
グ
に
お
け
る
順
位
向
上
を
目
指
す
べ
き

大
学
の
数
の
適
正
化
を
は
か
る
た
め
、
国
公
私
の
枠
を
超
え
て
統
合
再
編
を

進
め
る
べ
き

1大
学
1
法
人
制
度
を
改
め
る
べ
き
（
持
ち
株
方
式
の
採
用
な
ど
）

国
立
大
学
の
経
営
の
自
由
度
を
高
め
、
自
立
し
た
経
営
を
促
す
べ
き

教
育
の
質
を
維
持
で
き
な
い
大
学
や
定
員
割
れ
の
大
学
の
閉
校
を
促
す
べ
き

リ
カ
レ
ン
ト
教
育
を
拡
充
し
、
社
会
人
学
生
を
増
や
す
べ
き

大
学
に
対
す
る
評
価
の
あ
り
方
を
さ
ら
に
厳
格
化
す
べ
き

機
能
分
化
に
基
づ
き
、
リ
ベ
ラ
ル
ア
ー
ツ
や
文
理
融
合
型
の
高
度
な
教
育
・
研
究
を

行
う
機
関
と
、
よ
り
実
践
的
な
職
業
教
育
を
行
う
機
関
を
分
け
る
べ
き

大
学
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を
進
め
、
外
国
か
ら
の
留
学
生
の
受
け
入
れ
を
増
や
す
べ
き

国
立
大
学
に
お
け
る
機
能
分
化
を
進
め
、
大
学
ご
と
の
特
色
を
打
ち
出
す
べ
き

そ
の
他

【
図
4‐
2】

こ
れ

か
ら
の

大
学

の
あ
り
方

、
適

正
規

模
（
反

対
）

経
団

連
会

員

経
団

連
非

会
員

賛
成
す
る
施
策


国

⽴
⼤

学
の
機
能
分
化
の
推
進

は
、

そ
の

必
要

性
が

認
知

さ
れ

て
い

る
。

中
で

も
、

⾼
度

な
教

育
・

研
究

を
⾏

う
機

関
と

実
践

的
職

業
教

育
を

⾏
う

機
関

と
を

わ
け

る
こ

と
が

⼀
定

数
⽀

持
さ

れ
て

い
る

。


経
団

連
会

員
企

業
か

ら
は
外
国
⼈
留
学
⽣
の
受
け
⼊
れ

推
進

を
求

め
る

声
が

多
い

。


こ
の

よ
う

に
そ

れ
ぞ

れ
の

⼤
学

の
特

⾊
を

活
か

し
た

多
様

な
教

育
や

、
様

々
な

学
⽣

を
受

け
⼊

れ
る

体
制

の
整

備
な

ど
、
多
様
性
が
求
め
ら
れ
る

。


国
公

私
の

枠
を

超
え

た
統

廃
合

よ
り

も
、

教
育

の
質

が
低

下
し

た
⼤

学
や

定
員

割
れ

の
⼤

学
の

閉
校

を
促

す
こ

と
を

望
む

声
が

多
い

。
反
対
す
る
施
策


都

市
部

の
⼤

学
の

定
員

規
制

に
は

反
対

の
声

が
数

多
く

あ
る

。

n
=4
3
7
社

（
複
数

回
答

）
う
ち
経

団
連
会
員

2
55
社

経
団
連

非
会
員

1
82
社

n=
1
7
2
社

（
複

数
回
答

）
う
ち
経

団
連
会

員
1
0
4社

経
団

連
非

会
員

68
社

6



*専
⾨

職
⼤

学
に

つ
い

て

*専
⾨

職
⼤

学
︓

社
会

・
経

済
の

変
化

に
対

応
し

た
質

の
⾼

い
職

業
⼈

を
育

成
す

る
と

と
も

に
、

専
⾨

⾼
校

卒
業

者
の

進
学

機
会

や
社

会
⼈

の
学

び
直

し
機

会
の

拡
⼤

に
資

す
る

た
め

、
実

践
的

な
職

業
教

育
を

⾏
う

新
た

な
⾼

等
教

育
機

関
。

⼤
学

体
系

の
中

に
位

置
づ

け
、

学
位

授
与

機
関

と
す

る
。

20
19

年
４

⽉
１

⽇
よ

り
開

校
予

定
。

20
17

年
11

⽉
⽂

部
科

学
省

は
、

専
⾨

職
⼤

学
13

校
、

専
⾨

職
短

期
⼤

学
３

校
の

認
可

申
請

を
受

理
。

専
⾨

職
⼤

学
13

校
の

う
ち

、
９

校
が

医
療

・
保

健
、

介
護

関
連

。

25

13
5

19 2

61

12

15

83

19

2

52

12

0
50

10
0

15
0

20
0

25
0

大
い
に
期
待
す
る

期
待
す
る

あ
ま
り
期
待

し
な
い

期
待
し
な
い

わ
か
ら
な
い

知
ら
な
い【
図

5‐
1】

専
門

職
大

学
に
対

す
る
企
業
の

期
待

経
団
連

会
員

経
団
連

非
会

員

n
=
4
3
7
社

う
ち
経

団
連
会

員
2
54
社

経
団
連
非

会
員

1
83
社

54

45

22

15 13 11

4

13

24

10

19

14

11

10

4

2

0

6

0
10

20
30

40
50

60
70

80
90

シ
ス
テ
ム
・
エ
ン
ジ
ニ
ア
、
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
な
ど
の
育
成

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
人
材
の
育
成

機
械
整
備
士
の
育
成

農
林
水
産
業
に
従
事
す
る
人
材
の
育
成

医
療
・
保
健
、
介
護
関
連
の
人
材
の
育
成

観
光
業
に
従
事
す
る
人
材
の
育
成

デ
ザ
イ
ナ
ー
の
育
成

映
像
ク
リ
エ
ー
タ
ー
の
育
成

ゲ
ー
ム
ソ
フ
ト
ク
リ
エ
ー
タ
ー
の
育
成

そ
の
他

【
図
5‐
2】

最
も
期

待
す
る
分

野

経
団
連

会
員

経
団
連

非
会

員

n
=
2
7
7
社

う
ち
経
団
連
会
員

1
77

社
経
団
連
非
会
員
1
00

社

「
あ

ま
り

期
待

し
な

い
」

「
期

待
し

な
い

」
「

わ
か

ら
な

い
」

理
由


既

存
の

⾼
等

専
⾨

学
校

や
⼤

学
⼯

学
部

の
役

割
と

の
違

い
が

わ
か

ら
な

い
た

め


基
礎

的
能

⼒
が

⾼
い

学
⽣

を
採

⽤
し

て
、

社
内

で
教

育
を

実
施

す
れ

ば
、

良
い

⼈
材

と
な

っ
て

い
く


新

設
さ

れ
る

専
⾨

職
⼤

学
に
約
６
割
の
企
業

が
「

⼤
い

に
期

待
」

「
期

待
」

し
て

い
る

。


「
知

ら
な

い
」

と
答

え
た

企
業

は
５

％
に

留
ま

り
、

来
年

４
⽉

の
開

校
を

前
に

そ
の

注
⽬

度
の

⾼
さ

が
う

か
が

え
る

。


⼀
⽅

、
「

わ
か

ら
な

い
」

と
回

答
し

た
企

業
も

⼀
定

数
あ

り
、
既
存
の
教
育
機
関
と
の
違
い

を
明

確
化

す
る

必
要

が
あ

る
。


分

野
別

で
は

、
「

シ
ス

テ
ム

・
エ

ン
ジ

ニ
ア

、
プ

ロ
グ

ラ
マ

ー
」

「
情

報
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
⼈

材
」

の
育

成
を

望
む

声
が

多
く

、
So

ci
et

y 
5.

0実
現

に
向

け
た

こ
れ

ら
の

⼈
材

へ
の

⾼
い

ニ
ー

ズ
が

う
か

が
え

る
。

20
19

年
４

⽉
開

校
に

向
け

て
申

請
が

⾏
わ

れ
て

い
る

専
⾨

職
⼤

学
は

医
療

・
保

健
、

介
護

関
連

が
多

く
、

企
業

ニ
ー

ズ
と

の
ミ

ス
マ

ッ
チ

感
は

否
め

な
い

。

7



⼤
学

等
へ

の
ア

ク
セ

ス
改

善
に

つ
い

て

国
や

地
方

自

治
体

3
1
%

親
な
ど
学
生

の
保

護
者

4
1%

学
生

本
人

1
7
%

そ
の

他

1
1
%

学
修

意
欲

が
高
い
す
べ

て

人
を
支
援

す
べ

き

3
5
%

学
修
意

欲
が
高

く
、
か
つ
能

力

の
あ
る
人

に
限
定

し
て
、
重

点

的
に
支
援

す
べ
き

6
3
%

そ
の

他

2%

15
0

79

11
8

94

48 45

4

86

11
5 75

61

37 33

1

0
50

10
0

15
0

20
0

25
0

成
績
要
件
を
よ
り
重
視
す
べ
き
（
奨
学
金
・授

業
料
減
免
）

地
方
に
Ｕ
タ
ー
ン
就
職
し
た
場
合
は
返
済
を
軽
減
・免

除
す
る
な

ど
政
策
課
題
に
対
応
さ
せ
た
補
助
を
拡
充
す
べ
き
（
奨
学
金
）

入
学
時
は
貸
与
型
で
、
卒
業
ま
で
の
成
績
に
よ
っ
て
給
付
型
に
転

換
す
る
仕
組
み
と
す
べ
き
（
奨
学
金
）

大
学
教
育
の
質
保
証
や
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
な
ど
の
大
学
改
革
と

セ
ッ
ト
で
実
施
さ
れ
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
べ
き
（奨

学
金
・
授
業

料
減
免
）

就
職
後
の
収
入
額
に
応
じ
て
返
済
額
が
決
ま
る
所
得
連
動
返
済

型
奨
学
金
を
拡
充
す
べ
き
（奨

学
金
）

大
学
間
の
公
平
性
の
た
め
私
立
大
学
へ
の
補
助
を
拡
充
す
べ
き

（
授
業
料
減
免
）

そ
の
他

【
図
6‐
3】

ア
ク
セ
ス
改

善
に
つ
い
て
、
産

業
界

と
し
て
主

張
す
べ

き
点

経
団

連
会

員

経
団

連
非

会
員

【
図
6-
1】

⾼
等
教
育
費
は
誰
が
負
担
す
べ
き
か
。

【
図
6-
2】
ア
ク
セ
ス
改
善
を
優
先
す
べ
き
対
象
者


⼀

般
的

に
は

⾼
等

教
育

費
は

親
な

ど
の

保
護

者
が

負
担

し
て

い
る

が
、

現
状

の
ま

ま
で

よ
い

と
い

う
声

は
半
数

以
下

で
あ

る
。


国

や
地

⽅
⾃

治
体

の
負

担
を

求
め

る
声

が
約

３
割

を
占

め
て

い
る

。


他
⽅

、
学

⽣
本

⼈
の

負
担

と
す

べ
き

と
の

回
答

は
20

%
に

も
達

し
て

お
ら

ず
、

誰
の

負
担

と
す

べ
き

か
に

つ
い

て
の

考
え

は
⼀

様
で

は
な

い
。


対

象
者

に
つ

い
て

は
、

「
学

修
意

欲
が

⾼
く

、
か

つ
能

⼒
の

あ
る

」
⼈

を
⽀

援
す

べ
き

と
す

る
回

答
が

６
割
強

に
の

ぼ
る

。


奨
学

⾦
、

授
業

料
減

免
の

両
施

策
に

お
い

て
、
成
績
要
件
を
重
視

す
る

こ
と

に
よ

る
拡

充
を

求
め

る
声

が
多

く
、

ま
た

受
け

⼊
れ

る
⼤
学
の
質
の
保
証

も
求

め
て

い
る

。
バ

ラ
マ

キ
政

策
に

な
ら

な
い

制
度

設
計

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。


地
⽅

経
済

団
体

に
加

盟
す

る
企

業
か

ら
は

、
地
⽅
創
⽣
に
資
す
る

施
策

を
求

め
る

声
が

数
多

く
あ

げ
ら

れ
て

い
る

。

n
=
4
31
社

う
ち

経
団

連
会
員

2
51
社

経
団

連
非
会

員
1
80
社

n
=
42
8
社

う
ち
経
団

連
会
員

2
49
社

経
団

連
非
会

員
1
79
社

n
=
4
36
社

う
ち
経

団
連
会

員
2
54
社

経
団

連
非

会
員
1
82
社

8



第
Ⅲ

部
︓

リ
カ

レ
ン

ト
教

育
・

社
会

⼈
の

学
び

直
し

に
対

す
る

産
業

界
の

取
り

組
み

や
期

待

9



10
5

15
0

15
9

24

0
50

10
0

15
0

20
0

25
0

30
0

な
い

あ
る

【
図
7‐
1】

過
去
5年

間
に
従

業
員

を
大

学
等

へ
送

り
出

し
た
実
績

経
団

連
会

員

経
団

連
非

会
員

会
員
︓
58
.8
%

⾮
会

員
︓

13
.1

%

産
業

界
に

お
け

る
⼤

学
等

へ
の

従
業

員
送

り
出

し
の

現
状

と
今

後

20
5

80
58 58 54 57

37 37 34
16 3 7 2

27
10

6 5 7 3
4 4

3
5

0
50

10
0

15
0

20
0

25
0

経
済
学
・
経
営
学

化
学

電
気
・
電
子

機
械

そ
の
他

法
学

生
物
・
バ
イ
オ

土
木
・
建
築

情
報
・
数
理
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス

ＩＴ
関
連

農
・
林
・
水
産
学

保
健
（
医
学
・
歯
学
・
薬
学
）

教
育

【
図
7‐
2】

過
去

５
年

間
に
送

り
出

し
た
従
業

員
の

学
修

し
て
い
る
（
し
て
い
た
）
専

攻
分

野

経
団
連

会
員

経
団
連

非
会

員

12
6

11
5

10
2

84
75

64
52

37
21

37
11 13 12

25
7

41
35

37
52

55
15

25
34

43 11
14 3 2

7
11

0
20

40
60

80
10

0
12

0
14

0
16

0
18

0

経
済
学
・
経
営
学

情
報
・
数
理
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス

ＩＴ
関
連

電
気
・
電
子

機
械

法
学

化
学

土
木
・
建
築

大
学
等
へ
の
送
り
出
し
は
考
え
て
い
な
い

生
物
・
バ
イ
オ

農
・
林
・
水
産
学

教
育

保
健
（
医
学
・
歯
学
・
薬
学
）

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

【
図

7‐
3】

今
後

、
従
業
員
を
送
り
出
し
た
い
専
攻
分
野

経
団
連

会
員

経
団
連

非
会
員

今
後
︓


多

く
の

企
業

が
今

後
も

「
経

済
学

・
経

営
学

」
に

送
り

出
し

を
希

望
す

る
と

回
答

し
、

経
営

ト
ッ

プ
層

の
育

成
ニ

ー
ズ

は
引

き
続

き
⾼

い
こ

と
が

う
か

が
え

る
。


他

⽅
、

直
近

５
年

間
は

派
遣

が
少

な
か

っ
た

「
情
報
・
数

理
・
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス

」
「
Ｉ
Ｔ
関
連

」
が

上
位

に
ラ

ン
ク

イ
ン

し
て

お
り

、
企

業
は

Ｉ
ｏ

Ｔ
や

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

、
⼈

⼯
知

能
な

ど
の

技
術

⾰
新

に
対

応
で

き
る

⼈
材

の
確

保
を

求
め

て
い

る
こ

と
が

う
か

が
え

る
。


過

去
５

年
間

に
送

り
出

し
を

し
た

こ
と

が
な

い
企

業
は

６
割

に
の

ぼ
る

が
、

「
今

後
も

送
り

出
し

を
考

え
て

い
な

い
」

企
業

は
15

％
に

留
ま

り
、

企
業

も
⼤

学
等

へ
の

期
待

を
⾼

め
て

い
る

こ
と

が
う

か
が

え
る

。

n
=
4
35

社
う

ち
経
団
連

会
員

2
55
社

経
団
連

非
会

員
1
80
社

n=
1
71
社

う
ち
経

団
連
会

員
1
48
社

経
団

連
非

会
員

23
社

n
=4

38
社

う
ち
経

団
連
会

員
25
5社

経
団

連
非

会
員

1
83
社

現
状
︓


会

員
企

業
に

お
い

て
は

、
半
数
以
上
の
企
業

が
従

業
員

を
⼤

学
等

に
送

り
出

し
て

い
る

。


専
攻

分
野

と
し

て
は

、
直

近
５

年
間

は
、

Ｍ
Ｂ

Ａ
取

得
の

た
め

経
済

学
・

経
営

学
に

送
り

出
し

て
い

る
企

業
が

最
も

多
い

。
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産
業

界
が

⼤
学

等
に

求
め

る
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
や

制
度

・
環

境

10
6

96

79 79 70 57

36

54 41 31

14 17 4 3

10
3

57

56 51

41

19

37 14

21

18

21 8 5 1

0
50

10
0

15
0

20
0

25
0

特
定
職
種
の
実
務
に
必
要
な
専
門
知
識
・
技
能
を
習
得
で
き
る
も
の

最
先
端
の
知
識
・
技
術
の
学
修
に
力
点
を
お
い
た
も
の

座
学
の
み
な
ら
ず
、
実
習
等
実
践
的
な
講
義
を
重
視
し
た
も
の

特
定
の
分
野
を
深
く
追
求
し
た
研
究
・
学
修
が
可
能
な
も
の

独
創
的
な
発
想
に
よ
り
問
題
解
決
力
を
養
え
る
も
の

多
様
な
文
化
・
背
景
を
持
っ
た
人
（外

国
人
留
学
生
な
ど
）
と
と
も
に
学
べ
る
も
の

幅
広
い
仕
事
に
活
用
で
き
る
知
識
・技

能
を
習
得
で
き
る
も
の

分
野
横
断
的
で
幅
広
い
視
点
か
ら
の
研
究
・学

修
が
可
能
な
も
の

応
用
・実

践
問
題
の
研
究
・
学
修
に
重
点
を
お
い
た
も
の

知
識
に
基
づ
い
た
深
い
洞
察
力
を
養
う
も
の

特
に
な
い

研
究
推
進
能
力
を
身
に
付
け
ら
れ
る
も
の

基
礎
理
論
の
研
究
・学

修
に
重
点
を
お
い
た
も
の

そ
の
他

【
図
8‐
1】

今
後

、
充

実
さ
せ

て
ほ

し
い
教

育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

経
団

連
会

員

経
団

連
非

会
員

16
0

12
0

66 61 44

24

49 42

17 23 16 8 12 6 1 1

10
5

64

42 34

33

46

18 23

24 17 22

16 9 2 1 1

0
50

10
0

15
0

20
0

25
0

30
0

社
会
人
に
配
慮
し
た
時
間
帯
で
の
授
業
の
開
講

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
ＩＴ
を
活
用
し
た
授
業
の
開
講

企
業
側
の
要
望
を
踏
ま
え
た
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
実
施

入
学
時
期
の
柔
軟
な
対
応

短
期
間
で
学
位
取
得
・各

種
資
格
が
取
得
で
き
る
制
度

入
学
金
・
授
業
料
の
減
免
制
度

体
系
的
な
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
充
実

企
業
人
講
師
な
ど
多
様
な
教
員
の
活
用

教
育
訓
練
給
付
制
度
の
活
用

休
学
・
退
学
・再

入
学
等
へ
の
柔
軟
な
対
応

特
に
な
い

授
業
単
位
で
の
授
業
料
納
付

体
験
入
学
の
実
施

科
目
等
履
修
制
度
の
活
用

履
修
証
明
制
度
の
活
用

そ
の
他

【
図
8‐
2】

今
後

、
充

実
さ
せ

て
ほ

し
い
制

度
・
環
境

経
団

連
会

員

経
団

連
非

会
員

n
=
4
3
7
社

（
３

つ
ま
で
）

う
ち
経

団
連
会

員
2
55
社

経
団

連
非

会
員
1
82
社

n
=
4
39

社
（

３
つ

ま
で
）

う
ち

経
団
連

会
員

25
5
社

経
団
連

非
会

員
18
4
社

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
つ
い
て


「
専
⾨
性

」
「
最
先
端

」
「
実
践
的

」
が

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

に
求

め
ら

れ
て

い
る

こ
と

が
読

み
取

れ
る

。
も

ち
ろ

ん
業

種
・

企
業

ご
と

に
ニ

ー
ズ

は
異

な
り

、
ま

た
そ

の
ニ

ー
ズ

は
常

に
変

化
し

て
い

く
と

予
想

さ
れ

る
が

、
⼤

学
等

は
そ

う
し

た
企

業
の

ニ
ー

ズ
を

継
続

的
に

把
握

す
る

努
⼒

が
求

め
ら

れ
る

。
制
度
・
環
境
に
つ
い
て


時
間
的
制
約
を
解
決

す
る

制
度

・
環

境
整

備
が

上
位

に
ラ

ン
ク

イ
ン

し
て

い
る

。
Ｉ

Ｃ
Ｔ

を
活

⽤
し

た
授

業
も

企
業

⼈
の

受
け

⼊
れ

拡
⼤

に
有

効
で

あ
る

と
読

み
取

れ
る

。
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リ
カ

レ
ン

ト
教

育
を

受
け

た
⼈

物
に

対
す

る
中

途
採

⽤
時

の
評

価

15

16
1

66

10

12

10
6

56

5

0
50

10
0

15
0

20
0

25
0

30
0

大
い
に
評

価
す
る

評
価
す
る

あ
ま
り
評

価
し
な
い

評
価

し
な
い

【
図
9】

中
途

採
用

時
の

リ
カ
レ
ン
ト
教

育
に
対

す
る
評

価

経
団

連
会

員

経
団

連
非

会
員

n
=
4
31
社

う
ち

経
団

連
会
員

2
5
2社

経
団
連

非
会
員

1
7
9社


現

時
点

で
も
約
７
割
の
企
業

が
中

途
採

⽤
時

に
「

評
価

」
し

て
い

る
と

回
答

し
て

お
り

、
リ

カ
レ

ン
ト

教
育

の
意

義
は

あ
る

と
い

え
る

で
あ

ろ
う

。


⼀
⽅

、
そ

の
理

由
を

⾒
る

と
「

学
ぶ

姿
勢

」
を

評
価

す
る

と
い

っ
た

声
が

多
く

⾒
受

け
ら

れ
る

。


「
評

価
し

な
い

」
企

業
に

は
、

⼤
学

等
で

学
ぶ

時
間

よ
り

も
実
務
を
経
験
し
た
時
間
を
評
価

す
る

と
い

っ
た

声
が

数
多

く
あ

る
。


政

府
は

補
助

⾦
の

拡
⼤

、
⼤

学
等

は
企

業
の

ニ
ー

ズ
に

即
し

た
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
創

設
、

企
業

は
学

ん
だ

成
果

を
評

価
す

る
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学⽣のための就職情報サイト 

「理系学⽣の⽣きる道」では、理系の就活の決断点におけるポイントを紹介します。
⼤学院に進学か学部就職か。⾃由応募か学校推薦か。専⾨を⽣かすか専⾨外へ就職か。それぞれ⾃分に合った道を探しましょう。

学部卒就職︖ ⼤学院に進学︖

就職の際、学部卒がよいか、院修了（修⼠／博⼠）がよいのかは、⼤学院進学率が⾼い理系だからこそ判断に迷うポイントです。ただ
し、これはどちらかが⼀⽅的に有利なものでも不利なものでもありません。それぞれ、キャリアの特質を客観的に⾒て、⾃分の将来を
考えましょう。 

理系の場合は⼤学院に進学することも決して珍しくありませんが、数からいえば学部卒で就職する⼈が多数です。⼤学院修⼠課程に進
むより２年早く社会⼈になるという年齢要素は、キャリア決定においても意味があります。とくに⽇本では、製造業を中⼼に、社員の
教育は会社で⾏うというスタイル企業が少なくありません。２歳若く、社会に出て実務経験の中で成⻑することは学部就職者が戦⼒と
して企業に貢献する上での優位性です。 

企業が評価する理系の能⼒

理系出⾝者が就く職種の数からいえば、⽣産・技術系職が圧倒的に多数を占めます。理系学部卒者はこの理系職の本流ともいえる存在
です。いち早く会社に慣れることで、求められる成果に貢献できるチャンスも増えることになります。企業は適正な収益を確保しつ
つ、モノやサービスを社会に提供することで経営されます。経営に⽋かせない数値管理において、理系の計数能⼒は最も分かりやすい
優位性を発揮します。実験や勉強でも、対象を選び、問題意識を持って取り組んできた観察〜結果分析というプロセスは、企業活動に
おけるPDCAサイクルと同様の思考です。しっかり勉強した理系学⽣は、企業でも⼤いに活躍してくれるだろうという期待を集めま
す。 

学部卒で就職するメリットとは

修⼠課程修了者よりも２年早く⼊社し、実務を経験できるのは⼤きなメリットです。たとえ博⼠課程まで進んだとしても、⼤学の研究
と企業の実務は同じではありません。会社環境にいち早く慣れ、会社の求める⽣産性をに応えるための経験を積むことは成果を出す上
でも、⾃分⾃⾝の成⻑にとっても有益です。
とくに専⾨分野外就職を選択する場合は、早く実務経験を積むことが1つの優位性といえます。 

「院試に落ちたから就職する」という理由はNG

本当は⼤学院に進学したかったが、院試に落ちたので就職することを決めたという⼈もいることでしょう。しかしそれをそのまま志望
動機などでストレートに述べるのは避けるべきです。「第１志望がだめだったから第２志望で我慢する」というのは真実かも知れませ
んが、相⼿企業に対しては失礼に当たります。理由はどうあれ、就職すると⼀度決めたからには「⾃分が従事することが、志望先企業
の成⻑に役⽴つ」という根拠をしっかり説明できるように準備し、就職に臨むのが礼儀作法と⼼得ておきましょう。
⼤学院進学率の⾼い⼤学の場合でも、「早く社会で活躍したいから」という理由で学部就職する学⽣は相当数がいますので、企業側の
受け⼊れ体制も整っているはずです。 

2020年卒業予定の⽅はこちら

トップ インターンシップ 企業検索 マイページ イベント WEBセミナー 特集 理系ナビ 就活準備

学部卒就職︖ ⼤学院に進学︖ ⾃由応募︖ 学校推薦︖ 専⾨を⽣かす︖ 専⾨外へ就職︖

CHOICE1 学部卒で就職する CHOICE2 ⼤学院に進学する

CHOICE  学部卒で就職する1
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学部卒でも研究開発職に就きたい︕

研究開発職を希望する理系学⽣は少なくありませんが、いわゆる⼤⼿企業や有名企業では修⼠以上を採⽤するのが主流です。中堅・中
⼩企業であれば学部卒⽣のチャンスも増えますので、過去に研究開発職に就いている学⽣の状況などを含め、しっかり企業研究をして
臨みましょう。ベンチャー企業など⼀⼈何役もこなさなければならない職場など、将来の研究開発職への可能性があるかも知れませ
ん。
なお、企業の研究開発職とは、会社の求めるテーマや対象について、会社の⽬指す成果を求めていきます。興味を持って取り組んでい
る⼤学の研究室の内容を、そのまま継続できるというものではなく、あくまで仕事で取り組む職務であることを忘れないでください。 

⼤学院修了者は学部⽣よりも2年⻑く、より専⾨的な研究を⾏う分、⾼い能⼒が期待されます。⼀⽅２年間という限られた期間で単位を
取得し、研究も進め、就職活動もするなどかなり忙しくなります。スケジューリングは学部⽣以上に綿密に組む必要があります。 

研究職であれば、院卒は有利︖

研究開発職は修⼠以上を条件にする企業が、⼤⼿を中⼼に⼤半を占めています。そのため、研究職に就くのであれば、⼤学院に進学す
るのは有利だといえるでしょう。しかしそれは研究職としての採⽤を保証するものではありません。全国の⼤学院⽣が企業研究者に応
募してくる中での選考をくぐり抜けた⼈だけが研究職に就くことができます。
研究職以外の職務において、優秀であれば学部⽣でも採⽤されるため、とくに院卒者が優位とはいえません。しかし⾼度な研究テーマ
の設定やそれに取り組んできた院⽣の経験や特質は、⾼い専⾨スキルとしてもちろん評価されるでしょう。
初任給については学部卒と院卒で、数万円ほどの差が出る会社もありますが、現在の⼈事制度では、横並びの給与ではなく個⼈業績の
評価連動部分を⼤きくする場合が多く、初任給の差が特別に有利不利の判断材料にはならないでしょう。⼊社後の出世も同様で、会社
員は実績が最も重要ですから、⼊社後の成果を出すことが何よりも重要です。 

専⾨分野と仕事のつながり

⼤学院に進んだ場合はより専⾨性の⾼い研究に取り組むため、その専⾨分野を⽣かした仕事を希望する⼈が多いといえます。ただ分野
によっては業界と密接なものもあれば、そのまま仕事にするのは難しかったり、密接な業界があってもかなり限られた市場しかなかっ
たりして、就職の機会が限られている場合もあります。
専⾨分野が業界と直結しない場合でも、⼤学院まで⾏って鍛えた知性と思考能⼒は有効な武器になります。専⾨の研究を通じて深い思
考や課題の発⾒、そして、結果の分析を繰り返した経験は、どんな業界にも応⽤できる能⼒を鍛えてきたともいえるのです。しっかり
研究に取り組むことは、就職においても職務遂⾏能⼒としてアピールでき、極めて有効です。 

研究⽣活と就活のスケジューリング

忙しい修⼠課程では、スケジュール管理が絶対的に重要です。とくに経団連加盟企業を中⼼に、３⽉１⽇から広報活動を解禁する企業
が多いので、その前までにどの企業へ応募するのかを決めておかなければなりません。出だしでつまづいてしまうと希望する企業（と
くに⼈気企業）の応募がすぐに締め切られたり、先⾏する友⼈の結果に動揺したり、やりづらい環境を⽣む原因となります。
３⽉１⽇にスムーズに⾏動するためにも、研究の進捗状況や学内スケジュールなどはしっかり把握し、それまでにできる就職活動の準
備を進める必要があります。中には３⽉１⽇よりさらに早く選考を始める企業もありますので、志望先企業が決まったら、その選考状
況は必ず会社ごとに確認する必要があります。 

博⼠後期課程へ進学した場合の就職

博⼠後期課程学⽣を採⽤する⺠間企業は増えています。ただし単に博⼠号を取得したから採⽤される訳ではありません。とくに⾃分の
研究テーマや領域だけにこだわって、会社の⽅向性や業務を理解せず、収益性への貢献を考えないような⼈材は求められていません。
博⼠学⽣は、専⾨的研究で鍛えた知性に加え、海外での研究発表や共同調査・研究といったグローバルな活動経験もアピール材料にな
ります。そして博⼠が活躍できる場は、修⼠同様研究開発部⾨だけに限らず、⽣産から営業・マーケティングまで幅広い可能性があり
ます。しっかり企業研究と仕事研究をすれば、その可能性はさらに⼤きく広がります。研究で鍛えた能⼒と知性が、いかにして企業組
織の発展に寄与できるかをきちんとアピールできるように準備をし、さらに専⾨分野の応⽤や転⽤などを柔軟にとらえ、選択肢を増や
す努⼒が重要です。 

CHOICE  ⼤学院に進学する2
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-VOICE-

院卒︓院進学後の就職活動は…︖

⼤学院で学んだため、推薦ももらいやすいし、⾃由応募でも技術⼒に⽬をつけてくれる企業が多かった。そのかわり、学部の
卒業⽣と違って専⾨的なことを求められるので、⾃分の学んだことに対して⾃信を持てるようにしておいた⽅がいいかも。頑
張ってください。
【メーカー ⾃動⾞・輸送⽤機器 内定 男性】 

理系⼤学院⽣は、学業のピークと就活のピークがかぶるため、⼀時期は⾮常に忙しい時期が続きます。そのため、できること
は早めにやっておくことが⼤切でしょう。
【情報 ソフトウエア・情報処理 内定 ⼥性】 

学部卒︓視野を広く持って可能性を広げよう︕

⾃分の夢があるのならば、ぜひチャレンジするべきだと思います。⾃らの専⾨分野と合わないとか、⾃分の経験と業界との関
連のなさに尻込みしてしまうのは、とてももったいないです。現に私は、最初は「⾃分なんかが…」と思っていた企業に思い
切ってエントリーした結果、内定をいただくことができました。
【メーカー 電⼦・電気機器 内定 男性】 

私は推薦でしか活動をしなかったのですが、できるならさまざまな業種の企業を調べてから動くべきだったと後悔しました。
【メーカー 化学・⽯油 内定 ⼥性】 

理系学⽣が就活を進めるために知っておきたいスケジュールのことや、
業界・企業研究に役⽴つノウハウを習得できます!

理系就活の進め⽅
理系の強みを⽣かして就活に勝つコツとは︖ 内定まで
の道のりを徹底レクチャー

理系の仕事研究
理系の専攻分野別に、その分野を⽣かせる仕事や職
種、求められるスキルなどを解説!

理系学⽣の⽣きる道
理系ならでは進路決定のポイントを把握して、後悔の
ない選択をしましょう

理系学⽣の選考対策 3 つの必携ツール
⾃⼰分析・エントリーシート・技術⾯接の対策⽤ワー
クシートがダウンロードできます

スカウト登録をしておこう
就活のチャンスを広げるスカウトを受信するために、
必要な情報を登録しましょう!

先輩の声

理系学⽣の⽣きる道 トップへ ⾃由応募︖ 学校推薦︖

理系学⽣のための就活ノウハウ

就活お役⽴ち
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ⅱ　 研究人材
 R&D personnel
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（万人）

10,000 persons

（年)

year

日本 Japan

日本（専従換算） Japan(FTE)

米国 United States

ドイツ Germany

フランス France

英国 United Kingdom

EU-15

EU-28

中国 China

韓国 Rep. of Korea

ロシア Russian Federation

インド India

EU-28(2015)

180.5

米国(2014) 135.2

EU-15(2015) 158.1

日本 84.7

中国(2015) 161.9

日本（専従換算）

66.2

ロシア(2015) 44.9

韓国(2015) 35.6

英国(2015)28.9

インド(2015)28.3

フランス(2014) 26.7

ドイツ(2015) 35.8

注） １. 各国とも人文・社会科学が含まれている。ただし、韓国の2006年までは人文・社会科学が含まれていない。

注） ２. 日本の2001年以前は4月1日現在、2002年以降は3月31日現在である。

注） ３. 日本の専従換算の値は、1995年まではOECDによる推計値

注） ４. 中国の研究者数は、2008年までOECDのFrascati Manualに準拠していない。

注） ５. 米国の2000年度以降の値はOECDによる推計値である。

注） ６. ドイツの1996、1998、2000、2002、2008、2010、2013、2014、2015年度の値は推計値であり、2015年度は

暫定値である。

注） ７. 英国の1983年度までの値は、産業（科学者と技術者）及び国立研究機関（学位取得者又はそれ以上）の

注） ４. 従業者の計で、大学、民営研究機関は含まれていない。また、1999-2004年度はOECDによる推計値、

注） ４. 2005-2010年度と2012-2015年度は推計値、2013、2014、2015年度は暫定値である。

８. EUの値はOECDによる推計値である。

資料： 日本： （研究者数）総務省統計局「科学技術研究調査報告」

資料： 日本： （専従換算の値）OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2017/6.

資料： インド: UNESCO Institute for Statistics S&T database

資料： その他の国： OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2017/6.

参照： 日本 16-1、16-8、米国 26-1-1、EU-15 26-2-1、EU-28 26-2-2、ドイツ 26-3-1、フランス 26-4-1、

英国 26-5-1、中国 26-6-1、韓国 26-7-1、ロシア 26-8-1、インド26-10
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9　 研究者数　  Researchers

9-1　  主要国等の研究者数の推移 
Trends in the number of researchers in selected countries
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year

日本 Japan 日本（専従換算） Japan(FTE)
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フランス France 英国 United Kingdom
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中国 China 韓国 Rep. of Korea
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日本 66.7

日本 52.2

(専従換算)

英国(2015) 44.4

ドイツ(2015)43.8

米国(2014)42.4

中国(2015) 11.8

ロシア(2015)

韓国(2015) 70.4

EU-15(2014) 38.3 

EU-28(2014) 34.7

(参考) 

インド(2015) 2.2

注） １. 各国とも人文・社会科学が含まれている。ただし、韓国の2006年までは人文・社会科学が含まれていな

注） ２. 人口1万人当たり研究者数は、人口及び研究者数の値より文部科学省で試算

注） ３. 日本の研究者数は、2001年以前は4月1日現在、2002年以降は3月31日現在である。

注） ４. 日本の専従換算の値は、1995年まではOECDによる推定値注）

注） ５. 米国の2000年度以降の研究者数はOECDによる推計値である。

注） ６. EUの研究者数は、OECDによる推計値である。

注） ７. ドイツの1996、1998、2000、2002、2008、2010、2013、2014、2015年度の値は推計値であり、2013、2014、

2015年度は暫定値である。

注） ８. 英国の研究者数は、1983年度までは産業（科学者と技術者）及び国立研究機関（学位取得者又はそれ

注） ５. 以上）従業者の計で、大学、民営研究機関は含まれていない。また、1999-2004年度はOECDによる推定

注） ５. 値、2005-2010年度と2012-201４年度は推計値、2013、2014、2015年度は暫定値である。

注） ９. 中国の研究者数は、2008年までOECDのFrascati Manualに準拠していない。

注）10. インドの研究者数は居住者１万人当たりである。また、2005年度の値は推計値である。

資料： 日本： （研究者数）総務省統計局「科学技術研究調査報告」

資料： 日本： （専従換算の値）OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2017/6.

資料： 日本： （人口）総務省統計局「人口推計資料」（各年10月1日現在）

資料： インド: UNESCO Institute for Statistics S&T database

資料： その他の国：OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2017/6.

い。

フランス（2014）40.4
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9-2　  主要国等の人口及び労働力人口１ 万人当たり の研究者数の推移 
Trends in the number of researchers per 10,000 people and per 10,000 labour 
force in selected countries

9-2-1　  主要国等の人口１万人当たり の研究者数 
Trends in the number of researchers per 10,000 people in selected countries
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9-2-2　  主要国等の労働力人口 1 万人当たり の研究者数 
Trends in the number of researchers per 10,000 labour force in selected countries

注） １. 各国とも人文・社会科学が含まれている。ただし、韓国の2006年までは人文・社会科学が含まれていない。

２. 労働力人口1万人当たり研究者数は労働力人口及び研究者数の値より文部科学省で試算。

３. 日本の研究者数は2001年以前は4月1日現在、2002年以降は3月31日現在である。

４. 日本の専従換算の値は1995年まではOECDによる推計値

５. 米国の2000年度以降の研究者数はOECDによる推計値である。

６. EUの研究者数はOECDによる推計値である。

７. ドイツの1996、1998、2000、2002、2008、2010、2013、2014、2015年度の値は推計値であり、2013、

2014、2015年度は暫定値である。

８. 英国の研究者数は、1983年度までは産業（科学者と技術者）及び国立研究機関（学位取得者又はそれ以

上）の従業者の計で、大学、民営研究機関は含まれていない。また、1999-2004年度はOECDによる推計

値、2005-2010年度と2012-2014年度は推計値、2013、2014、2015年度は暫定値である。

９. 中国の研究者数は、2008年までOECDのFrascati Manualに準拠していない。

資料： 日本： （研究者数）総務省統計局「科学技術研究調査報告」

（専従換算の値）OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2017/6.

（労働力人口）総務省統計局「労働力調査報告」（各年10月）

その他の国：OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2017/6.



注） １. 各国とも人文・社会科学が含まれている。

注） ２. 日本の値は2016年3月31日現在の公的機関、大学等、企業及び非営利団体である。

注） ２. また、専従換算の値は総務省統計局データを基に文部科学省で試算

注） ３. 米国の値は組織別研究者数の合計に占める割合であり、組織別研究者数の合計と研究者数は一致しない。

注） １. また、「政府」は連邦政府の研究機関（国防関係以外のもの）である。

注） ４. ドイツの値は推計値・暫定値である。また、「非営利民営研究機関」の研究者数は「政府」に含まれている｡

注） ５. フランスの値は暫定値であり、「政府」には国防関係は含まれていない。

注） ６. 英国の値は推定値・暫定値である。また、英国の「政府」には政府研究機関、研究会議、公的機関を含む。

注） ７. EUの値は、OECDによる推計値である。

注） ８. 韓国の「政府」には政府支援研究機関・国公立病院を含む。

注） ９. インドの値は推計値である。

資料：日本：総務省統計局「科学技術研究調査報告」

資料：インド: UNESCO Institute for Statistics S&T database

資料：その他の国：OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2017/6.

参照： 29-1、日本 16-9、米国 26-1-5、欧州連合 26-2-5、ドイツ 26-3-5、フランス 26-4-5、英国 26-5-5、

中国 26-6-5、韓国 26-7-5、ロシア 26-8-5
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9-3　  主要国等の研究者数の組織別割合

Composition of the number of researchers by research sector in selected countries
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注） ２. 平成14年及び平成24年から調査区分が変更された。変更による過去の区分との対応は以下の通り
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資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」

参照： 16-9
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9-4　  日本の研究者数の推移　（ 組織別）

Trends in the number of researchers by research sector in Japan



注） １. 人文・社会科学を含む3月31日現在の値である（ただし、平成13年までは4月1日現在）。

注） ２. 実数の値である。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」
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9-5　  日本の女性研究者数と 研究者総数に占める女性研究者数の割合の推移（ 実数）

Trends in the number of female researchers and female researchers as 
a percentage of total researchers in Japan （ head-counts）
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注） １. 人文・社会科学を含む3月31日現在の値である。

注） ２. 実数の値である。

注） ３. 平成24年から調査区分が変更された。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」
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9-6　  日本の博士号保有研究者数（ 組織別） と 研究者総数に占める博士号保有者割合の

推移（ 実数）

Trends in the number of doctoral researchers by kind of organization and  
doctoral researchers as a percentage of total researchers in Japan （ head-
counts）



注） 平成28年3月31日現在の値である。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」
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9-7　 日本の企業の研究者数　  Business enterprise researchers in Japan

9-7-1　  日本の企業の産業別研究者数割合 （ 平成 28 年） 
 Composition of the number of business enterprises researchers by industry in 
Japan (2016)



注） 企業全体の研究者の人数（実数）に占める割合である。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」
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9-7-2　  日本の企業の専門別研究者数割合 （ 平成 28 年） 
Composition of the number of business enterprises researchers by field of science 
and specialty in Japan （ 2016）



注） 従業者及び研究者数は平成28年3月31日現在の値である。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」
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9-7-3　  日本の企業における従業者１万人当たり の研究者数 （ 産業別（ 上位 5 業種）） （ 平成 28 年） 
Number of business enterprises researchers per 10,000 employees by industry (top 
five industrial categories ) in Japan (2016)



注） １. 人文・社会科学を含む3月31日現在の値である（ただし、平成13年までは4月1日現在）。

注） ２. 平成14年から調査対象区分が変更されたため、平成13年までの非営利団体は、民営研究機関の値を

注） ２. 使用している。

注） ３. 平成13年までは研究本務者のみの値である。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」
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9-8　  日本の非営利団体・ 公的機関の研究者数

Non-profit institutions and public organizations researchers in Japan 
9-8-1　  日本の非営利団体・ 公的機関の研究者数の推移 （ 組織別）

 Trends in the number of non-profit institutions and public organizations researchers 
by kind of organization in Japan
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注） １. 平成28年3月31日現在の値である。

注） ２. 研究者数（実数）を専門的知識の別によって区分したものである。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」

参照： 18-5

57

Researchers

9． 研究者数

Ⅰ－　ii

9-8-2　  日本の非営利団体・ 公的機関の専門別研究者数割合 （ 組織別）（ 実数）（ 平成 28 年） 
 Composition of the number of non-profit institutions and public organizations 
researchers by kind of organization and field of science in Japan  (head-counts) 
(2016)



注） 人文・社会科学を含む3月31日現在の値である（ただし、平成13年までは4月1日現在）。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」
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9-9　  日本の大学等の研究者数

Universities and colleges researchers in Japan 
9-9-1　  日本の大学等の研究者数の推移 （ 組織別）

 Trends in the number of universities and colleges researchers by kind of organization



注） １. 各年とも3月31日現在の値である（ただし、平成13年までは4月1日現在）。

注） ２. 研究本務者数（実数）を専門的知識の別によって区分したものである。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」

参照： 19-6
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9-9-2　  日本の大学等の専門別研究本務者の推移

 Trends in the number of regular researchers at universities and colleges by field of 
science
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注） １. 各年とも自然科学のみの3月31日現在の値である（ただし、平成13年までは4月1日現在）。

注） ２. 自然科学の大学等のみで、研究本務者数（実数）を専門的知識の別によって区分したものである。

注） ３. 「鉱山・金属」は、平成14年以降は、「材料」となり、材料工学、素材工学、材料プロセス工学などが追加

注） ２. されている。

４．「情報科学」は平成24年から追加。これまで「電気・通信」に含まれていたソフトウェア開発に関する

分野は、「情報科学」に含まれる。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」
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9-9-3　  日本の大学等の専門別研究本務者数の推移 （ 自然科学）

 Trends in the number of regular researchers at universities and colleges by field of 
specialty （ Natural sciences and engineering only）



注） 人文・社会科学を含む平成28年3月31日現在の値である。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」

参照： 19-5
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9-9-4　  日本の大学等の職種別研究本務者数割合 （ 組織別） （ 平成 28 年） 
 Composition of regular researchers at universities and colleges by kind of 
organization and kind of occupation in Japan （ 2016）



注） １. 学問が自然科学の大学等のみの平成28年3月31日現在の値である。

注） ２. 研究本務者のみで兼務者を除く。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」

参照： 19-5
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9-9-5　  日本の大学等の学問別研究本務者数割合 （ 自然科学） （ 平成 28 年） 
 Composition of regular researchers in natural sciences and engineering at 
universities and colleges by kind of occupation and field of specialty in Japan (2016)
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注） １. 研究者１人当たりの研究支援者数は研究者数及び研究支援者数より文部科学省で試算

注） ２. 各国とも人文・社会科学を含む。

注） ３. 研究支援者は研究者を補助する者、研究に付随する技術的サービスを行う者及び研究事務に従事する
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注） ５. 英国の研究者数の値は推計値・暫定値であり、研究支援者数の値は過小評価されている。

注） ６. EUの値はOECDによる推計値である。

資料：日本：総務省統計局「科学技術研究調査報告」

資料：インド：UNESCO Institute for Statistics S&T database

資料：その他の国：OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2017/6.

参照： 29-2
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10　 研究関係従業者数　  Persons employed in R&D

10-1　  主要国等の研究者１ 人当たり の研究支援者数 
Number of research assistants per researcher in selected countries



（1） 研究者・研究支援者数の推移　 Trends in the number of researchers and research assistants

（2） 研究支援者の内訳の推移　 Trends in the number of research assistants

注） １. 各年とも人文・社会科学を含む3月31日現在の値である（ただし、平成13年までは4月1日現在）。

注） ２. 平成13年までの研究者は研究本務者である（ただし、大学等は兼務者を含む）。

注） ３. 研究支援者は研究補助者、技能者及び研究事務その他の関係者である。

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」

参照： 16-8
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10-2　  日本の研究関係従業者数の推移 
Trends in the number of Persons employed in R&D by kind of occupation in 
Japan
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（ただし、平成13年までは4月1日現在）。
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る（ただし、大学等は、兼務者を含む）。
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10-3　  日本の研究者１ 人当たり の研究支援者数の推移 （ 組織別）

Trends in the number of research assistants per researcher by research sector 
in Japan



注） １. 人文・社会科学を含む平成28年3月31日現在の値である。

注）

資料： 総務省統計局「科学技術研究調査報告」

参照： 16-8、18-3、19-3
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10-4　  日本の研究関係従業者数割合 （ 組織別） （ 平成 28 年） 
Composition of the number of persons employed in R&D by research sector, 
kind of organization and kind of occupation in Japan (2016)



注） １. 米国、英国はフルタイム在学者の値である。
２. フランスは本土及び海外県の値である。
３．各国の大学院学生割合の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

資料： 「学校基本調査報告書」、文部科学省「諸外国の教育統計 平成28（2016）年版」。
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11　 研究人材の輩出と 雇用　  Production and employment of R&D personnel

11-1　 研究人材の輩出　  Production of R&D personnel

11-1-1　  主要国の学部・ 大学院に在籍する全学生数に占める大学院学生数割合 
Graduate students as a percentage of total students in selected countries



注）１. 修士号及び博士号の計である。
ただし、1980年のドイツは博士号のみで、2013年のドイツは、従来学部段階に分類していた総合大学等で
取得可能なディプロームの取得者数を、年限に基づき大学院レベルの学位として加えている。

２. 米国の保健には、第一職業専門学位を含む。
３. ドイツの1980年度は旧西ドイツのものである。
４. フランスは、統計上、理学、工学、農学の区分がなされていない。本土及び海外県の値である。

資料： 文部科学省「教育指標の国際比較（平成15年版）」、文部科学省「諸外国の教育統計 平成28（2016）年版」
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11-1-2　  主要国の学位取得者数 （ 自然科学系） （ 全体（ 大学院段階）） 
 Number of awarded degrees by field of science in selected countries (Natural sciences 
and engineering) (Master's and Doctoral degrees)



注） １. ドイツの1980年度は旧西ドイツのものである。
注） ２. フランスは、統計上、理学、工学、農学の区分がなされていない。また、本土及び海外県の値である。
注） ３．米国の保健には、第一職業専門学位を含む。
資料： 文部科学省「教育指標の国際比較（平成15年版）」、文部科学省「諸外国の教育統計 平成28（2016）年版」
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11-1-3　  主要国の学位取得者数 （ 自然科学系） （ 博士） 
Number of awarded degrees by field of science in selected countries (Natural 
sciences and engineering) (Doctoral degrees)



注） グラフ右側の数字は平成26年度の学位取得者数である。
資料： 文部科学省大学振興課調べ
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11-1-4　  日本の学位取得者数の推移 （ 自然科学系） （ 修士）

 Trends in the number of awarded degrees by field of science in Japan (Natural 
sciences and engineering) (Master's degrees)



注） グラフ右側の数字は平成26年度の学位取得者数である。
資料： 文部科学省大学振興課調べ
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11-1-5　  日本の学位取得者数の推移 （ 自然科学系） （ 博士） 
 Trends in the number of awarded degrees by field of science in Japan (Natural 
sciences and engineering) （ Doctoral degrees)
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注） １. 「自然科学平均」とは、理学・工学・農学・保健の合計の平均値である。
注） ２. 「就職が決まっていない者」とは、一時的な仕事に就いた者、家事手伝いなどであり、研究生として学校に
注） ２. 残っている者及び専修学校・各種学校・外国の学校・職業能力開発施設等へ入学した者でも、就職者でも
注） ２. 進学者でもないことが明らかな者である。

. 大学卒業時の「その他」とは、死亡・不詳の者である。
資料： 文部科学省「学校基本調査報告書（平成28年度）」
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11-2-1　  日本の大学の学位別進路動向 （ 平成 28 年 3 月） （ 大学卒業時） 
 Composition of the number of graduates by field of study and career choice in Japan 
(March 2016) (Upon completion of bachelor's degree)
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資料： 文部科学省「学校基本調査報告書（平成28年度）」
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11-2-2　  日本の大学の学位別進路動向 （ 平成 28 年 3 月） （ 修士課程修了時） 
 Composition of the number of graduates by field of study and career choice in Japan 
(March 2016) (Upon completion of master's degree)
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資料： 文部科学省「学校基本調査報告書（平成28年度）」
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11-2-4　  日本の主要産業における専門別採用状況 （ 平成 28 年 3 月） 
Employment situation in major industries by field of science in Japan (March 2016)



資料： 文部科学省「学校基本調査報告書（平成28年度）」
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11-2-5　  日本の主要産業における学位別採用状況 （ 平成 28 年 3 月） 
 Employment situation in major industries by academic degree in Japan  
(March 2016)
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】

（
56

%
、

4,
11

4億
円
）

【
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
】

（
33

%
、

6,
56

5億
円
）

【
シ
リ
コ
ン
ウ
ェ
ハ
】

（
66

%
、

9,
20

0億
円
）

【
リ
ニ
ア

IC
(ｱ

ﾅ
ﾛ
ｸ
ﾞ)】

（
12

.3
%
、

5,
20

0億
円
）

【
AM

T/
D

CT
】

（
28

%
、

4,
43

5億
円
）

【
合
成
ゴ
ム

(S
Bゴ

ム
】

（
24

%
、

4,
21

0億
円
）

【
ﾏ
ｲ
ﾙ
ﾄﾞ
ﾊ
ｲ
ﾌ
ﾞﾘ
ｯ
ﾄ車

(乗
用
車

)】
（

85
%
、

2,
47

5億
円
）

【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ト
車

(乗
用
車

)】
（

88
%
、

3.
1兆

円
）

【
鉛
蓄
電
池

】
（

13
%
、

4,
70

0億
円
）

【
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ト
車

(乗
用
車

/商
用
車

)】
（

86
%
、

3.
1兆

円
）

【
携
帯
電
話
（
ｽ
ﾏ
ｰ
ﾄﾌ
ｫ
ﾝ
）
】

（
6%

、
2.

1兆
円
）

【
H

D
D

(2
.5

"A
TA

)】
（

19
%
、

2,
68

4億
円
）

【
空
圧
装
置
】

（
44

%
、

5,
42

0億
円
）

【
記
録
型

D
VD

D
riv

e（
D

VD
-W

）
】

（
75

%
、

2,
19

4億
円
）

【
医
療
用
医
薬
品
】

（
11

%
、

10
.8
兆
円
）

【
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
】

（
5.

3%
、

9,
85

8億
円
）

【
O

TC
医
薬
品
】

（
5%

、
5,

95
9億

円
）

【
パ

ソ
コ
ン
】

（
9%

、
1.

3兆
円
） 【

M
ob

ile
 D

RA
M
】

（
20

%
、

3,
35

3億
円
）

【
偏

光
板

(大
型
パ
ネ
ル

)】
（

68
%
、

4,
39

8億
円
）

【
電
子
材
料
】

（
32

%
、

1.
9兆

円
）

【
小
型
モ
ー
タ
ー
】

（
48

%
 1
兆
円
）

【
マ
イ
コ
ン
（

M
CU

)】
（

36
%
、

4,
50

0億
円

【
高
張
力
鋼
】

（
46

%
、

1.
5兆

円
）

＜
出
典
＞

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
「
日
本
企

業
の
国

際
競
争
ポ
ジ
シ
ョ
ン
に
関
す
る
情
報
収

集
」
調
査
結
果
（
富
士
キ
メ
ラ
総

研
）
、
Ｊ
Ｅ
ＩＴ
Ａ
「
電
子
情
報
産
業
の
世
界
生
産
見
通
し
」
等

〈
電
子
機
器
〉

（
15

%
、

19
.1
兆
円
）

〈
AV

機
器
〉

（
32

%
、

6.
1兆

円
）

〈
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
及
び
情
報
端
末
〉

（
15

%
、

7兆
円
）

〈
通
信
機
器
〉

（
8%

、
3.

7兆
円
）

〈
情
報
達
末
〉

（
18

%
、

3.
7兆

円
）

〈
テ
レ
ビ

(液
晶

/P
D

P)
〉

（
24

%
、

3兆
円
）

〈
撮
像
機
器
〉

（
88

%
、

1.
1兆

円
）

〈
カ
ー

AV
C機

器
〉

（
50

%
、

1.
2兆

円
）

【
ﾌ
ﾟﾘ
ﾝ
ﾄ基

盤
ﾘ
ﾚ
ｰ
】

（
79

%
、

1,
67

0億
円
）

【
反

射
防

止
ﾌ
ｨﾙ

ﾑ
】

（
91

%
、

99
3億

円
）

【
ﾘ
ﾁ
ｳ
ﾑ
ｲ
ｵ
ﾝ
電
池
ｾ
ﾊ
ﾟﾚ
ｰ
ﾀ
ｰ
】

（
55

%
、

1,
06

3億
円
）

【
ｶ
ﾗ
ｰ
ﾚ
ｼ
ﾞｽ
ﾄ】

（
67

%
、

77
4億

円
）

【
半

導
体

用
ﾀ
ｰ
ｹ
ﾞｯ
ﾄ材

】
（

79
%
、

30
5億

円
）

【
ﾘ
ﾁ
ｳ
ﾑ
ｲ
ｵ
ﾝ
電
池
負

極
材
】

（
50

%
、

67
3億

円
）

日
系

企
業
の
世
界
シ
ェ
ア
（
％
）

機
能

性
材

料
等

【
半

導
体

封
止
材

料
】

（
76

%
、

1,
46

5億
円
）

＜
凡

例
＞

数
字

：
（
日
系
企
業
の
世
界
シ
ェ
ア
、
日
系
企
業
の
売
上
額
）

バ
ブ
ル

の
大
き
さ
：
日
系
企
業
の
売
上
額
の
大
き
さ

最
終

製
品

（
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
系
）

最
終

製
品

（
自
動
車
）

部
材

・
装

置
（
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
系
）

部
材

（
自

動
車
）

医
療

・
バ

イ
オ
系

そ
の

他

（
出
典
）
平
成

26
 年
度
日
本
企
業
の
国
際
競
争
ポ
ジ
シ
ョン
に
関
す
る
情
報
収
集
よ
り経

済
産
業
省
作
成



我
が
国
素
材
メ
ー
カ
ー
が
競
争
力
を
有
す
る
機
能
性
材
料
の
例


機
能
性
化
学
品
の
世
界
市
場
規
模
は
約

50
兆
円
（
化
学
品
全
体
の

15
％
程
度
）
。


リチ
ウ
ム
イオ
ン
電
池
や
液
晶
デ
ィス
プ
レ
イの
素
材
な
どに
用
い
られ
る
電
子
材
料
で
は
、我

が
国
の
化
学
企
業

が
高
い
シ
ェア
を
有
す
る
分
野
が
多
く存
在
。

高
い
シ
ェア
を
有
す
る
機
能
性
化
学
品
の
分
野
（
例
）

電
解
液

正
極
材

日
系
メ
ー
カ
ー
世
界
シ
ェア
３
割

日
亜
化
学
、住

友
金
属
鉱
山
、

Um
ic

or
e(
欧

)、
湖
南
杉
杉

(中
)、

L&
F(
韓

)な
ど

セ
パ
レ
ー
タ
ー

日
系
メ
ー
カ
ー
世
界
シ
ェア
５
割

旭
化
成
、東

レ
、住

友
化
学
、宇

部
興
産
、S

K 
In

no
va

tio
n(
韓

)
な
ど

負
極
材

日
系
メ
ー
カ
ー
世
界
シ
ェア
５
割

日
立
化
成
、三

菱
化
学
、J

FE
、

BT
R(
中

)、
Sh

an
sh

an
(中

)な
ど

TA
Cフ
ィル
ム

日
系
メ
ー
カ
ー
世
界
シ
ェア
１
０
割

富
士
フィ
ル
ム
、コ
ニ
カミ
ノル
タな
ど

カ
ラ
ー
レ
ジ
ス
ト

日
系
メ
ー
カ
ー
世
界
シ
ェア
７
割

Ｊ
Ｓ
Ｒ
、住

友
化
学
、ト
ー
ヨー
カラ
ー

LG
 C

he
m

(韓
)、

Sa
m

su
ng

 
SD

I(
韓

)な
ど

偏
光
板

日
系
メ
ー
カ
ー
世
界
シ
ェア

6割
日
東
電
工
、住

友
化
学
、

LG
 C

he
m

(韓
)、

CM
M

T(
中

)
な
ど

ブ
ラ
ック
レ
ジ
ス
ト

日
系
メ
ー
カ
ー
世
界
シ
ェア
７
割

東
京
応
化
、三

菱
化
学
、新

日
鉄
住

金
化
学
、S

am
su

ng
 S

D
I(
韓

)、
Ch

i M
ei

 C
he

m
ic

al
(中

)な
ど

ガ
ラ
ス
基
板

日
系
メ
ー
カ
ー
世
界
シ
ェア

5割
旭
硝
子
、日

本
電
気
硝
子
、

Co
rn

in
g(
米

)、
CP

M
(韓

)な
ど

電
解
液

日
系
メ
ー
カ
ー
世
界
シ
ェア
４
割

三
菱
化
学
、宇

部
興
産
、

BA
SF

(独
)、

Gu
at

ai
-

H
ua

ro
ng

(中
)な
ど

リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
電
池

（
出
典
）
平
成

27
 年
度
日
本
企
業
の
国
際
競
争
ポ
ジ
シ
ョン
に
関
す
る
情
報
収
集
等
よ
り経

済
産
業
省
作
成

セ
パ
レ
ー
タ

正
極

負
極

偏
光
板

拡
散
板

導
光
板

ガ
ラ
ス
基
板

偏
光
板

光
学
機
能
フィ
ル
ム

TA
C（

偏
光
板
保
護
フィ
ル
ム
）

バ
ック
ラ
イ
ト

カ
ラ
ー
フィ
ル
タ
ー

液
晶
デ
ィ
ス
プ
レ
イ

液
晶

偏
光
板

9




機
能
性
素
材
（
例
：
電
子
材
料
）
を
巡
る
環
境
の
変
化

-
ユ
ー
ザ
ー
側
の
製
品
サ
イク
ル
の
短
期
化

-
市
場
規
模
の
拡
大
に
伴
う新

興
国
メー
カー
の
参
入
と積

極
的
な
投
資

-
多
数
あ
る
日
本
企
業
間
の
競
争
激
化

市
場
シ
ェア
の
低
下
とコ
モ
デ
ィテ
ィ化
の
加
速

世 界 シ ェ ア （ ％ ）

（
出
典
）
平
成

27
 年
度
日
本
企
業
の
国
際
競
争
ポ
ジ
シ
ョン
に
関
す
る
情
報
収
集
等
よ
り経

済
産
業
省
作
成

10

機
能
性
素
材
の
課
題


ユ
ー
ザ
ー
産
業
ニ
ー
ズ
へ
の
迅
速
な

対
応
や
そ
れ
らを
先
取
りし
た
開
発
・

提
案
を
可
能
とす
る
イノ
ベ
ー
シ
ョン
の

質
とス
ピ
ー
ドの
高
度
化


増
大
す
る
研
究
開
発
費
用
や
設
備

投
資
に
対
応
で
き
る
企
業
体
力
の

確
保課

題
の
解
決
に
向
け
て

日
系
企
業
の
ポ
ジ
シ
ョン
変
化
（
リチ
ウ
ム
イオ
ン
電
池
材
料
の
例
）



素
材
産
業
の
イ
ノベ
ー
シ
ョン
の
高
度
化


ユ
ー
ザ
ー
との
垂
直
統
合
に
よ
る
新
素
材
開
発
の
加
速
化


So

si
et

y5
.0
に
つ
な
が
る

Co
nn

ec
te

d 
In

du
st

rie
s


素
材
イノ
ベ
ー
シ
ョン
エ
コシ
ス
テ
ム
の
確
立

11


素
材
イノ
ベ
ー
シ
ョン
の
高
度
化
の
た
め
に
は
、素

材
開
発
の
質
とス
ピ
ー
ドを
あ
げ
る
オ
ー
プ
ン
イノ

ベ
ー
シ
ョン
の
取
り込

み
や
、素

材
側
か
ら社

会
変
革
を
も
た
らす
新
素
材
の
創
出
・提
案
力
の
強
化

が
必
要
で
あ
り、
具
体
的
に
は
、以

下
の
取
組
を
進
め
て
い
くこ
とが
重
要
。



③
ユ
ー
ザ
ー
との
垂
直
統
合
に
よ
る

新
素
材
開
発
の
加
速
化

12



次
世
代
車
載
用
蓄
電
池
の
実
用
化
に
向
け
た
基
盤
技
術
開
発
事
業

平
成

30
年
度
予
算
案
額

47
.0
億
円
（

32
.7
億
円
）

革 新 型 蓄 電 池

全
固
体

LI
B

全
固
体
化

開
発
項
目

H
28

fy
H

29
fy

H
30

fy
H

31
fy

H
32

fy
H

33
fy

H
34

fy

新
材
料
評
価
技

術
開
発

共
通
基
盤

技
術
開
発

高
度
解
析

技
術
開
発

革
新
型

蓄
電
池
開
発

全
固
体

LI
B

革
新
型
蓄

電
池

共
通

30
0W

h/
kg
セ
ル
の
技
術
開
発

新
規
解
析
技
術
の
開
発

解
析
技
術
の
高
度
化

革
新
型
蓄
電
池
の
反
応
・
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
本
質
的
解
明

50
0W

h/
kg
セ
ル
化
技
術
開
発

革
新
型
蓄
電
池
の
共
通
的
課
題
の
検
討

車
載
用
セ
ル
の
材
料
評
価
技
術
開
発

新
材
料
等
の
評
価
と
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
技
術
開
発

国
際
標
準
化
戦
略
の
検
討
・
試
験
評
価
法
の
開
発

自
動
車
環
境
性
能
評
価
、
社
会
シ
ス
テ
ム
の
検
討
、
動
向
調
査
等

小
型
セ
ル
で
の

材
料
評
価
技
術
開
発

全 個 体 Ｌ Ｉ Ｂ

蓄
電
池
の
反
応
過
程
や
劣
化
現
象
等
を
、

Ｘ
線
等
を
用
い
る
こと
で
非
破
壊
の
下
、

詳
細
か
つ
短
時
間
で
解
析
を
行
う。

SP
R

IN
G

-8
/J

-P
A

R
C

有
機
電
解
質

の
固
体
化
に
よ

り高
容
量
化

現
行

LI
B

（
電
解
液
）

ユ
ー
ザ
ー
との
垂
直
統
合
に
よ
る
素
材
開
発
プ
ロ
ジ
ェク
ト
①

13
※
H
29
fy
ま
で
は
一
部
液
系

LI
Bの
評
価
技
術
を
含
む

産
学
の
緊
密
の
下
、現

行
の
リチ
ウ
ム
イオ
ン
電
池
（
現
行

LI
B）

に
比
べ
、①

エ
ネ
ル
ギ
ー
密
度
の
高
い

全
固
体

LI
B、
②
新
原
理
に
よ
り性

能
を
大
幅
に
向
上
させ
た
革
新
型
蓄
電
池
、の
共
通
基
盤
技
術
の

研
究
開
発
を
実
施
。

（
成
果
目
標
）


全
固
体

LI
B：

20
20
年
以
降
の
実
用
化
。量

産
に
適
した
新
材
料
・部
品
の
評
価
技
術
を
開
発
。

車
載
時
の
充
放
電
・熱
的
挙
動
を
予
測
す
る
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
技
術
等
を
開
発
。


革
新
型
蓄
電
池
：
エ
ネ
ル
ギ
ー
密
度

50
0W

h/
kg
（
現
行
比

5倍
）
を

20
30
年
に
実
用
化
。

耐
久
性
・安
全
性
等
に
克
服
不
可
能
な
課
題
が
無
い
こと
を
試
作
品
で
検
証
。



素
材
開
発
プ
ロ
ジ
ェク
ト
②


車
体
の
軽
量
化
及
び
実
用
化
に
向
け
た
低
コ
ス
ト
化
を
図
る
新
構
造
材
の
技
術
開
発
。


熱
可
塑
性

CF
RP
の
大
型
、複

雑
形
状
部
材
の
高
速
・連
続
成
形
技
術
の
開
発

(数
分
サ
イ

クル
、生

産
性
向
上

)。

自
動
車
車
体
：
熱
可
塑
性

CF
RP
を
含
む
新
構
造
材
料
に
よ
る
マ
ル
チ
マ
テ
リア
ル
化
に
よ
り、

50
％
の
軽
量
化
を
目
指
す

(平
成

34
年
度

)。

幅
1

4
0

0×
長
さ

14
0

0×
高

さ
11

0

複
雑
形
状
部
材

大
型
部
材

(フ
ロ
ア
パ
ネ
ル

)

プ
レ
ス
機

車
体

の
軽

量
化

に
向

け
た
材

料
選

択
の

一
例

ア
ル

ミ

C
F
R

P
/
ア
ル

ミ

C
F
R

P

ア
ル

ミ
/
C

F
R

P
C

F
R

P
/
ア
ル

ミ

ア
ル

ミ
/
C

F
R

P

自
動
車
等
の
軽
量
化
に
資
す
る
新
構
造
材
料
の
開
発
事
業

平
成

30
年
度
予
算
案
額

41
.5
億
円

(4
0.

0億
円

)

14



リグ
ノセ
ル
ロー
ス
ナ
ノフ
ァイ
バ
ー
の
開
発
に
よ
り、

自
動
車
、家

電
市
場
等
へ
の
参
入
を
目
指
す

リグ
ノＣ

Ｎ
Ｆ

セ
ル
ロ
ー
ス
に
加
え
リグ
ニ
ン
も
取
り出

し
、ナ
ノ状

に
し
た
セ
ル
ロ
ー
ス

(Ｃ
Ｎ
Ｆ

)表
面
に
被
覆
し
た
も
の

リ
グ
ニ
ン
で
被

覆
Ｃ
Ｎ
ＦＣ
Ｎ
Ｆ

リ
グ
ノ

Ｃ
Ｎ
Ｆ

リ
グ
ニ
ン

セ
ル

ロ
ー
ス
ナ
ノ
フ
ァ
イ
バ

ー

ヘ
ミ
セ
ル

ロ
ー
ス

素
材
開
発
プ
ロ
ジ
ェク
ト
③


リグ
ニ
ン
を
被
覆
す
る
こと
で
、耐
熱
性

(2
30

-2
50
℃

)を
向
上
。


リグ
ニ
ン
由
来
の
官
能
基
を
化
学
修
飾
す
る
こと
で
、高
機
能
特
性
を
付
与
。


製
造
コス
トは
、平

成
42
年
度
ま
で
に

30
0円

/k
gを
目
指
す
。

これ
ま
で
の
Ｃ
Ｎ
Ｆ

セ
ル
ロー
ス
の
み
を
取
り出

しナ
ノ状

に
した
も
の

耐
熱
性
が
低
い

（
高
温
域
で
は
熱
劣
化
が
生
じ
る
た
め
、

高
融
点
の
自
動
車
用
エ
ン
ジ
ニ
ア
リン
グ

プ
ラ
ス
チ
ック
な
どに
は
使
用
不
可
）

高
機
能
化

射
出
成
型

プ
レ
ス
成
型

ペ
レ
ット

建
材

自
動
車

家
電

15

高
機
能
な
リグ
ノセ
ル
ロ
ー
ス
ナ
ノフ
ァイ
バ
ー
の
一
貫
製
造
プ
ロ
セ
ス
と部

材
化
技
術
の
開
発
事
業

平
成

30
年
度
予
算
案
額
８

.0
億
円

(６
.５
億
円

)

http://srd.yahoo.co.jp/MMSIMG/Q=%B2%C8%C5%C5%C9%CA/U=http:/kadenfan.hitachi.co.jp/ra/aircon/img/products/products_p/ras2210rx_p1.jpg/O=0dd8d19b96561672/P=185/C=dpe7t951fh4f5&b=2/F=f/I=yahoojp/T=1141446624/SIG=12lk5n421/*-http:/kadenfan.hitachi.co.jp/ra/aircon/img/products/products_p/ras2210rx_p1.jpg
http://srd.yahoo.co.jp/MMSIMG/Q=%BD%BB%C2%F0/U=http:/csr.mec.co.jp/kankyou/kankyouhozen/04_p/tyumon.jpg/O=49f3bc245e0e4014/P=19/C=dpe7t951fh4f5&b=2/F=f/I=yahoojp/T=1141448056/SIG=11ujii0up/*-http:/csr.mec.co.jp/kankyou/kankyouhozen/04_p/tyumon.jpg
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④
So

ci
et

y 
5.

0に
つ
な
が
る

Co
nn

ec
te

d 
In

du
st

rie
s



「C
on

ne
ct

ed
 I

nd
us

tr
ie

s」
とは
？

様
々
な
業
種
、企
業
、人
、デ
ー
タ
、機
械
な
どが
つ
な
が
って

新
た
な
付
加
価
値
や
製
品
・サ
ー
ビ
ス
を
創
出
、生
産
性
を
向
上

高
齢
化
、人
手
不
足
、環
境
・エ
ネ
ル
ギ
ー
制
約
な
どの
社
会
課
題
を
解
決

これ
ら
を
通
じ
て
、産
業
競
争
力
の
強
化

→
国
民
生
活
の
向
上
・国
民
経
済
の
健
全
な
発
展

ヒト
（
人
材
）
・カ
ネ
（
資
金
）
・モ
ノ（

技
術
）
に
加
え
て
、デ
ー
タや
情
報
が
新
た

な
経
営
資
源
に
。こ
れ
らを
い
か
に
有
効
に
活
用
す
る
か
。

17



空
間
的
イ
メ
ー
ジ

時
間
的
イ
メ
ー
ジ

事
業
所

企
業

グ
ル
ー
プ
企
業

同
業
他
社

サ
プ
ラ
イ
チ
ェー
ン

異
分
野

（
企
業
・大
学
・個
人
）

先
人
た
ち
の
ノウ
ハ
ウ

現
役
世
代

将
来
世
代

Co
nn

ec
te

d 
In

du
st

ri
es
に
お
け
る
「つ
な
が
り」
の
イ
メ
ー
ジ

※
「つ
な
が
る
」だ
け
で
は
不
十
分
。

「つ
な
が
って
何
を
す
る
か
」が
重
要
。

・生
産
性
向
上
（
効
率
化
）

・新
た
な
付
加
価
値
創
出

（
新
製
品
・サ
ー
ビス
） 18



「C
on

ne
ct

ed
 I

nd
us

tr
ie

s」
の
取
組
の
方
向
性


CE

AT
EC
カン
ファ
レ
ン
ス
に
て
「C

on
ne

ct
ed

 In
du

st
rie

s」
東
京
イニ
シ
ア
テ
ィブ

20
17
を
発
表
。

①
市
場
成
長
性
、我

が
国
産
業
が
有
す
る
強
み
、社

会
的
意
義
の
大
き
さ等

か
ら、
５
つ
の
重
点
取
組

分
野
を
特
定
、取

組
の
加
速
化
と政

策
資
源
の
集
中
投
入
。

②
横
断
的
課
題
に
対
す
る
支
援
措
置
・法
制
度
等
の
対
応
。

20
17

.1
0.

02
「C

on
ne

ct
ed

 I
nd

us
tr

ie
s」
カン
ファ
レ
ン
ス
の
様
子

「C
on

ne
ct

ed
 In

du
st

rie
s」
コン
セ
プ
トム
ー
ビー

:h
tt

ps
:/

/y
ou

tu
.b

e/
pJ

2A
oT

Am
Ilo

19



「C
on

ne
ct

ed
 I

nd
us

tr
ie

s」
５
つ
の
重
点
取
組
分
野

「ス
マ
ー
ト
ラ
イ
フ」

「自
動
走
行
・モ
ビ
リテ
ィサ
ー
ビ
ス
」

「も
の
づ
くり
・ロ
ボ
テ
ィク
ス
」

「バ
イ
オ
・素
材
」

「プ
ラ
ン
ト
・イ
ン
フラ
保
安
」


デ
ー
タ協

調
の
在
り方

を
早
急
に
整
理


AI
開
発
・人
材
育
成
の
強
化


物
流
等
も
含
む
モ
ビリ
テ
ィサ
ー
ビス
や

EV
化
の
将

来
像
を
見
据
え
た
取
組


協
調
領
域
に
お
け
る
デ
ー
タ連

携
の

実
現


実
用
化
に
向
け
た

AI
技
術
プ
ラッ
ト

フォ
ー
ム
の
構
築


社
会
的
受
容
性
の
確
保


デ
ー
タ形

式
等
の
国
際
標
準
化


サ
イバ
ー
セ
キ
ュリ
テ
ィ・
人
材
育
成
等
の

協
調
領
域
で
の
企
業
間
連
携
の
強
化


中
小
企
業
向
け
の

Io
Tツ
ー
ル
等
の

基
盤
整
備


Io

Tを
活
用
した
自
主
保
安
技
術
の
向
上


企
業
間
の
デ
ー
タ協

調
に
向
け
た
ガ
イド
ラ

イン
等
の
整
備


さら
な
る
規
制
制
度
改
革
の
推
進


ニ
ー
ズ
の
掘
り起

こし
、サ
ー
ビス
の
具
体
化


企
業
間
ア
ライ
ア
ン
ス
に
よ
る
デ
ー
タ連

携

パ
ー
ソ
ナ
ル
デ
ー
タの
利
活
用
に
係
る
ル
ー
ル

整
備

これ
ら
を
支
え
る
横
断
的
支
援
策
を
早
急
に
整
備

20



「C
on

ne
ct

ed
 I

nd
us

tr
ie

s」
の
横
断
的
な
政
策

リア
ル
デ
ー
タ
の
共
有
・利
活
用

デ
ー
タ
活
用
に
向
け
た
基
盤
整
備

＜
研
究
開
発
、人
材
育
成
、ｻ
ｲﾊ
ﾞｰ
ｾｷ
ｭﾘ
ﾃｨ
＞

さ
ら
な
る
展
開

＜
国
際
、ベ
ン
チ
ャー
、地
域
・中
小
企
業
＞


デ
ー
タ共

有
事
業
者
の
認
定
制
度
の
創
設
、税

制
等
に
よ
る
支
援


リア
ル
デ
ー
タを
も
つ
大
手
・中
堅
企
業
とA

Iベ
ン
チ
ャー
との
連
携
に
よ
る

AI
シ
ス
テ
ム
開
発
支
援


実
証
事
業
を
通
じた
モ
デ
ル
創
出
・ル
ー
ル
整
備


「デ
ー
タ契

約
ガ
イド
ライ
ン
」の
改
訂


革
新
的
な

AI
チ
ップ
開
発
の
促
進


ネ
ット

×
リア
ル
の
ハ
イブ
リッ
ド人

材
、A

I人
材

等
の
育
成
強
化


世
界
中
か
ら優

秀
な
人
材
を
集
め
る
枠
組
み

の
検
討


サ
イバ
ー
セ
キ
ュリ
テ
ィ対
策
の
強
化


欧
州
、ア
ジ
ア
等
世
界
各
国
との
協
力
強
化


国
際
連
携

W
Gを
通
じた
シ
ス
テ
ム
輸
出
強
化


国
際
標
準
化
人
材
の
質
的
・量
的
拡
充


日
本
版
ベ
ン
チ
ャー
エ
コシ
ス
テ
ム
の
実
現


専
門
家
育
成
や
派
遣
に
よ
る
、地

域
・中
小
企

業
へ
の
支
援
強
化

日
本
の
強
み
で
あ
る
リア
ル
デ
ー
タ
を
核
に
、支
援
を
強
化

21



Co
nn

ec
te

d 
In

du
st

ri
es

 素
材
分
科
会
に
お
け
る
検
討
の
視
点


デ
ジ
タル
革
命
に
よ
り経

営
環
境
が
大
き
く変
化
し、
顧
客
や
市
場
ニ
ー
ズ
の
さら
な
る
多
様

化
・短
期
化
、日

本
が
強
み
を
有
す
る
素
材
開
発
も
サ
ー
ビス
産
業
化
す
る
懸
念
。


環
境
変
化
に
対
応
す
べ
く新
た
な
経
営
資
源

(デ
ー
タや
情
報

)を
最
大
限
活
用
す
る
た
め

の
方
策
を
検
討
。解

決
す
べ
き

4つ
の
課
題
を
対
象
に
重
点
的
に
検
討
を
進
め
る
。

①
素
材
側
か
らの
価
値
提
案
力
の
強
化
や
ビジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
転
換
に
よ
る
新
事
業
領
域
の

創
出

②
素
材
開
発
力
の
更
な
る
強
化
の
た
め
の

AI
や
ビッ
クデ
ー
タを
利
用
した
開
発
ス
ピ
ー
ドの

加
速
化

③
社
内
統
合
管
理
に
よ
り限

られ
た
リソ
ー
ス

(生
産
設
備
・人
材

)内
で
の
生
産
性
最
大
化

に
向
け
た
次
世
代
生
産
シ
ス
テ
ム
へ
の
転
換

④
取
組
を
進
め
る
上
で
必
要
な
デ
ジ
タル
人
材
の
育
成
・確
保

22




米
国
で
は
、2

01
2年

に
「M

at
er

ia
l G

en
om

e 
In

iti
at

iv
e」
の
研
究
者
が
中
心
とな
り、
日
本

が
発
表
した
電
池
材
料
の
論
文
情
報
に
基
づ
き
、コ
ン
ピ
ュー
ター
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
を
実
施
。


そ
の
結
果
、日

本
の

A社
の
未
公
開
特
許
（
出
願
は

A社
が
先
）
と同

じ材
料
を
開
発
す
る
こと
に

成
功
。

G
er

br
an

d
Ce

de
r（

U
C

Be
rk

el
ey
）

第
13
回
ナ
ノテ
ク
ノロ
ジ
ー
総
合
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
（

JA
PA

N
 N

A
N

O
 2

01
5）

出
典
：
文
科
省
研
究
振
興
局

素
材
開
発
力
の
更
な
る
強
化
に
係
る
事
例
（
米
国
）

23




有
機
機
能
性
材
料
メー
カー
と計
算
機
科
学
エ
キ
ス
パ
ー
ト
の
本
格
的
な
コラ
ボ
レ
ー
シ
ョン
プ
ロジ
ェク
ト。


材
料
設
計
、プ
ロセ
ス
、解

析
技
術
に
ス
パ
コ
ン
・人
工
知
能
（
Ａ
Ｉ
）
を
徹
底
活
用
。


開
発
期
間
・試
作
回
数
１

/２
０
の
短
縮
を
目
指
す
。

超
先
端
材
料
超
高
速
開
発
基
盤
技
術
プ
ロジ
ェク
ト

(平
成

30
年
度
予
算
案
額

26
.5
億
円
（

24
.0
億
円
）

)

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
新
し
い
素
材
開
発
イ
ン
フラ
の
整
備

-超
超

PJ
-

従
来
の
延
長
線
上
に
な
い
材
料
が
製
造
可
能

従
来
の
延
長
線
上
の
材
料
製
造
止
ま
り

設
計

経
験

や
勘

低
解

像
度

の
計

測
評

価
逐

次
手

作
業

評
価

試
作

設
計

従
来
の
材
料
開
発
手
法

本
Ｐ
Ｊ
で
開
発
す
る
基
盤
技
術

開
発

期
間

を
1/

20
に
短

縮
計

算
科

学
に
基

づ
く
材

料
設

計

高
速
･高

解
像

の
計
測
評
価

高
速

・
高

精
度

製
造

プ
ロ
セ
ス

評
価

試
作

計
算
科
学

計
測
技
術

プ
ロ
セ
ス
技
術

24



超
高
性
能
触
媒

(機
能
性
化
成
品

)
熱
安
定
性
透
明
フレ
キ
シ
ブ
ル

熱
硬
化
性
樹
脂
等

a
b

機
能
性
樹
脂

A
-B

ブ
ロ
ッ
ク
共
重
合
体

a-
b-

a-
b

交
互
共
重
合
体

高
性

能
透
明
フ
ィ
ル
ム

絶
縁

封
止
樹
脂

in
 si

tu
分
析

に
よ
る

高
度

制
御

調
光
・発
光
材
料

透
明
度
の
高
い
サ
ー
モ
ク
ロ

ミッ
ク
フィ
ル
ム
等

冷
房

時

暖
房

時

機
能

性
ナ
ノ
粒

子

可
視

光
透

過
率

>7
0％

近
赤

外
光

は
遮

断
近

赤
外

光

吸
収

小

機
能

性
ナ
ノ
粒

子

可
視

光
・

近
赤

外
光

と
も
透

過
近

赤
外

光

誘
電
材
料

高
耐
電
圧
か
つ
高
誘
電
性

の
有
機
・無
機
ハ
イ
ブ
リッ
ド

コン
デ
ン
サ
等

超
高
性
能
ポ
リマ
ー

高
耐
熱
か
つ
高
強
度
な

ス
ー
パ
ー
エ
ン
ジ
ニ
ア
リン
グ

プ
ラ
ス
チ
ック
等

自
動
車
排
気
系
部
品

(高
温
環
境
下
で
の
応
力
分
布

)

ナ
ノ
カ
ー
ボ
ン
材

料
（
Ｃ
Ｎ
Ｔ
・
グ
ラ
フ
ェ
ン
）

耐
熱
性
の
自
動
車
用
ワ
イ
ヤ
ー

ハ
ー
ネ
ス
、導

電
線
や
放
熱
材

料
等

フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
プ

レ
イ
・
照
明

自
動
車
用
ワ
イ
ヤ
ー
ハ
ー

ネ
ス
、
モ
ー
タ
ー
、
高
圧
電

線
な
ど

導
電
性
ゴ
ム
、
耐
熱
性
樹

脂
、
放
熱
材
料
な
ど

超
超

PJ
終
了
後
に
事
業
化
が
想
定
さ
れ
る
製
品 参
加
企
業

１
８
社

先
端
素
材
高
速
開
発
技
術
研
究
組
合

（
AD

M
AT

)
コニ
カミ
ノル
タ(
株

)、
日
立
化
成

(株
)、
出
光
興
産

(株
)、

D
IC

(株
)、

東
レ

(株
)、

(株
)東
ソ
ー
、昭

和
電
工

(株
)、
新
日
鉄
住
金
化
学

(株
)、

JS
R(
株

)、
横
浜
ゴ
ム

(株
)、
宇
部
興
産

(株
)、

(株
)村
田
製
作
所
、

パ
ナ
ソ
ニ
ック

(株
)、

(株
)カ
ネ
カ、
積
水
化
成
品
工
業

(株
)、
日
本
触

媒
(株

)、
日
本
ゼ
オ
ン

(株
)、
古
河
電
工

(株
)

25



26

機
能
性
化
学
品
の
革
新
製
造
技
術

オ
ン
デ
マ
ン
ド
型
の
フロ
ー
合
成
プ
ロ
セ
ス


モ
ジ
ュー
ル
化
（
組
み
立
て
ユ
ニ
ット
化
）
され
た
製
造
設
備
を
組
み
合
わ
せ
、迅

速
か
つ
目
的
とす
る
化
学
化

合
物
を
連
続
合
成
す
る
フロ
ー
プ
ロセ
ス
を
構
築
。モ
ジ
ュー
ル
に
原
料
を
流
す
だ
け
で
省
エ
ネ
か
つ
オ
ン
デ
マ
ン
ド

に
製
造
可
能
。


これ
ま
で
の
精
密
有
機
合
成
で
は
１
反
応
ご
とに
フラ
ス
コや
反
応
釜
を
用
い
て
反
応
を
行
う「
バ
ッチ
合
成
」が

主
流
。こ
の
反
応
を
カラ
ム
中
で
溶
液
を
連
続
的
に
流
しな
が
ら行

う「
フロ
ー
合
成
」へ
移
行
・自
動
化
。こ
れ
に

よ
りこ
れ
ま
で
に
な
い
全
く新
しい
も
の
づ
くり
へ
の
飛
躍
が
期
待
され
る
。

26

N
ED

O
 エ
ネ
ル
ギ
ー
・環
境
新
技
術
先
導
プ
ロ
グ
ラ
ム

「フ
ァイ
ン
ケ
ミカ
ル
ズ
製
造
の
た
め
の
フロ
ー
精
密
合
成
の
開
発
」

出
典
：
東
京
大
学
大
学
院
理
学
系
研
究
科
化
学
専
攻

有
機
合
成
化
学
研
究
室

小
林
教
授
よ
り

ht
tp

:/
/w

w
w

.c
he

m
.s

.u
-t
ok
yo
.a
c.
jp
/u
se
rs
/s
yn
or
g/
jp
/r
es
ea
rc
h/
flo
w
/in
de
x.
ht
m
l

http://www.chem.s.u-tokyo.ac.jp/%7Esynorg/index_J.html
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⑤
素
材
イノ
ベ
ー
シ
ョン
エ
コシ
ス
テ
ム
の
確
立



オ
ー
プ
ン
イ
ノベ
ー
シ
ョン
シ
ス
テ
ム
の
全
体
像

「解
決
す
べ
き
社
会
課
題
」に
対
応
し

「日
本
の
コ
ア
技
術
の
強
み
」を
活
か
し
た

産
業
化
・社
会
実
装
ま
で
繋
げ
る
イ
ノベ
ー
シ
ョン
シ
ス
テ
ム

の
実
現

社
会
課
題

・潮
流

技
術

イ
ン
テ
リジ
ェン
ス

社
会
課
題
解
決
に

必
要
な
技
術
の
特
定
と

我
が
国
の
強
み
の
分
析

将
来
、国

内
外
で

解
決
が
必
要
とな
る

社
会
課
題
の
抽
出

①
ア
イ
デ
ィア
創
出
・事
業
構
想
の
面
で
の
オ
ー
プ
ン
イ
ノベ
ー
シ
ョン

②
技
術
開
発
の

面
で
の

オ
ー
プ
ン

イ
ノベ
ー
シ
ョン

技
術
開
発

社
会
実
装
・

市
場
開
拓

実
用
化

国
研

ア
ウ
ト

バ
ウ

ン
ド

企
業

研
究
開
発
型

ベ
ン
チ
ャー

イン
バ

ウ
ン
ド

VC
、C

VC

研
究
開
発
型

ベ
ン
チ
ャー

企
業

大
学

③
社
会
実
装
・

市
場
獲
得

の
面
で
の

オ
ー
プ
ン

イ
ノベ
ー
シ
ョン

「 オ ー プ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン の ３ 類 型 」
オ
ー
プ
ン
イノ
ベ
ー
シ
ョン
の
推
進
に
か
か
る
課
題
と具

体
的
取
組
を
、段

階
・目
的
に
よ
り３

類
型
に
分
類
。

１
．
組
織
の
在
り方

見
直
し、
２
．
人
材
･技
術
の
流
動
化
促
進
、３

．
環
境
整
備
を
そ
れ
ぞ
れ
推
進
。
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素
材
・化
学
分
野
特
化
型
ファ
ン
ド
に
よ
る
ベ
ン
チ
ャー
企
業
の
成
長
促
進


20

16
年

1月
、素

材
・化
学
分
野
特
化
型
の
「ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
マ
テ
リア
ル
ズ
イン
キ
ュベ
ー
ター

(U
M

I)
」が
、産

業
革
新
機
構
か
らの
ス
ピ
ン
ア
ウ
トフ
ァン
ドと
して
、主

要
大
手
素
材
化
学
メー
カー
も
出
資
参
画
して
設
立
。


素
材
系
ベ
ン
チ
ャー
企
業
、大

企
業
カー
ブ
ア
ウ
ト等

に
対
す
る
、リ
ス
クマ
ネ
ー
供
給
（
出
資
）
、経

営
サ
ポ
ー

ト、
幅
広
い
ネ
ット
ワ
ー
クを
通
じた
ニ
ー
ズ
・シ
ー
ズ
の
マ
ッチ
ン
グ
が
目
的
。


出
資
企
業
か
らの
出
向
者
受
入
に
よ
る
人
材
育
成
等
も
実
施
。

（
出
展
）

UM
I資
料
を
基
に
経
済
産
業
省
作
成

JI
TS

UB
O
株
式
会
社

ペ
プ
チ
ド医

薬
株
式
会
社
ライ
トニ
ック
ス

樹
脂
製
ラン
セ
ット
針

Ar
ze

da
Co

rp
or

at
io

n
米
バ
イオ
テ
クノ
ロジ
ー
企
業

・
・
・
・
・
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素
材
系
技
術
シ
ー
ズ
が
抱
え
る
イ
ノベ
ー
シ
ョン
へ
の
課
題
～
第
２
の
死
の
谷


通
常
の
「死
の
谷
」に
加
え
、生

産
技
術
開
発
（
ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
）
段
階
の
「第

2の
死
の
谷
」が
存
在
。

a.
必
要
な
資
金
量
（

10
億
円
程
度
）
・年
数
（
概
ね

3～
5年

）
が
多
くリ
ス
クが
高
い
一
方
、ス
ケ
ー
ル
ア
ップ

時
に
しか
使
用
しな
い
設
備
に
投
資
す
る
こと
も
あ
る
。

b.
ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
前
の
技
術
シ
ー
ズ
は
、市

場
リス
クに
加
え
、技

術
リス
クも
高
く、
投
資
先
とし
て
時
期
尚
早
と判

断
され
る
。

c.
サ
ン
プ
ル
供
給
が
十
分
に
行
え
な
い
た
め
、結

果
とし
て
将
来
の
用
途
開
発
の
遅
れ
に
つ
な
が
る
。


素
材
シ
ー
ズ
の
ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
を
円
滑
化
す
る
環
境
整
備
が
素
材
産
業
の
成
長
を
加
速
す
る
た
め
の
鍵
。

技 術 的 深 度 ＝ 難 易 度
～

1-
2億

円
１
０
億
円
程
度

数
10
～
数

10
0億

円
第
２
の
死
の
谷

St
ag

e1
R&

D
St

ag
e2

開
発

St
ag

e3
生

産
技

術
St

ag
e4

本
量

産
St

ag
e5

量
産

効
率

化

11
~年

5~
年

0年
15

~年
20

~年
8~

年
素 材 系 企 業 の

成 長 ス テ ー ジ

第
１
の
死
の
谷

ス
ケ
ー
ル
ア
ップ

ス ケ ー ル ア ッ プ

事 例

L
a

b
：
~

1
0L

 
B

e
n

ch
：
9

0L
P

ilo
t：

2
kL

C
o

m
m

e
rc

ia
l s

ca
le

政 府 の 支 援 策

N
ED

O
等
に
よ
る
ス
タ
ー
ト
ア
ップ
支
援

生
産
設
備
や
ノウ
ハ
ウ
を
有
す
る
企
業
との
連
携
強
化

•
既
存
ベ
ン
チ
ャー
施
策
の
支
援
等
を
活
用
し、
ハ
ン
ズ
オ
ン
に
よ
る
連
携
強
化

U
M

I※
に
よ
る
出
資

※
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
マ
テ
リア
ル
ズ
イン
キ
ュベ
ー
ター

(U
M

I)
ファ
ン
ド

素
材
・化
学
分
野
特
化
型

VC
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素
材
系
ベ
ン
チ
ャー

(シ
ー
ズ

)×
受
託
メ
ー
カ
ー

ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
加
速
の
可
能
性


迅
速
な
ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
、リ
ス
ク低

減
の
観
点
か
ら、
反
応
器
や
ユ
ー
テ
ィリ
テ
ィ等
は
外
部
設
備
を
有
効
利
用
す

る
こと
が
効
果
的
。


希
望
の
多
い
設
備
は
、「
配
合
・混
合
」、
「蒸
留
・分
離
」、
「合
成
」、
「洗
浄
」。
大
手
企
業
が
遊
休
設
備
とし

て
有
す
る
場
合
も
あ
る
が
、多

くは
受
託
製
造
メー
カー
が
保
有
す
る
設
備
と合

致
。


素
材
系
ベ
ン
チ
ャー
企
業
は
、外

部
機
関
（
受
託
企
業
）
との
連
携
ニ
ー
ズ
が
高
い
が
、保

有
設
備
に
関
す
る

情
報
の
不
足
や
必
要
な
設
備
が
不
明
で
あ
る
こと
が
ボ
トル
ネ
ック
に
。

•
ベ
ン
チ
ャー
は
リス
ク低

減
の
た
め
ア
セ
ット
ライ
ト、
例
え
ば

受
託
企
業
等
の
活
用
を
考
え
る
べ
き
。

•
ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
時
に
外
部
設
備
を
利
用
した
い
が
、保

有
設
備
に
関
す
る
情
報
の
不
足
や
製
造
の
知
見
の
不
足
に

よ
り具

体
的
な
検
討
が
進
ま
な
い
。

•
資
金
調
達
は
、供

給
安
定
性
や
品
質
保
証
性
が
求
め
ら

れ
る
厳
しい
世
界
。生

産
能
力
に
対
応
した
土
地
や
設
備

や
ユ
ー
テ
ィリ
テ
ィが
必
要
とな
る
。確

保
に
苦
労
して
い
る
。

•
ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
の
際
、許

認
可
の
取
得
や
共
通
設
備

（
ユ
ー
テ
ィリ
テ
ィや
蒸
留
塔
等
）
の
設
置
が
高
くつ
い
た
。

•
そ
も
そ
も
生
産
系
設
備
の
オ
ペ
レ
ー
シ
ョン
ノウ
ハ
ウが
無
く、

どの
よ
うな
設
備
が
必
要
か
分
か
らな
い
。

素
材
系
ベ
ン
チ
ャー
企
業
の
生
声

出
典
：
経
済
産
業
省
素
材
産
業
課

平
成
２
８
年
度
製
造
基
盤
技
術
実
態
等
調
査
（
素
材
産
業
の
オ
ー
プ
ン
イノ
ベ
ー
シ
ョン
環
境
整
備
の
た
め
の
外
部
リソ
ー
ス
活
用
の
あ
り方

に
関
す
る
調
査
）

ベ
ン
チ
ャー
・中
小
企
業
が
要
望
す
る
設
備
と受

託
企
業
の
保
有
設
備
の
比
較
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「素
材
系
ベ
ン
チ
ャー

×
受
託
メ
ー
カ
ー
」連
携
に
は
課
題
も

•
大
企
業
との
長
期
安
定
取
引
が
望
ま
しい
。新

規
案
件
に
も
興
味
が
あ
る
が
、

与
信
や
将
来
性
、マ
ン
パ
ワ
ー
の
問
題
等
で
、大

企
業
枠
を
削
る
必
要
性
を

見
出
せ
な
い
。

•
受
託
して
い
る
とこ
ろ
は
大
企
業
が
多
い
。ベ
ン
チ
ャー
案
件
は
ス
クリ
ー
ニ
ン
グ

が
難
しく
、生

産
計
画
が

3年
程
度
た
つ
も
の
で
な
い
と受

け
づ
らい
。

•
ベ
ン
チ
ャー
か
らの
受
託
は
受
け
な
い
こと
は
な
い
が
、与

信
調
査
の
結
果
が
悪

け
れ
ば
お
断
りす
る
。現

金
で
の
支
払
を
要
求
す
る
な
ど厳

しい
取
引
条
件
に

設
定
す
る
こと
も
あ
り。

•
基
本
的
に
大
量
物
件
に
つ
な
げ
て
い
き
た
い
。サ
ン
プ
ル
ば
か
り受

注
して
い
て

は
、ビ
ジ
ネ
ス
とし
て
の
魅
力
が
な
い
。

•
新
規
性
の
あ
る
も
の
を
受
託
す
る
メリ
ット
とし
て
は
、製

造
技
術
の
ノウ
ハ
ウの

獲
得
。製

造
方
法
を
自
社
で
考
え
た
場
合
は
、委

託
先
に
は
伝
え
な
い
。

製
造
受
託
企
業
の
生
声

出
典
：
経
済
産
業
省
素
材
産
業
課

平
成
２
８
年
度
製
造
基
盤
技
術
実
態
等
調
査
（
素
材
産
業
の
オ
ー
プ
ン
イノ
ベ
ー
シ
ョン
環
境
整
備
の
た
め
の
外
部
リソ
ー
ス
活
用
の
あ
り方

に
関
す
る
調
査
）

技
術
シ
ー
ズ
の
将
来

性
（
事
業
性
）
の
見

極
め
が
で
き
な
い

28
%

ラ
イ
セ
ン
シ
ン
グ
等
、他

に
も
っ
と
適
当
な
技
術

の
取
り込

み
形
態
が
あ

る
10

%

連
携
に
か
か
る
コ
ス
ト

や
労
力
に
見
合
っ
た
リ

タ
ー
ン
が
得
ら
れ
る
見

込
み
が
な
い

38
%

権
利
等
の
切
り分

け
に

関
す
る
折
り合

い
が
つ

か
な
い
可
能
性
が
あ
る

14
%

そ
の
他

10
%

技
術
シ
ー
ズ
を
保
有
す
る
大
学
・ベ
ン
チ
ャー
企
業
と

連
携
す
る
上
で
の
課
題


製
造
受
託
メー
カー
は
、よ
り低

コス
トで
稼
働
率
を
安
定
的
に
高
くす
る
意
向
が
強
い
。与

信
確
認

コス
トが
大
き
く将
来
性
が
不
確
実
な
ベ
ン
チ
ャー
等
で
は
な
く、
大
手
企
業
との
継
続
的
な
取
引
を

求
め
る
傾
向
。


新
規
性
の
あ
る
ベ
ン
チ
ャー
等
との
連
携
に
つ
い
て
は
新
た
な
製
造
技
術
ノウ
ハ
ウ
の
獲
得
な
どの
メリ
ッ

トも
一
部
あ
り。


有
望
な
素
材
系
ベ
ン
チ
ャー
企
業
と製

造
受
託
企
業
に
つ
い
て
連
携
強
化
の
た
め
の
支
援
を
検
討
。
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ス
ケ
ー
ル
ア
ップ
に
課
題
を
も
つ
素
材
企
業
へ
の
支
援
策


素
材
企
業
と製

造
受
託
企
業
が
連
携
した
研
究
開
発
に
お
い
て
、来

年
度
の
予
算
事
業
で
補
助
が
可
能
。

地
域
中
核
企
業
･中
小
企
業
等
連
携
支
援
事
業
（
戦
略
的
基
盤
技
術
高
度
化
･連
携
支
援
事
業
）

地
域
中
核
企
業
（
中
小
企
業
･中
堅
企
業
）
と
、
中
小
企
業
、
大
学
公
設
試
等
と
連
携
し
て
行
う
研
究
開
発
、
試
作
品
開

発
及
び
販
路
開
拓
等
へ
の
取
組
を
支
援
。
（
素
材
企
業
と
製
造
受
託
企
業
と
の
研
究
開
発
を
含
む
。
）

•
補
助
金
額
（
上
限
）
：

4,
50

0万
円
以
下
（
初
年
度
）
、
補
助
率
：

2/
3以

内
•
補
助
事
業
期
間
：
２
年
度
又
は
３
年
度

•
窓
口
：
各
経
済
産
業
局

戦
略
的
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
革
新
プ
ロ
グ
ラ
ム

「
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
戦
略
」
で
掲
げ
る
重
要
技
術
（
製
造
プ
ロ
セ
ス
省
エ
ネ
化
技
術
、
省
エ
ネ
プ
ロ
ダ
ク
ト
加
速
化

技
術
）
の
技
術
開
発
を
支
援
。
（
素
材
企
業
と
製
造
受
託
企
業
と
の
研
究
開
発
を
含
む
。
）

•
補
助
金
額
（
上
限
）
：

2,
00

0万
円
～

5億
円

/年
、
補
助
率
：

2/
3

•
補
助
事
業
期
間
：

2～
5年

以
内

•
窓
口
：

N
ED

O

企
業
間
連
携
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
（

SC
A
）
に
対
す
る
事
業
化
支
援

具
体
的
な
技
術
シ
ー
ズ
を
活
用
し
た
事
業
構
想
を
持
ち
、
事
業
会
社
と
共
同
研
究
等
を
行
う
研
究
開
発
型
ベ
ン
チ
ャ
ー

に
対
し
て
、
事
業
化
の
た
め
の
助
成
。

•
補
助
金
額
（
上
限
）
：

7,
00

0万
円

/年
、
補
助
率
：

2/
3以

下
•
補
助
事
業
期
間
：
１
年

•
窓
口
：

N
ED

O
※
平
成
２
９
年
度
の
要
件
を
記
載 33



ま
とめ 
イノ
ベ
ー
シ
ョン
や
市
場
ニ
ー
ズ
の
変
化
の
ス
ピ
ー
ドに
対
応
す
る
た

め
に
は
、調

達
先
や
顧
客
との
連
携
強
化
・効
率
化
が
不
可
欠
。

臨
機
応
変
な
多
品
種
製
造
に
対
応
した
デ
ー
タ共

有
、バ
ッチ
生

産
方
式
の
革
新
が
必
要
。


Co

nn
ec

te
d 

In
du

st
rie

sの
取
組
は
、生

産
性
向
上
に
留
ま
ら

ず
、新

た
な
ビジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
創
出
の
チ
ャン
ス
に
。デ
ー
タ利

活
用
に
よ
る
開
発
力
・提
案
力
の
強
化
が
競
争
力
の
カギ
に
。


第

4次
産
業
革
命
に
よ
る
世
界
的
な
破
壊
的
イノ
ベ
ー
シ
ョン
に
対

応
した
素
材
イノ
ベ
ー
シ
ョン
エ
コシ
ス
テ
ム
の
確
立
が
急
務
。
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産
業
界
が
求
め
る
能
力
・ス
キ
ル

 

平
成
２
９
年
１
１
月

 
産
業
人
材
政
策
室

 

資
料
５

 資料8



１
．
個
別
産
業
を
事
例
とし
た
分
析

 

1 



2 

議
論
を
深
め
る
た
め
、個
別
の
産
業
界
ご
とに
分
析
し
た
上
で
、全
体
を
俯
瞰

 

付
加
価
値
の
源
泉
が
「カ
ネ
」か
ら「
ヒト
」へ
と移

って
い
く中
で
、各
産
業
界
が
必
要
な
能
力
・ス
キ

ル
を
持
つ
人
材
を
育
成
し
て
い
くこ
とが
重
要
。


業
種
・職
種
に
よ
って
も
打
ち
手
とな
る
施
策
が
異
な
る
た
め
、全
体
を
俯
瞰
し
な
が
ら
効
果
的
な

施
策
を
打
って
い
く必
要
が
あ
る
。

自
動

車

情
報
通
信
産
業

メ
デ
ィ
ア

/
コ
ン
テ
ン
ツ

… 

通
信

A
 

B
 

金
属

/ 
鉱
業

消
費

財

航
空

機

製
造
業

産
業

機
器

ケ
ミ
カ
ル

素
材

… 

…
 

自
動

車

巨
大
な
産
業
規
模
を
誇
る
一
方
で
、
今
後
の

産
業
構
造
変
化
に
対
応
が
必
要
な
業
界

•
産
業
と
し
て
の
裾
野
が
広
く
、
日
本

の
経
済

を
背
負
っ
て
立
つ
存
在

•
現
在
の
経
済
規
模
・
国
際
競
争
力
を
維
持

す
る
上
で
、
今
後
の
大
き
な
産
業
構
造
の

変
化
に
対
応
が
求
め
ら
れ
る
状
況

–
自
動
運
転
、
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

 等

対
象

業
界

選
定
理
由

業
界
の
全
体

像
深
掘
り
対
象
業
界

航
空

機

航
空
機
産
業
は
、
日
本
の
基
幹
産
業
と
し
て

今
後
育
成
す
べ
き
主
要
産
業

•
産
業
と
し
て
の
裾
野
が
広
い
た
め
、
国
内

完
成
機
市
場
が
立
ち
上
が
れ
ば
、
日
本

経
済
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
は
大
き
い

•
技
術
面
で
の
波
及
効
果
も
期
待
可
能

•
現
在
は
、
日
系
企
業
に
よ
る
完
成
機
市
場

へ
の
参
入
可
否
を
分
け
る
重
要
な
局
面

素
材

（
化

学
）

産
業
規
模
が
大
き
く
、
ま
た
自
動
車

/航
空
機
等
の

 
組
み
立
て
型
製
造
業
と
は
異
種
の
技
術
革
新
が

起
き
る
可
能
性
あ
り
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業
界
固
有
の
環
境
変
化

 

業
界
に
よ
って
異
な
る
が
、グ
ロー
バ
ル
競
争
の
中
で
、「
技
術
革
新
とビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
変
革
の
相
互

影
響
」、
「デ
ジ
タル
化
」、
「応
用
分
野
へ
の
波
及
」が
鍵
を
握
る
。

自
動

車
 

航
空
機

 
素

材
（
化

学
）
 

3
.C

o
n

n
ec

te
d

5
.自

動
運
転

4
.サ

ー
ビ
ス
化

(シ
ェ
ア
リ
ン
グ

 等
)

2
.電

動
化

6
.事

業
の

デ
ジ
タ
ル
化

1
.技

術
の

広
範
囲
化

技
術

革
新

と
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の

変
革
が

相
互

に
関
連
し
業
界
構
造
が

大
き
く
変
化

完
成
機
市
場
の
動
向

•
S

in
gl

e 
A

is
le

セ
グ
メ
ン
ト
が

市
場
を
主
導

•
中
で
も
、
最
も

大
き
い

18
0-

S
ea

t
ク
ラ
ス
が
大
き
く

成
長

•
地
域
で
は

A
si

a
P

ac
ifi

c/
C

hi
na

が
市
場
を
牽
引

•
民
間
航
空
機
の

市
場
拡
大
に

貢
献
す
る
技
術

革
新
は
次
の

15
年
は
起
き
な

い
と
の
見
立
て

•
一
方
、

デ
ジ
タ
ル
は

大
き
な
影
響
を

与
え
る
可
能
性

＋
日

本
固

有
の

課
題

 
•

T
ie

r-
1 

(構
造
体

) 
、
完
成
機
事
業
共
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
が
続
く

見
通
し

•
チ
ャ
レ
ン
ジ
を
乗
り
越
え
て
航
空
機
産
業
が
競
争
力
を
保
つ

に
は
人
材
を
含
め
た
ケ
イ
パ
ビ
リ
テ
ィ
の
底
上
げ
必
須

航
空

機
市

場
固

有
の

環
境

変
化

グ
ロ
ー
バ

ル
で
は

デ
ジ
タ
ル

化
が

進
む
が

、
日

本
に
は
市

場
立
ち
上

げ
に
向

け
た
固

有
の

課
題

が
存
在

F
e

e
d

st
o

ck
 &

 
E

n
e

rg
y 

E
n

vi
ro

n
m

e
nt

 &
 

R
e

gu
la

tio
ns

 

D
ig

ita
liz

a
tio

n
 

A
gr

o
ch

e
m

ic
al

s 

C
o

n
st

ru
ct

io
n 

P
la

st
ic

s 

•
化
学
原
料
の
地
域
特
性
は
ほ
ぼ
不
変

•
各
地
域
に
お
け
る
化
学
原
料
の
違
い

に
は
、
ガ
ス
の
優
位
性
が
背
景
に
あ
る

•
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
効
率
は
、
事
業
や

経
済
の
将
来
的
な
競
争
力
の
要

•
化
学
業
界
が
直
面
し
て
い
る
共
通
の

課
題
、
特
に
プ
ロ
セ
ス
効
率
、
は

デ
ジ
タ
ル
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
で
解
決
可
能

•
農
薬
市
場
は
引
き
続
き
成
長
す
る
が
、

市
場
の
成
長
を
支
え
る
ド
ラ
イ
バ
ー
は

大
き
く
変
化
し
な
い
見
込
み

•
建
築
用
化
学
製
品
及
び
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

市
場
規
模
は

20
11

年
で
～

1,
50

0億
U

S
D
規
模
で
、
新
た
な
ニ
ー
ズ
と

チ
ャ
ン
ス
を
形
成
さ
れ
る

•
プ
ラ
ス
テ
ィ
ッ
ク
の
需
要
は
、
グ
ロ
ー
バ

ル
で
安
定
的
に

5%
成
長
し
、

P
P
及
び
、

LI
D

P
E
、

P
E

T
へ
と
転
換

化
学
業
界
に
お
け
る
技
術
の
変
化
が

多
く
の
応
用
分
野
を
変
革
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各
業
界
の
企
業
、大
学
関
係
者
等
へ
の
ヒア
リン
グ
結
果

 
○
産
業
全
体
・
業
種
横
断
で
の
人
材
育
成
の
重
要
性


自
社
だ
け
で
人
材
育
成
を
行
う
よ
り
も
、
産
業
全
体
や
業
種
横
断
で
協
力
し
て
人
材
育
成
を
行

う
方
が
効
率
が
良
い
分
野
が
存
在
（
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
、
シ
ス
テ
ム
全
体
を
設
計
で
き

る
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
人
材
、
他
業
界
を
巻
き
込
ん
で
将
来
シ
ナ
リ
オ
を
描
く
人
材
な
ど
）


社
内
で
十
分
に
活
用
で
き
て
い
な
い
人
材
リ
ソ
ー
ス
を
、
人
材
育
成
に
投
資
す
る
こ
と
で
再
活

用
す
る
意
向
は
存
在
す
る
。

○
産
学
官
が
連
携
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
有
用
性


国
が
主
体
と
な
り
、
企
業
と
連
携
し
て
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
体
系
的
に
組
ん
だ
上
で
、
適
切
な

教
員
を
大
学
か
ら
派
遣
す
れ
ば
、
水
準
が
高
い
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
実
現
す
る
可
能
性
。


但
し
、
日
本
の
大
学
は
実
務
経
験
に
乏
し
い
た
め
、
開
発
全
体
に
関
わ
る
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を

設
計

/提
供
す
る
の
は
企
業
側
か
ら
も
人
を
出
す
べ
き
。

○
国
の
支
援
の
在
り
方


国
は
新
し
い
取
組
に
対
し
て
積
極
的
に
支
援
し
て
は
く
れ
る
も
の
の
、

3～
5年

程
度
で
打
ち

切
ら
れ
る
傾
向
。
支
援
が
切
ら
れ
て
し
ま
っ
た
場
合
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
継
続
し
な
い
。


永
続
的
・
継
続
的
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
進
め
る
た
め
に
は
、
大
学
側
も
国
だ
け
に
頼
る
の
で
は

な
く
、
企
業
が
資
金
・
人
材
を
大
学
に
提
供
し
、
産
学
共
同
で
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
構
築
す
る

等
の
取
組
が
必
要
。
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航
空
機
・自
動
車
産
業
で
の
検
討
を
も
とに
、国
全
体
で
強
化
す
べ
き
人
材
像
を
特
定

 


専

門
知

識
/ス

キ
ル


ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ル

グ
ロ
ー
バ
ル
人
材

(含
む
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

) 

経
営

T
O

P
 

人
材

中
堅
層

(3
0
代
・
4

0
代

) 

新
人


マ
イ
ン
ド


基

礎
ス
キ
ル

新
人
に
お
い
て
は
基
礎
ス
キ
ル
が
ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
と
な
る
場
合
が
あ
る

マ
イ
ン
ド
が
ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
と
い
う
人
材
と
い
う
の
は
不
足
は
し
て
い
な
い

＋

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

Io
T

 / 
ア
ナ
リ
テ
ィ
ク
ス

 

A
dd

iti
ve

 m
an

uf
ac

tu
rin

g 

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー

組
込

S
W

 

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー

自
動
運
転

IV
I 

Io
T

 / 
ア
ナ
リ
テ
ィ
ク
ス

 

業
務
自
動
化

自 動 車

自
動
化
・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス

組
込

S
W

 

A
dd

iti
ve

 m
an

uf
ac

tu
rin

g 

自
動
制
御

深
堀
業
界
で
必
要
な
知
識

/ス
キ
ル

 
業
界
横
断
で
必
要
な
知
識

/ス
キ
ル

 

航 空

Io
T

 / 
ア
ナ
リ
テ
ィ
ク
ス

 

大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

*
素

材
（
化

学
）
は

現
在

調
査
の

た
め
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
を
実
施
中



参
考
）
定
義
さ
れ
た

7つ
の

知
識

/ス
キ
ル
は

製
造

業
を
中

心
に
幅

広
く
需
要
が
存
在

 
4 
各
業
界
に
お
け
る
環

境
変

化
と
求

め
ら
れ
る
人
材
像

 ②
求
め
ら
れ
る
人
材
・
ス
キ
ル

 

【
凡

例
】

•
○

 ：
 特

に
重

要
•

△
 ：

 重
要

•
－

 ：
 重

要
だ
が

、
限

定
的

S
ou

rc
e:

 総
務

省
統

計
局

『
平

成
24

年
経
済
セ
ン
サ
ス

-活
動
調
査

 
産
業
別

集
計

 (
製

造
業

) 
「
産

業
編

」
統

計
表

デ
ー
タ
』
 

知
識

/ス
キ
ル

 

自
動
化
・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

自
動
制
御

A
d

d
iti

ve
 m

a
n

u
fa

ct
ur

in
g 

Io
T

/ア
ナ
リ
テ
ィ
ク
ス

 

組
込

S
W

 

大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

製
造
業

 (
付
加
価
値
額
の
大
き
い
産
業
を
抽
出

) 
そ
の
他

産
業

自
動
車

△ ○ ○△○ ○△

○ ○ △○○ △○航
空

化
学

△ △ ―
 

―
 

○ ―
 

―
 

既
に
一

定
レ
ベ
ル

で
自

動
化

済

製
造

工
程

等
で

活
用

機
会

有

ｻ
ｲ
ﾊ
ﾞｰ
攻

撃
の

ﾘ
ｽ
ｸ
は

あ
る
が

限
定

的

活
用

可
能

範
囲

は
限

定
的

複
雑

だ
が

既
に

一
定

の
ノ
ウ
ハ

ウ
有

定
義

に
該

当
す
る

製
品

が
な
い

定
義

に
該

当
す
る

製
品
が

な
い

電
部
部
品

/ 
回
路

/ﾃ
ﾞﾊ
ﾞｲ
ｽ

 

△ ―
 

―
 

△○ ○△

既
に
一

定
レ
ベ
ル
で

自
動
化
済

製
造
工
程
等
で

活
用
機
会
有

ｻ
ｲ
ﾊ
ﾞｰ
攻
撃
の

ﾘ
ｽ
ｸ
は
低
い

ﾊ
ﾟｯ
ｹ
ｰ
ｼ
ﾞﾝ
ｸ
ﾞ等

、
限
定
的
だ
が
活
用
可

開
発

/製
造
の

 
規
模

/複
雑
さ

:中
 

定
義
に
該
当
す
る

製
品
が
な
い

デ
バ
イ
ス
に

組
込

S
W
を
利

用
 

食
料
品

○ △ ―
 

―
 

○ ―
 

―
 

製
造

工
程

で
一

層
の

自
動

化
余

地
有

ﾏ
ｰ
ｹ

/製
造

工
程

等
で

活
用

機
会

有

ｻ
ｲ
ﾊ
ﾞｰ
攻

撃
の

ﾘ
ｽ
ｸ
は

あ
る
が

限
定

的

活
用

可
能

範
囲
は

限
定

的

開
発

/製
造

の
 

規
模

/複
雑

さ
:小

 

定
義

に
該

当
す
る

製
品
が

な
い

定
義

に
該

当
す
る

製
品
が

な
い

生
産
用

機
械

○ ○ ○○○ ○△

製
造
工
程
で
一
層
の

自
動
化

余
地
有

ﾏ
ｰ
ｹ

/製
造
工
程
等
で

活
用
機
会
有

販
売
製
品
の

ﾊ
ｯ
ｷ
ﾝ
ｸ
ｸ
ﾞﾘ
ｽ
ｸ
有

生
産
用
機
械
の

部
品
製
造
に
活
用

開
発

/製
造
の

 
規
模

/複
雑
さ

:中
 

自
動
車
同
様
、

機
会
は
大
き
い

生
産
用
機
械
に

組
込

S
W
を
利

用
 

○ ○ ―
 

―
 

○ ―
 

○金
融

事
務
作
業
等
で

自
動
化

余
地
有

ﾏ
ｰ
ｹ

 分
野
等
で

活
用
機
会
有

金
融
ｻ
ｰ
ﾋ
ﾞｽ
の

ﾊ
ｯ
ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞﾘ
ｽ
ｸ
有

活
用
可
能
範
囲
は

限
定
的

シ
ス
テ
ム
開
発
は

大
規
模
・
複
雑

定
義
に
該
当
す
る

製
品
が
な
い

定
義
に
該
当
す
る

製
品
が
な
い

...
 

...
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7 

分
析
に
よ
り得

ら
れ
た
示
唆

 

①
Io

T/
ア
ナ
リテ
ィク
ス
、自
動
化
・ロ
ボ
テ
ィク
ス
、サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュリ
テ
ィ分

野
は
、業

種
横
断
的

に
能
力
・ス
キ
ル
が
求
め
られ
て
い
る
一
方
、人

材
需
給
が
一
致
して
お
らず
、ま
ず
は
人
材
プ
ー
ル

を
増
や
す
取
組
（
大
学
等
に
お
け
る
人
材
育
成
）
が
急
務
。

②
各
産
業
内
の
企
業
全
体
で
、ま
た
、業
種
横
断
的
に
人
材
育
成
に
取
り組

む
こと
で
効
率
的
な
人

材
育
成
が
可
能
。具

体
的
に
は
、産
学
官
で
連
携
し
て
実
践
的
な
人
材
育
成
に
向
け
た
カ
リキ
ュ

ラ
ム
開
発
等
を
行
うこ
とが
有
効
か
。

③
上
記
を
実
現
して
い
くた
め
に
は
、企
業
が
大
学
等
の
場
を
活
用
し
た
人
材
育
成
に
コミ
ット
し
、働

き
手
が
学
び
直
す
環
境
を
整
え
て
い
く必
要
が
あ
る
。ま
た
、大
学
等
も
企
業
や
地
域
と連

携
し
た

人
材
育
成
の
機
能
を
十
分
に
備
え
て
い
く必
要
が
あ
る
。



8 

（
参
考
）
専
門
職
と労

働
生
産
性

 
  

11
/8
未
来
投
資
会
議

 構
造
改
革
徹
底
推
進
会
合

 日
本
総
研
山
田
理
事
プ
レ
ゼ
ン
よ
り抜

粋
 



9 

（
参
考
）
専
門
職
と労

働
生
産
性

 
  

11
/8
未
来
投
資
会
議

 構
造
改
革
徹
底
推
進
会
合

 日
本
総
研
山
田
理
事
プ
レ
ゼ
ン
よ
り抜

粋
 



２
．
政
府
に
お
け
る
取
組
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
圧
倒
的
に
不
足
して
い
る

IT
･デ
ー
タ人

材
を
中
心
に
、新

しい
ス
キ
ル
や
コン
ピ
ン
テ
ン
シ
ー
を
装
備
す
る

た
め
の
、人
材
育
成
・教
育
エ
コ
シ
ス
テ
ム
を
国
を
挙
げ
て
構
築
す
る

生
涯
た
ゆ
ま

な
い
学
び
直

し
・ス
キ
ル
の

ア
ップ
デ
ー
ト

•
未
踏
人
材
、I

oT
推
進
ラ
ボ

•
指
定
国
立
大
学
、卓
越
大
学
院

•
産
学
官
連
携
の
加
速

•
経
営
人
材
育
成
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

•
ト
ップ
外
国
人
（
セ
キ
ュリ
テ
ィ等

）
等

･ I
T人
材
需
給

 
･I

Tス
キ
ル
標
準
の
抜
本
改
訂

 
•
人
材
育
成
の
抜
本
拡
充

等

•
小
中
高
プ
ロ
グ
ラ
ミン
グ
教
育
必
修
化

•
新
た
な
実
践
的
高
等
教
育
機
関

•
数
理
・デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
教
育
強
化

等

内
外
ト
ップ
レ
ベ
ル
の

 
IT
テ
ク
ノロ
ジ
ス
ト
、ビ
ジ
ネ
ス
プ
ロ
デ
ュー
サ
ー

 

①
基
礎
（

IT
リテ
ラ
シ
ー

の
標
準
装
備
）

②
ミド
ル
（

IT
人
材
の
抜
本

的
な
能
力
・ス
キ
ル
転
換
）

 

③
ト
ップ
（
ト
ップ
人
材
の
創

出
・獲
得
）

各
産
業
に
お
け
る

 
中
核
的
Ｉ

T人
材

 

全
て
の
ビ
ジ
ネ
ス
パ
ー
ソ
ン
に

 
基
礎
的

IT
リテ
ラ
シ
ー

 

初
等
中
等
教
育
・高
等
教
育
等
を
通
じ
て

 
日
本
人
全
体
の

IT
力
を
底
上
げ

 

分
野
横
断
的

 
ス
キ
ル

産
業
･専
門
別

 
ス
キ
ル

IT ・
デ ー タ

デ ザ イ ン

サ ー ビ ス

製 造 業

金 融 業イ
ノベ
ー
シ
ョン

施
策
と一

体
で

育
成

 

第
4次

産
業

 
革
命
下
の

 
IT
リテ
ラ
シ
ー

の
標
準
装
備

 

•
大
学
等
とも
連
携
し
た

IT
・デ
ー
タ
ス
キ

ル
の
学
び
直
し

等
 

課
題
と対

応
の
方
向
性
：

 第
4次

産
業
革
命
の
下
で
求
め
ら
れ
る
人
材
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（
参
考
）
求
め
ら
れ
る
ス
キ
ル
・
コ
ン
ピ
ン
テ
ン
シ
ー
（
人
材
育
成
推
進
会
議
資
料
よ
り
）

 
１
）
課
題
設
定
力
、目

的
設
定
力

・自
ら課

題
を
設
定
す
る
力
、仮

説
を
立
て
る
力

２
）
デ
ー
タ
活
用
や
Ｉ
Ｔ
に
か
か
る
能
力
・ス
キ
ル

◇
デ
ー
タ
を
分
析
す
る
力
（
例
：
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
テ
ィス
ト
等
）

・Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｍ

・ビ
ジ
ネ
ス
課
題
の
解
釈
、統

計
手
法
を
用
い
た
分
析
モ
デ
ル
に
よ
る
解
決
策
の
導
出
を
行
う力

・課
題
設
定
を
行
って
、必

要
な
デ
ー
タを
収
集
す
る
能
力

・ デ
ー
タ処

理
が
で
き
る
よ
うに
デ
ー
タの
クリ
ー
ニ
ン
グ
を
す
る
力

・ デ
ー
タ分

析
を
す
る
際
に
必
要
とな
る
数
学
・統
計
学
的
ア
プ
ロー
チ

◇
デ
ー
タ
を
活
用
す
る
力

・改
善
施
策
や
新
規
提
案
な
ど、
自
分
の
業
務
に
必
要
とな
る
課
題
設
定
や
仮
説
を
立
て
、デ
ー
タの
発
注
を
し、
分
析
結
果
が
仮
説
に

合
って
い
る
か
検
証
す
る
能
力
。

・Ａ
Ｉ
が
出
して
き
た
答
え
を
信
用
して
良
い
か
判
断
す
る
力

・現
場
業
務
へ
の
深
い
理
解
や
、Ｉ

Ｔ
に
よ
って
よ
り効

果
を
出
す
た
め
の
シ
ナ
リオ
作
成
、落

とし
込
み
手
法
を
検
討
出
来
る
力

◇
コ
ン
ピ
ュー
タ
等
の
Ｉ
Ｔ
リテ
ラ
シ
ー

・コ
ン
ピュ
ー
ター
サ
イエ
ン
ス

・プ
ログ
ラミ
ン
グ
能
力

３
）
コミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン
能
力

・語
彙
力

・主
張
、反

論
を
す
る
デ
ィベ
ー
ト力

４
）
分
野
を
超
え
て
専
門
知
や
技
能
を
組
み
合
わ
せ
る
実
践
力

・個
人
と組

織
・業
態
を
超
え
た
繋
が
りを
作
って
い
くた
め
の
論
理
的
思
考
力

５
）
リー
ダ
ー
に
な
る
資
質

・明
確
な
ゴ
ー
ル
イメ
ー
ジ
・ビ
ジ
ョン
、妥

協
しな
い
強
い
意
志
・こ
だ
わ
り、
周
囲
を
動
か
す
力
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（
参
考
）
人
材
育
成
・
活
用
の
効
果
的
な
在
り
方
（
人
材
育
成
推
進
会
議
資
料
よ
り
）

 

１
）
現
在
の
人
材
育
成
の
問
題
点

○
課
題
解
決
力
・実
務
解
決
力
を
伸
ば
せ
て
い
な
い
、仮

説
を
立
て
る
訓
練
が
足
りな
い

○
教
育
機
関
側
に
、教

え
る
材
料
とな
る
デ
ー
タや
課
題
が
不
足

○
画
一
的
な
教
育
・育
成
シ
ス
テ
ム
に
な
って
お
り、
現
場
との
リン
クが
足
りな
い

○
一
旦
社
会
に
出
た
後
の
再
チ
ャレ
ン
ジ
・学
び
直
し
した
人
の
ニ
ー
ズ
に
十
分
対
応
で
き
て
い
な
い

○
文
系
・理
系
が
分
か
れ
す
ぎ
て
い
る

○
大
学
で
社
会
人
向
け
の
講
座
を
つ
くる
イ
ン
セ
ン
テ
ィブ
が
な
い

（
寄
付
講
座
な
どが
あ
って
も
、教

授
や
研
究
者
個
人
に
は
お
金
が
入
らな
い
仕
組
み
に
な
って
い
る
）

２
）
効
果
的
な
人
材
育
成
の
方
向
性

○
育
成
して
い
くべ
き
能
力
・ス
キ
ル
の
明
確
化
（
ス
キ
ル
標
準
や
、課

題
設
定
力
等
の
コン
ピ
テ
ン
シ
ー
な
ど）

○
産
学
連
携
に
よ
る
Ｐ
Ｂ
Ｌ
な
ど実

践
的
な
教
育
の
充
実
（
民
間
企
業
か
らデ
ー
タ等

を
提
供
、分

野
を
横
断
）

○
コン
テ
ス
ト方

式
の
手
法
の
導
入

○
文
理
を
問
わ
な
い
デ
ー
タ
活
用
・数
理
教
育
、分
野
横
断
に
よ
る
工
学
教
育
の
改
革

○
ア
ク
テ
ィブ
ラ
ー
ニ
ン
グ
や
、個

々
人
の
課
題
に
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
さ
れ
た
個
別
学
習

○
初
等
教
育
段
階
か
ら
の
プ
ロ
グ
ラ
ミン
グ
教
育
、語

学
教
育

○
社
会
人
の
学
び
直
し
、オ
ン
ライ
ン
（
Ｍ
Ｏ
Ｏ
Ｃ
）
の
活
用

○
職
能
開
発
の
雇
用
型
訓
練
ス
キ
ー
ム
を
、将

来
必
要
な
ス
キ
ル
開
発
に
向
け
て
拡
大

13
 



①
Ｉ
Ｔ
分
野

⇒
Ａ
Ｉ
、Ｉ

ｏ
Ｔ
、ク
ラウ
ド、
デ
ー
タサ
イエ
ン
ス

 等
 【
将
来
成
長
が
見
込
め
る
新
技
術
・シ
ス
テ
ム
の
習
得
】

（
デ
ザ
イン
思
考
、ア
ジ
ャイ
ル
開
発
等
の
新
た
な
開
発
手
法
との
組
み
合
わ
せ
を
含
む
）

⇒
高
度
な
セ
キ
ュリ
テ
ィ 
等

 【
必
須
ス
キ
ル
の
習
得
】

②
IT
利
活
用
分
野
（
今
後
、分
野
の
拡
大
を
予
定
）

⇒
自
動
車
分
野
の
モ
デ
ル
ベ
ー
ス
開
発

 等
 【

(製
造
業
向
け
等

)I
Tに
よ
る
高
度
化
対
応
】

■
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュー
ル
（

IT
分
野
、I

T利
活
用
（
自
動
車
分
野
の
モ
デ
ル
ベ
ー
ス
開
発
）
）

経
済
産
業
大
臣
が
認
定
し
た
教
育
訓
練
講
座
の
うち
、厚

生
労
働
省
が
定
め
る
一
定
の
要
件
を
満
た
す
も
の
は
、「
専
門
実
践

教
育
訓
練
給
付
」の
対
象
とな
る
。 

■
経
済
産
業
大
臣
認
定
の
対
象
分
野
・目
標

第
四
次
産
業
革
命
ス
キ
ル
習
得
講
座
認
定
制
度
に
つ
い
て

 

10
月

28
日

  
 申
請
受
付
締
切
り（

現
在
、審

査
中
）

 
 1

2月
 

経
産
大
臣
認
定
講
座
の
認
定

 
平
成

30
年

4月
 

認
定
講
座
の
受
講
開
始

 


民
間
事
業
者
が
社
会
人
向
け
に
提
供
す
る

IT
・デ
ー
タ分

野
を
中
心
とし
た
専
門
性
・実
践
性
の
高

い
教
育
訓
練
講
座
に
つ
い
て
、経

済
産
業
大
臣
が
認
定
す
る
「第
四
次
産
業
革
命
ス
キ
ル
習
得
講

座
認
定
制
度
」を

20
17
年

7月
に
創
設
（
告
示
公
布

:７
月
３
１
日
）
。


現
在
、認

定
の
申
請
が
あ
った
講
座
を
審
査
中
。本

年
12
月
中
に
講
座
を
認
定
し
、平

成
30
年

4月
か
ら
認
定
講
座
の
受
講
を
開
始
。引

き
続
き
、対

象
分
野
の
拡
大
を
検
討
す
る
。
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未
来
投
資
会
議

 
構
造
改
革
徹
底
推
進
会
合

 
経
産
省
資
料

 



未
踏
人
材
に
つ
い
て

 


未
踏
Ｉ
Ｔ
人
材
発
掘
・育
成
事
業
とは
、い
ま
ま
で
見
た
こと
も
な
い
「未
踏
的
な
」ア
イ
デ
ィア
・技

術
を
も
つ
「突
出
し
た
人
材
」を
、産

学
界
の
トッ
プ
で
活
躍
す
る
方
を
プ
ロジ
ェク
トマ
ネ
ー
ジ
ャー

（
P

M
）
とし
て
登
用
し、

P
M
独
自
の
観
点
で
発
掘
・育
成
す
る
事
業
。


今
年
度
よ
り、
未
踏
卒
業
者
等
を
対
象
とし
た
、事

業
化
・起
業
支
援
の
人
材
育
成
プ
ログ
ラム
「未

踏
ア
ド
バ
ン
ス
ト
」を
創
設
。チ
ャレ
ン
ジ
精
神
溢
れ
将
来
へ
の
起
業
へ
とつ
な
が
る
人
材
を
年
間

10
0

名
の
輩
出
す
る
こと
を
目
指
し、
来
年
度
よ
り事

業
を
拡
充
予
定
。

20
17

年
度

未
踏

PM
 

竹
内

 
郁

雄
 
氏

 
東

京
大
学
名
誉
教
授

 

夏
野

 
剛

 
氏

 

慶
應

義
塾

大
学

 
大

学
院

 
特

別
招

聘
教

授
 

首
藤

 
一

幸
 
氏

 

東
京
工
業
大

学
 

准
教
授

  

石
黒

 
浩

 
氏

 

大
阪

大
学

 
 

教
授

（
特
別
教
授
）
 

藤
井

 
彰

人
 
氏

 

K
D

D
I株

式
会

社
 

副
本

部
長

 兼
 ク

ラ

ウ
ド
サ

ー
ビ
ス
企

画
部

長

竹
迫

 
良

範
 
氏

 

株
式
会
社
リ
ク
ル
ー
ト

 
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

パ
ー
ト
ナ
ー
ズ

専
門

役
員

五
十

嵐
 
悠

紀
 
氏

 

明
治
大
学

 
専
任
講
師
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未
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投
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会
議
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会
合

 
経
産
省
資
料

 



○
公

共
職

業
訓

練
（離

職
者

、
在

職
者

、
学

卒
者

、
障

害
者

）
＜

実
施

主
体

：国
（※

）、
都

道
府

県
＞

 
※

独
立

行
政

法
人

高
齢

・障
害

・求
職

者
雇

用
支

援
機

構
が

国
の

業
務

を
代

行

訓
練

施
設

内
・民

間
委

託
に

よ
る

訓
練

の
実

施
障

害
者

に
対

す
る

職
業

訓
練

の
実

施
○

求
職

者
支

援
制

度
に

よ
る

職
業

訓
練

（離
職

者
）

＜
実

施
主

体
：民

間
教

育
訓

練
機

関
＞

 
・雇

用
保

険
を

受
給

で
き

な
い

方
等

に
対

す
る

職
業

訓
練

・訓
練

期
間

中
の

給
付

等
の

支
援

職 業 能 力 の 開 発 ・ 向 上 国 際
協 力

職 業 能 力 評 価

・ 技 能 振 興

一
般

教
育

訓
練

給
付

、
専

門
実

践
教

育
訓

練
給

付
 

キ
ャ

リ
ア

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

施
策

の
推

進
（キ

ャ
リ
ア

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト登
録

制
度

）

人
材

開
発

支
援

助
成

金
（
旧

キ
ャ

リ
ア

形
成

促
進

助
成

金
）、

 
キ

ャ
リ
ア

ア
ッ

プ
助

成
金

、
認

定
職

業
訓

練
制

度

技
能

検
定

、
職

業
能

力
評

価
基

準
の

策
定

等
 

 技
能

五
輪

等
の

推
進

、
卓

越
し

た
技

能
者

（現
代

の
名

工
）の

表
彰

、
も

の
づ

く
り
マ

イ
ス

タ
ー

等
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

技
能

評
価

シ
ス

テ
ム

移
転

促
進

事
業

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

ア
ジ

ア
太

平
洋

地
域

人
材

養
成

協
力

事
業

  
等

  

ハ
ロ

ー
ト
レ

ー
ニ

ン
グ

（
公

的
職

業
訓

練
）の

実
施

事
業

主
等

の
行

う
教

育
訓

練
の

推
進

 

労
働

者
の

キ
ャ

リ
ア

形
成

支
援

 

職
業

能
力

評
価

制
度

 

技
能

の
振

興
 

技
能

実
習

制
度

 

政
府

間
の

技
術

協
力

、
国

際
機

関
等

を
通

じ
た

技
術

協
力

 

ジ
ョ
ブ

・
カ

ー
ド
制

度
 

若
者

の
雇

用
対

策
 

ジ
ョ
ブ

・
カ

ー
ド
 

（
生

涯
を

通
じ

た
キ

ャ
リ
ア

・
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
及

び
職

業
能

力
証

明
の

ツ
ー

ル
と

し
て

生
涯

を
通

し
て

活
用

）

・
若

年
者

雇
用

対
策

・
地

域
若

者
サ

ポ
ー

トス
テ

ー
シ

ョ
ン

事
業

人
材
開
発
施
策
の
概
要

 

離
職

者
の

能
力

開
発

 

国 ・ 都 道 府 県

に 責 務

在
職

者
の

能
力

開
発

 

事 業 主 に 一 次 的 な 責 務

国 ・ 都 道 府 県 は 必 要 な 援 助

等 実 施○
「
第

10
次
職
業
能
力
開
発
基
本
計
画
」

（
実
施
目
標
、
基
本
事
項
等
を
定
め
た
５
ヵ
年
計
画
）
に
基
づ
き
実
施

（
技
能
五
輪
全
国
大
会
で
の
精
密
機
械
組
立
職

種
）

 

（
ジ
ョ
ブ
カ
ー
ド

く
ん
）

 

（
地
域
若
者
サ
ポ
ー
ト
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
）

 
（
情
報
通
信
工
学
）

 

（
金
属
加
工
）

 

11
/8
未
来
投
資
会
議

 
構
造
改
革
徹
底
推
進
会
合

 
厚
労
省
資
料

 16
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未
来
投
資
会
議

 
構
造
改
革
徹
底
推
進
会
合

 
文
科
省
資
料
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今
後
大
学
等
の
高
等
教
育
機
関
に
求
め
ら
れ
る
こと

 


急
速
に
産
業
構
造
が
変
化
して
い
く中
で
、ま
た
、「
人
生
１
０
０
年
時
代
」を
迎
え
る
に
あ
た
って
、

求
め
られ
る
人
材
像
も
変
化
して
い
く。
そ
の
よ
うな
中
で
、高

等
教
育
機
関
に
は
、以

下
の
よ
うな
対

応
が
求
め
られ
る
の
で
は
な
い
か
。

①
人
生
の
各
ス
テ
ー
ジ
に
お
い
て
開
か
れ
た
「学
び
の
場
」と
し
て
、個
人
の
主
体
的
な
キ
ャリ
ア

デ
ザ
イ
ン
の
実
現
に
貢
献
す
る
こと

②
産
業
界
や
地
域
と連

携
し
、新
し
い
学
び
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
つ
つ
、社
会
全
体
で
「人
づ
く

り」
を
す
る
場
とな
る
た
め
、産
業
界
等
の
人
材
を
教
員
に
登
用
す
る
な
ど、
多
様
な
学
び
を
可

能
とす
る
こと


同
時
に
、産

業
界
や
地
域
に
お
い
て
も
、求
め
る
人
材
像
の
明
確
化
や
、産
学
連
携
の
深
化
に
よ

る
人
材
の
流
動
化
を
実
現
して
い
くこ
とが
求
め
られ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。

（
出
典
）
第
２
回

 中
央
教
育
審
議
会
大
学
分
科
会
将
来
構
想
部
会
（
平
成

29
年

6月
28
日
）

 経
済
産
業
省
提
出
資
料
を
一
部
修
正

 



1

平
成
27

年
5月

22
日

経
済
産
業
省

理
工

系
人

材
育

成
に
関

す
る

産
業

構
造

審
議

会
に
お
け
る
議

論
及

び
こ
れ

ま
で
に
講

じ
た
施

策
に
つ
い
て

資
料

５ 資料9



産
業

構
造

審
議
会

研
究

開
発

・
評

価
小

委
員

会
に
お
け
る
こ
れ

ま
で
の

検
討

経
過

2

第
1回

：
平

成
26

年
1月

27
日

第
2回

：
平

成
26

年
2月

28
日

第
3回

：
平

成
26

年
3月

31
日

第
4回

：
平

成
26

年
4月

28
日

第
5回

:
平

成
26

年
5月

29
日

中
間

と
り
ま
と
め
：

平
成
26

年
6月

17
日

第
6回

：
平

成
27

年
3月

6日



産
業

構
造

審
議
会

産
業

技
術

環
境

分
科

会
研

究
開
発

・
評

価
小

委
員

会
委

員
名

簿

3

五
神

真
東
京
大
学
大
学
院
理
学
系
研
究
科
長
・理

学
部
長
【小

委
員
長
】

（敬
称
略
）

阿
部

晃
一

東
レ
株
式
会
社

代
表
取
締
役
専
務
取
締
役

技
術
セ
ン
タ
ー
所
長

一
村

信
吾

独
立
行
政
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究
所

副
理
事
長

植
田

文
雄

独
立
行
政
法
人
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・産

業
技
術
総
合
開
発
機
構

理
事

遠
藤

典
子

東
京
大
学
政
策
ビ
ジ
ョ
ン
研
究
セ
ン
タ
ー

客
員
研
究
員

大
島

ま
り

東
京
大
学
大
学
院
情
報
学
環

教
授
、
東
京
大
学
生
産
技
術
研
究
所

教
授

大
薗

恵
美

一
橋
大
学
大
学
院
国
際
企
業
戦
略
研
究
科

教
授

笠
木

伸
英

独
立
行
政
法
人
科
学
技
術
振
興
機
構

上
席
フ
ェ
ロ
ー
、
東
京
大
学

名
誉
教
授

川
合

眞
紀

独
立
行
政
法
人
理
化
学
研
究
所

理
事

東
京
大
学
大
学
院
新
領
域
創
成
科
学
研
究
科

特
任
教
授

國
井

秀
子

芝
浦
工
業
大
学

学
長
補
佐
・大

学
院
工
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
究
科

教
授

呉
雅
俊

株
式
会
社
Ｔ
Ｎ
Ｐ
パ
ー
ト
ナ
ー
ズ

代
表
取
締
役
社
長

杉
山

雅
則

ト
ヨ
タ
自
動
車
株
式
会
社

常
務
理
事

須
藤

亮
株
式
会
社
東
芝

取
締
役

代
表
執
行
役
副
社
長

野
路

國
夫

株
式
会
社
小
松
製
作
所

代
表
取
締
役
会
長

橋
本

和
仁

東
京
大
学
大
学
院
工
学
系
研
究
科

教
授

林
泰
彦

福
田
金
属
箔
粉
工
業
株
式
会
社

代
表
取
締
役
副
会
長

廣
川

和
憲

第
一
三
共
株
式
会
社

取
締
役
専
務
執
行
役
員

戦
略
本
部
長

村
垣

善
浩

東
京
女
子
医
科
大
学
先
端
生
命
医
科
学
研
究
所

教
授

室
伏
き
み
子

お
茶
の
水
女
子
大
学

名
誉
教
授

お
茶
の
水
女
子
大
学
ヒ
ュ
ー
マ
ン
ウ
ェ
ル
フ
ェ
ア
サ
イ
エ
ン
ス
寄
附
研
究
部
門

教
授

吉
本

陽
子

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
株
式
会
社
経
済
・
社
会
政
策
部

主
席
研
究
員

渡
部

俊
也

東
京
大
学
政
策
ビ
ジ
ョ
ン
研
究
セ
ン
タ
ー

教
授



優
秀
な
頭
脳
の
確
保
と
活
用
が
国
際
競
争
の
鍵
と
な
る
一
方
、
我
が
国
で
は
人
口
が
減
少
す
る
中
、
次
代
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
担
う
人
材
基
盤
の
量
的
・質

的
強
化
が
課
題
。

現
状
で
は
、
大
学
理
工
系
学
部
の
進
学
者
が
減
少
し
、
人
材
育
成
は
十
分
で
な
い
。
ま
た
、
社
会
に
出
て
か
ら
も
理
工
系
人

材
が
そ
の
能
力
を
充
分
活
か
せ
る
仕
事
に
従
事
で
き
て
い
な
い
。

産
学
官
い
ず
れ
も
、
海
外
か
ら
の
優
れ
た
頭
脳
の
取
り
込
み
は
遅
れ
て
い
る
。

検
討

の
背

景
：

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
担

う
人

材
基

盤
の

弱
体

化
懸

念

4

（万
人
）

入
学

者
数

に
占

め
る
理

工
系

人
材

の
割

合

右
側
軸

左
側
軸

備
考
：
「理

工
系
」
と
は
、
文
部
科
学
省
学
校
基
本
調
査

に
お
け
る
理
学
、

農
学
、
工
学
系
の
学
科
へ

の
入
学
者
数
（
学
部
生
の
み
）

出
典
：
文
部
科
学
省

「
学
校
基
本
調
査
」
よ
り
経
済
産
業
省
作
成

051015202530

010203040506070

19
91

19
93

19
95

19
97

19
99

20
01

20
03

20
05

20
07

20
09

20
11

20
13

・
理

工
系

学
生

は
、
総

数
・割

合
と
も
に
減

少
傾

向

出
典
：
総
務
省
情
報
通
信
白
書
平
成
24

年
度
版
よ
り

日
本

の
人

口
推

移

・
若

年
層

を
含

め
我

が
国

の
人

口
は

減
少

傾
向

（％
）



①
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創

出
を
担

う
研

究
人

材
の

育
成

・
活

用

5

ポ
ス
ド
ク

博
士
課
程

学
部

産
総

研
等
に
お
け
る
優
秀

な
博

士
課
程

在
籍
者

の
有
給

雇
用

産
総
研
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ス
ク
ー
ル

産
学
協
働
人
材
育
成
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

・視
野

の
広

い
理

工
系

人
材

を
育

成
す
る
た
め
、
中

長
期

（
2～

3ヶ
月

以
上

）の
「研

究
・開

発
実

践
型

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
」を

促
進

。
・平

成
26

年
1月

に
、
12

大
学

、
8社

に
よ
る
（
社

）
産

学
協

働
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
人

材
育

成
議

会
を
設

立
。

・協
議

会
で
は

、
①

中
小

・
ベ
ン
チ
ャ
ー
企

業
へ

の
イ
ン
タ
ー
シ
ッ

プ
の

拡
大

、
②

海
外

企
業

で
の

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の

実
施

等
を
視

野
。

・約
20

名
程

度
の

若
手

研
究

者
を
有

期
（１

年
程

度
）
で
雇

用
・産

総
研

内
で
の

本
格

研
究

・
企

業
O
JT
（O

n‐
th
e‐
Jo
b‐
Tr
ai
ni
ng
）

等
の

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
通

じ
て
、
即

戦
力

と
な
る
人

材
を
育

成

就
業
状

況
（1

～
6期

修
了
生

の
累
計

）

全
21

5
名
の
う
ち
、

76
％
が

正
規
就
業
。
う
ち
、
過
半
は

民
間
企
業
に
就
職

出
典
：
産
総
研
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ス
ク
ー
ル
事
務
局
「
産
総
研
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

ス
ク
ー
ル
制
度
（
公
募
説
明

会
）
」
よ
り

企
業

現
在
の
理
工
系
人
材
は
、
理
工
系
に
進
学
し
て
も
専
門
分
野
に
特
化
し
た
教
育
が
行
わ
れ
て
し
ま
う
等
の
理

由
に
よ
り
、
実
践
能
力
に
課

題
。
さ
ら
に
、
博
士
課
程
在
籍
者
は
有
給
で
雇
用
さ
れ
な
い
な
ど
、
欧
米
に
比
べ

て
身
分

保
障

の
充

実
度
が

低
い
。

産
総

研
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

ス
ク
ー
ル

の
実
施

企
業

へ

社
会
人

の
学

び
直

し

・
幅

広
い
知

識
を
基

盤
と
し
た
高

い
専

門
性

を
有

す
る
人

材
（
Ｔ
型

人
材

）
の

育
成

・
中

長
期

研
究

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

の
促

進

産
学

官
の
対

話
の
場

の
整
備

・
社

会
・経

済
の

変
化

に
対

応
し
た
、
産

学
官

で
求

め
ら
れ

る
人

材
像

・
人

材
の

産
業

界
・学

会
で
の

活
用
の

あ
り
方

等



参
考

：
産

学
協

働
人

材
育

成
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

中
長

期
（
2ヶ

月
以

上
）
の

研
究

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
継

続
的

・
自

律
的

に
実

施
す
る
体

制
を
構

築
す
る
た
め

、

大
学
と
企
業
か

ら
な
る
産
学
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
「
一
般
社
団
法
人
産

学
協
働
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
人
材
育
成
協
議
会
」

（平
成
26

年
1月

設
立
）
を
組
成
。

会
員
企
業
が
中

長
期
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
事
例

を
提
示
し
、
大

学
側
が
博
士

課
程

の
学
生
を
派

遣
す
る
マ
ッ
チ

ン
グ
シ
ス
テ
ム
を
構
築

。
指
導
教

官
へ

の
説

明
な
ど
中

長
期

の
研

究
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
実

施
す
る
上

で
必

要
と
な
る
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能
を
構
築
す
る
こ
と
に
よ
り
、
マ
ッ
チ
ン
グ
効
率
向
上
を
企
図
。

6

中
長

期
研

究
人

材
交
流

シ
ス
テ
ム
構
築

事
業

の
取

組

①
企

業
が

中
長

期
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
場

を
提

供
し
、
大

学
側

が
参
加

希
望
学

生
を
登

録

②
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
た
め
の

マ
ッ
チ
ン
グ
シ

ス
テ
ム

の
構

築
（
オ
ン
ラ
イ
ン
シ
ス
テ
ム
を

活
用
）

③
協

議
会

に
お
い
て
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の

質
を
確

保
す
る
た
め
の

体
制

を
構

築

（文
科

省
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

成
果

を
活

用
）

6



研
究

開
発

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
人
材

育
成

の
イ
メ
ー
ジ

Ｐ
Ｍ
人

材

リ
サ

ー
チ
・
ア
ド
ミ
ニ
ス
ト
レ
ー
タ
ー

リ
サ

ー
チ
ャ
ー

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
及

び
産

総
研

等
公

的
研

究
機

関

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
提

案
、
チ
ー
ム
編

成
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

研
究

者
と
ア
ド
ミ
ニ
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
を
つ
な
ぐ
エ
キ
ス
パ

ー
ト

技
術
シ
ー
ズ
や
研
究
人
材
等
資
源

の
統
合

、
研
究

開
発
リ
ス
ク
の
分

散
等
に
よ
る
研
究

開
発
の

効
率
的

な
実

施
の
た
め
、

研
究

開
発
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

専
門

人
材

が
必
要

不
可
欠

。

大
学
・公

的
研
究
機
関
等
に
お
け
る
研
究
開
発
の

高
度
化

・
大

規
模

化

社
内
外
の
技
術
資
源
を
結
び
つ
け
た

オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
拡

大

○
公

的
研
究

機
関

を
中

核
と
し
た
研

究
開

発
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
人

材
の

育
成

強
化

の
ポ
イ
ン
ト

・研
究
開
発
か
ら
事
業
化
ま
で
の

一
連
の
プ
ロ
セ
ス
に
含
ま
れ
る

多
様

な
段

階
で
の

経
験

大
学

大
学

大
学

企
業

企
業

ベ
ン
チ
ャ
ー

ベ
ン
チ
ャ
ー

産
業

界
、
ア
カ
デ
ミ
ア
情

報
収
集

エ
キ
ス
パ

ー
ト

○
研

究
開

発
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
人

材
の
必

要
性

7

・学
界
や
産
業
界
で
の

人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

形
成

・Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
等
を
「太

い
幹
」と

し
た
、
研
究
開
発
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
人
材
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
確
立

②
「
橋

渡
し
」
機

能
を
担

う
研

究
開

発
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
Ｐ
Ｍ
）
人

材
の

育
成
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Ｍ
Ｏ
Ｔ
人
材
は
、
技
術
経
営
の
重
要
性
の
啓
蒙
や
そ
の
知
識
の
普
及
と
い
う
面
で
は
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
き
た
が
、
現
在
の

Ｍ
Ｏ
Ｔ
教
育
は
、
一
部
の
大
学
で
社
会
人
経
験
の
な
い
学
生
の
数
が
増
加
す
る
な
ど
、
現
場

の
実
践

者
が
技

術
経
営

の
俯
瞰

的
視

野
を
身

に
つ
け
る
と
い
う
元

来
の

講
座
趣

旨
と
実
態

と
の

間
に
乖

離
が
発

生
。

→
Ｍ
Ｏ
Ｔ
人

材
は

社
会
で
十
分

に
活

用
さ
れ

て
い
な
い
。

実
践
的
な
教
育
を
行
う
た
め
、
指

導
力
の

高
い
教
員

を
育
成

し
た
り
、
企

業
の
意

見
を
入

れ
る
等
に
よ
り
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

見
直
し
を
行

う
こ
と
が

必
要
。

創
造
的
な
経
営
を
実
践
す
る
た
め
、
Ｍ
Ｏ
Ｔ
を
積

極
的
に

活
用
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
。

○
大

学
○

企
業

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
す
る
た
め
に
は
、
優
れ
た
技
術
や
発
明
が
社
会
に
届
く
一
連
の
プ
ロ
セ
ス
を
認
識
し
、
企
業

や
組
織
に
お
い
て
創
造
的
な
経
営
を
推
進
す
る
人
材
（
Ｍ
Ｏ
Ｔ
人
材
）
が
必
要
。

1
0
.8

2
9
.7

2
1
.6

2
9
.7

0
.0
8
.1

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

[N
=
3
7
]

非
常

に
重

要
な
こ
と
で
あ
る
と
意

識
し
て
お
り
、
積
極

的
に
活
用

や
育

成
を
行
っ
て
い
る

あ
る
程

度
意

識
し
て
お
り
、
具

体
的
に
活
用

や
育

成
も
行
っ
て
い
る

あ
る
程

度
意

識
は
し
て
い
る
が
、
具

体
的
に
活

用
や
育

成
は
行
っ
て
い
な
い

あ
ま
り
意

識
し
て
い
な
い

そ
の
他

無
回

答

[N
=
3
7
]

5
.4

1
3
.5

2
9
.7

4
5
.9

5
.4

1
6
.2

0
2
0

4
0

6
0

M
O
T
の
専

門
知

識
や
経

験
等

を
身

に
つ
け
た
人

材
の
活

用
に
つ
い

て
、
経

営
層

の
理

解
が
不

足
し
て
い
る

M
O
T
の
専

門
知

識
や
経

験
等

を
身

に
つ
け
た
人

材
の
活

用
に
つ
い

て
、
管

理
者

層
の
理

解
が
不

足
し
て
い
る

そ
の
よ
う
な
人

材
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に
活
用

す
れ
ば
良

い
か
が
社

内

で
も
分

か
っ
て
い
な
い

そ
の
よ
う
な
人

材
に
よ
る
成

功
事
例

が
、
社

内
に
な
い

そ
の
よ
う
な
人

材
の
活

躍
を
求
め
る
社

内
風

土
に
な
い

そ
の
他

(%
)

＜
M
O
T
人

材
の

活
用

に
関

す
る
意

識
＞

＜
M
O
T人

材
活

用
上

の
課

題
点

＞

出
典
：
平
成
23

年
度
産
業
技
術
調
査
事
業
「
Ｍ
Ｏ
Ｔ
人
材
の
育
成

・
活
用
に
関
す
る
実
態
調
査
」
よ
り

③
技

術
経

営
に
よ
る
、
企

業
・
組

織
の

創
造

性
の

拡
大



イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
た
め
に
は
、
人
材
を
流
動
さ
せ
、
広
い
視
野
と
柔
軟
な
発
想
を
有
す
る
独
創
的
な
個
人

を
生
み
だ
し
、
多
様
な
人
材
を
適
材
適
所
で
活
用
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
。

9

産
総
研
等
の
公
的
研
究
機
関
を
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
と
人

材
流
動
化
の
ハ
ブ
と
す
る
取
組
が
必
要
。

ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
制
度
を
普
及
さ
せ
、
組
織
間
の
流
動

性
を
高
め
る
取
組
が
必
要
。

企
業

大
学

産
総

研
等

公
的
研

究
機

関

＜
必
要
な
取
組
＞

・修
士
で
卒
業
し
た
優
秀
な
学
生
に
対

す
る
博
士
号
取
得
の
機
会
の
提
供

（
例

）
企

業
の

研
究
者

が
博
士

号
を
取

得

（
例

）
企
業

の
研
究

者
が
産

総
研
等

で
研

究
を
行

う
中

で
専

門
性

を
深

め
、

最
終
的

に
大

学
の

研
究
者

と
な
る

（
例

）
大

学
の
博

士
課
程

に
在

籍
す
る

学
生
が

産
総
研

等
で
先

端
研

究
を

行
い
、
企

業
に
就

職

＜
必
要
な
取
組
＞

・ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
制
度
の
活
用
に
よ
る
、
卓
越

し
た
研
究
者
の
活
躍
の
場
の
拡
大

・
大
学
の
研
究
室
の
移
転
（
学
生
の
移
動
）

・
連
携
大
学
院
制
度
の
活
用

・
産
総
研
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ス
ク
ー
ル
の
活
用
（
再
掲
）

○
人

材
流

動
化

の
イ
メ
ー
ジ

＜
必
要
な
取
組
＞

・
企
業
人
材
が
参
画
す
る
、
産
総
研
で
の
「
橋
渡
し
」

研
究
強
化

④
研

究
人

材
の

流
動

化
・
活

性
化
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・少
子
化
の
進
展
と
理
工
系
分
野
の
志
望
者
の
減
少

○
課

題

・女
性
研
究
者
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
の
少
な
さ

・理
工
系
は
男
子
の
専
攻
で
あ
る
と
い
う
先
入
観

・育
児
・家

事
負
担
の
偏
り
に
よ
る
、
女
性
研
究
者
の
希
望

勤
務
時
間
・場

所
の
制
限

○
課
題

○
解
決

策

・
公
的
研
究
機
関
や
大
学
に
お
け
る
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン

ス
を
推
進
す
る
た
め
の
具
体
的
方
策
等
を
含
む
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
策
定

‐
女
性
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル
確
立
の
た
め
の
数
値
目
標
設
定
等

‐
働
き
や
す
い
環
境
の
整
備

・
社
会
的
意
識
改
革

○
解
決

策

・地
元
の
大
学
、
企
業
、
研
究
機
関
や
学
会
の
現
役
研
究
者
等

が
、
地
域
社
会
を
揚
げ
て
教
育
に
貢
献
し
て
い
く
環
境
を
整
備

・学
会
の
積
極
的
な
活
用

社
会
人

講
師
活
用
型
教
育
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

「
理

科
大
好
き
“な

に
わ
っ
子
”育

成
事
業
」

大
阪
商
工
会
議
所
と
教
育
委
員
会
が
「
連
携
促
進
委
員
会
」を

中
心
に
し
た
強
固
な

連
携
体
制
を
構
築
。
子
ど
も
た
ち
に
「実

社
会
と
結
び
つ
い
た
理
科
実
験
授
業
」
を

提
供
し
、
理
科
へ
の
関
心
を
高
め
る
こ
と
で
、
将
来
の
も
の
づ
く
り
人
材
を
育
成
。

大
阪

商
工

会
議

所
大

阪
市

教
育

委
員

会
連

携
促

進
委

員
会

協 力 企 業 ・ 団 体

学 校
協

力
企

業
・団

体
と

学
校
の
連
携
体
制

構
築

教
員

向
け
理
科

実
験

授
業

体
験

会

協
力

企
業

・団
体

間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構

築

「実
社

会
と
結

び
つ
い
た
理

科
実

験
授

業
」の

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
開

発
・実

施
子

ど
も
た
ち
が
理

科
の
面

白
さ
、
楽

し
さ
を
実

感
で
き
る
場

を
提

供

56
.9
%

32
.4
%

30
.9
%

24
.1
%

22
.8
%

27
.7
%

25
.1
%

67
.6
%

44
.1
%

42
.1
%

39
.8
%

36
.9
%

35
.3
%

32
.5
%

0.
0%

10
.0
%

20
.0
%

30
.0
%

40
.0
%

50
.0
%

60
.0
%

70
.0
%

80
.0
%

家 庭 と 仕 事 の 両 立 が

困 難

育 児 期 間 後 の 復 帰

が 困 難

職 場 環 境

業 績 評 価 に お け る 育

児 ・ 介 護 に 対 す る 配

慮 不 足

ロ ー ル モ デ ル が 少 な

い

男 女 の 社 会 的 分 業

労 働 時 間 が 長 い

男
性

女
性

出
典
：
社

会
人

講
師

活
用

型
教

育
支

援
事

業
（

H
2
1
）

概
要

に
つ

い
て
近
畿
経
済
産
業
局
作
成

出
典
：
男
女
共
同
参
画
学

協
会
連
絡
会
「
第
三
回
科
学
技
術
系
専
門

職
の

男
女
共
同
参
画
実
態
調
査
」
（
2
0
1
3
）

女
性

研
究
者
が
少
な
い
理
由

初
等

・
中

等
教

育
女

性
研
究

者
の

活
躍

⑤
理

工
系

人
材

の
裾

野
の

拡
大
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修
士

課
程

修
了

後
に
企

業
に
就
職

し
た
優

秀
な
人

材
が

、
研

究
開

発
部

門
の

リ
ー
ダ
ー
と
し
て
の

キ
ャ
リ

ア
を
構
築
で
き
る
よ
う
な
環
境
整
備
が
必
要
。

こ
の

た
め
、
産

総
研

等
の

公
的

研
究

機
関

が
大

学
と
連

携
し
な
が

ら
、
社
会

人
を
積

極
的

に
受

け
入

れ
、

最
先
端
の
研

究
や
そ
の

実
用
化

の
た
め
の
指

導
を
行
い
つ
つ
、
こ
う
し
た
人
材
の

博
士
号
取
得
を
支
援
し

て
い
く
こ
と
が
必
要
。

産
学
官

で
求

め
ら
れ

て
い
る
人

材
像

や
育

成
さ
れ

た
人

材
の

産
業
界

や
学

界
等

で
の

活
用

の
あ
り
方
に

つ
い
て
、
共

通
の

認
識

を
醸

成
し
つ
つ
、
相

互
の

連
携

を
図

る
場

を
作

り
、
積

極
的

に
活

用
す
る
こ
と
が

重
要
。

⑥
社

会
人

の
再

教
育

に
よ
る
研

究
開

発
力

の
強

化

⑦
産

学
官

の
対

話
の

場
と
活

用
の

あ
り
方
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産
構

審
中

間
と
り
ま
と
め
後

の
取

組
①

研
究

人
材

の
流

動
化
・
活

性
化
（
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
に
か

か
る
枠

組
み

の
整

備
）

産
総
研
と
大
学
と
の
連
携
強
化
や
、
世
界
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
研
究
者
な
ど
卓
越
し
た
人
材
の
複
数
機
関
で
の
活
躍

を
図
る
た
め
、
大
学
、
公
的
研
究
機
関
や
企
業
間
に
お
け
る
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
制
度
の
普
及
が
重
要
。
そ
の

実
現
の
た
め
に
は
、
医
療
保
険
・
年
金
や
退
職
金
等
の
扱
い
を
整
理
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
厚

労
省

及
び
財

務
省

等
の

制
度

官
庁

と
の

協
議

を
経

て
、
経

済
産

業
省

と
文

部
科

学
省

が
共

同
で
、
研

究
者

が
、
医

療
保

険
・
年

金
や

退
職

金
等

の
面

で
不

利
益

を
被

る
こ
と
な
く
、
複

数
の

機
関

に
雇

用
さ
れ

、
そ
れ

ぞ
れ

の
機

関
に
お
け
る
役

割
に

応
じ
て
研

究
・
開

発
及

び
教

育
に
従

事
す
る
こ
と
を
可

能
と
す
る
た
め
の

具
体

的
方

法
を
「
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
制

度
の
基

本
的
枠
組
と
留
意
点
」と

し
て
と
り
ま
と
め
、
公
表
（
平
成
26

年
12

月
26

日
）
。

○
経

済
産

業
省

か
ら
所

管
研

究
開

発
法

人
・
産

業
界

等
に
、
文

部
科

学
省
か

ら
国

立
大

学
法

人
等

に
対

し
通

知
し
本

件
を
周

知
。

大
学

・
研

究
機

関
・企

業
等

（
出

向
先

）

研
究
者

既
存

の
雇

用
契

約
新

し
い

雇
用

契
約

ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
協
定

出
向

先
業

務
（例

従
事

割
合

５
０
％

）
出

向
元

業
務

（
例

従
事

割
合

５
０
％

）

給
与

、
社

会
保

険
料

等
負
担

分
の

支
払

給
与

支
払

大
学

・
研

究
機

関
・企

業
等

（
出

向
元

） 出
向

命
令



産
構

審
中

間
と
り
ま
と
め
後

の
取

組
②

産
総
研
か
ら
生
ま
れ
た
技
術
シ
ー
ズ
の
み
な
ら
ず
、
大
学
等
の
基
礎
研
究
か
ら
生
ま
れ
た
優
れ
た
技
術
シ
ー
ズ

も
汲
み
上
げ
、
「
橋
渡
し
」
研
究
を
進
め
る
べ
き
で
あ
り
、
大
学
と
の
人
的
連
携
強
化
が
必
要
。

○
平
成
２
７
年
度
か
ら
の
産
総
研
の
新
中
長
期
目
標
に
お
い
て
、
技
術
シ
ー
ズ
の
取
り
込
み
等
に
向
け
、
①
福
利
厚
生
面
で
不
利

益
を
被
ら
ず
に
複
数
の
機
関
に
お
け
る
雇
用
を
実
現
す
る
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
制
度
の
活
用
や
、
②
大
学
の
研
究
室
単
位
で
の

産
総
研
へ
の
受
入
れ
や
産
総
研
研
究
室
の
大
学
等
へ
の
設
置
に
よ
り
、
大
学
等
と
の
連
携
強
化
を
図
る
こ
と
、
さ
ら
に
、
③
大

学
院
生
等
を
研
究
者
と
し
て
有
給
で
受
け
入
れ
る
リ
サ
ー
チ
ア
シ
ス
タ
ン
ト
（Ｒ

Ａ
）制

度
（平

成
26

年
4月

か
ら
運
用
開
始
）の

積
極
的
か
つ
効
果
的
な
活
用
を
図
る
こ
と
等
を
記
載
。

○
産
総
研
に
お
い
て
は
、
大
学
と
の
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
制
度
の
活
用
に
向
け
て
、
現
在
、
大
学
と
の
具
体
的
な
調
整
等

を
進
め
て

い
る
と
こ
ろ
。

産
総

研
リ
サ

ー
チ
ア
シ
ス
タ
ン
ト
（R

A
）制

度
の

概
要

及
び
目

的

・
優

れ
た
研

究
開

発
能

力
を
持

つ
大

学
院

生
を
有

給
で
R
A
と
し
て
受

け
入

れ
る
制

度
。

・
R
A
は

研
究

開
発

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等

に
参

画
す
る
と

共
に
、
研

究
成

果
を
学

位
論

文
に
活

用
。

・
産

総
研

に
お
け
る
研

究
開

発
の

一
層

の
推

進
及

び
研

究
開

発
支

援
体

制
の

充
実

・強
化

に
資

す
る

た
め
、
産

総
研

が
行

う
研

究
開

発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

お
い
て
優

秀
な
学

生
の

参
画

を
促

進
し
、
研

究
開

発
活

動
の

水
準

の
さ
ら
な
る
向

上
を
図

る
。

ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
制

度
及

び
リ
サ

ー
チ
ア
シ
ス
タ
ン
ト
（
R

A
）
制

度
の

実
績

及
び

今
後

の
展

開

■
実

績

・
平

成
26

年
11

月
１
日

付
、
名

古
屋

大
学

と
の

間
で
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
ト
メ
ン
ト
協

定
を
締

結
し
、
同

日
よ
り
名

古
屋

大
学

教
授

を
産

総
研

に
受

入
。

12
月

よ
り
産

総
研

研
究

グ
ル

ー
プ
長

を
名

古
屋

大
学

に
て
受

入
。

・
平

成
26

年
4月

よ
り

R
A
制

度
の

運
用

を
開

始
し
、

46
名

の
大

学
院

生
を

R
A
と
し
て
受

入
れ

。

■
今

後
の

展
開

・
平

成
27

年
度

以
降

、
名

古
屋

大
学

と
の

実
績

を
モ
デ
ル

ケ
ー
ス
に
、
他

大
学

と
の

ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン

ト
メ
ン
ト
に
よ
る
連

携
を
推

進
。
同

時
に

R
A
制

度
を
活

用
し
て
研

究
室

単
位

で
の

連
携

を
積

極
的

に
推

進
。

・
R

A
制

度
に
つ
い
て
は
、
平

成
26

年
度

の
運

用
状

況
を
踏

ま
え
受

入
制

度
の

改
善

を
図

り
、
さ
ら
な

る
制

度
の

活
用

を
促

す
。

産
総
研

に
お
け
る
大

学
等

と
の

連
携

強
化
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産
構

審
中

間
と
り
ま
と
め
後

の
取

組
③

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
に
お
い
て
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
で
技
術
戦
略
を
継
続
的
に
策
定
・
改
定
し
て
い
く
と
と
も
に
、
有
力
技
術

の
選
定
や
資
金
配
分
等
に
つ
い
て
、
最
適
な
選
択
を
で
き
る
裁
量
と
権
限
を
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
（
Ｐ
Ｍ
）

に
与
え
、
研
究
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
柔
軟
か
つ
機
動
的
に
運
営
で
き
る
体
制
を
整
え
る
。

技
術

戦
略

の
策

定

Ｐ
Ｍ
の

選
定

基
本

計
画

の
策

定

実
施

体
制

の
構

築

ﾌ
ﾟﾛ
ｼ
ﾞｪ
ｸ
ﾄの

実
施

○
技

術
戦

略
研

究
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
政

府
及

び
公

的
シ
ン
ク
タ
ン
ク
等

他
機

関
と
も
連

携
し
、
技

術
戦

略
及

び
こ
れ

を
基

盤
と
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
構

想
を
策

定
。
ま
た
、
技

術
分

野
毎

の
有

識
者

（フ
ェ
ロ
ー
）
を
採

用
す
る
等

、
体

制
・
機

能
を
強

化
。

○
産

学
官

及
び
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
か

ら
、
高

い
技

術
的

知
見

、
産

学
官

と
の

幅
広

い
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能

力
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の

資
質

と
十

分
な
経

験
を
有

す
る
人

材
を
Ｐ
Ｍ
に
選

定
し
、
必

要
な
裁

量
と
権

限
を
付

与
。

○
Ｐ
Ｍ
は

、
技

術
戦

略
及

び
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
構

想
を
踏

ま
え
、
達

成
目

標
を
明

確
に
し
た
基

本
計

画
を
策

定
。
必

要
に

応
じ
て
、
方

法
論

募
集

、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
先

導
調

査
、
先

導
研

究
を
実

施
。

※
ス
テ
ー
ジ
ゲ
ー
ト
方

式
：

研
究

開
発

段
階

ご
と
に
技

術
の

絞
り
込

み
や

実
施

者
の

見
直

し
を
行

う
。

※
ア
ワ
ー
ド
方

式
：

挑
戦

的
な
研

究
開

発
課

題
に
対

し
て
優

れ
た
成

果
を
上

げ
た
案

件
に
対

し
て
懸

賞
金

を
支

払
う
。

○
Ｐ
Ｍ
は

、
ス
テ
ー
ジ
ゲ
ー
ト
方

式
や

ア
ワ
ー
ド
方

式
を
活

用
し
つ
つ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全

体
の

進
捗

を
把

握
・管

理
し
、
資

金
配

分
の

見
直

し
や

実
施

体
制

の
変

更
を
行

う
。
ま
た
、
実

施
者

間
の

知
的

財
産

権
の

調
整

や
標

準
化

を
主

導
。

○
Ｐ
Ｍ
は

、
公

募
を
行

い
、
外

部
検

討
委

員
会

の
意

見
を
踏

ま
え
つ
つ
、
応

募
者

の
中

か
ら
実

施
体

制
を
構

築
。

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
に
お
い
て
以

下
の

よ
う
な
Ｄ
Ａ
Ｒ
Ｐ
Ａ
型

の
研

究
開

発
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
実

施
す
べ

く
、
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
の

中
期

目
標

及
び
中

期
計
画

の
変

更
を
行

う
。

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
に
お
け
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力

の
強

化



産
構

審
中

間
と
り
ま
と
め
後

の
取

組
④

産
業

界
が

求
め
る
大

学
・
大

学
院

教
育

と
、
現

在
行

わ
れ

て
い
る
大

学
・
大

学
院

教
育

の
専

門
分

野
に
係

る
ギ
ャ
ッ
プ
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
、
産
業
界
の
技
術
者
を
対
象
と
し
て
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
。

15

ア
ン
ケ
ー
ト
回
答
者
の
基
礎
情
報

•
20

歳
以

上
～
45

歳
未

満
で
、
産

業
界

で
正

社
員

や
経

営
者

・役
員

等
の

雇
用

形
態

で
働

く
技

術
者

が
対

象
。

•
20

15
年
1月

下
旬

か
ら
2月

上
旬

に
か

け
て
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実

施
。
最

終
的

に
98
22

人
よ
り
有

効
回

答
を
回

収
。

ア
ン
ケ
ー
ト
の
手
順

•
専

門
分

野
は

、
科

研
費

の
分

科
に
対

応
し
た
30

の
分

科
に
分

類
。

•
回

答
者

は
、
現

在
の

企
業

に
お
け
る
業

務
で
重

要
な
専

門
分

野
（
最

大
3分

野
）等

を
回

答
。

経
済
産
業
省
に
お
い
て
実
施
（
調
査
実
施

河
合
塾
）

最
終
学
歴

高
専

学
部

修
士

博
士

（
人
）

70
4

6,
46

3
2,
38
9

26
6

職
種

研
究
･開

発
生
産
･製

造
･品

質
管
理

シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア

保
守
･メ

ン
テ
ナ
ン
ス
等

そ
の
他

（
人
）

3,
15

0
（
う
ち
大
学
院

修
了
者
（
修
士
･博

士
）
は
1,
41

7）
2,
89

0
2,
00

7
78

3
99

2

業
種

機
械
系

（
自

動
車

、
一

般
機

械
等

）

電
気
系

（
電

気
機

械
、
半

導
体

、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
等

）

材
料
系

（
金

属
製

品
、
鉄

鋼
、

非
鉄

等
）

化
学
系

（
化

学
・
化

粧
品

、
食

品
、
医

薬
品

等
）

情
報
系

（
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
、
ネ
ッ

ト
サ

ー
ビ
ス
）

建
設
系

（
建

設
全

般
）

そ
の
他

（
人
）

1,
48

8
1,
75

8
63

9
1,
15

2
2,
06

6
85

6
1,
86

3

産
業

界
と
大

学
等

が
連

携
し
て
行

う
理

工
系

人
材

育
成

に
向

け
て

（
産

業
界

が
求

め
る
理

工
系

人
材

ニ
ー
ズ
に
関

す
る
調

査
）



企
業

に
お
け
る
現

在
の

業
務

で
重

要
な
専

門
分

野
と
そ
の

分
野

に
つ
い
て
の

大
学

教
育

に
係

る
認

識

企
業

の
技

術
系

人
材

を
対

象
と
し
て
、
当

該
人

材
の

現
在

の
業

務
に
関

連
が

深
い
専

門
分

野
に
係

る
教

育
ニ
ー
ズ
を
分

析
。

企
業

に
お
け
る
現

在
の

業
務

で
重

要
な
専

門
分

野
と
し
て
は

、
機

械
、
電

気
、
土

木
、
IT
を
選

択
し
た
者

が
多

く
、
さ
ら
に
、
い
ず
れ

の
分

野
に
つ
い
て
も
、
大

学
に
お

け
る
教

育
ニ
ー
ズ
が

高
い
。
一

方
、
必

ず
し
も
大

学
に
お
け
る
教

育
ニ
ー
ズ
が

高
く
な
い
分
野

で
も
、
研

究
者

が
数

多
く
存

在
し
て
い
る
。

大
学

は
最

先
端

の
研

究
を
行

う
た
め
、
企

業
の

現
在

業
務

の
求

め
る
技

術
と
ギ
ャ
ッ
プ
が

あ
る
の

は
当

然
で
は

あ
る
も
の

の
、
産

業
界

の
将

来
の

ニ
ー
ズ
を
見

極
め

た
上

で
、
こ
れ

と
大

学
教

育
と
の

間
の

ミ
ス
マ
ッ
チ
が

な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
が

重
要

で
は

な
い
か

。

16
※
産
業
界
の
技
術
者
が

、
企
業
に
お
け
る
現

在
の
業
務
で
重
要
な
専
門
分
野
を
最
大
３
分
野
選
択
。
企
業
の
技
術
系
業
務
に
関
連
が
深
い
専
門
分
野
に
つ
い
て
分
析
。

企
業
に
お
け
る
現
在
の
業
務
で
重
要
な
専
門
分
野

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0
%

12
.0
%

14
.0
%

16
.0
%

18
.0
%

20
.0
%

機 械
輸 送 機 械

電 力 ・ 電 気 機 器 ・ 回 路 系

電 子 系 デ バ イ ス

計 測 ・ 制 御 ・ シ ス テ ム 系

物 性 、 電 気 ・ 電 子 材 料

ナ ノ 、 マ イ ク ロ

材 料 化 学 ・ 工 学

プ ロ セ ス ・ 化 学 工 学

化 学 （ 理 論 を 含 む ）

環 境
エ ネ ル ギ ー ・ 資 源

土 木
都 市 ・ 建 築 学

生 活 ・ 家 政

デ ザ イ ン

IT ハ ー ド ・ ソ フ ト 系

ITﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 系

IT イ ン タ ー フ ェ ー ス 系

IT 数 理 系

IT 原 理 系

情 報 活 用 系

生 産 ・ 安 全 ・ 経 営 ・ 社 会

分 子 生 物 学

生 体 シ ス テ ム

先 端 医 療 研 究

神 経 系

薬 学 系

バ イ オ 関 連 工 学

食 品 ・ 微 生 物

全 体 に 対 す る 割 合

企
業

に
お
け
る
現

在
の

業
務

で
重

要
だ
が

、
大

学
で
学

ぶ
必

要
が

な
い
専

門
分

野

企
業

に
お
け
る
現

在
の

業
務

で
重

要
で
、
大

学
で
学

ぶ
必

要
が

あ
る
専

門
分

野

各
分

野
の

研
究

者
数

（
科

研
費

に
採

択
さ
れ

た
研

究
者

の
分

科
別

の
分

布
）



0.
0%

10
.0
%

20
.0
%

30
.0
%

40
.0
%

50
.0
%

60
.0
%

機 械
輸 送 機 械

電 力 ・ 電 気 機 器 ・ 回 路 系

電 子 系 デ バ イ ス

計 測 ・ 制 御 ・ シ ス テ ム 系

物 性 、 電 気 ・ 電 子 材 料

ナ ノ 、 マ イ ク ロ

材 料 化 学 ・ 工 学

プ ロ セ ス ・ 化 学 工 学

化 学 ( 理 論 を 含 む ）

環 境
エ ネ ル ギ ー ・ 資 源

土 木
都 市 ・ 建 築 学

生 活 ・ 家 政

デ ザ イ ン
IT ハ ー ド ・ ソ フ ト 系

ITﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 系

IT イ ン タ ー フ ェ ー ス 系

IT 数 理 系

IT 原 理 系

情 報 活 用 系

生 産 ・ 安 全 ・ 経 営 ・ 社 会

分 子 生 物 学

生 体 シ ス テ ム

先 端 医 療 研 究

神 経 系

薬 学 系

バ イ オ 関 連 工 学

食 品 ・ 微 生 物

全 体 に 対 す る 割 合

大
学
の
研

究
室
で
学
ん
だ
専
門
分
野

大
学
で
学
ぶ
必
要
が
あ
る
専
門
分
野

科
研
費

登
録
研
究
者
数

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0
%

12
.0
%

設 計 工 学

機 構 学

ト ラ イ ボ ロ ジ ー

加 工 学

燃 焼
熱 物 性

流 体 工 学

機 械 材 料

材 料 力 学

機 械 力 学

メ カ ト ロ ニ ク ス

機
械

系
業

種

機
械
系
業
種
で
は
、
機
械
分
野
の
教
育
ニ
ー
ズ
が
高
い
一
方
、
そ
れ
以
外
の
分
野
の
教
育
ニ
ー
ズ
は
あ
ま
り
高
く
な
い
。

機
械
分
野
の
細
目
レ
ベ
ル
で
は
、
設
計
工
学
、
機
構
学
、
機
械
材
料
、
材
料
力
学
分
野
等
の
教
育
ニ
ー
ズ
が
高
い
。
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機
械

分
野

企
業

に
お
け
る
現

在
の

業
務

で
重

要
で
、

大
学

で
学

ぶ
必

要
が

あ
る
専

門
分

野

各
分

野
の

研
究

者
数

（
科

研
費

に
採

択
さ

れ
た
研

究
者

の
分

科
別

の
分

布
）



0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0
%

電 力 工 学

電 気 機 器 ･ﾊ゚ ﾜｴﾚ･

照 明

ア ナ ロ グ 回 路

デ ジ タ ル 回 路 、LSI

計 算 機 シ ス テ ム

基 本 ソ フ ト

ミ ド ル ウ ェ ア

応 用 ｿﾌﾄ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ソ フ ト ウ エ ア 基 礎

端 末 シ ス テ ム

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0
%

設 計 工 学

機 構 学

ト ラ イ ボ ロ ジ ー

加 工 学

燃 焼
熱 物 性

流 体 工 学

機 械 材 料

材 料 力 学

機 械 力 学

メ カ ト ロ ニ ク ス

電
気

系
業

種
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電
気

系
業
種

で
は

、
機

械
、
電
力

・
電
気

機
器
・
回

路
系

、
電
子

系
デ
バ
イ
ス
、
IT
ハ

ー
ド
･ソ

フ
ト
系

分
野

等
の
複

数
の
分

野
に
お
い
て
教
育
ニ
ー
ズ
が
高
い
。

機
械

分
野
の

細
目
レ
ベ
ル

で
は
設

計
工

学
、
機

構
学

、
機
械

材
料
、
材

料
力
学

、
電
気
分

野
で
は
ア
ナ
ロ
グ
回
路

や
デ
ジ
タ

ル
回
路
、
IT
ハ
ー
ド
･ソ

フ
ト
分
野
で
は
O
S等

の
基
本
ソ
フ
ト
や
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
基
礎
等
の
教
育
ニ
ー
ズ
が
高
い
。

機
械
分
野

電
力
・
電

気
機
器
・
回
路
系
分
野

IT
ハ
ー
ド
･ソ

フ
ト
系
分
野

（OS 等 ）

0.
0%

5.
0%

10
.0
%

15
.0
%

20
.0
%

25
.0
%

機 械
輸 送 機 械

電 力 ・ 電 気 機 器 ・ 回 路 系

電 子 系 デ バ イ ス

計 測 ・ 制 御 ・ シ ス テ ム 系

物 性 、 電 気 ・ 電 子 材 料

ナ ノ 、 マ イ ク ロ

材 料 化 学 ・ 工 学

プ ロ セ ス ・ 化 学 工 学

化 学 （ 理 論 を 含 む ）

環 境
エ ネ ル ギ ー ・ 資 源

土 木
都 市 ・ 建 築 学

生 活 ・ 家 政

デ ザ イ ン

IT ハ ー ド ・ ソ フ ト 系

ITﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 系

IT イ ン タ ー フ ェ ー ス 系

IT 数 理 系

IT 原 理 系

情 報 活 用 系

生 産 ・ 安 全 ・ 経 営 ・ 社 会

分 子 生 物 学

生 体 シ ス テ ム

先 端 医 療 研 究

神 経 系

薬 学 系

バ イ オ 関 連 工 学

食 品 ・ 微 生 物

大
学
の
研

究
室
で
学
ん
だ
専
門
分
野

大
学
で
学
ぶ
必
要
が
あ
る
専
門
分
野

科
研
費

登
録
研
究
者
数

企
業

に
お
け
る
現

在
の
業

務
で
重

要
で
、

大
学

で
学

ぶ
必

要
が

あ
る
専

門
分

野

各
分

野
の

研
究

者
数

（
科

研
費

に
採

択
さ

れ
た
研

究
者

の
分

科
別

の
分

布
）



0.
0%

1.
0%

2.
0%

3.
0%

4.
0%

5.
0%

6.
0%

有 機 ・ ハ イ ブ リ ッ ド 材 料

金 属 物 性 ・ 材 料

軽 金 属 物 質 ・ 材 料

炭 素 系 物 質 ・ 材 料

複 合 材 料

構 造 ・ 機 能 材 料

表 界 面 工 学

溶 接 ・ 接 合 ・ 接 着

金 属 生 産 工 学

材 料 加 工 ・ 組 織 制 御

物 質 ・ 材 料 設 計

物 質 ・ 材 料 の 分 析 ・ 評 価

生 産 工 学

安 全 工 学 、 信 頼 性 工 学

経 営 工 学

サ ー ビ ス 工 学

0.
0%

1.
0%

2.
0%

3.
0%

4.
0%

5.
0%

6.
0%

設 計 工 学

機 構 学

ト ラ イ ボ ロ ジ ー

加 工 学

燃 焼
熱 物 性

流 体 工 学

機 械 材 料

材 料 力 学

機 械 力 学

メ カ ト ロ ニ ク ス

材
料

系
業

種

材
料
系
業
種
で
は
、
機
械
、
材
料
化
学
･工

学
、
生
産
･安

全
分
野
等
の
等
の
幅
広
い
分
野
に
お
い
て
教
育
ニ
ー
ズ
が
高
い
。

機
械
分
野
の
細
目
レ
ベ
ル

で
は
、
機
械
材
料
や

機
械
力

学
、
材
料
化

学
・
工
学
分
野

で
は
、
金
属
物
性
・材

料
や
材
料
加
工
・

組
織
制
御
、
生
産
・安

全
分
野
で
は
、
生
産
工
学
等
の
教
育
ニ
ー
ズ
が
高
い
。
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機
械
分
野

材
料
化
学
･工

学
分
野

生
産
･安

全
分
野

0.
0%

5.
0%

10
.0
%

15
.0
%

20
.0
%

25
.0
%

30
.0
%

機 械
輸 送 機 械

電 力 ・ 電 気 機 器 ・ 回 路 系

電 子 系 デ バ イ ス

計 測 ・ 制 御 ・ シ ス テ ム 系

物 性 、 電 気 ・ 電 子 材 料

ナ ノ 、 マ イ ク ロ

材 料 化 学 ・ 工 学

プ ロ セ ス ・ 化 学 工 学

化 学 （ 理 論 を 含 む ）

環 境
エ ネ ル ギ ー ・ 資 源

土 木
都 市 ・ 建 築 学

生 活 ・ 家 政

デ ザ イ ン

IT ハ ー ド ・ ソ フ ト 系

ITﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 系

IT イ ン タ ー フ ェ ー ス 系

IT 数 理 系

IT 原 理 系

情 報 活 用 系

生 産 ・ 安 全 ・ 経 営 ・ 社 会

分 子 生 物 学

生 体 シ ス テ ム

先 端 医 療 研 究

神 経 系

薬 学 系

バ イ オ 関 連 工 学

食 品 ・ 微 生 物

大
学
の
研
究
室
で
学
ん
だ
専
門
分
野

大
学
で
学
ぶ
必
要
が
あ
る
専
門
分
野

科
研
費

登
録
研
究
者
数

企
業

に
お
け
る
現

在
の

業
務

で
重

要
で
、

大
学

で
学

ぶ
必

要
が

あ
る
専

門
分

野

各
分

野
の

研
究

者
数

（
科

研
費

に
採

択
さ

れ
た
研

究
者

の
分

科
別

の
分

布
）



食 品 科 学 ／ 調 理 学

応 用 微 生 物 学

水 圏 環 境 学 ・ 環 境 微 生

物 学

0.
0%

1.
0%

2.
0%

3.
0%

4.
0%

5.
0%

6.
0%

7.
0%

理 論 化 学

基 礎 物 理 化 学

基 礎 有 機 化 学

基 礎 無 機 化 学

核 ・ 放 射 化 学

合 成 化 学

高 分 子 化 学 ・ 機 能 性 …

分 析 化 学

エ ネ ル ギ ー 関 連 化 学

分 子 デ バ イ ス 化 学

生 産 工 学

安 全 工 学 、 信 頼 性 工 学

経 営 工 学

サ ー ビ ス 工 学

安 全 工 学 、 信 頼 性 工 学

化
学

系
業

種

化
学

系
業

種
で
は

、
機

械
、
材

料
化

学
･工

学
、
プ
ロ
セ
ス
･化

学
工

学
、
化

学
理

論
、
薬

学
、
食

品
分

野
等

の
幅

広
い
分

野
の
教
育
ニ
ー
ズ
が
高
い
。

化
学

理
論

分
野

の
細

目
レ
ベ
ル

で
は

基
礎

有
機

化
学

、
高

分
子

化
学

・
機

能
性

化
学

、
分

析
化

学
、
生

産
・
安

全
分

野
で

は
生
産
工
学
、
食
品
・微

生
物
分
野
で
は
食
品
科
学
・調

理
学
等
の
教
育
ニ
ー
ズ
が
高
い
。
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化
学
理
論
分
野

生
産
･安

全
分
野

薬
学
系
分
野

食
品
・微

生
物
分
野

天 然 物 ・ 生 物 有 機 系 …

創 薬 化 学

薬 理 学

薬 物 動 態 、 代 謝

製 剤 学

環 境 ・ 衛 生 系 薬 学 等

臨 床 ・ 病 院 ・ 社 会 薬 …

麻 酔

0.
0%

5.
0%

10
.0
%

15
.0
%

20
.0
%

25
.0
%

機 械
輸 送 機 械

電 力 ・ 電 気 機 器 ・ 回 路 系

電 子 系 デ バ イ ス

計 測 ・ 制 御 ・ シ ス テ ム 系

物 性 、 電 気 ・ 電 子 材 料

ナ ノ 、 マ イ ク ロ

材 料 化 学 ・ 工 学

プ ロ セ ス ・ 化 学 工 学

化 学 （ 理 論 を 含 む ）

環 境
エ ネ ル ギ ー ・ 資 源

土 木
都 市 ・ 建 築 学

生 活 ・ 家 政

デ ザ イ ン
IT ハ ー ド ・ ソ フ ト 系

ITﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 系

IT イ ン タ ー フ ェ ー ス 系

IT 数 理 系

IT 原 理 系

情 報 活 用 系

生 産 ・ 安 全 ・ 経 営 ・ 社 会

分 子 生 物 学

生 体 シ ス テ ム

先 端 医 療 研 究

神 経 系

薬 学 系

バ イ オ 関 連 工 学

食 品 ・ 微 生 物

全 体 に 対 す る 割 合

大
学
の
研
究
室
で
学
ん
だ
専
門
分

野

大
学
で
学
ぶ

必
要
が
あ
る
専
門
分
野

科
研
費

登
録

研
究
者
数

企
業

に
お
け
る
現

在
の
業

務
で
重

要
で
、

大
学

で
学

ぶ
必

要
が

あ
る
専

門
分

野

各
分

野
の

研
究

者
数

（
科

研
費

に
採

択
さ

れ
た
研

究
者

の
分

科
別

の
分

布
）



通 信 工 学

情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

デ ー タ ベ ー ス ・ 検 索

ﾏﾙﾁﾒﾃ゙ ｨｱ 情 報 処 理

セ キ ュ リ テ ィ

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0
%

都 市 計 画 学

ラ ン ド ス ケ ー プ 、 造 園 ・ 緑 地

学

建 築 計 画 学

建 築 環 境 ・ 設 備

建 築 構 造 ・ 材 料

建 築 経 済 学

意 匠 ・ 建 築 史

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0
%

構 造 工 学 ・ 維 持 管 理 工

学

地 震 工 学

土 木 材 料

土 木 施 工 ・ 建 設 マ ネ ジ メ

ン ト

地 盤 工 学

水 理 ・ 河 川 、 海 岸 ・ 港 湾

工 学

土 木 計 画

交 通 工 学

高 度 交 通 シ ス テ ム

景 観 ・ デ ザ イ ン

土 木 環 境 シ ス テ ム

農 業 土 木 、 地 域 環 境 工

学 ・ 計 画 学

建
設

系
業

種

建
設

系
業

種
で
は

、
機

械
、
電

気
、
土

木
、
都

市
･建

築
学

、
IT
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
系

分
野

等
の

教
育

ニ
ー
ズ

が
高
い
。

土
木

分
野

の
細

目
レ
ベ
ル

で
は

、
構

造
工

学
・
維

持
管

理
工

学
や
土

木
施

工
･建

設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
都

市
･建

築
学

分
野

で
は
、
建

築
環
境

･設
備
や
建

築
構
造
・
材
料
、
IT
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
分

野
で
は
通
信

工
学
や

情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
等
の
教
育
ニ
ー
ズ
が
高
い
。
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都
市
･建

築
学
分
野

IT
ﾈ
ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
･

ﾃ
ﾞｰ
ﾀ
ﾍ
ﾞｰ
ｽ
分
野

土
木
分
野

0.
0%

5.
0%

10
.0
%

15
.0
%

20
.0
%

25
.0
%

30
.0
%

35
.0
%

機 械
輸 送 機 械

電 力 ・ 電 気 機 器 ・ 回 路 系

電 子 系 デ バ イ ス

計 測 ・ 制 御 ・ シ ス テ ム 系

物 性 、 電 気 ・ 電 子 材 料

ナ ノ 、 マ イ ク ロ

材 料 化 学 ・ 工 学

プ ロ セ ス ・ 化 学 工 学

化 学 （ 理 論 を 含 む ）

環 境
エ ネ ル ギ ー ・ 資 源

土 木
都 市 ・ 建 築 学

生 活 ・ 家 政

デ ザ イ ン
IT ハ ー ド ・ ソ フ ト 系

ITﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 系

IT イ ン タ ー フ ェ ー ス 系

IT 数 理 系

IT 原 理 系

情 報 活 用 系

生 産 ・ 安 全 ・ 経 営 ・ 社 会

分 子 生 物 学

生 体 シ ス テ ム

先 端 医 療 研 究

神 経 系

薬 学 系

バ イ オ 関 連 工 学

食 品 ・ 微 生 物

全 体 に 対 す る 割 合

大
学
の
研
究
室

で
学
ん
だ
専
門
分
野

大
学
で
学
ぶ
必
要
が
あ
る
専
門
分
野

科
研
費

登
録
研
究
者
数

企
業

に
お
け
る
現

在
の
業

務
で
重

要
で
、

大
学

で
学

ぶ
必

要
が

あ
る
専

門
分

野

各
分

野
の

研
究

者
数

（
科

研
費

に
採

択
さ

れ
た
研

究
者

の
分

科
別

の
分

布
）



0.
0%

5.
0%

10
.0
%

15
.0
%

20
.0
%

25
.0
%

計 算 機 シ ス テ ム

基 本 ソ フ ト

ミ ド ル ウ ェ ア

応 用 ｿﾌﾄ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

ソ フ ト ウ エ ア 基 礎

端 末 シ ス テ ム

0.
0%

5.
0%

10
.0
%

15
.0
%

20
.0
%

25
.0
%

通 信 工 学

情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

デ ー タ ベ ー ス ・ 検 索

ﾏﾙﾁﾒﾃ゙ ｨｱ 情 報 処 理

セ キ ュ リ テ ィ

情
報

系
業

種

情
報
系
業
種
で
は
、
IT
ハ
ー
ド
･ソ

フ
ト
系
、
IT
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
系
分
野
に
お
け
る
教
育
ニ
ー
ズ
が
高

い
。

IT
ハ

ー
ド
･ソ

フ
ト
系
分

野
の
細

目
レ
ベ
ル

で
は

、
応

用
ソ
フ
ト
・
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
や
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
基
礎

、
IT
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
分
野
で
は
、
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
や
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
・検

索
等
の
教
育
ニ
ー
ズ
が
高
い
。

22

IT
ハ
ー
ド
･ソ

フ
ト
系
分
野

IT
ﾈ
ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
･ﾃ

ﾞｰ
ﾀ
ﾍ
ﾞｰ
ｽ
分
野

0.
0%

10
.0
%

20
.0
%

30
.0
%

40
.0
%

50
.0
%

60
.0
%

機 械
輸 送 機 械

電 力 ・ 電 気 機 器 ・ 回 路 系

電 子 系 デ バ イ ス

計 測 ・ 制 御 ・ シ ス テ ム 系

物 性 、 電 気 ・ 電 子 材 料

ナ ノ 、 マ イ ク ロ

材 料 化 学 ・ 工 学

プ ロ セ ス ・ 化 学 工 学

化 学 （ 理 論 を 含 む ）

環 境
エ ネ ル ギ ー ・ 資 源

土 木
都 市 ・ 建 築 学

生 活 ・ 家 政

デ ザ イ ン
IT ハ ー ド ・ ソ フ ト 系

ITﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 系

IT イ ン タ ー フ ェ ー ス 系

IT 数 理 系

IT 原 理 系

情 報 活 用 系

生 産 ・ 安 全 ・ 経 営 ・ 社 会

分 子 生 物 学

生 体 シ ス テ ム

先 端 医 療 研 究

神 経 系

薬 学 系

バ イ オ 関 連 工 学

食 品 ・ 微 生 物

全 体 に 対 す る 割 合

大
学
の
研
究
室
で
学
ん
だ
専
門
分
野

大
学
で
学
ぶ
必
要
が
あ
る
専
門
分
野

科
研
費

登
録
研
究
者
数

企
業

に
お
け
る
現

在
の

業
務

で
重

要
で
、

大
学

で
学

ぶ
必

要
が

あ
る
専

門
分

野

各
分

野
の

研
究

者
数

（
科

研
費

に
採

択
さ

れ
た
研
究

者
の

分
科

別
の

分
布

）



02040608010
0

12
0

14
0

16
0

18
0

20
0

全 般 的 な 学 部 ・ 学 科 の 種 類 や 内 容

志 望 校 の 偏 差 値 な ど の 入 試 情 報 、 評 判

仕 事 の 内 容 や 社 会 ・ 企 業 の 動 き （ グ ロ ー バ ル 化 ・ 雇 用 ・

採 用 な ど ）

志 望 校 の 授 業 体 験 や ガ イ ダ ン ス の 情 報

学 問 と 実 社 会 の 仕 事 と の 関 係

志 望 校 の 学 問 ・ 研 究 ・ 教 育 内 容

志 望 校 の 卒 業 後 の 就 職 状 況 （ 資 格 取 得 や 大 学 院 進 学 ）

学 問 へ の 関 心 を 高 め る た め の 本 や サ イ ト 等 の 話 題

志 望 校 の 教 育 の 取 組 ・ 環 境

大 学 等 の 学 問 ・ 研 究 ・ 教 育 内 容

社 会 等 で 話 題 の 研 究 や 学 問 、 技 術

公 開 講 座 な ど の 研 究 ・ 学 問 体 験 に 関 す る 情 報

回答数

初
等

中
等

教
育

に
お
け
る
産

業
を
体

感
す
る
取

組
の

充
実

①

高
校
教
員
（
専
任
）
1
3
5
3
人
に
対
し
、
2
0
1
5
年
3
月
中
旬
に
W
e
bア

ン
ケ
ー
ト
を
実
施
。
有
効
回
答
数
5
0
3
人
。

高
校

に
お
い
て
も
、
実

社
会

の
状

況
や

将
来

の
職

業
イ
メ
ー
ジ
を
把

握
す
る
こ
と
に
対

す
る
ニ
ー
ズ
が

高
い
。

05010
0

15
0

20
0

25
0

将 来 の 仕 事 を イ メ ー ジ し て 、 そ の た め に 有 効 な 教 育 が 受

け ら れ る 学 部 ・ 学 科 を 選 択 す る こ と の 重 要 性

学 問 内 容 に 基 づ き 、 大 学 ・ 専 門 学 校 、 学 部 ・ 学 科 等 を 調

べ 選 択 す る こ と の 重 要 性

入 試 要 項 や 難 易 度 に 基 づ き 、 評 判 の 良 い 大 学 ・ 専 門 学 校

を 目 指 し 、 学 力 を 高 め る こ と の 重 要 性

社 会 人 と し て 活 躍 し て い く た め の 基 本 力 、 姿 勢 を 習 得 で

き る 大 学 を 選 択 す る こ と の 重 要 性

大 学 訪 問 、 公 開 講 座 へ の 参 加 、 本 な ど に よ る 情 報 収 集 を

通 じ て 、 学 び の イ メ ー ジ を 作 り 、 学 部 ・ 学 科 を 選 択 す る

こ と の 重 要 性

回答数

進
路
指
導
に
あ
た
っ
て
重
視
す
る
事
項

実
際
の
進
路
指
導
の
話
題

23
出

典
：

平
成

26
年

度
経

済
産

業
省

産
業

技
術

調
査

事
業

（調
査

実
施

河
合

塾
）



初
等

中
等

教
育

に
お
け
る
産

業
を
体

感
す
る
取

組
の

充
実

②

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0
%

12
.0
%

14
.0
%

16
.0
%

18
.0
%

20
.0
%

機 械
輸 送 機 械

電 力 ・ 電 気 機 器 ・ 回 路 系

電 子 系 デ バ イ ス

計 測 ・ 制 御 ・ シ ス テ ム 系

物 性 、 電 気 ・ 電 子 材 料

ナ ノ 、 マ イ ク ロ

材 料 化 学 ・ 工 学

プ ロ セ ス ・ 化 学 工 学

化 学 （ 理 論 を 含 む ）

環 境
エ ネ ル ギ ー ・ 資 源

土 木
都 市 ・ 建 築 学

生 活 ・ 家 政

デ ザ イ ン

IT ハ ー ド ・ ソ フ ト 系

ITﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 系

IT イ ン タ ー フ ェ ー ス 系

IT 数 理 系

IT 原 理 系

情 報 活 用 系

生 産 ・ 安 全 ・ 経 営 ・ 社 会

分 子 生 物 学

生 体 シ ス テ ム

先 端 医 療 研 究

神 経 系

薬 学 系

バ イ オ 関 連 工 学

食 品 ・ 微 生 物

全 体 に 対 す る 割 合

企
業

に
お
け
る
現

在
の

業
務

で
重

要
だ
が

、
大

学
で
学

ぶ
必

要
が

な
い
専

門
分

野

企
業

に
お
け
る
現

在
の

業
務

で
重

要
で
、
大

学
で
学

ぶ
必

要
が

あ
る
専

門
分

野

高
校

教
員

が
実

社
会

で
重

要
と
考

え
る
専

門
分

野

高
校
教
員
が
考
え
る
実
社
会
で
重
要
な
専
門
分
野

実
社

会
で
重

要
と
考

え
る
専

門
分

野
と
し
て
、
環

境
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
資

源
、
生

活
・
家

政
、
バ

イ
オ
な
ど
の

分
野

に
お
い
て
は

、
現

在
の

産
業

で
重

要
と
さ
れ

る
分

野
と
の

間
に
ず
れ

が
見

ら
れ

る
。

高
校

は
将

来
の

ニ
ー
ズ
を
見

据
え
た
教

育
を
行

っ
て
い
る
こ
と
を
鑑

み
る
と
、
現

在
の

ニ
ー
ズ

と
ず

れ
が

生
じ
る
こ
と
は

当
然

で
あ
る

が
、
産

業
ニ
ー
ズ
を
明

確
に
し
、
共

有
す
る
な
ど
、
高

校
教

育
と
も
意

識
の

疎
通

を
深

め
る
こ
と
が

重
要

。

24
※
産

業
界
の
技
術
者
が
、
企
業
に
お
け
る
現
在
の
業
務
で
重
要
な
専
門
分
野
を
最
大
３
分
野
選
択
。
企
業
の
技
術
系

業
務
に
関
連
が
深
い
専

門
分
野
に
つ
い
て
分
析
。

出
典

：
平

成
26
年

度
経

済
産

業
省

産
業

技
術

調
査

事
業

（調
査

実
施

河
合

塾
）



我
が

国
に
お
け
る
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
の

現
状

東
京

大
学

大
学

院
新

領
域

創
成

科
学

研
究

科

情
報
生
命
科
学
専
攻

高
木

利
久

資
料
３
－
１ 1

資料10



構
造
ゲ
ノ
ム
科
学

相
互
作
用
解
析

機
能
ゲ
ノ
ム
学

シ
ス
テ
ム
的
理
解

地
図
作
成

配
列
決
定
（
微
生
物
）

配
列
決
定
（
ヒ
ト
な
ど
）

S
N
P
、
比
較
ゲ
ノ
ム

遺
伝
子
の
発
現
解
析

基
盤
的
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

ホ
モ
ロ
ジ
ー
検
索

遺
伝
子
発
見
・
ア
セ
ン
ブ
リ

統
計
解
析
、
進
化
解
析

ク
ラ
ス
タ
リ
ン
グ
、
知
識
発
見

機
能
予
測
、
創
薬
支
援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
パ
ス
ウ
ェ
イ
推
定

テ
キ
ス
ト
マ
イ
ニ
ン
グ
、
オ
ン
ト
ロ
ジ
ー

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
解
析

ゲ
ノ
ム
科

学
と
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス

2



ラ
イ
フ
サ

イ
エ
ン
ス
に
お
け
る
情

報
爆

発

•デ
ー
タ
爆
発

•超
高

速
ゲ
ノ
ム
配

列
決

定
装

置
１
０
０
億

文
字

/
台

/
日

•コ
ン
ピ
ュ
タ
ー
の

性
能

の
伸

び
（
ム
ー
ア
の

法
則

）
を
凌

駕
•１

万
を
超

え
る
生

物
の

ゲ
ノ
ム
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
進

行
中

•画
像

、
動

画
デ
ー
タ
も
急

増

•知
識
爆
発

•論
文
数

２
,０
０
０
万
件

•フ
ル

ペ
ー
パ

も
利

用
可

•デ
ー
タ
ベ
ー
ス
爆
発

•世
界

１
万

•日
本

１
千

•解
析

ツ
ー
ル

２
千

•内
容

も
多

様
化

ラ
イ
フ
サ

イ
エ
ン
ス
は

pe
ta
オ
ー
ダ
ー
の
デ
ー
タ
量
の
時
代
に
突
入

3



最
近

の
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
を
取

り
巻

く
状

況

•
N

G
S
（
次

世
代

シ
ー
ク
エ
ン
サ

ー
）

•
ポ
ス
ト
ポ
ス
ト
ゲ
ノ
ム
は

ゲ
ノ
ム

•
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ

•
イ
メ
ー
ジ
デ
ー
タ
（
イ
メ
ー
ジ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
）

•
定

量
デ
ー
タ
（
生

命
動

態
科

学
）

•
パ

ー
ソ
ナ
ル

ゲ
ノ
ム
、
臨

床
デ
ー
タ
（
メ
デ
ィ
カ
ル

イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
）

•
人

材
不

足
が

よ
り
顕

著
に

•
新

た
な
展

開
に
対

応
し
た
研

究
開

発
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構

築
、
人

材
育

成
が

必
要

4



海
外

の
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
教

育
機

関

エ
リ
ア

取
得
で
き
る
学
位

等

主
な
教

育
機
関

等
学

修
博

他

米
国

お
よ
び
カ
ナ
ダ

20
40

43
18

U
n

iv
er

si
te

de
 M

on
tr

ea
l(
加

)、
In

di
an

a 
U

ni
ve

rs
ity

、
O

hi
o 

U
ni

ve
rs

ity
、

O
re

go
n 

H
ea

lth
 &

 
S

ci
en

ce
 U

ni
ve

rs
ity

、
U

ni
ve

rs
ity

 o
f C

al
ifo

rn
ia
各
校
、

U
n

iv
er

si
ty

 o
f D

el
a

w
ar

e

欧
州

3
54

4
7

英
国

が
最

も
多

く
、
つ
い
で
、
ド
イ
ツ
、
ス
ペ
イ
ン
が

多
い
。
全

体
と
し
て
大

学
が

多
い
が

、
ド
イ
ツ
で
は

M
ax

 P
la

nc
kも

コ
ー
ス
を
提

供
。

ア
ジ
ア

6
12

3
2

ほ
と
ん
ど
が

イ
ン
ド
の

大
学

及
び
研

究
機

関
。
そ
の

ほ
か

で
は

韓
国

の
研

究
機

関
が

1
件

。

他
（
ア
フ
リ
カ
、
中

東
、

豪
州

、
南
米
）

9
6

4
1

オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
で
は

各
大

学
が

、
南

ア
フ
リ
カ
で
は

S
ou

th
 

A
fr

ic
an

 
N

at
io

na
l 

B
io

in
fo

rm
at

ic
s

In
st

itu
te
、
イ
ス
ラ
エ
ル

で
は

W
ei

zm
an

n 
I n

st
itu

te
 o

f S
ci

en
ce

が
中

心
。

5



な
ぜ

人
材

育
成

は
う
ま
く
行

か
な
か

っ
た
？

•人
材

は
育

っ
て
き
た
が

需
要

の
拡

大
の

方
が

大
き
か

っ
た
だ
け
！

•な
ぜ

需
要

を
見

越
し
て
対

応
で
き
な
か

っ
た
の

か
？

•教
育
機
関
（
大
学
）
の
問
題

•任
期
制
の
問
題

•産
業
界
の
問
題

•ラ
イ
フ
分
野
、
研
究
機
関
の
問
題

•政
府
や
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
の
問
題

•研
究
費
の
問
題

•学
生
側
の
問
題

•制
度
面
の
問
題
、
デ
ー
タ
囲
い
込
み
問
題

•ポ
ジ
シ
ョ
ン
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
問
題

•評
価
の
問
題

•切
実

感
、
切

迫
感

が
な
か

っ
た
？

•需
給

の
ミ
ス
マ
ッ
チ
が

起
き
て
い
る

6



こ
れ

か
ら
の

課
題

•こ
れ
ま
で
と
同
じ
こ
と
を
し
て
い
て
は
だ
め
！

•人
材
と
一
口
に
言
っ
て
も
、
、
、

•新
規

ア
ル

ゴ
リ
ズ
ム
や

新
規

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
開

発

•デ
ー
タ
ベ
ー
ス
や

ツ
ー
ル

を
使

い
こ
な
し
て
問

題
解

決

•キ
ュ
レ
ー
タ
、
ア
ノ
テ
ー
タ
、
S
E

•こ
れ
ら
の
人
材
に
応
じ
た
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
、
評
価
の
設
計

•学
部
レ
ベ
ル
か

ら
の
教
育
の
重
要
性

•新
規

参
入

を
促

す
た
め
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
開

発

•研
究
開
発
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
、
人
材
育
成
の
一
体
設
計

•恒
久
ポ
ジ
シ
ョ
ン
の
確
保
、
人
材
の
流
通
の
仕
組
み

•各
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
連
動

•解
決
へ
の
動
き
も
（
N

G
S
現
場
の
会
、
生
命
情
報
若
手
の
会
）

7



統
合

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の

重
要

性

•他
の
分
野
か
ら
の
参
入
障
壁
を
取
り
除
く

•分
野
間
の
壁
を
取
り
払
う

•研
究
の
加
速
、
効
率
化

•オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
の

基
盤

•デ
ー
タ
生
産
者
以
外
の
不
特
定
多
数
が
イ
ノ
ベ
ー
タ
ー
に

•米
国

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
イ
ニ
シ
ャ
テ
ィ
ブ

•欧
州

E
LI

X
IR

•中
国

B
G

I
•日

本
N

B
D

C
8



バ
イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
に
関

す
る
文

科
省

の
現
在
ま
で
の
取
組
と
今
後
の
在
り
方
に
つ
い
て

平
成

２
４
年

６
月

１
１
日

ラ
イ
フ
サ

イ
エ
ン
ス
課

1

資
料
３
－
２

資料11



○
Ｊ
Ｓ
Ｔ
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
推

進
セ
ン
タ
ー
事

業
（
Ｂ
ＩＲ

Ｄ
）

・
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
の

発
展

及
び
そ
れ

を
基

盤
と
し
た
新
し
い
生
物
化
学
の
創
造
を
目
指
し
、
生
物
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
の

高
度

化
・
標

準
化

、
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
の

創
造

的
研

究
開

発
を
実

施

○
科

学
技

術
振

興
調

整
費

新
興

分
野

人
材

養
成

・
１
～

２
億

円
×

５
年

間
で
計

１
３
機

関
を
採

択

・
生
物
情
報
科
学
学
部
教
育
特
別
ユ
ニ
ッ
ト
（
東
大
）
、
シ
ス
テ
ム
生
物
学
者
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
慶
大
）
、
ゲ
ノ
ム
情
報
科
学
研

究
教
育
機
構
（
京
大
）
、
シ
ス
テ
ム
生
命
化
学
人
材
養
成
ユ
ニ
ッ
ト
（
九
大
）
、
ク
リ
ニ
カ
ル

・
ゲ
ノ
ム
・
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
（
神

戸
大

）
、
バ

イ
オ
医

療
オ
ミ
ッ
ク
ス
情

報
学

人
材

養
成

プ
ロ
グ
ラ
ム
（
医

科
歯

科
大

）
等

・
民
間
の
協
力
を
得
ら
れ
る
か
、
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
終
了
後
も
人
材
養
成

を
継

続
す
る
計

画
を
有

し
て
い
る
か

を
重

視
し
て
選

定

○
２
１
世

紀
Ｃ
Ｏ
Ｅ
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
グ
ロ
ー
バ

ル
Ｃ
Ｏ
Ｅ
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
「
言
語
か
ら
読
み
解
く
ゲ
ノ
ム
と
生
命
シ
ス
テ
ム
」
（
東
京
大
学
新
領
域
創
成
科
学
研
究
科

他
）

・
「
ゲ
ノ
ム
情
報
ビ
ッ
ク
バ
ン
か
ら
読
み
解
く
生
命
圏
」
（
東
京
大
学
新
領
域
創
成
科
学
研
究
科

他
）

・
「
ゲ
ノ
ム
科
学
の
知
的
情
報
基
盤
研
究
拠
点
形
成
」
（
京
都
大
学

化
学

研
究

所
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
セ
ン
タ
ー
）

・
「
in

 v
iv

oヒ
ト
代
謝
シ
ス
テ
ム
生
物
学
拠
点
」
（
慶
應
義
塾
大
学
医
学
部

他
）

文
科
省
に
よ
る

現
在

ま
で

の
主

な
取
り
組
み
（
１
）

文
科
省
に
よ
る

現
在

ま
で

の
主

な
取
り
組
み
（
１
）

0
4
～

0
8

0
9
～

0
3
～

0
7

0
8
～0
1
～

1
0

0
1
～

0
9

○
統

合
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（
文

部
科

学
省

委
託

費
）

・
散
在
す
る
生
命
科
学
系
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
等
を
統
合
す
る
た
め
の
研
究
開
発
の
推
進
等
を
実
施
。

・
平

成
２
３
年

度
か

ら
Ｊ
Ｓ
Ｔ
の

Ｎ
Ｂ
Ｄ
Ｃ
に
役

割
を
移

管
。

0
6
～

1
0

2



○
Ｊ
Ｓ
Ｔ
バ

イ
オ
サ

イ
エ
ン
ス
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
セ
ン
タ
ー

・
Ｃ
Ｓ
Ｔ
Ｐ
が
定
め
た
方
針
に
沿
っ
て
、
Ｂ
ＩＲ

Ｄ
と
統
合
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
文
科
省
）
を
一
体
化
。

・
経
産
省
、
厚
労
省
、
農
水
省
の
関
係
機
関
と
連
携
し
、
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
系
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
設
置
。

○
創

薬
等

支
援

技
術

基
盤

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事

業

・
解

析
拠

点
に
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
領

域
を
設

定
。

・
タ
ン
パ
ク
質
等
の
構
造
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
技
術
を
外
部
研
究
者
に
提
供
す
る
と
と
も
に
、
高
度
化
に
向
け
た
研
究
開
発
を

実
施

。

1
2
～

○
革

新
的

細
胞

解
析

研
究

プ
ロ
グ
ラ
ム
（
セ
ル

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）

・
次
世
代
シ
ー
ケ
ン
サ
ー
を
利
用
し
て
ゲ
ノ
ム
関
連
情
報
の
解
析
を
行
う
と
と
も
に
、
イ
メ
ー
ジ
ン
グ
な
ど
の
手
法
も
活
用
し
、

細
胞
レ
ベ
ル
の
解
析
を
実
施
。
遺
伝
研
に
情
報
解
析
拠
点
を
設
置
。

0
9
～

・
ヒ
ュ
ー
マ
ン
バ

イ
オ
ロ
ジ
ー
学

位
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
筑

波
大

学
）

・
ラ
イ
フ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
先

導
す
る
リ
ー
ダ
ー
養

成
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
東

京
大

学
）

・
情
報
生
命
博
士
教
育
院
（
東
京
工
業
大
学
）

○
博

士
課

程
教

育
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム

1
1
～

1
1
～

1
1
～

1
1
～

文
科
省
に
よ
る

現
在

ま
で

の
主

な
取
り
組
み
（
２
）

文
科
省
に
よ

る
現

在
ま

で
の

主
な

取
り
組
み
（
２
）

3



２
．
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
人

材
の

キ
ャ
リ
ア
パ

ス
・
今

ま
で
様

々
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が

実
施

さ
れ

人
材

も
育

成
さ
れ

て
き
た
が

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が

終
了

す
る
と
ポ
ス
ト
等

が
継

続
さ
れ

な
い
傾
向

・
そ
も
そ
も
、
学
内
で
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
人

材
の

ポ
ス
ト
（
教

授
、
准

教
授

等
）
が

少
な
い
（
１
．
と
も
関
連
）

・
自

ら
新

し
い
ア
ル

ゴ
リ
ズ
ム
が

開
発

で
き
る
人

材
は

、
ラ
イ
フ
分

野
以

外
の

業
界

（
金

融
系

等
）
で
も
好

待
遇

で
の

就
職

が
可

能
な
の

で
相

対
的

に
魅

力
が

低
い

・
一

方
、
汎

用
性

の
な
い
人

材
（
生

物
系

か
ら
の

下
請

け
作

業
の

み
実

施
し
て
き
た
者

等
）
は

、
企

業
も
採

用
し
た
が

ら
な
い

３
．
研

究
内

容
と
人

材
と
の

ミ
ス
マ
ッ
チ

・
情

報
系

出
身

者
は
新

し
い
ア
ル

ゴ
リ
ズ
ム
の

開
発

に
魅

力
を
感

じ
る
が

、
現
場
で
や
ら
さ
れ
る
の
は

ほ
と
ん
ど
生

物
系

か
ら
の

下
請

け
作

業
に
な
り
、
論

文
の

1s
t 

a
ut

h
or
に
も
な
れ

な
い
（
２
．
と
も
関

連
）

・
ラ
イ
フ
分

野
の

多
く
の

研
究

室
に
お
い
て
、
生

物
系

も
含

め
た
全

体
の

研
究

計
画

が
情

報
系

の
解

析
を
あ
ま
り
考

慮
に

い
れ

ら
れ

ず
に
設

計
さ
れ

て
い
る
（
生

物
系

と
く
ら
べ

、
情

報
系

に
は

ほ
と
ん
ど
費

用
を
か

け
よ
う
と
し
な
い
）

・
ラ
イ
フ
分

野
の

ポ
ス
ド
ク
は

6
8

4
4
人

（
2

0
0

8
年

時
点

※
）
い
る
が

、
あ
ら
た
め
て
情

報
系

を
勉

強
し
直

し
て
バ

イ
オ
イ
ン

フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
に
参

画
す
る
よ
う
な
動

き
が

小
さ
い
（
そ
の

よ
う
な
場

も
用

意
さ
れ

て
い
な
い
？

）

産
学
の
関

係
者

か
ら

指
摘

さ
れ
た
問
題
点

産
学
の
関

係
者

か
ら

指
摘

さ
れ
た
問
題
点

１
．
教

育
体

制

・
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
人

材
を
育

成
す
る
こ
と
を
主

目
的

と
し
た
学

部
が
我
が
国
に
ほ

と
ん
ど
存

在
し
な
い

（
教

育
す
る
体

制
、
人

材
が

脆
弱

）

・
新

し
い
融

合
分

野
の

学
部

等
を
新

設
す
る
こ
と
が

極
め
て
困

難

※
出

典
：
ポ
ス
ト
ド
ク
タ
ー
等

の
雇

用
状

況
・
博
士

課
程

在
籍

者
へ

の
経

済
的

支
援

状
況

調
査

-2
00

7年
度
、

20
08

年
度

-
平
成
２
２
年
４
月

科
学
技
術
政
策
研
究
所
、
文
部
科
学
省
基
盤
政
策
課

4



問
題
点
を
改
善

す
る

た
め

の
取

組
案
の
一
例
（
１
）

問
題
点
を
改

善
す

る
た

め
の

取
組

案
の
一
例
（
１
）

◆
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
人

材
の

流
動

化
を
加

速
さ
せ

る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
機

能
の

構
築

○
複
数
の
機
関
に
所
属
す
る
バ
イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
人
材
の
流
動
化
を
加
速
さ
せ
る
た
め
、
特
定
の
機
関

が
中

心
と
な
っ
て
（
中

核
機

関
）
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構

築
し
、
例
え
ば
以
下
の
よ
う
な
取
り
組
み
を
実
施
。

・
研
究
機
関
や
民
間
企
業
の
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
人

材
の

求
人

情
報

を
集

約
し
、
提
供

・
研
究
機
関
、
民
間
企
業
に
、
中
核
機
関
か
ら
そ
れ
ら
の
機
関
が
求
め
る
ス
キ
ル

を
も
つ
人

材
を
紹

介

◆
教

育
ツ
ー
ル

の
提

供
、
ス
キ
ル

の
認

定

○
常
に
新
し
い
技
術
を
勉
強
し
続
け
る
必
要
が
あ
る
分
野
で
あ
り
、
現

場
の

人
材

が
最

新
の

知
見

を
常

に
得

ら
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
中
核
機
関
に
よ
っ
て
例
え
ば
以
下
の
よ
う
な
取
り
組
み
を
実
施
。

・中
核
機
関
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
っ
て
講
義
や
実
習
を
企
画
、
実
施

す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
の
講
義
等
の
情
報
を
集
約

し
、

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
成
員

に
開
放

・バ
イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
に
関

す
る
ス
キ
ル

の
認

定
を
行
う
こ
と
で
、
研
究
機
関
や
民
間
企
業
と
そ
れ
ら
の
機
関
が
求
め

る
レ
ベ
ル

の
ス
キ
ル
を
持
つ
人
材
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
支
援

5



問
題
点
を
改
善

す
る

た
め

の
取

組
案
の
一
例
（
２
）

問
題
点
を
改

善
す

る
た

め
の

取
組

案
の
一
例
（
２
）

○
バ
イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
人
材
の
処
遇
を
改
善
す
る
た
め
に
、
ラ
イ
フ
サ

イ
エ
ン
ス
関

係
事

業
の

公
募

を
活

用
し
、
例
え
ば
以
下
の
よ
う
な
取
り
組
み
を
実
施
。

・
ラ
イ
フ
サ

イ
エ
ン
ス
関

係
の

公
募

事
業

に
お
い
て
、
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
人

材
の

処
遇

（
ポ
ス
ト
、
長

期
雇

用
等

）
を

評
価
対
象
に
含
め
る

・
ラ
イ
フ
サ

イ
エ
ン
ス
関

係
事

業
で
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
人

材
を
雇

用
す
る
課

題
に
つ
い
て
は

、
前

述
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

へ
の

参
加

を
義

務
づ
け

◆
ラ
イ
フ
サ

イ
エ
ン
ス
関

係
事

業
に
お
け
る
取

り
組

み

○
各

大
学

に
お
い
て
も
、
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
人

材
の

教
育

体
制

の
構

築
、
バ

イ
オ
イ
ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス

人
材
の
処
遇

（
ポ
ス
ト
、
長
期
雇
用

等
）
の
改
善
、
情

報
系

人
材

の
意

見
を
よ
り
取

り
入

れ
や

す
く
す
る
研

究
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体

制
の

構
築

等
、
問
題
点
を
改
善
す
る
た
め
の
取
り
組
み
を
実
施
。

◆
各

大
学

に
お
け
る
取

り
組

み

6



バ
イ

オ
×

デ
ジ

タ
ル

に
よ

る
新

た
な

経
済

社
会

 
（

バ
イ

オ
エ

コ
ノ

ミ
ー

）
に

向
け

て
 

平
成

2
9

年
1

0
月

1
1

日
 

経
済

産
業

省
 

生
物

化
学

産
業

課
 

資料12



食
料

 

化
学
品

 

バ
イ
オ
燃
料

 

バ
イ
オ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク

 

微
生
物
・植

物
に

 
よ
る
環
境
浄
化

 

バ
イ

オ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
に

対
す

る
期

待
 

品
種
改
良

 

ゆ
り
酵
母
か
ら
ビ
ー

ル
製
造

環
境

 

医
療

 

医
薬
品

 


バ

イ
オ

エ
コ

ノ
ミ

ー
（

B
io

e
c
o
n

o
m

y
）
と
い
う
概
念
が
国
際
的
に
提
唱
。
O

E
C
D
は
、
2
0
3
0
年
の
バ
イ
オ
市
場
は

G
D

P
の

2
.7
％
（
約

2
0
0
兆
円
）
に
成
長
、
う
ち
約
４
割
を
工
業
分
野
が
占
め
る
と
予
測
。

1
 

健
康

, 
2

5
%

 

工
業

, 
3

9
%

 

農
業

, 
3

6
%

 

世
界

バ
イ

オ
市

場
予

測
（

2
0

3
0

年
）

 
約

1
.6

兆
ド

ル
 

O
EC

D
（

2
0

0
9
年
）

 
「

Th
e

 B
io

e
co

n
o

m
y 

to
 2

0
3

0
」

 

再
生
医
療
及
び
周
辺
産
業

 
（
培
地
、
試
薬
）

 



2
 

第
2
世
代
シ
ー
ク
エ

ン
サ
ー
の
開
発

7
年
間
で
解
読

 
コ
ス
ト
が

1
/1
万

デ
ィ
ー
プ
ラ
ー
ニ
ン
グ
等
に
よ
り
A
I技

術
が

非
連
続
に
発
展

 

C
R

IS
P
R

/C
a
s9

 

→
固

有
の

特
性

を
人

工
的

に
付

加
し

た
生

物
の

作
製

が
可

能
に

IT
/A

I技
術
の
進
化

 
ゲ
ノ
ム
編
集
技
術
の
登
場

 

解
読
コ
ス
ト
が

7
年
前
の

1
/1
万

 
(※

ヒ
ト
ゲ
ノ
ム
計
画
時

(1
9
9
0
年

)と
比
し
て

1
/百

万
以
下

) 

デ
ザ
イ
ン
通
り
に
生
物
機
能
を
合
成

 
す
る
技
術
が
登
場

 

2
0

1
3

年
初

め
に

ゲ
ノ

ム
編

集
技

術
 

（
ク

リ
ス

パ
ー

キ
ャ

ス
：

C
R

I
S

P
R

/
C

a
s

）
が

登
場

。

ゲ
ノ
ム
解
読
コ
ス
ト
の
低
減
・
短
時
間
化

 

次
元

1
(今

後
0
～

2
年

) 
・画

像
・動

画
の
認
識

・異
常
検
知
・将

来
予
測

次
元

2
(今

後
3
～

5
年

) 
・試

行
行
動
を
伴
う
異
常
検
知

・仮
説
生
成
・高

度
な
ｼﾐ
ｭﾚ
ｰｼ
ｮﾝ

次
元

3
(今

後
5
～

1
0
年

) 

全
て

の
生

物
情

報
を

安
価

に
デ

ジ
タ

ル
化

 
A

I
に

よ
り

ゲ
ノ

ム
配

列
と

生
物

機
能

の
関

係
解

明
が

進
み

デ
ザ

イ
ン

可
能

に
 

狙
っ

た
生

物
機

能
の

発
現

が
可

能
に

 

(c
f.

) 
１
９
９
０
年

 
現
在

 
（ﾋ
ﾄｹ
ﾞﾉ
ﾑ
計
画
時
）

3
0
億
ド
ル

 
1

3
年

 
1

0
0

0
ド
ル
、

1
日

 

急
速

に
進

む
バ

イ
オ

×
デ

ジ
タ

ル
の

融
合

 


生
物
機
能
の
デ
ー
タ
化
が
急
速
に
進
展
。


バ

イ
オ

×
デ

ジ
タ

ル
の
融
合
に
よ
り
、

生
命

現
象

を
理

解
し
、

生
物

機
能

を
最

大
限

活
用
を
す
る
こ
と
が
可
能
に
。

産
業

界
・
ア

カ
デ

ミ
ア

が
に

わ
か

に
注

目
 

“
B

io
 i
s
 t

h
e
 n

e
w

 d
ig

it
a
l”

（
バ

イ
オ

こ
そ

、
デ

ジ
タ

ル
の

次
の

革
新

的
技

術
）

 
  

(M
IT

 M
e
d
ia

 L
a
b
 f
o
u
n
d
e
r 

N
ic

h
o
la

s 
N

e
g
ro

p
o
n
te

) 

ー
デ

ジ
タ

ル
技

術
と

同
様

、
様

々
な

異
分

野
と

c
o
n

n
e
c
tす

る
次

世
代

の
基

盤
的

革
新

技
術

に
成

長
す

る
可

能
性

ー
 



ス
マ

ー
ト

セ
ル

イ
ン

ダ
ス

ト
リ

ー
が

拓
く
世

界

3
 

新
た

な
も

の
づ

く
り

、
生

物
資

源
の

高
度

利
用

の
出

現
 

（
広

範
な

産
業

構
造

の
変

革
）

 

C
f.
遺
伝
子
治
療

 
 
 
再
生
医
療

 
 
 
体
内
代
謝
制
御

 
な
ど
 

新
た

な
医

療
手

法
の

出
現

 
（

医
療

技
術

の
変

革
）

 

機
能

物
質

を
取

り
出

し
て

利
用

す
る

 

【
生

物
機

能
を

デ
ザ

イ
ン

】 

＜
最

先
端

バ
イ

オ
技

術
＞

 
・
遺
伝
子
導
入

・
ゲ
ノ
ム
編
集

・
代
謝
制
御

【
潜

在
的

な
生

物
機

能
の

引
き

出
し

】 

医
療

・
ヘ

ル
ス

ケ
ア

 
従
来
不
可
能
だ
っ
た

 
根
本
治
療
の
実
現

 

工
業

(も
の

づ
く
り

）
 

超
省
エ
ネ
（
常
温
・常

圧
）

 
枯
渇
懸
念
フ
リ
ー

 

C
f.
人
工
ク
モ
糸
、
香
料

 
 
 
機
能
性
化
学
品

 
 
 
医
薬
原
料

 
 

 な
ど
 

エ
ネ

ル
ギ

ー

化
石
燃
料
か
ら
の
脱
却

 

C
f.
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル

 
 
 
バ
イ
オ
燃
料

 
(バ
イ
オ
ジ
ェ
ッ
ト
、
バ
イ
オ
ガ
ス
）

 
な
ど
 

農
畜

水
産

業
 

害
虫
懸
念
フ
リ
ー

/農
薬
減
少

 
連
作
可
能
、
耐
環
境
性

 

ス
マ

ー
ト

セ
ル

（
か

し
こ

い
細

胞
）

※
高
度
に
機
能
が
デ
ザ
イ
ン
さ
れ
、
機
能
の
発
現
が
制
御
さ
れ
た

生
物
細
胞
【
ス
マ
ー
ト
セ
ル
】
を
用
い
た
産
業
群

＜
生

物
情

報
(B

D
)＞

 
・
D

N
A
、
R

N
A

・
タ
ン
パ
ク
質

・
代
謝
物

 
 
等

 

【
機

能
発

現
を

制
御

】 
 

＜
高

度
A

I
・
I
T
技

術
＞

 
・
デ
ィ
ー
プ
ラ
ー
ニ
ン
グ 等

 

新
 

産
 

業
 

創
 

生
 

（
ス

マ
ー

ト
セ

ル
イ

ン
ダ

ス
ト

リ
ー

※
）

生
体

内
で

機
能

を
発

現
さ

せ
る

 


B

D
・
A

I
 に

よ
る

「第
４

次
産

業
革

命
」と

の
融

合
に
よ
り
、
健
康
・医

療
か
ら
、
工
業
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
農
業
ま
で
、

大
き
な
パ
ラ
ダ
イ
ム
シ
フ
ト
。
地
球
規
模
の
諸
問
題
を
解
決
す
る

新
し

い
産

業
変

革
に
発
展
す
る
可
能
性
。

C
f.
病
気
に
か
か
り
に
くい
作
物

 
 
 
乾
燥
・
水
害
に
強
い
作
物

 
 
 
よ
く
育
つ
作
物

 
 
 
な
ど
 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi5u5bQ1ojMAhVCmJQKHT7FC0kQjRwIBw&url=http://www.kin-kan.co.jp/co2/bio.html&psig=AFQjCNGaY7MWLHeMdGx07Km0nW6-vrM43Q&ust=1460535887613878
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiF_My714jMAhVKo5QKHZ2jBJEQjRwIBw&url=http://www.fashion-press.net/news/19477&bvm=bv.119408272,d.cGc&psig=AFQjCNHVPypvVMFyudHXL0wimea2VMymrg&ust=1460536187816898
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G
lo

b
a
l 
B

io
e
c
o
n

o
m

y
 S

u
m

m
it

 2
0

1
8

 


第
二
回
グ
ロ
ー
バ
ル
バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー
サ
ミ
ッ
ト
が

2
0
1
8
年
４
月
に
ベ
ル
リ
ン
で
開
催
予
定
。
世
界
の

バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー
施
策
関
係
者
等
が
集
結
。

第
一

回
Ｇ

Ｂ
Ｓ

は
、

2
0

1
5

年
1

1
月

、
ベ

ル
リ

ン
で

開
催

さ
れ

、
以

下
が

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
に

お
い

て
採

択
。

 

•
 自
然
を
活
用
し
保
全
す
る
、
食
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
を
確
保
す
る

•
S
D

G
sに
対
す
る
バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
貢
献
を
定
量
化
す
る

•
教
育
、
研
究
、
技
術
開
発
分
野
で
協
力
す
る

•
相
互
学
習
：
民
間
や
社
会
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

•
C
O

P
2
1
、
S
D

G
s、
貿
易
に
お
い
て
基
幹
を
な
す
バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー

①
S
D

G
ｓ
と
の
バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
関
係
（
地
域
経
済
の
発
展
な
ど
）

②
バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー
の
産
業
化
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
エ
コ
シ
ス
テ
ム
（
ベ
ン
チ
ャ
ー
振
興
、
バ
イ
オ
マ
ス
の
流
通
な
ど
）

③
教
育
・キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
（
バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー
と
は
？
、
人
材
育
成
）

④
世
界
の
協
力
、
政
策
の
ハ
ー
モ
ナ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
（
規
制
、
標
準
化
、
表
示
な
ど
）

こ
う

し
た

流
れ

を
受

け
、
第

2
回

Ｇ
Ｂ

Ｓ
で

は
、

以
下

の
よ

う
な

点
が

論
議

さ
れ

る
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。

 



バ
イ
オ
×
デ
ジ
タ
ル
が
導
く
バ
イ
オ
エ
コ
ノ
ミ
ー

 


バ
イ
オ
と
デ
ジ
タ
ル
の
融
合
に
よ
る

生
命

現
象

理
解

と
生

物
機

能
活

用
を
通
じ
、
①
健
康
・未

病
社
会
、
②
炭
素
循
環

社
会
、
③
革
新
的
新
素
材
に
よ
る
成
長
社
会
を
実
現
で
き
る
可
能
性
が
あ
る
。


ス
マ
ー
ト
セ
ル
は
、
創
薬
基
盤
や
再
生
医
療
用
途
な
ど
の

医
療

・
ヘ

ル
ス

ケ
ア

産
業
の
み
な
ら
ず
、
も

の
づ

く
り

産
業

や
食

品
産

業
な

ど
幅

広
い

産
業

と
融

合
、
様

々
な

C
o
n

n
e
c
te

d
 I

n
d

u
s
tr

ie
s
を

創
出

す
る

可
能

性
。

②
炭
素
循
環
社
会

（
C

ir
c
u

la
r 

E
c
o
n

o
m

y
）

③
革
新
的
新
素
材
に
よ
る
成
長
社
会

①
健
康
・
未
病
社
会

食
品
の
健
康
増
進
・
疾
病
予
防
機
能
を
解
析
、

「
未
病
社
会
」

 や
生
体
親
和
性
の
高
い
健

康
・
快
適
社
会
を
実
現
で
き
る
可
能
性

 
生
物
の
物
質
生
産
機
能
を
解
析
・
強
化
、
化

石
資
源
に
頼
ら
な
い
「
炭
素
循
環
型
社
会
」

を
実
現
で
き
る
可
能
性

 

生
物
材
料
の
持
つ
機
能
を
利
用
し
た
新
規
素

材
開
発
に
よ
る
「
革
新
的
新
素
材
に
よ
る
成

長
社
会
」
を
実
現
で
き
る
可
能
性

ス
パ
イ
バ
ー
社
人
工
ク
モ
の
糸

鋼
鉄
の

3
4
0
倍
の
強
靱

性
、
ナ
イ
ロ
ン
を
上
回
る
伸

縮
性
。
T
H

E
 N

O
R

T
H

 
F
A
C
E
の
パ
ー
カ
ー
に
使
用
・

販
売
予
定
。
 

車
体
外
装
部
品
等
に
使
用
。
光
沢
や
発
色
、
低
変
色

な
ど
に
優
位
性
。
 

三
菱
ケ
ミ
カ
ル
「

D
U

R
A
B
IO
」
（
バ
イ
オ
素
材
）

 

生
分
解
性
バ
イ
オ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
を
ス
マ
ー
ト
セ
ル
生
産
。
 

カ
ネ
カ
「

P
H

B
H
」
（
バ
イ
オ
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
）

マ
イ
ク
ロ
バ
イ
オ
ー
ム
が

様
々
な
疾
患
や
体
質
に

関
係
。
そ
の
制
御
に
向

け
た
創
薬
が
進
展
中
。

腸
内
マ
イ
ク
ロ
バ
イ
オ
ー
ム
（
微
生
物
相
）

 
の
制
御
に
向
け
た
創
薬
（
武
田
な
ど
）

 

産
総
研
ア
レ
ル
ゲ
ン
フ
リ
ー
卵

 

ア
レ
ル
ゲ
ン
物
質
を
産
出

す
る
遺
伝
子
を
除
去
、

ア
レ
ル
ギ
ー
低
減
卵
を

実
現

マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
社

D
N

A
ス
ト
レ
ー
ジ

D
N

A
配
列
に
デ
ー
タ
を
埋
め

込
み
長
期
保
管
用
ス
ト
レ
ー

ジ
と
し
て
活
用
。
1
 m

m
3
に

1
 

e
x
a
b
y
te

 (
1
0
万

T
b
、
フ

ラ
ッ
シ
ュ
メ
モ
リ
の

1
0
0
0
万
倍

以
上
）
、
5
0
0
年
以
上
の
長

期
保
管
が
可
能
。
3
年
以
内

に
実
用
化
予
定
。

5
 

バ
イ

オ
×

衣
料

 

バ
イ

オ
×

情
報

保
管

 

バ
イ

オ
×

素
材

 

バ
イ

オ
×

食
品

 

バ
イ

オ
×

腸
内

環
境

制
御

 

バ
イ

オ
×

自
動

車
 

※
使
用
し
た
画
像
は
各
社

H
P
等
よ
り
引
用



植
物

等
の

生
物

を
用

い
た

高
機

能
品

生
産

技
術

の
開

発
事

業
 

平
成

3
0

年
度

概
算

要
求

額
 2

6
.0

億
円

（
2

1
.0

億
円

）
 

商
務
情
報
政
策
局

 
生
物
化
学
産
業
課

 
0
3
-3

5
0
1
-8

6
2
5

事
業

の
内

容
 

条
件

（
対

象
者

、
対

象
行

為
、
補

助
率

等
）

 

事
業

イ
メ

ー
ジ

 

事
業

目
的

・
概

要
 


近
年
、
植
物
や
微
生
物
等
の
生
物
を
用
い
た
高
機
能
品
（
機
能
性
素
材
な
ど
）

の
生
産
技
術
は
、
化
学
合
成
と
比
較
し
て
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
低
コ
ス
ト
で
の
物
質
生

産
が
可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら
注
目
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
市
場
規
模
は
平
成

4
2
年
に
は

2
0
0
兆
円
規
模
へ
と
拡
大
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
（

O
E
C
D

, 
2
0
0
9
）
。


こ
れ
ら
の
高
機
能
品
の
高
効
率
な
生
産
技
術
の
開
発
に
あ
た
っ
て
は
、
生
物
情
報

の
集
積
、
生
物
情
報
に
基
づ
く合

理
的
な
生
物
機
能
設
計
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
上
で
の

ゲ
ノ
ム
・代

謝
機
能
設
計
）
、
細
胞
機
能
を
改
変
す
る
た
め
の
高
効
率
な
ゲ
ノ
ム
編

集
技
術
（
ゲ
ノ
ム
情
報
を
修
正
す
る
技
術
）
、
細
胞
に
新
た
な
機
能
を
付
加
す
る

た
め
の
大
規
模
な

D
N

A
合
成
技
術
（
ゲ
ノ
ム
情
報
を
書
き
加
え
る
た
め
の
技
術
）

の
融
合
に
よ
る
我
が
国
独
自
の
基
盤
技
術
構
築
が
不
可
欠
で
す
。


本
事
業
で
は
必
要
な
技
術
開
発
を
行
い
、
高
機
能
品
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
低
コ
ス
ト

な
生
産
技
術
を
集
積
し
た
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
整
備
す
る
こ
と
で
、
国
内
企
業
の
競

争
力
を
確
保
し
ま
す
。

成
果

目
標

 


平
成

2
8
年
度
か
ら
平
成

3
2
年
度
ま
で
の

5
年
間
の
事
業
で
あ
り
、
化
学
合
成
と
比

較
し
て
圧
倒
的
に
低
コ
ス
ト
な
バ
イ
オ
も
の
づ
くり
の
た
め
の
基
盤
を
確
立
し
、
省
エ
ネ
社

会
実
現
へ
の
貢
献
を
目
指
し
ま
す
。
（
平
成

4
2
年
度
の
見
通
し
と
し
て
、
8
5
.8
万

k
l

／
年
の
省
エ
ネ
を
目
指
し
ま
す
。
）

大
学

・
民

間
企

業
等

 

交
付
金

 

国
 

委
託
・補

助
(大

企
業

1
/2
補
助
、
中
小
企
業

2
/3
補
助
）

 

(研
)新

エ
ネ

ル
ギ

ー
・
産

業
技

術
総

合
開

発
機

構
(N

E
D

O
) 

国
産

ゲ
ノ

ム
編

集
技

術
 

特
定
の
ゲ
ノ
ム
情
報
を
選
択
的
に

改
変
（
編
集
）
す
る
技
術
開
発

 

P
P
R

 
m

o
ti
f 

微
生

物
細

胞
を

利
用

 

植
物

細
胞

を
利

用
 

ス
マ

ー
ト

セ
ル

に
よ

る
物

質
生

産

ス
マ

ー
ト

セ
ル

（
生

物
細

胞
）

機
能

性
ポ

リ
マ

ー
な

ど
 

高
機

能
材

料
原

料
 

生
物

資
源

と
機

能
を

利
用

 

・
栽

培
、
培

養
の

み
で

高
機

能
品

を
生

産
・
生

産
に

必
要

な
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
削

減

生
物

情
報

に
基

づ
く
合

理
的

な
生

物
機

能
設

計
技

術
 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
上
で
の
ゲ
ノ
ム
・代

謝
機
能
設
計
に
よ
る
高
生
産
ス
マ
ー

ト
セ
ル
デ
ザ
イ
ン

生
産

効
率

を
向

上
さ

せ
る

た
め

の
情

報
取

得
・
基

盤
技

術
開

発
 

細
胞

内
に

生
産

プ
ロ

セ
ス

を
構

築
 

→
 

物
質

生
産

工
場

と
し

て
産

業
化

 

情
報

技
術

と
高

効
率

な
ゲ

ノ
ム

編
集

技
術

等
を

駆
使

し
、
生

物
を

用
い

て
 

高
機

能
品

を
生

産
す

る
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
産

業
の

創
出

へ
 

開
発
基
盤
技
術
を
融
合

し
た
ト
ー
タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

構
築

 

開
発
基
盤
技
術
と
植
物
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平成３０年１２月２５日

平成３０年度学校基本調査（確定値）の公表について

文部科学省は，学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを
目的として，標記調査を昭和２３年度より毎年実施しています。
今般，平成３０年度の結果を確定値としてとりまとめたので，公表します。

１ 調査内容
（１）調査期日：平成３０年５月１日現在
（２）調査対象：幼稚園，幼保連携型認定こども園，小学校，中学校，義務教育学校，高

等学校，中等教育学校，特別支援学校，大学，短期大学，高等専門学校，
専修学校及び各種学校並びに市町村教育委員会

（３）調査項目：学校数，在学者数，教員数，卒業者数，進学者数，就職者数等

２ 調査結果の主な概要（カッコ書きのカタカナは次ページ以降の図表とリンク。）
（１）在学者数等（P.1 の表 1，P.2 の表 2 及び P.3 の図 1 を参照。）

在学者数等は，多くの学校種で引き続き減少。ただし，幼保連携型認定こども園，
義務教育学校，特別支援学校，各種学校，大学の在学者数等は増加。

① 大学は２９０万９千人で，前年度より１万８千人増加（ア）。
② 幼保連携型認定こども園は６０万４千人で，前年度より９万８千人増加（イ）。
③ 義務教育学校は３万５千人で，前年度より１万２千人増加（ウ）。

（２）高等教育機関進学率等（P.4 の表 3，P.5 の図 3 及び P.6 の図 5 を参照。）
① 高等教育機関進学率は８１．５％（前年度より０．９ポイント上昇）で過去最高。
② 大学・短大進学率は５７．９％（前年度より０．６ポイント上昇）で過去最高。
③ 大学（学部）進学率は５３．３％（前年度より０．７ポイント上昇）で過去最高。
④ 専門学校進学率は２２．７％（前年度より０．３ポイント上昇）。

⑤ 大学・短大進学率（現役）は５４．８％（エ）（前年度同率）。
⑥ 大学（学部）進学率（現役）は４９．７％（オ）（前年度より０．１ポイント上
昇）で過去最高。

⑦ 専門学校進学率（現役）は１５．９％（カ）（前年度より０．３ポイント低下）。
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（３）卒業者に占める就職者の割合
（P.4 の表 3，P.7 の表 4，P.10 の表 5，P.11 の表 6 を参照。）

① 高校卒業者は１７．５％（キ）（前年度より０．２ポイント低下）。
このうち，正規雇用は１７．４％（ク）（前年度より０．２ポイント低下）。

② 大学卒業者（学部）は７７．１％（ケ）（前年度より１．０ポイント上昇）。
このうち，正規雇用は７４．１％（コ）（前年度より１．２ポイント上昇）。

③ 大学院修了者（修士課程）は７８．５％（サ）（前年度より０．３ポイント上昇）
で過去最高。
このうち，正規雇用は７５．８％（シ）（前年度より０．７ポイント上昇）。

④ 大学院修了者（博士課程）は６７．７％（ス）（前年度同率）で過去最高。
このうち，正規雇用は５３．６％（セ）（前年度より０．３ポイント上昇）。

（４）一時的な職に就いた者，進学も就職もしていない者の占める割合
（P.4 の表 3，P.7 の表 4，P.10 の表 5，P.11 の表 6 を参照。）

① 高校卒業者
一時的な職に就いた者の割合は０．７％（ソ）（前年度同率）。
進学も就職もしていない者の割合は５．０％（タ）（前年度より０．３ポイント
上昇）。

② 大学卒業者（学部）
一時的な職に就いた者の割合は１．５％（チ）（前年度より０．１ポイント低下）。
進学も就職もしていない者の割合は７．０％（ツ）（前年度より０．８ポイント
低下）。

③ 大学院修了者（修士課程）
一時的な職に就いた者の割合は１．２％（テ）（前年度より０．２ポイント低下）
進学も就職もしていない者の割合は９．６％（ト）（前年度より０．１ポイント
上昇）。

④ 大学院修了者（博士課程）
一時的な職に就いた者の割合は５．３％（ナ）（前年度より０．７ポイント低下）。
進学も就職もしていない者の割合は１９．０％（ニ）（前年度より０．２ポイン
ト上昇）。

（５）女子学生，女性教員の割合
（P.12 の図 14 及び図 15，P.13 の図 16，P.14 の図 17 及び図 18 を参照。）

① 大学における女子学生の割合
・学部 ４５．１％ （前年度より０．３ポイント上昇）で過去最高。
・修士課程 ３１．３％ （前年度より０．３ポイント上昇）で過去最高。
・博士課程 ３３．６％ （前年度より０．２ポイント上昇）で過去最高。

② 女性教員の割合 ５２．７％ （前年度より０．７ポイント上昇）で過去最高。
③ 女性管理職の割合 ２７．９％ （前年度より１．０ポイント上昇）で過去最高。

その他の主な結果は，「平成３０年度学校基本調査調査結果のポイント」のとおり。
なお，詳細集計表は「政府統計の総合窓口（e-Stat）」のホームページに掲載。
（https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/NewList.do?tid=000001011528）

＜担当＞ 総合教育政策局調査企画課
課 長 萬 谷 宏 之（内線3416）
分析調査官 牧 野 浩 司（内線2016）
学校基本調査係長 大 塩 宏 太（内線2264）

電話：03－5253－4111（代表） 03－6734－2264（直通）



Ⅰ．学校数，在学者数，教員数

１．小学校，中学校，高等学校等

＜ 在学者数等 ＞
　幼稚園は，120万８千人で，前年度より６万４千人減少。

　幼保連携型認定こども園は，60万４千人で，前年度より９万８千人増加。

　小学校は，642万８千人で，前年度より２万１千人減少し，過去最低を更新。

　中学校は，325万２千人で，前年度より８万２千人減少し，過去最低を更新。

　高等学校は，323万６千人で，前年度より４万５千人減少。

　中等教育学校は，３万２千人で，前年度とほぼ同数。

　特別支援学校は，14万３千人で，前年度より１千人増加し，過去最高を更新。

　専門学校(専修学校(専門課程))は，58万８千人で，前年度とほぼ同数。

　各種学校は，12万３千人で，前年度より１千人増加。

＜ 教員数 ＞
○

表１　初等中等教育機関等の学校数，在学者数，教員数

（注） 1 　(　　)は，前年度からの増減値である。

2 　専修学校の「うち高等課程を置く学校」と「うち専門課程を置く学校」は延べ数であり，高等課程と専門課程の両方を設置する専
修学校はそれぞれの欄に１校ずつ計上している。

○

○

○

○

○

○

中等教育学校

特別支援学校

専 修 学 校

私立 計

6,688

うち高等課程
を置く学校

うち専門課程
を置く学校

各 種 学 校

10,474 49

○

(98)

650

3,559

○

○ 　義務教育学校は，３万５千人で，前年度より１万２千人増加。

平成３０年度学校基本調査調査結果のポイント

　教員数のうち女性の教員数は，高等学校と特別支援学校で過去最高を更新。また，教員全
体に占める女性の割合は中学校４３．３％（前年度より０．２ポイント上昇），高等学校３２．１％
（前年度より０．２ポイント上昇）で過去最高を更新。

○

認 定 こ ど も 園

幼 保 連 携 型

幼 稚 園

小 学 校

中 学 校

(750) (98,214)  (－) (11,268) (86,946)

186,762 1,015,792

教 員 数（人）

計 女性の
比率(％)

うち女性

(－)

93.5

(-2,248)

公立

3,737

高 等 学 校

義務教育学校

(848) (－)

 (－)

19,892 70

4,521 －

(-203)  (－)

10,270 71

4,897 15

(-55)  (－)

95,592

(-2,103)

89,341

(17,268) (16,369) (－)

区　　分

(-64,034)

1,207,884

(42) (-18,033) (-46,043)

5,330

国立 公立 私立

(-404)  (－) (-215) (-189)

計 国立

学　校　数（校） 在　学　者　数（人）

94.7

(-203)  (－) (-20,791) (-79) (-21,038) (326) (1,869) (958) (－)

3,871 603,954 － 75,071 528,883 92,883 87,969

37,837 6,312,251 77,779 420,659 261,44519,591 231 6,427,867 62.2

(-2,831) (-760) (0.2)(-1,074)

778 3,251,670 29,639 2,983,705

(-58) (3) (-81,664) (-462) (-80,128)

1,323 3,235,661

238,326 247,229 107,103 43.3

(-10)  (－) (-12) (2) (-44,586) (31)

8,579 2,184,920 1,042,162 232,802 74,660 32.1

(-39,901) (-4,716) (-1,123) (0.2)

9,421

(6) (－) (6) (－) (1,435)

(-190) (19) (2) (-0.1)

53 4 31 18 32,325 2,999

 (－)  (－)  (－) (-293) (-71) (-32)

(-38) (1,475) (-2) (798) (579) (0.1)

22,367 6,959 2,629 911 34.7

(-12)  (－) (1) (-13) (-2,122)

1,141 45 1,082 14 143,379

(-15) (-284) (-1,823) (-122) (-62) (－)

139,661 773 84,600 51,879 61.32,945

2,805

(-3) (-7) (-1,297) (-48) (-60) (-1.3)

24,956 627,808 41,246 21,808 52.9368

(-6)  (－)  (－) (-6) (-1,307)

3,160 9 189 2,962 653,132

(-12) (-281) (385)

54.3

(-17)  (－) (1) (-18) (92)

412 1 6 405 36,278 11

(-117) (-1) (0.1)

475 35,792 2,613 1,419

1,164 － 6 1,158 123,275 －

 (－) (-13) (1,336)(-19)  (－)  (－) (-19) (1,323)

9 186

531 122,744 8,912 3,838

2,610 588,315

43.1

(83) (68) (0.4)

24,474 563,484 37,548 20,177 53.7357

(34) (－) (34) (－) (12,189) (-18) (12,207)  (－) (1,217) (652) (-0.1)

82 2 80 － 34,559 1,602 32,957 － 3,015 1,617 53.6

(37)

（ウ）

（イ）

-1-



２．大学，短期大学，高等専門学校

＜ 在学者数 ＞

・ 大学全体 290万９千人で，前年度より１万８千人増加。

うち学部 260万人で，前年度より１万７千人増加。

うち大学院 　25万４千人で，前年度より３千人増加。

　大学学部の女子学生は117万２千人で，前年度より１万６千人増加し，過去最高を更新。

　その占める割合は，４５．１％（前年度より０．３ポイント上昇）で過去最高を更新。

＜ 教員数 ＞
○ 大学全体の女性の教員数は，４万６千人（前年度より２千人増加）で過去最高を更新。

表２　高等教育機関の学校数，在学者数，教員数

（注） 1 (　　)は，前年度からの増減値である。

2 「在学者数」には，学部学生・本科学生のほか，専攻科・別科の学生，科目等履修生等を含む。

3 「学校数」のうち数については，在学者がいる学校数を計上している。

18,838

(286)

(262) (0.5)

5,406 32.7

(326) (0.2)

25,004 33.6

(48) (0.4)

6,221

(16,513) (0.3)

1,280,406 44.0

(16,149) (0.3)

1,172,170 45.1

(1,671)

(-4,368)  (－) 

105,530 88.7
短 期 大 学

女性の
比率(％)うち女子

4,005 52.3

うち学部

うち大学院

うち修士課程

うち博士課程

うち専門職
学位課程

453 10.7

(-87) (14) (-61) (-54) (-2) (0.1)
高 等 専 門 学 校

 (－)  (－)  (－)  (－) (-134)

112,814 7,660

(0.3)

81,464 32.1

10,937 19.057 51 3 3 57,467 51,545 3,756 2,166 4,224

 (－) (-449) (-4,465) (-264) (-126) (0.2)(-6)  (－)  (－) (-6) (-4,914)

331 － 17 314 119,035 －

128 61 7 60 16,546 6,410 701 9,435

(-28) (-31) (10)(-3) (1)  (－) (-4) (-49)

456 77 63 316 74,367 50,678 4,851

(1) (－) (2) (-1) (458) (130) (42)

10,573 56,483608 86 81 441 163,100 96,044

(1,371)(9) (－) (3) (6) (2,713) (1,319) (23)(1,297) (0.3)

51,054 31.3

153,132 16,125 84,756636 86 83 467 254,013

(7) (－) (3) (4) (3,122) (1,421) (34) (1,667)

136,297 2,023,554756 82 91 583 2,599,684 439,833

(17,014) (-2,088) (2,540) (16,562)

46,494 24.8

(2) (－) (3) (-1)

782 86 93 603 2,909,159 608,969 155,520 2,144,670

(-504) (2,589) (16,194) (1,820) (1,551) (0.6)
大 学

(2) (－) (3) (-1) (18,279)

公立 私立 計
うち女性

女性の
比率(％)

計 国立公立私立 計 国立

187,163

区　　分

学 校 数（校） 在　学　者　数（人） 教 員 数(人)

○

○

○

　大学全体（学部・大学院・専攻科・別科の学生等を含む。)の在学者数は，昨年度に引き続き
増加。

　短期大学学生数は，平成５年度に過去最高になり，翌年度から減少し続け，平成に入ってか
らは過去最低を更新。

また，教員全体に占める女性の割合は，２４．８％（前年度より０．６ポイント上昇）で過去最高を
更新。

（ア）
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【参考】各学校段階ごとの在学者数の推移（図１）

（注） 1 　(　　)内の数値は，前年度からの増減値(単位：千人)である。

2 　特別支援学校は，平成18年度以前は盲学校，聾学校及び養護学校の計である。

3 　大学（学部・大学院）には，学部学生，大学院学生のほか，専攻科・別科の学生，科目等履修生等を含む。

0

5,000

10,000

15,000

昭25 30 35 40 45 50 55 60 平2 7 12 17 22 27

小学校 6,428(-21)

（千人）

【第１次ベビーブーム】

小学校 昭33 13,492

中学校 昭61 6,106

高等学校 平元 5,644

中学校 3,252(-82)

高等学校 3,236(-45)

【第２次ベビーブーム】

小学校 昭56 11,925

中学校 昭37 7,328

高等学校 昭40 5,074

（年度）

0

1,000

2,000

3,000

昭25 30 35 40 45 50 55 60 平2 7 12 17 22 27

幼稚園

各種学校

専修学校

短期大学

大学(学部) 2,600(17)

幼稚園 1,208(-64)
（※幼保連携型認定

こども園の604千人

を含まない）

大学(学部・大学院)

2,909(18)

専修学校 653(-2)

大学(大学院) 254(3)
短期大学 119(-5)
特別支援学校 143(1)
各種学校 123(1)
高等専門学校 57(0)
中等教育学校 32(0)

幼保連携型認定こども園 604(98)

義務教育学校 35(12)30

30

（年度）
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Ⅱ．卒業後の状況

１．高等学校（全日制・定時制）卒業者（中等教育学校後期課程卒業者を含む。以下同じ。）

(１)高等学校卒業者の進路状況
表３　高等学校卒業後の状況

（注） 1

4

図２　高等学校卒業者の進路状況

73,637 (6.7)

76,112 (7.1)

74,035 (6.9)

71,384 (6.8)

(53.9) 505,240 (48.1)

(単位：人,％)

その他(率)

(1.1)

14,994

13,892 (1.3) 51,922 (4.9)176,931 (16.7)

(1.2) 53,951 (4.9)（・・・） 13,623

･･･ （・・・）

(6.1)

47,795 (4.5) 63,793 (6.1)178,735 (17.0) 183,635 (17.5) ･･･ （・・・） 11,957

(5.8)(16.7) 189,739 (17.7) 187,677 (17.6) 9,616 (0.9) 46,721 (4.4) 62,085

2

3

(17.4) 6,987 (0.7) 53,199 (5.0) 64,528(49.7) 169,058 (15.9) 186,289 (17.5) 184,921

大学の学部,短期大学の本科,大学・短期大学の通信教育部,同別科及び高等学校・特別支援学校高等部の専攻科に進学した者

各年3月の高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者
　大学・短期大学進学率＝

　卒業者に占める就職者の割合＝
就職者

各年3月の高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者

　「就職者」には,大学・短大・専門学校等に進学した者のうち就職している者を含む。

1,068,989 583,533 (54.6) 522,656 (48.9) 178,069

　30年3月 1,061,565 581,958 (54.8) 527,996

　　27年3月

　28年3月 1,064,352 583,704 (54.8) 525,195 (49.3) 173,629

　29年3月 1,074,655 589,121 (54.8) 532,558

(17.0) 184,656 (16.9) ･･･1,091,614 581,144 (53.2) 517,416 (47.4) 185,588

（・・・） 15,560 (1.5)

(1.4) 56,965 (5.4) 73,865 (6.9)(16.2) 173,566 (16.3) ･･･ （・・・）

(15.9) 59,703168,727 (15.7) ･･･

(18.2) ･･･ （・・・） 13,592 (1.3) 54,6781,065,412 574,333 (53.9) 503,840 (47.3) 156,363 (14.7) 193,615

1,051,343 566,309

(5.1)

(5.6)

1,056,387 (53.6) 503,545 (47.7) 177,486 (16.8)

1,064,074 573,679 (53.9) 507,509 (47.7) 172,200

1,071,422 582,272 (54.3) 513,013 (47.9) 170,352

　「その他」には,専修学校(一般課程)等入学者,公共職業能力開発施設等入学者,不詳・死亡の者を含む。

平成21年3月

　　22年3月

卒業者

　　23年3月

　　24年3月

　　25年3月

　　26年3月

区　　分
就職者

(卒業者に占める
就職者の割合)

大学・短大進学者
(率)

565,779

○ 大学・短期大学進学率(現役)は５４．８％で，前年度と同率。このうち，大学（学部）進学率（現
役）は４９．７％で，前年度より０．１ポイント上昇。

　大学・短期大学進学率（過年度卒を含む）は５７．９％で，前年度より０．６ポイント上昇し，過去
最高。大学(学部)進学率(過年度卒を含む)は５３．３％で，前年度より０．７ポイント上昇し，過去
最高。（P.6の図５参照。）

うち大学(学部)
進学者(率)

　高等教育機関への進学率(過年度卒を含む)は８１．５％で，前年度より０．９ポイント上昇し，過
去最高。（P.6の図５参照。）

　大学・短大入学志願率は，６１．８％で，前年度より０．３ポイント上昇し，過去最高。
（P.5の図４参照。）

　専門学校進学率は，１５．９％で，前年度より０．３ポイント低下。

専門学校
進学者(率)

○

○

○

○

○

うち正規の職員
等(率)

一時的な仕事に
就いた者(率)

進学も就職もし
ていない者(率)

　卒業者に占める就職者の割合は１７．５％（うち，正規の職員等１７．４％）で，前年度より０．２
ポイント低下。

63,377 (6.0)(16.3) 189,868 (17.8) 188,053 (17.7) 8,397 (0.8) 46,057 (4.3)

50,641 (4.7) 63,489 (5.9)(49.6) 173,939 (16.2) 190,311 (17.7) 188,847 (17.6) 7,797 (0.7)

54.3%53.9%53.6%53.2%53.9% 54.6% 54.8% 54.8% 54.8%

15.9%16.2%16.8%17.0%17.0%
16.7%16.3% 16.2% 15.9%

15.7%16.3%16.7%16.9%17.5% 17.7% 17.8% 17.7% 17.5%

7.0% 6.8% 6.2% 6.2% 5.7%
5.3% 5.1% 5.4% 5.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

500

1,000

1,500

2,000

昭60.3 平2.3 7.3 12.3 17.3 22.3 27.3

大学・短大進学者 専門学校進学者 就職者

一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者

大学・短大進学率 専門学校進学率

就職者割合 一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者の割合

（千人）

（エ） （カ）（オ） （キ）

30.3

（ク） （ソ） （タ）

H30 54.8％

S60 41.1％

H16 19.2％

H14 10.5％
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(２)進学状況
①高等学校卒業者の進学率の推移（現役進学率）（図３）

（注） 1 　図中の枠囲いは，最高値である(以下、同じ)。

②入学志願率（現役）の推移（図４）

2

2 　大学・短期大学進学率（現役）＝

　入学志願者数は，高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者のうち，大学や短期大学へ願書を提出した者の実数
であり，同一人が２校(学部・学科)以上に願書を提出した場合も１名として計上。

（注） 1
入学志願者（実数）

各年3月の高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者
　入学志願率（現役）＝

大学の学部,短期大学の本科,大学・短期大学の通信教育部,同別科及び高等学校・特
別支援学校高等部の専攻科に進学した者

各年3月の高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者

49.3% 49.6% 49.7%

5.0% 4.8% 4.6%

16.3% 16.2%15.9%

54.8% 54.8%54.8%

71.2% 71.0%70.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

0

200

400

600

800

1,000

昭60.3 平2.3 7.3 12.3 17.3 22.3 27.3

大学(学部)進学者 短期大学進学者 専門学校進学者 大学(学部)進学率

短期大学進学率 専門学校進学率 大学・短大進学率 大学・短大・専門学校進学率

H6 13.8％

（千人）

H16 19.2％

56.0% 56.6% 57.1%

5.1% 4.9% 4.7%

61.1% 61.5% 61.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

200

400

600

800

1,000

昭60.3 2.3 7.3 12.3 17.3 22.3 27.3

大学(学部)志願者 短期大学志願者 大学(学部)志願率 短期大学志願率 大学(学部)・短大志願率

H5 15.8％

H30 61.8％

（千人）

30.3

30.3

H30 57.1％

H30 49.7％

H30 54.8％

H28 71.2％
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③過年度卒業者を含めた進学率(就学率)の推移（図５）

（注） 1 　高等教育機関進学率（就学率）
（過年度卒を含む）

＝
大学・短期大学入学者，高等専門学校４年在学者及び専門学校入学者

18歳人口（３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者）

　大学(学部)進学率(就学率）
（過年度卒を含む）

＝
大学（学部）の入学者

18歳人口（３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者）
2

52.0% 52.6% 53.3%

4.9% 4.7% 4.6%

22.3% 22.4%22.7%

0.9% 0.9% 0.9%

56.8%57.3% 57.9%

80.0% 80.6% 81.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

昭60.3 2.3 7.3 12.3 17.3 22.3 27.3

18歳人口 大学(学部)進学率

(過年度卒含む)

短期大学進学率

(過年度卒含む)

専門学校進学率

(過年度卒含む)

高等専門学校４年

進学率(過年度卒含む)

大学・短大進学率

(過年度卒含む)

高等教育機関

進学率(過年度卒含む)

H17 23.9％

H30 57.9％

H6 13.2％

H30 81.5％
（千人）

30.3

H30 53.3％

H24 1.0％
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２．大学(学部)卒業者

表４　大学(学部)卒業後の状況

（注） 1

2

3

6

図６　大学(学部)卒業者の進路状況

　「進学者」には,専修学校・外国の学校等に入学した者を含む。（以下，同じ。）

○

○

○

進学も就職も
していない者(率)

その他(率)うち正規の職員等
(率)

区　　分 卒業者 進学者(率)
就職者

(卒業者に占める
就職者の割合)

一時的な仕事
に就いた者(率)

(単位：人,％)

　卒業者に占める就職者の割合は，平成22年度（平成22年３月）に急激に低下したが，その後
８年連続で上昇し，７７．１％（前年度より１．０ポイント上昇）。このうち，正規の職員等は７４．１％
（前年度より１．２ポイント上昇）。

平成21年3月 559,539 78,265 (14.0) 12,991 (2.3) 67,894 (12.1) 17,955 (3.2)382,485 (68.4) ･･･ （・・・）

　23年3月 552,358 82,657 (15.0)

19,332 (3.6) 87,174 (16.1)　22年3月 541,428 86,039 (15.9)

340,217 (61.6) ･･･ （・・・） 19,107 (3.5) 88,007 (15.9)

329,190 (60.8) ･･･ （・・・）

　30年3月 565,436 66,830 (11.8)

19,569

16,736375,957 (67.3) 353,175

(63.9) 335,095 (60.0)

(63.2)

　27年3月 564,035 68,958 (12.2)

　24年3月 558,692 76,856 (13.8)

　25年3月 558,853 72,822 (13.0)

357,088

(7.0) 13,971 (2.5)436,156 (77.1) 419,088 (74.1)

(72.6) 388,611 (68.9)409,759 11,730 (2.1) 58,102

8,684 (1.5) 39,854

(3.5) 86,566

(10.3) 15,535

(15.5) 18,690

(2.8)

　大学院等への進学率は，ゆるやかな上昇傾向にあったが，平成22年度（平成22年３月）を
ピークに，８年連続低下し，１１．８％(前年度より０．１ポイント低下)。

　｢一時的な仕事に就いた者｣と｢進学も就職もしていない者｣の割合は，いずれも前年度より低
下し，合算した割合は，８．６％（前年度より０．８ポイント低下）。

14,519 (2.6) 68,484 (12.1) 16,415 (2.9)394,845 (69.8) 372,569 (65.9)　26年3月 565,573 71,387 (12.6)

(3.0) 75,929 (3.1)(13.6) 17,507

19,751

22,444

(3.6)

(4.1)

(1.8) 48,866 (8.7) 14,970 (2.7)　28年3月 559,678 67,563 (12.1) 418,163 (74.7) 399,025 (71.3) 10,184

(3.3)

5 　卒業者に占める就職者の割合＝

　「就職者」には,「大学院等への進学者｣のうち就職している者を含む。（以下，同じ。）

4
大学院研究科，大学学部,短期大学本科,大学・短期大学の専攻科・別科，専修学校，外国の学校へ入学した者

各年3月の大学学部卒業者

　「その他」には,臨床研修医(予定者を含む)，不詳・死亡の者を含む。（以下，同じ。）

　「就職者」のうち，｢正規の職員等｣とは，雇用の期間の定めのないものとして就職した職員・従業員，自営業主等をいう。（以下，同
じ。）

　進学率＝

各年3月の大学学部卒業者
就職者

（以下，同じ。）

（以下，同じ。）

(1.6) 44,182 (7.8) 14,401 (2.5)　29年3月 567,763 67,734 (11.9) 432,333 (76.1) 413,971 (72.9) 9,183

15.9%
15.0%13.8%13.0%12.6% 12.2%

12.1% 11.9%11.8%

60.8%61.6%
63.9%

67.3%
69.8% 72.6%

74.7% 76.1% 77.1%

19.7%19.4%19.0%
16.6%

14.7%

12.4%

10.6% 9.4% 8.6%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

100

200

300

400

500

600

昭60.3 2.3 7.3 12.3 17.3 22.3 27.3

進学者 就職者 一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者

進学率 就職者割合 一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者の割合

（千人）

（ケ） （コ）

30.3

（チ） （ツ）

H3 81.3％

H15 27.1％

H22 15.9％
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図７　分野別卒業者の進路状況

（注） 1

2

3

4

5

6 　「その他」には，「芸術」及び「商船」分野の卒業者を含む。（以下，同じ。）

　端数を四捨五入しているため,各項目の計が100にならない場合がある。（以下，同じ。）

　「就職者」には,進学しかつ就職した者を含むため,各項目の計が100％を越える場合がある。（以下，同じ。）

　「教育」分野の「正規の職員等でない者」には,教員の臨時的任用を含む。（以下，同じ。）

　「保健」には，「医・歯学」及び「薬学」分野の卒業者を含む。（以下，同じ。）

　各項目の数値は,卒業者に対する比率である。（以下，同じ。）

5.8% 3.2%

42.8%
36.8%

24.8%

5.4% 3.5% 6.5% 9.5%

78.3% 85.0%

47.3% 58.4%

68.2%

69.4%

86.7%
70.6%

71.2%

3.6%
1.5%

2.7% 0.7%
1.1%

1.5%

4.1%

13.3% 4.6%

11.4% 9.1% 6.9% 3.8% 5.8%

7.9%

5.6% 9.1%
13.3%15.6%

0.9% 1.2% 0.3% 0.3% 0.2% 0.2% 0.2% 0.5% 1.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

人文科学

(83,111人)

社会科学

(184,176人)

理学

(17,994人)

工学

(87,835人)

農学

(17,594人)

保健

(61,662人)

家政

(16,983人)

教育

(45,468人)

その他

(50,613人)

進学者 正規の職員等 正規の職員等でない者 一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者

臨床研修医 その他
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■大学(学部)卒業者数計：565,436人(100％) ＝学校基本調査における「就職者」

（注） 1

2

【参考】 大学学部卒業者における「一時的な仕事に就いた者」・「進学も就職もしていない者」の推移
（図９）

　〈　〉内は，前年度の数値である。

　「就職者」には，進学しかつ就職した者を含む。

大学学部卒業者における「就職者」の「正規の職員等」・「正規の職員等でない者」,
「一時的な仕事に就いた者」,「進学も就職もしていない者」の関係（図８）

39,854人(7.0％)
〈44,182人(7.8％)〉

17,068人(3.0％)
〈18,362人(3.2％)〉

419,088人(74.1％)
〈413,971人(72.9％)〉

8,684人(1.5％)
〈9,183人(1.6％)〉

【参考】

正規の職員・従業員,自営業主
正規の職員等

でない者
一時的な仕事に

就いた者
進学も就職も
していない者

2,029人(0.4％) 17,389人(3.1％)
〈18,809人(3.3％)〉

20,436人(3.6％)
〈22,935人(4.0％)〉〈2,438人(0.4％)〉

進学準備

中の者
就職準備

中の者

大学院等へ

の進学者

61,655人

(10.9％)

進学も

就職も

していない

者

39,854人

(7.0％)

就職者のうち,

正規の職員等

419,088人

(74.1％)

専修学校・外国

の学校等入学者

5,175人(0.9％)

不詳・死亡の者

4,368人(0.8％)

臨床研修医(予定者を含む)

9,603人(1.7％)

就職者のうち,

正規の職員等でない者

17,068人(3.0％) 一時的な仕事に就いた者

8,684人(1.5％)

国内・海外の

大学院への進

学準備者など

資格取得を目

指す者，教員

採用を目指す

者など

その他

家事手伝い,青

年海外協力隊

員(ボランティ

ア)など

雇用期間の定めのない会社員など フルタイムの契約社

員，フルタイムの派遣

社員など

パート，アルバイト

など

進学準備中，就職準

備中，家事手伝い，ボ

ランティアなど

雇用期間の定め

な し あ り

１年以上 １年未満

週あたり所定労働時間

40～30時間
週あたり所定労働時間

30時間未満

3.6% 3.5% 3.5% 3.0% 2.6%
2.1% 1.8% 1.6%

1.5%

16.1%15.9%15.5%

13.6% 12.1%

10.3%
8.7%

7.8% 7.0%

19.7%19.4%19.0%

16.6%

14.7%

12.4%

10.6%
9.4%

8.6%

0%

10%

20%

30%

0

50

100

150

昭60.3 平2.3 7.3 12.3 17.3 22.3 27.3

一時的な仕事に就いた者 進学も就職もしていない者 一時的な仕事に就いた者の割合

進学も就職もしていない者の割合 一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者の割合

（千人）

30.3

H15 27.1％

H15 22.5％

H15 4.6％
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３．修士課程修了者

表５　修士課程修了者の卒業後の状況

（注）

図１０　修士課程修了者に占める就職者の割合等の推移

図１１　分野別卒業者の進路状況

954 (1.3)54,121 (75.8) 864 (1.2) 6,828 (9.6)　　30年3月 71,446 6,923 (9.7) 56,089 (78.5)

「大学院等進学者」には,専修学校・外国の学校等に入学した者を含む。（以下，同じ。）

1,118 (1.6) 7,498 (10.5) 1,187 (1.7)

1,288 (1.8)

　　27年3月 71,301 7,360 (10.3) 54,345 (76.2) 52,069 (73.0)

52,127 (71.3) 1,177 (1.6) 8,751 (12.0)　　26年3月 73,154 7,691 (10.5) 54,450 (74.4)

1,270 (1.7) 9,540 (12.5) 1,565 (2.0)

1,692 (2.1)

　　25年3月 76,511 7,972 (10.4) 56,381 (73.7) 53,963 (70.5)

55,204 (70.1) 1,199 (1.5) 10,266 (13.0)　　24年3月 78,711 8,123 (10.3) 57,659 (73.3)

997 (1.3) 9,048 (12.1) 2,121 (2.8)

2,281 (3.1)

　　23年3月 74,680 8,508 (11.4) 54,188 (72.6) ･･･ （・・・）

･･･ （・・・） 1,099 (1.5) 8,687 (11.9)　　22年3月 73,220 9,101 (12.4) 52,278 (71.4)

944 (1.3) 7,411 (10.0) 2,053 (2.8)平成21年3月 73,811 8,379 (11.4) 55,243 (74.8) ･･･ （・・・）

○

(単位：人,％)

区分 修了者
大学院等

進学者(率)

就職者
(修了者に占める
就職者の割合)

一時的な仕事
に就いた者(率)

進学も就職も
していない者(率)

その他(率)うち正規の職員等
(率)

修了者に占める就職者の割合は，８年連続で上昇し，７８．５％(前年度より０．３ポイント上昇)と
なり，過去最高。

(1.4) 6,986 (9.8) 1,212 (1.7)　　28年3月 71,016 6,976 (9.8) 55,046 (77.5) 52,678 (74.2) 1,021

(1.4) 6,795 (9.5) 1,114 (1.6)　　29年3月 71,187 6,860 (9.6) 55,656 (78.2) 53,458 (75.1) 989

12.4%11.4%10.3%10.4%10.5%
10.3% 9.8% 9.6% 9.7%

74.8%
71.4%72.6%73.3%73.7%74.4% 76.2%77.5% 78.2%78.5%

13.4%13.5%14.6%14.1%13.6%
12.1%11.3% 10.9%10.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

20

40

60

80

100

昭60.3 2.3 7.3 12.3 17.3 22.3 27.3

進学者 就職者 一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者

進学率 就職者割合 一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者の割合

18.4%
10.1%

17.0%
5.7% 10.3% 14.5%

6.3% 8.0% 11.4%

41.1% 62.3%

74.7%
89.4% 80.2% 76.0%

67.8%
55.0%

65.2%

9.8%

1.8%

1.7% 0.4%
1.2% 2.9%

10.6%

15.8%

3.6%
27.1%

23.2%

5.6% 4.1% 7.9% 7.7%
12.2% 20.4% 17.4%

3.8% 2.9%
1.0% 0.3% 0.4% 1.2%

3.0%
1.1%

2.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

人文科学

(4,281人)

社会科学

(6,818人)

理学

(6,034人)

工学

(30,575人)

農学

(4,044人)

保健

(5,098人)

家政

(395人)

教育

(3,735人)

その他

(10,466人)

その他

一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者

正規の職員等でない者

正規の職員等

進学者

（千人）

30.3

（サ） （シ） （テ） （ト）

H30 78.5％

H15 16.9％

H6 16.9％
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４．博士課程修了者

表６　博士課程修了者の卒業後の状況

（注） 1

2

①

②

3

4

5

図１２　博士課程修了者に占める就職者の割合等の推移

図１３　分野別卒業者の進路状況

(6.4) 3,159 (19.7) 1,285 (8.0)

　　27年3月 15,684 10,541

10,603 (67.7) 8,391

(67.2) 8,062 (51.4) 944 (6.0) 2,967

(53.6) 833 (5.3) 2,981

(6.5) 2,916

(15.8)

修了者に占める就職者の割合は５年連続で上昇し，６７．７％(前年度と同率)となり，過去最高。

2,521 (15.3)

2,517 (15.7)　　26年3月 16,003 10,563 (66.0) 8,046 (50.3) 1,019

(6.4) 2,867 (18.0) 1,853 (11.7)

16,260 10,937

(12.3)

(18.5) 1,534

　　22年3月 15,842

(単位：人,％)

うちポスト
ドクター等 1,348

(8.1)1,267

(18.9) 1,262 (8.0)

　　30年3月 15,658 2,212 (14.1)

(50.5) 998

(9.4)

　　25年3月 16,445 10,828 (65.8) 8,307

(67.3) 8,529 (52.5) 855 (5.3) 3,003

(9.5)(6.1) 3,082 (18.7) 1,556

　　24年3月

(19.0)

(18.5)

(61.9) ･･･

　　23年3月 15,892 10,160 (63.9) ･･･ （・・・）

2,479

1,022

（・・・） 950

･･･ （・・・）

2,408 (14.8)

･･･ （・・・） 636･･･ （・・・）

･･･ （・・・） (6.0) 3,171 (20.0) 1,949

平成21年3月 16,463 10,579 (20.6) 1,904

9,812

(11.6)(3.9) 3,386(64.3)

うち正規の職員等
でない者(率)

○

区分 修了者
就職者

(修了者に占める
就職者の割合)

一時的な仕事
に就いた者(率)

進学も就職も
していない者(率)

その他(率)うち正規の職員等
(率)

　「その他」には，大学院等への進学者，臨床研修医（予定者を含む），専修学校・外国の学校等入学者，不詳・死亡の者を含む。

・・・ ・・・

　博士課程の「修了者」には，所定の修業年限以上在学し，所定の単位を修得した後，学位を取得せずに満期退学した者を含む
（以下同じ）。

　「ポストドクター等」とは，博士の学位を取得した者又は所定の単位を修得の上博士課程を退学した者（いわゆる「満期退学者」）
のうち，任期付きで採用されている者で，

　大学や大学共同利用機関で研究業務に従事している者であって，教授・准教授・助教・助手等の学校教育法第９２条に基づく
教育・研究に従事する職にない者

　独立行政法人等の公的機関（国立試験研究機関，公的試験研究機関含む。）において研究業務に従事している者のうち，所
属する研究グループのリーダー・主任研究員等の管理的な職にない者

　「ポストドクター等」のうち，「正規の職員等でない者」は１年以上の雇用契約かつフルタイム勤務相当の典型的なポストドクター，
「一時的な仕事に就いた者」は１年未満の雇用契約又は短時間勤務の研究員，「進学も就職もしていない者」は無給の研究員が想
定される。

　「ポストドクター等」について，年度の途中に就職する例もあり，年間を通じての就職者は上記の数より増えることが見込まれる。

・・・ 357 332659

1,209 (7.7)　　28年3月 15,773 10,628 (67.4) 8,151 (51.7) 2,477 (15.7) 1,026

(6.0) 2,936 (18.8) 1,243 (7.9)　　29年3月 15,658 10,601 (67.7) 8,346 (53.3) 2,255 (14.4) 933

61.9%63.9%
67.3%65.8%66.0% 67.2%67.4%67.7% 67.7%

26.0%24.5%23.7%24.8%26.1% 24.9%25.0%24.7% 24.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

昭60.3 平2.3 7.3 12.3 17.3 22.3 27.3

就職者 一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者

就職者割合 一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者の割合

22.1%
39.2% 40.8%

56.9%
47.9%

68.7%
56.5%

44.3% 42.0%
13.9%

13.0%
22.1%

12.7%
14.5%

12.6%

17.4%

16.2% 15.9%
45.1%

28.9%

31.2% 26.0% 34.3%
12.3% 21.7%

30.0% 32.4%

19.5% 19.0%
6.0% 4.5% 3.3% 6.6% 4.3% 9.8% 9.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

人文科学

(1,081人)

社会科学

(1,025人)

理学

(1,331人)

工学

(3,350人)

農学

(899人)

保健

(5,638人)

家政

(46人)

教育

(377人)

その他

(1,911人)

その他

一時的な仕事に就いた者

進学も就職もしていない者

正規の職員等でない者

正規の職員等

（人）

30.3

（ス） （セ） （ナ） （ニ）

H30 67.7％

H15 34.9％
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Ⅲ．女子学生，女性教員

１．女子学生の割合

図１４　女子学生（学部）の割合

（注） 　「その他」には，「保健」（医・歯学及び薬学を除く），「商船」，「家政」，「芸術」分野の学生を含む。

図１５　女子学生（修士課程）の割合

（注） 　「その他」には，「保健」（医・歯学及び薬学を除く），「商船」，「家政」，「芸術」分野の学生を含む。

○ 大学における女子学生の割合は，学部４５．１％（前年度より０．３ポイント上昇），修士課程３１．
３％（前年度より０．３ポイント上昇），博士課程３３．６％（前年度より０．２ポイント上昇）でそれぞ
れ過去最高を更新。
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図１６　女子学生（博士課程）の割合

（注） 　「その他」には，「保健」（医・歯学及び薬学を除く），「商船」，「家政」，「芸術」分野の学生を含む。
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２．女性教員の割合

図１７　女性教員の割合

（注）

図１８　女性管理職の割合

（注） 　管理職数は，教員のうち校（園）長，副校（園）長，教頭，学長，副学長の数である。

○ 女性教員の割合は，５２．７％（前年度より０．７ポイント上昇）で過去最高を更新。
女性管理職の割合は，２７．９％（前年度より１．０ポイント上昇）で過去最高を更新。

　「全体」には，幼稚園，小学校，中学校，高等学校，特別支援学校，短期大学，大学の他，幼保連携型認定こども園，義務教育
学校，中等教育学校，高等専門学校の教員を含む。

52.0 

52.7 

93.5 
93.5 

62.2 62.2 

43.1 43.3 
31.9 32.1 

61.2 61.3 
52.1

52.3 

24.2 
24.8 

0

20

40

60

80

100

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

昭60 平２ ７ 12 17 22 27

女性教員数 男性教員数 全体 幼稚園 小学校

中学校 高等学校 特別支援学校 短期大学 大学

26.9 
27.9 

68.7 68.5 

22.0 22.9 

9.0 

9.7 

8.5 
8.8 

24.8 

25.5 
26.4 

25.4 

11.6 11.6 

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

120

昭60 平２ ７ 12 17 22 27

女性管理職数 男性管理職数 全体 幼稚園 小学校

中学校 高等学校 特別支援学校 短期大学 大学

（千人）

（千人）

（％）

（％）

30

30

（年度）

（年度）

-14-



バイオサイエンス専攻 職種別求⼈件数 （2016〜2019年度） 
作成日：2019年11月13日

職種名 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 総計
営業職 3,519 3,750 3,919 3,707 14,895
販売職 729 821 824 770 3,144
事務職 1,689 1,846 1,887 1,796 7,218
企画・プランニング職 688 783 609 481 2,561
コンピュータ関連職 789 808 995 701 3,293
管理・マネージメント職 384 409 356 288 1,437
技術職 1,489 1,646 1,627 1,704 6,466
開発・研究職 762 858 981 983 3,584
施工管理職 690 781 975 1,029 3,475
サービス職 758 810 806 734 3,108
製造・生産関連職 625 775 890 958 3,248
配送・物流関連職 97 114 169 181 561
専門・資格職（整備士含む） 130 125 171 145 571
講師（塾等）・インストラクター 174 166 149 133 622
医療総合職 37 28 56 47 168
デザイン関連職 370 393 379 256 1,398
総合職 1,771 1,917 2,326 2,256 8,270
一般職 276 326 384 351 1,337
その他 479 428 380 462 1,749
総合職（地域限定） 325 350 473 440 1,588
貿易事務職 79 96 99 88 362
プログラマー 1,189 1,255 1,271 1,179 4,894
システムエンジニア 1,596 1,666 1,738 1,628 6,628
生産管理・品質管理職 582 680 862 923 3,047
機械・電気設計職 633 729 891 992 3,245
建築・土木設計職 521 548 627 632 2,328
店舗運営職 453 470 532 523 1,978
医療事務職 86 87 92 89 354
福祉(MSW)医療ソーシャルワーカー 15 21 21 15 72
福祉(PSW)精神保健福祉士 26 32 37 35 130
福祉（相談員） 147 189 148 169 653
福祉（指導員） 134 156 157 158 605
福祉（介護職） 353 409 413 395 1,570
保育士 158 232 239 236 865
栄養士 115 100 124 116 455
薬剤師 92 114 119 114 439
臨床工学技士 8 7 9 12 36
営業事務職 570 601 639 586 2,396
教員（小学・中学・高校） 56 67 70 55 248
教員（幼稚園） 27 63 65 57 212
福祉（その他） 127 155 137 123 542
医療（理学療法士） 76 74 77 84 311
医療（作業療法士） 67 85 80 72 304
医療（その他専門職） 50 36 65 53 204
言語聴覚士（言語療法士） 27 39 42 48 156
視能訓練士 6 9 6 7 28

1/2

資料14



バイオサイエンス専攻 職種別求⼈件数 （2016〜2019年度） 
作成日：2019年11月13日

職種名 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 総計
臨床検査技師 29 34 36 49 148
看護師 101 112 99 98 410
保健師 20 28 36 31 115
助産師 4 8 9 5 26
管理栄養士 132 130 149 155 566
社会福祉士 169 187 226 247 829
獣医師 23 42 43 33 141
⻭科衛生士 13 16 18 9 56
診療放射線技師 12 12 12 17 53
診療情報管理士 4 5 11 5 25
登録販売者（薬種商販売） 19 19 34 28 100
医療（柔道整復師） 25 17 22 12 76
医療（鍼灸師） 16 9 12 6 43
医療（救急救命士） 2 2 6 1 11
食品衛生監視員 7 8 4 6 25
胚培養士 11 14 8 8 41
造園職 55 58 60 59 232
家畜⼈工授精師 11 13 14 11 49
輸送運転職（鉄道・自動車・船舶・航空等） 43 52 61 64 220
機械運転職（建設機械など） 51 45 13 21 130
パティシエ・調理師 100 103 138 121 462
臨床心理士 9 9 17 11 46
保育教諭 33 50 44 127
介護福祉士（ケアワーカー） 3 130 230 242 605
准看護師 1 19 27 17 64
⻭科助⼿ 15 21 9 45
ネットワークエンジニア 8 575 583
カスタマーエンジニア 3 164 167
ＷＥＢデザイナー 4 164 168
システム保守・運用 13 650 663
ゲームクリエイター 1 40 41
ＣＧデザイナー 2 56 58
グラフィックデザイナー 4 64 68
フォトグラファー 17 17
総計 23,834 26,174 28,307 28,850 107,165
※同年度内の求⼈数は延べ件数
※2019年度は2019年11月13日までの求⼈数
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東京農業大学大学院

生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）（仮称）、

生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）（仮称）、

地域環境科学研究科   地域創成科学専攻（修士課程）（仮称）、

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）（仮称）、

の修了者に対する企業等の採用意向に関するアンケート調査報告

令和２年２月

一般財団法人 日本開発構想研究所

資料15



東京農業大学大学院 生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）（仮称）、

生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）（仮称）、

地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）（仮称）、

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）（仮称）

の修了者に対する企業等の採用意向に関するアンケート調査報告

１．調査概要

（1） 調査目的

2021年4月に東京農業大学大学院が農学研究科を改組し、新たに生命科学研究科（仮称）、地域環

境科学研究科（仮称）、国際食料農業科学研究科（仮称）を開設する計画にあたり、改組後に新設す

る生命科学研究科分子生命化学専攻（修士課程）（仮称）、生命科学研究科分子微生物学専攻（修士課

程）（仮称）、地域環境科学研究科地域創成科学専攻（修士課程）（仮称）、国際食料農業科学研究科国

際食農科学専攻（修士課程）（仮称）（以下、4 つの新専攻（修士課程）とする）の修了者に対する企

業等の採用意向を把握することを目的とする。

（2） 調査対象

4 つの新専攻（修士課程）修了者の就職が見込まれる企業等 1,747 社の採用担当者にアンケートへ

の協力を依頼し、452件の有効回答があった。 

（3） 調査方法

4 つの新専攻（修士課程）修了者の就職が見込まれる企業等 1,747 社の採用担当者にアンケート用

紙及び4つの新専攻（修士課程）の概要を示したリーフレットを送付し、アンケートを実施した。回

答は一般財団法人日本開発構想研究所へ企業等から直接郵送。

集計結果より、4つの新専攻（修士課程）修了者に対する採用意向を分析した。 

（4） 調査実施期間

令和元年11月～令和元年12月

（5） 有効回収率等

調査対象数：1,747社

有効回答数：452件

有効回収率：約25.9%（有効回答452件 ÷ 調査対象1,747件）

※東京農業大学大学院にて設置を構想している生命科学研究科、地域環境科学研究科、国際食料農業

科学研究科及び4つの新専攻（修士課程）は仮称であるが、本文中ではその旨の表示を省略した。 
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２．調査結果

（1）事業所の種別について 
事業所の種別について調査した結果、回答のあった企業等 452 件のうち、「本社」が 429 件

（94.9%）と最も多く、次いで「単独事業所」11 件（2.4%）、「支社」6 件（1.3%）、「その他」6 件

（1.3%）の順になっている。 

事業所の種別
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 本社 429  94.9   
2 支社 6   1.3  
3 単独事業所 11   2.4  
4 その他 6   1.3  

無回答 0   0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  本社

94.9%

支社
1.3%

単独事業所
2.4%

その他
1.3%

無回答
0.0%

事業所の種別
N = 452
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（2）事業所の所在地について 
事業所の所在地について調査した結果、回答のあった企業等 452 件のうち、10 件以上の回答を得

たものを挙げると、「東京都」が 210 件（46.5%）と最も多く、次いで「その他」60 件（13.3%）、

「神奈川県」32 件（7.1%）、「埼玉県」18 件（4.0%）、「静岡県」16 件（3.5%）、「千葉県」12 件

（2.7%）、「長野県」10 件（2.2%）、「愛知県」10 件（2.2%）の順になっている。 ※「無回答」45
件（10.0%） 

事業所の所在地
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 東京都 210  46.5   
2 神奈川県 32   7.1  
3 千葉県 12   2.7  
4 埼玉県 18   4.0  
5 茨城県 6   1.3  
6 群馬県 7   1.5  
7 北海道 3   0.7  
8 新潟県 9   2.0  
9 ⻑野県 10   2.2  
10 静岡県 16   3.5  
11 愛知県 10   2.2  
12 大阪府 9   2.0  
13 兵庫県 5   1.1  
14 その他 60   13.3   

無回答 45   10.0   
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

東京都
46.5%

神奈川県
7.1%

千葉県
2.7%

埼玉県
4.0%

茨城県
1.3%

群馬県
1.5%

北海道
0.7%

新潟県
2.0%

長野県
2.2%

静岡県
3.5%

愛知県
2.2%

大阪府
2.0%

兵庫県
1.1%

その他
13.3% 無回答

10.0%

事業所の所在地
N = 452
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（3）事業所の業種について 
事業所の業種について調査した結果、回答のあった企業等 452 件のうち、10 件以上の回答を得ら

れたものを挙げると、「製造業」が 131 件（29.0%）と最も多く、次いで「卸売業・小売業」91 件

（20.1%）、「建設業」49 件（10.8%）、「情報通信業」30 件（6.6%）、「サービス業（他に分類されな

いもの）」30 件（6.6%）、「学術研究・専門技術サービス業」26 件（5.8%）、「その他」19 件（4.2%）、

「宿泊業・飲食サービス業」18 件（4.0%）、「金融業・保険業」13 件（2.9%）、「複合サービス業」

13件（2.9%）、「不動産業・物品賃貸業」12件（2.7%）の順になっている。 
事業所の業種

№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 農業・林業 6   1.3  
2 漁業 0   0.0  
3 鉱業・採石業・砂利採取業 1   0.2  
4 建設業 49   10.8   
5 製造業 131  29.0   
6 電気・ガス・熱供給・水道業 3   0.7  
7 情報通信業 30   6.6  
8 運輸業・郵便業 0   0.0  
9 卸売業・小売業 91   20.1   
10 金融業・保険業 13   2.9  
11 不動産業・物品賃貸業 12   2.7  
12 学術研究・専門技術サービス業 26   5.8  
13 宿泊業・飲食サービス業 18   4.0  
14 生活関連サービス業・娯楽業 1   0.2  
15 教育・学習支援業 1   0.2  
16 医療・福祉 8   1.8  
17 複合サービス業 13   2.9  
18 サービス業（他に分類されないもの） 30   6.6  
19 公務（他に分類されるものを除く） 0   0.0  
20 その他 19   4.2  

無回答 0   0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

農業・林業
1.3%

漁業
0.0%

鉱業・採石業・砂利採取業
0.2%

建設業
10.8%

製造業
29.0%

電気・ガス・熱供給・水道業
0.7%

情報通信業
6.6%

運輸業・郵便業
0.0%卸売業・小売業

20.1%
金融業・保険業

2.9%

不動産業・

物品賃貸業
2.7%

学術研究・

専門技術

サービス業
5.8%

宿泊業・

飲食サービス業
4.0%

生活関連サービス業

・娯楽業
0.2%

教育・学習支援業
0.2%

医療・福祉
1.8%

複合サービス業
2.9%

サービス業

（他に分類されないもの）
6.6%

公務（他に分類される

ものを除く）
0.0%

その他
4.2%

無回答
0.0%

事業所の業種
N = 452
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（4）昨年度の採用人数について 
昨年度の採用人数について調査した結果、回答のあった企業等452件のうち、「20名以上」が153

件（33.8%）と最も多く、次いで「1~4 名」111 件（24.6%）、「10～19 名」86 件（19.0%）、「5～9
名」84件（18.6%）、「0名」15件（3.3%）の順になっている。 ※「無回答」3件（0.7%） 

0名
3.3%

1～4名
24.6%

5～9名
18.6%

10～19名
19.0%

20名以上
33.8%

無回答
0.7%

昨年度の採用人数

(修士課程修了者)
N = 452

昨年度の採用人数(修士課程修了者)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 0名 15   3.3  
2 1〜4名 111  24.6   
3 5〜9名 84   18.6   
4 10〜19名 86   19.0   
5 20名以上 153  33.8   

無回答 3   0.7  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  
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（5）今後の採用方針について 
今後の採用方針について調査した結果、「毎年、安定的に採用していくと思う」が294件（65.0%）と最

も多く、次いで「できれば、毎年安定的に採用していきたいと思う」105 件（23.2%）、「毎年ではないが、

ある程度は安定的に採用していきたいと思う」32 件（7.1%）、「増員が必要になった場合に、採用を考え

る」15 件（3.3%）、「欠員が出た場合に、採用を考える」4 件（0.9%）、「当面、採用は行わないと思う」1
件（0.2%）の順になっている。 ※「無回答」1件（0.2%） 

今後の採用方針
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 毎年、安定的に採用していくと思う 294   65.0  
2 できれば、毎年安定的に採用していきたいと思う 105   23.2  
3 毎年ではないが、ある程度は安定的に採用していきたいと思う 32   7.1  
4 増員が必要になった場合に、採用を考える 15   3.3  
5 欠員が出た場合に、採用を考える 4  0.9  
6 当面、採用は行わないと思う 1  0.2  

無回答 1  0.2  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452   100   

毎年、安定的に

採用していくと思う
65.0%

できれば、毎年安定的に

採用していきたいと思う
23.2%

毎年ではないが、

ある程度は安定的に

採用していきたいと思う
7.1%

増員が必要になった場合に、

採用を考える
3.3%

欠員が出た場合に、採用を考える
0.9% 当面、採用は行わないと思う

0.2%

無回答
0.2%

今後の採用方針
N = 452
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（6）人材採用における最終学歴について 
6-1 人材採用における最終学歴（第1位）について 
人材採用における最終学歴（第1位）について調査した結果、回答のあった企業452件のうち、「大学」

が 389 件（86.1%）と最も多く、次いで「大学院」38 件（8.4%）、「その他」17 件（3.8%）、「専門学校」

2件（0.4%）、「短期大学」1件（0.2%）の順になっている。 ※「無回答」5件（1.1%） 

6-2 人材採用における最終学歴（第2位）について 
人材採用における最終学歴（第 2 位）について調査した結果、回答のあった企業 452 件のうち、「大学

院」が 235 件（52.0%）と最も多く、次いで「短期大学」65 件（14.4%）、「専門学校」64 件（14.2%）、

「大学」40件（8.8%）、「その他」33件（7.3%）の順になっている。 ※「無回答」15件（3.3%） 

人材採用における最終学歴(第1位)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 大学院 38   8.4  
2 大学 389  86.1   
3 短期大学 1   0.2  
4 専門学校 2   0.4  
5 その他 17   3.8  

無回答 5   1.1  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

大学院
8.4%

大学
86.1%

短期大学
0.2%

専門学校
0.4%

その他
3.8%

無回答
1.1%

人材採用における最終学歴(第1位)
N = 452

人材採用における最終学歴(第2位)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 大学院 235  52.0   
2 大学 40   8.8  
3 短期大学 65   14.4   
4 専門学校 64   14.2   
5 その他 33   7.3  

無回答 15   3.3  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

大学院
52.0%

大学
8.8%

短期大学
14.4%

専門学校
14.2%

その他
7.3% 無回答

3.3%

人材採用における最終学歴(第2位)
N = 452
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（7）4つの新専攻（修士課程）の社会的必要性について 
7-A 生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）の社会的必要性について 
東京農業大学大学院 生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）の社会的必要性について調

査した結果、「社会的必要性が高い分野である」が 233 件（51.5%）と最も多く、次いで「一応、社

会的必要性を感じる」168 件（37.2%）、「わからない」40 件（8.8%）、「あまり必要性を感じない」9
件（2.0%）、「必要性はない」1件（0.2%）の順になっている。 ※「無回答」1件（0.2%） 
なお、生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）の社会的必要性について、「社会的必要性

が高い分野である」、「一応、社会的必要性を感じる」の肯定的な回答を合算すると、401 件（88.7%）

となっている。

 

生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程)の社会的必要性
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 社会的必要性が高い分野である 233  51.5  
2 一応、社会的必要性を感じる 168  37.2  
3 あまり必要性を感じない 9   2.0  
4 必要性はない 1   0.2  
5 わからない 40  8.8  
6 その他 0   0.0  

無回答 1   0.2  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   

社会的必要性が高い分野である
51.5%

一応、社会的必要性を感じる
37.2%

あまり必要性を感じない
2.0%

必要性はない
0.2%

わからない
8.8%

その他
0.0% 無回答

0.2%

生命科学研究科分子生命化学専攻(修士課程)
の社会的必要性

N = 452

8



7-B 生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）の社会的必要性について 
東京農業大学大学院 生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）の社会的必要性について調

査した結果、「社会的必要性が高い分野である」が 241 件（53.3%）と最も多く、次いで「一応、社

会的必要性を感じる」160 件（35.4%）、「わからない」38 件（8.4%）、「あまり必要性を感じない」

10件（2.2%）、「必要性はない」1件（0.2%）の順になっている。 ※「無回答」2件（0.4%） 
なお、生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）の社会的必要性について、「社会的必要性

が高い分野である」、「一応、社会的必要性を感じる」の肯定的な回答を合算すると、401 件（88.7%）

となっている。

 

生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)の社会的必要性
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 社会的必要性が高い分野である 241  53.3  
2 一応、社会的必要性を感じる 160  35.4  
3 あまり必要性を感じない 10  2.2  
4 必要性はない 1   0.2  
5 わからない 38  8.4  
6 その他 0   0.0  

無回答 2   0.4  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   

社会的必要性が高い分野である
53.3%

一応、社会的必要性を感じる
35.4%

あまり必要性を感じない
2.2%

必要性はない
0.2%

わからない
8.4% その他

0.0%
無回答
0.4%

生命科学研究科分子微生物学専攻(修士課程)
の社会的必要性

N = 452
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7-C 地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）の社会的必要性について 
東京農業大学大学院 地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）の社会的必要性につい

て調査した結果、「社会的必要性が高い分野である」が 288 件（63.7%）と最も多く、次いで「一応、

社会的必要性を感じる」120 件（26.5%）、「わからない」28 件（6.2%）、「あまり必要性を感じない」

11件（2.4%）、「必要性はない」2件（0.4%）の順になっている。 ※「無回答」3件（0.7%） 
なお、地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）の社会的必要性について、「社会的必

要性が高い分野である」、「一応、社会的必要性を感じる」の肯定的な回答を合算すると、408 件

（90.2%）となっている。 

 

社会的必要性が高い分野である
63.7%

一応、社会的必要性を感じる
26.5%

あまり必要性を感じない
2.4%

必要性はない
0.4%

わからない
6.2%

その他
0.0% 無回答

0.7%

地域環境科学研究科地域創成科学専攻(修士課程)
の社会的必要性

N = 452

地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程)の社会的必要性
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 社会的必要性が高い分野である 288  63.7  
2 一応、社会的必要性を感じる 120  26.5  
3 あまり必要性を感じない 11  2.4  
4 必要性はない 2   0.4  
5 わからない 28  6.2  
6 その他 0   0.0  

無回答 3   0.7  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   
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7-D 国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻の社会的必要性について 
東京農業大学大学院 国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）の社会的必要性に

ついて調査した結果、「社会的必要性が高い分野である」が 295 件（65.3%）ともっとも多く、次い

で「一応、社会的必要性を感じる」115 件（25.4%）、「わからない」28 件（6.2%）、「あまり必要性

を感じない」9 件（2.0%）、「必要性はない」2 件（0.4%）の順になっている。 ※「無回答」3 件

（0.7%） 
なお、国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）の社会的必要性について、「社会

的必要性が高い分野である」、「一応、社会的必要性を感じる」の肯定的な回答を合算すると、410 件

（90.7%）となっている。 

 

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程)の社会的必要性
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 社会的必要性が高い分野である 295  65.3  
2 一応、社会的必要性を感じる 115  25.4  
3 あまり必要性を感じない 9   2.0  
4 必要性はない 2   0.4  
5 わからない 28  6.2  
6 その他 0   0.0  

無回答 3   0.7  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   

社会的必要性が高い分野である
65.3%

一応、社会的必要性を感じる
25.4%

あまり必要性を感じない
2.0%

必要性はない
0.4%

わからない
6.2%

その他
0.0% 無回答

0.7%

国際食料農業科学研究科国際食農科学専攻(修士課程)
の社会的必要性

N = 452
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（8）4つの新専攻（修士課程）の修了生の採用意向について 
8-A 生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）の採用意向について 
東京農業大学大学院 生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）修了生の採用意向について

調査した結果、「採用を検討したい」が 219 件（48.5%）と最も多く、次いで「採用したい」113 件

（25.0%）、「採用は考えない」111件（24.6%）の順になっている。 ※「無回答」9件（2.0%） 
なお、「採用したい」、「採用を検討したい」の肯定的な回答を合算すると、332 件（73.5%）とな

っている。

8-B 生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)の採用意向について 
東京農業大学大学院 生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）修了生の採用意向について

調査した結果、「採用を検討したい」が 224 件（49.6%）と最も多く、次いで「採用したい」113 件

（25.0%）、「採用は考えない」106件（23.5%）の順になっている。 ※「無回答」9件（2.0%） 
なお、「採用したい」、「採用を検討したい」の肯定的な回答を合算すると、337 件（74.6%）とな

っている。

生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程)の採用意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 採用したい 113  25.0   
2 採用を検討したい 219  48.5   
3 採用は考えない 111  24.6   

無回答 9   2.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   

採用したい
25.0%

採用を検討したい
48.5%

採用は考えない
24.6%

無回答
2.0%

生命科学研究科
分子生命化学専攻(修士課程)の採用意向

N = 452

生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)の採用意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 採用したい 113  25.0   
2 採用を検討したい 224  49.6   
3 採用は考えない 106  23.5   

無回答 9   2.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

採用したい
25.0%

採用を検討したい
49.6%

採用は考えない
23.5%

無回答
2.0%

生命科学研究科
分子微生物学専攻(修士課程)の採用意向

N = 452
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8-C 地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）の採用意向について 
東京農業大学大学院 地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）修了生の採用意向につ

いて調査した結果、「採用を検討したい」が216件（47.8%）と最も多く、次いで「採用したい」150
件（33.2%）、「採用は考えない」77件（17.0%）の順になっている。 ※「無回答」9件（2.0%） 
なお、「採用したい」、「採用を検討したい」の肯定的な回答を合算すると、366 件（81.0%）とな

っている。

 

8-D 国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）の採用意向について 
東京農業大学大学院 国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）修了生の採用意向

について調査した結果、「採用を検討したい」が 202 件（44.7%）と最も多く、次いで「採用したい」

138 件（30.5%）、「採用は考えない」103 件（22.8%）の順になっている。 ※「無回答」9 件

（2.0%） 
なお、「採用したい」、「採用を検討したい」の肯定的な回答を合算すると、340 件（75.2%）とな

っている。

 

地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程)
の採用意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 採用したい 150  33.2   
2 採用を検討したい 216  47.8   
3 採用は考えない 77   17.0   

無回答 9   2.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

採用したい
33.2%

採用を検討したい
47.8%

採用は考えない
17.0%

無回答
2.0%

地域環境科学研究科
地域創成科学専攻(修士課程)の採用意向

N = 452

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程)
の採用意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 採用したい 138  30.5   
2 採用を検討したい 202  44.7   
3 採用は考えない 103  22.8   

無回答 9   2.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   

採用したい
30.5%

採用を検討したい
44.7%

採用は考えない
22.8%

無回答
2.0%

国際食料農業科学研究科
国際食農科学専攻(修士課程)の採用意向

N = 452
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（9）4つの新専攻（修士課程）の修了生の採用人数について 
9-A 生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）の採用人数ついて 
「8-A 生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）の採用意向について」において肯定的な

採用意向を示した 332 企業に対して、東京農業大学大学院の修了生の将来的な採用人数について調

査したところ、「人数は未確定」が255件（76.8%）と最も多く、次いで「1人」47件（14.2%）、「2
人」14 件（4.2%）、「5 人以上」8 件（2.4%）、「3 人」2 件（0.6%）の順になっている。 ※「無回

答」6件（1.8%） 

 

9-B 生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）の採用人数ついて 
「8-B 生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)の採用意向について」において肯定的な採用

意向を示した 337 企業に対して、東京農業大学大学院の修了生の将来的な採用人数について調査し

たところ、「人数は未確定」が256件（76.0%）と最も多く、次いで「1人」51件（15.1%）、「2人」

14 件（4.2%）、「5 人以上」8 件（2.4%）、「3 人」2 件（0.6%）の順になっている。 ※「無回答」6
件（1.8%） 

 
 
 
 
 

生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程)の採用人数
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 １人 47   14.2   
2 ２人 14   4.2  
3 ３人 2   0.6  
4 ４人 0   0.0  
5 ５人以上 8   2.4  
6 人数は未確定 255  76.8   

無回答 6   1.8  
N （％ﾍﾞｰｽ） 332  100   

１人
14.2% ２人

4.2% ３人
0.6%

４人
0.0%

５人以上
2.4%

人数は未確定
76.8%

無回答
1.8%

生命科学研究科
分子生命化学専攻(修士課程)の採用人数

N = 332

生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)の採用人数
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 １人 51   15.1   
2 ２人 14   4.2  
3 ３人 2   0.6  
4 ４人 0   0.0  
5 ５人以上 8   2.4  
6 人数は未確定 256  76.0   

無回答 6   1.8  
N （％ﾍﾞｰｽ） 337  100  

１人
15.1% ２人

4.2%

３人
0.6%

４人
0.0%５人以上

2.4%

人数は未確定
76.0%

無回答
1.8%

生命科学研究科
分子微生物学専攻(修士課程)の採用人数

N = 337
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9-C 地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）の採用人数ついて 
「8-C 地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）の採用意向について」において肯定

的な採用意向を示した 366 企業に対して、東京農業大学大学院の修了生の将来的な採用人数につい

て調査したところ、「人数は未確定」が261件（71.3%）と最も多く、次いで「1人」72件（19.7%）、

「2人」21件（5.7%）、「5人以上」8件（2.2%）、「3人」1件（0.3%）の順になっている。 ※「無

回答」3件（0.8%） 

 
 
 
 
 
 

9-D 国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）の採用人数ついて 
「8-D 国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）の採用意向について」において

肯定的な採用意向を示した 340 企業に対して、東京農業大学大学院の修了生の将来的な採用人数に

ついて調査したところ、「人数は未確定」が 253 件（74.4%）と最も多く、次いで「1 人」54 件

（15.9%）、「2 人」16 件（4.7%）、「3 人」3 件（0.9%）、「5 人以上」8 件（2.4%）の順になってい

る。 ※「無回答」6件（1.8%） 

 
 
 
 
 
 

地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程)
の採用意人数
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 １人 72   19.7   
2 ２人 21   5.7  
3 ３人 1   0.3  
4 ４人 0   0.0  
5 ５人以上 8   2.2  
6 人数は未確定 261  71.3   

無回答 3   0.8  
N （％ﾍﾞｰｽ） 366  100  

１人
19.7%

２人
5.7% ３人

0.3%

４人
0.0%５人以上

2.2%
人数は未確定

71.3%

無回答
0.8%

地域環境科学研究科
地域創成科学専攻(修士課程)の採用意人数

N = 366

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程)
の採用人数
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 １人 54   15.9   
2 ２人 16   4.7  
3 ３人 3   0.9  
4 ４人 0   0.0  
5 ５人以上 8   2.4  
6 人数は未確定 253  74.4   

無回答 6   1.8  
N （％ﾍﾞｰｽ） 340  100   

１人
15.9%

２人
4.7%

３人
0.9%

４人
0.0%

５人以上
2.4%

人数は未確定
74.4%

無回答
1.8%

国際食料農業科学研究科
国際食農科学専攻(修士課程)の採用人数

N = 340
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３．調査結果のまとめ

4つの新専攻（修士課程）の修了者に対する将来的な採用意向人数の集計にあたっては、「（8）4つ
の新専攻（修士課程）の修了生の採用意向について」の肯定的な回答数と、「（9）4 つの新専攻（修

士課程）の修了生の採用人数について」の将来的な採用人数の各選択肢（「1 人」、「2 人」、「3 人」、

「4人」、「5人以上」、「人数は未確定（※）」）を乗じ、これを合計し、算出した。 
※「人数は未確定」とは、「（9）4 つの新専攻（修士課程）の修了生の採用人数について」にて、「採

用したい」、「採用を検討したい」と回答し将来的な採用意向は示すが、アンケートの時点では将来的

な採用人数について確定していないものである。したがって、本調査では「人数は未確定」の将来的

な採用人数を最低数である「1人」として計算した。 

生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）

下記の表より、生命科学研究科 分子生命化学専攻（修士課程）の修了者に対する採用意向人数は

「採用したい」のみで合計した場合、155 人分となる。入学定員は 20 名であるため、7.75 倍の採用

意向を確保できている。

また、「採用したい」、「採用を検討したい」を合計した場合、採用意向人数は 376 人となり、これ

は、入学定員20名に対して、18.8倍となる。 

生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程)
　回答数(件) 　回答数(件)

人数(人) 人数(人)

1人(A) 17 (a) (A)×(a) 17  1人(A) 47      (a) (A)×(a) 47  

2人(B) 10 (b) (B)×(b) 20  2人(B) 14      (b) (B)×(b) 28  

3人(C) 2 (c) (C)×(c) 6   3人(C) 2 (c) (C)×(c) 6   

4人(D) -  (d) (D)×(d) -    4人(D) -  (d) (D)×(d) -    

5人以上(E) 7 (e) (E)×(e) 35  5人以上(E) 8 (e) (E)×(e) 40  

人数は未確定(F) 77 (f) (F)×(f) 77  人数は未確定(F) 255     (f) (F)×(f) 255 

無回答 -  無回答 6 

※採用人数が無回答であった場合は、計算から除外した

「採用したい」

「採用を検討し

たい」の合計

合計

合計採用意向 376 人

「採用したい」

のみ
合計

合計採用意向 155 人
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生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）

下記の表より、生命科学研究科 分子微生物学専攻（修士課程）の修了者に対する採用意向人数は

「採用したい」のみで合計した場合、155 人分となる。入学定員は 20 名であるため、7.75 倍の採用

意向を確保できている。

また、「採用したい」、「採用を検討したい」を合計した場合、採用意向人数は 381 人となり、これ

は、入学定員20名に対して、19.05倍となる。 

地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）

下記の表より、地域環境科学研究科 地域創成科学専攻（修士課程）の修了者に対する採用意向人

数は「採用したい」のみで合計した場合、200 人分となる。入学定員は 6 名であるため、約 33.3 倍

の採用意向を確保できている。

また、「採用したい」、「採用を検討したい」を合計した場合、採用意向人数は 418 人となり、これ

は、入学定員6名に対して、約69.7倍となる。 

生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)
　回答数(件) 　回答数(件)

人数(人) 人数(人)

1人(A) 18 (a) (A)×(a) 18  1人(A) 51      (a) (A)×(a) 51  

2人(B) 10 (b) (B)×(b) 20  2人(B) 14      (b) (B)×(b) 28  

3人(C) 2 (c) (C)×(c) 6   3人(C) 2 (c) (C)×(c) 6   

4人(D) -  (d) (D)×(d) -    4人(D) -  (d) (D)×(d) -    

5人以上(E) 7 (e) (E)×(e) 35  5人以上(E) 8 (e) (E)×(e) 40  

人数は未確定(F) 76 (f) (F)×(f) 76  人数は未確定(F) 256     (f) (F)×(f) 256 

無回答 -  無回答 6 

※採用人数が無回答であった場合は、計算から除外した

合計採用意向 381 人

「採用したい」

「採用を検討し
たい」の合計

合計
「採用したい」

のみ
合計

合計採用意向 155 人

地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程)
　回答数(件) 　回答数(件)

人数(人) 人数(人)

1人(A) 37 (a) (A)×(a) 37  1人(A) 72      (a) (A)×(a) 72  

2人(B) 16 (b) (B)×(b) 32  2人(B) 21      (b) (B)×(b) 42  

3人(C) 1 (c) (C)×(c) 3   3人(C) 1 (c) (C)×(c) 3   

4人(D) -  (d) (D)×(d) -    4人(D) -  (d) (D)×(d) -    

5人以上(E) 8 (e) (E)×(e) 40  5人以上(E) 8 (e) (E)×(e) 40  

人数は未確定(F) 88 (f) (F)×(f) 88  人数は未確定(F) 261     (f) (F)×(f) 261 

無回答 -  無回答 3 

※採用人数が無回答であった場合は、計算から除外した

合計採用意向 418 人

「採用したい」

のみ
合計

「採用したい」

「採用を検討し

たい」の合計

合計

合計採用意向 200 人
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国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）

下記の表より、国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻（修士課程）の修了者に対する採用意

向人数は「採用したい」のみで合計した場合、188人分となる。入学定員は7名であるため、約26.9
倍の採用意向を確保できている。

また、「採用したい」、「採用を検討したい」を合計した場合、採用意向人数は 388 人となり、これ

は、入学定員7名に対して、約55.4倍となる。 

以上の調査結果と、今回の調査対象以外の進路も考えられることから、4 つの新専攻（修士課程）

修了者の進路は十分に確保できるものと考える。

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程)
　回答数(件) 　回答数(件)

人数(人) 人数(人)

1人(A) 21 (a) (A)×(a) 21  1人(A) 54      (a) (A)×(a) 54  

2人(B) 13 (b) (B)×(b) 26  2人(B) 16      (b) (B)×(b) 32  

3人(C) 3 (c) (C)×(c) 9   3人(C) 3 (c) (C)×(c) 9   

4人(D) -  (d) (D)×(d) -    4人(D) -  (d) (D)×(d) -    

5人以上(E) 8 (e) (E)×(e) 40  5人以上(E) 8 (e) (E)×(e) 40  

人数は未確定(F) 92 (f) (F)×(f) 92  人数は未確定(F) 253     (f) (F)×(f) 253 

無回答 1 無回答 6 

※採用人数が無回答であった場合は、計算から除外した

合計採用意向 188 人 合計採用意向 388 人

「採用したい」

のみ
合計

「採用したい」

「採用を検討し
たい」の合計

合計
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調査票
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計画概要
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単純集計表
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事業所の種別
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 本社 429  94.9   
2 支社 6   1.3  
3 単独事業所 11   2.4  
4 その他 6   1.3  

無回答 0   0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   本社

94.9%

支社
1.3%

単独事業所
2.4%

その他
1.3%

無回答
0.0%

事業所の種別
N = 452
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事業所の所在地
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 東京都 210  46.5   
2 神奈川県 32   7.1  
3 千葉県 12   2.7  
4 埼玉県 18   4.0  
5 茨城県 6   1.3  
6 群馬県 7   1.5  
7 北海道 3   0.7  
8 新潟県 9   2.0  
9 ⻑野県 10   2.2  
10 静岡県 16   3.5  
11 愛知県 10   2.2  
12 大阪府 9   2.0  
13 兵庫県 5   1.1  
14 その他 60   13.3   

無回答 45   10.0   
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

東京都
46.5%

神奈川県
7.1%

千葉県
2.7%

埼玉県
4.0%

茨城県
1.3%

群馬県
1.5%

北海道
0.7%

新潟県
2.0%

長野県
2.2%

静岡県
3.5%

愛知県
2.2%

大阪府
2.0%

兵庫県
1.1%

その他
13.3% 無回答

10.0%

事業所の所在地
N = 452
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事業所の業種
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 農業・林業 6   1.3  
2 漁業 0   0.0  
3 鉱業・採石業・砂利採取業 1   0.2  
4 建設業 49   10.8   
5 製造業 131  29.0   
6 電気・ガス・熱供給・水道業 3   0.7  
7 情報通信業 30   6.6  
8 運輸業・郵便業 0   0.0  
9 卸売業・小売業 91   20.1   
10 金融業・保険業 13   2.9  
11 不動産業・物品賃貸業 12   2.7  
12 学術研究・専門技術サービス業 26   5.8  
13 宿泊業・飲食サービス業 18   4.0  
14 生活関連サービス業・娯楽業 1   0.2  
15 教育・学習支援業 1   0.2  
16 医療・福祉 8   1.8  
17 複合サービス業 13   2.9  
18 サービス業（他に分類されないもの） 30   6.6  
19 公務（他に分類されるものを除く） 0   0.0  
20 その他 19   4.2  

無回答 0   0.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

農業・林業
1.3%

漁業
0.0%

鉱業・採石業・砂利採取業
0.2%

建設業
10.8%

製造業
29.0%

電気・ガス・熱供給・水道業
0.7%

情報通信業
6.6%

運輸業・郵便業
0.0%卸売業・小売業

20.1%
金融業・保険業

2.9%

不動産業・

物品賃貸業
2.7%

学術研究・

専門技術

サービス業
5.8%

宿泊業・

飲食サービス業
4.0%

生活関連サービス業

・娯楽業
0.2%

教育・学習支援業
0.2%

医療・福祉
1.8%

複合サービス業
2.9%

サービス業

（他に分類されないもの）
6.6%

公務（他に分類される

ものを除く）
0.0%

その他
4.2%

無回答
0.0%

事業所の業種
N = 452
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0名
3.3%

1～4名
24.6%

5～9名
18.6%

10～19名
19.0%

20名以上
33.8%

無回答
0.7%

昨年度の採用人数

(修士課程修了者)
N = 452

昨年度の採用人数(修士課程修了者)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 0名 15   3.3  
2 1〜4名 111  24.6   
3 5〜9名 84   18.6   
4 10〜19名 86   19.0   
5 20名以上 153  33.8   

無回答 3   0.7  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  
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今後の採用方針
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 毎年、安定的に採用していくと思う 294   65.0  
2 できれば、毎年安定的に採用していきたいと思う 105   23.2  
3 毎年ではないが、ある程度は安定的に採用していきたいと思う 32   7.1  
4 増員が必要になった場合に、採用を考える 15   3.3  
5 欠員が出た場合に、採用を考える 4  0.9  
6 当面、採用は行わないと思う 1  0.2  

無回答 1  0.2  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452   100   

毎年、安定的に

採用していくと思う
65.0%

できれば、毎年安定的に

採用していきたいと思う
23.2%

毎年ではないが、

ある程度は安定的に

採用していきたいと思う
7.1%

増員が必要になった場合に、

採用を考える
3.3%

欠員が出た場合に、採用を考える
0.9% 当面、採用は行わないと思う

0.2%

無回答
0.2%

今後の採用方針
N = 452
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人材採用における最終学歴(第1位)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 大学院 38   8.4  
2 大学 389  86.1   
3 短期大学 1   0.2  
4 専門学校 2   0.4  
5 その他 17   3.8  

無回答 5   1.1  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

大学院
8.4%

大学
86.1%

短期大学
0.2%

専門学校
0.4%

その他
3.8%

無回答
1.1%

人材採用における最終学歴(第1位)
N = 452

人材採用における最終学歴(第2位)
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 大学院 235  52.0   
2 大学 40   8.8  
3 短期大学 65   14.4   
4 専門学校 64   14.2   
5 その他 33   7.3  

無回答 15   3.3  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

大学院
52.0%

大学
8.8%

短期大学
14.4%

専門学校
14.2%

その他
7.3% 無回答

3.3%

人材採用における最終学歴(第2位)
N = 452
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生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程)の社会的必要性
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 社会的必要性が高い分野である 233  51.5  
2 一応、社会的必要性を感じる 168  37.2  
3 あまり必要性を感じない 9   2.0  
4 必要性はない 1   0.2  
5 わからない 40  8.8  
6 その他 0   0.0  

無回答 1   0.2  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   

社会的必要性が高い分野である
51.5%

一応、社会的必要性を感じる
37.2%

あまり必要性を感じない
2.0%

必要性はない
0.2%

わからない
8.8%

その他
0.0% 無回答

0.2%

生命科学研究科分子生命化学専攻(修士課程)
の社会的必要性

N = 452
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生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)の社会的必要性
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 社会的必要性が高い分野である 241  53.3  
2 一応、社会的必要性を感じる 160  35.4  
3 あまり必要性を感じない 10  2.2  
4 必要性はない 1   0.2  
5 わからない 38  8.4  
6 その他 0   0.0  

無回答 2   0.4  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   

社会的必要性が高い分野である
53.3%

一応、社会的必要性を感じる
35.4%

あまり必要性を感じない
2.2%

必要性はない
0.2%

わからない
8.4% その他

0.0%
無回答
0.4%

生命科学研究科分子微生物学専攻(修士課程)
の社会的必要性

N = 452
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社会的必要性が高い分野である
63.7%

一応、社会的必要性を感じる
26.5%

あまり必要性を感じない
2.4%

必要性はない
0.4%

わからない
6.2%

その他
0.0% 無回答

0.7%

地域環境科学研究科地域創成科学専攻(修士課程)
の社会的必要性

N = 452

地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程)の社会的必要性
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 社会的必要性が高い分野である 288  63.7  
2 一応、社会的必要性を感じる 120  26.5  
3 あまり必要性を感じない 11  2.4  
4 必要性はない 2   0.4  
5 わからない 28  6.2  
6 その他 0   0.0  

無回答 3   0.7  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   
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国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程)の社会的必要性
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 社会的必要性が高い分野である 295  65.3  
2 一応、社会的必要性を感じる 115  25.4  
3 あまり必要性を感じない 9   2.0  
4 必要性はない 2   0.4  
5 わからない 28  6.2  
6 その他 0   0.0  

無回答 3   0.7  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   

社会的必要性が高い分野である
65.3%

一応、社会的必要性を感じる
25.4%

あまり必要性を感じない
2.0%

必要性はない
0.4%

わからない
6.2%

その他
0.0% 無回答

0.7%

国際食料農業科学研究科国際食農科学専攻(修士課程)
の社会的必要性

N = 452
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生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程)の採用意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 採用したい 113  25.0   
2 採用を検討したい 219  48.5   
3 採用は考えない 111  24.6   

無回答 9   2.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100   

採用したい
25.0%

採用を検討したい
48.5%

採用は考えない
24.6%

無回答
2.0%

生命科学研究科
分子生命化学専攻(修士課程)の採用意向

N = 452

生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)の採用意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 採用したい 113  25.0   
2 採用を検討したい 224  49.6   
3 採用は考えない 106  23.5   

無回答 9   2.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

採用したい
25.0%

採用を検討したい
49.6%

採用は考えない
23.5%

無回答
2.0%

生命科学研究科
分子微生物学専攻(修士課程)の採用意向

N = 452
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地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程)
の採用意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 採用したい 150  33.2   
2 採用を検討したい 216  47.8   
3 採用は考えない 77   17.0   

無回答 9   2.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

採用したい
33.2%

採用を検討したい
47.8%

採用は考えない
17.0%

無回答
2.0%

地域環境科学研究科
地域創成科学専攻(修士課程)の採用意向

N = 452

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程)
の採用意向
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 採用したい 138  30.5   
2 採用を検討したい 202  44.7   
3 採用は考えない 103  22.8   

無回答 9   2.0  
N （％ﾍﾞｰｽ） 452  100  

採用したい
30.5%

採用を検討したい
44.7%

採用は考えない
22.8%

無回答
2.0%

国際食料農業科学研究科
国際食農科学専攻(修士課程)の採用意向

N = 452
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生命科学研究科 分子生命化学専攻(修士課程)の採用人数
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 １人 47   14.2   
2 ２人 14   4.2  
3 ３人 2   0.6  
4 ４人 0   0.0  
5 ５人以上 8   2.4  
6 人数は未確定 255  76.8   

無回答 6   1.8  
N （％ﾍﾞｰｽ） 332  100  

１人
14.2% ２人

4.2% ３人
0.6%

４人
0.0%

５人以上
2.4%

人数は未確定
76.8%

無回答
1.8%

生命科学研究科
分子生命化学専攻(修士課程)の採用人数

N = 332

生命科学研究科 分子微生物学専攻(修士課程)の採用人数
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 １人 51   15.1   
2 ２人 14   4.2  
3 ３人 2   0.6  
4 ４人 0   0.0  
5 ５人以上 8   2.4  
6 人数は未確定 256  76.0   

無回答 6   1.8  
N （％ﾍﾞｰｽ） 337  100  

１人
15.1% ２人

4.2%

３人
0.6%

４人
0.0%５人以上

2.4%

人数は未確定
76.0%

無回答
1.8%

生命科学研究科
分子微生物学専攻(修士課程)の採用人数

N = 337
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地域環境科学研究科 地域創成科学専攻(修士課程)
の採用意人数
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 １人 72   19.7   
2 ２人 21   5.7  
3 ３人 1   0.3  
4 ４人 0   0.0  
5 ５人以上 8   2.2  
6 人数は未確定 261  71.3   

無回答 3   0.8  
N （％ﾍﾞｰｽ） 366  100  

１人
19.7%

２人
5.7% ３人

0.3%

４人
0.0%５人以上

2.2%
人数は未確定

71.3%

無回答
0.8%

地域環境科学研究科
地域創成科学専攻(修士課程)の採用意人数

N = 366

国際食料農業科学研究科 国際食農科学専攻(修士課程)
の採用人数
№ カテゴリ 件数 (全体)%
1 １人 54   15.9  
2 ２人 16   4.7  
3 ３人 3   0.9  
4 ４人 0   0.0  
5 ５人以上 8   2.4  
6 人数は未確定 253  74.4  

無回答 6   1.8  
N （％ﾍﾞｰｽ） 340  100   

１人
15.9%

２人
4.7%

３人
0.9%

４人
0.0%

５人以上
2.4%

人数は未確定
74.4%

無回答
1.8%

国際食料農業科学研究科
国際食農科学専攻(修士課程)の採用人数

N = 340
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